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はじめに

現在、国においては、「再生可能エネルギー特別措置法」の制定を契機に、再生可能エネルギー

の導入等を通じてエネルギーの安定的かつ適切な供給の確保を図るための様々な施策が講じら

れており、全国各地では、地域の特性を活かした再生可能エネルギーの導入 ・利活用により地

域を活性化しようとする取組が増えています。

そこで、当地域活性化センターでは、地域資源、を活用して発電に取り組んでいる事例や、再

生可能エネルギーの導入が地域の産業・雇用創出などに寄与している事例など、各地域で行わ

れている再生可能エネルギーに関する特徴のある取組事例について、取りまとめることにしま

した。

掲載事例につきましては、各都道府県に地域における特徴ある取組事例の推薦をお願いし、

118事例を収集いたしました。

本報告書においては、この中から特に他の自治体においても参考になると思われる41事例を

「特集編」、「本編」として掲載しております。

「特集編」の8事例においては、当センターにおいて現地取材を行い、関係者の方々の生の声

を取り上げ執筆させていただきました。「本編」の33事例については、関係する地方公共団体の

担当者の方々にご執筆いただきました。

さらに、その他の特徴的な77事例については、関係する地方公共団体の担当者の方々にご執

筆いただき「資料編jとして掲載しており ます。

各事例につきましては、取組のきっかけ、取組の内容と実施成果、今後の課題と展望などに

ついてまとめております。

本報告書が、地方公共団体の方々をはじめ、再生可能エネルギーの導入 ・利活用を検討して

おられる関係者の皆様のご参考になれば幸いに存じます。

最後になりましたが、本報告書の作成にあたり、ご協力いただきました皆様方に厚く御礼を

申し上げます。

平成26年1月

一般財団法人地域活性化センター

理事長高橋達雄
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6 

ご利用にあたって

.本書は、「特集編8事例Ji本編33事例Ji資料編77事例」により構成されている。

.本書は、各事例を分野によって次のとおり 8種類に分類(複数の分類に関わる事例につい

ては、重複して分類)している。

EE盟・ E圃置軍軍・ E-圃
E霊園田 E翠塁彊 E 週目 置彊函圃目

E1:1温室1m・

-自治体の人口及び面積は、平成25年4月1日時点における数値である。

.平成25年4月2日以降の市町村合併による人口及び面積の変更は反映されていない。

軍軍・

.特集編の本文中に掲載の関係者の役職名や名称等は取材時(平成25年9月)のものである 0

.本編は執筆時(平成 25年 8 月~1O月)の内容に、 一部時点修正等 (平成 25年 11 月 ) を加え

たものである 0

.資料編は事例収集時(平成25年 7 月)の内容に、一部時点修正等(平成 25年 9 月 ~11 月)

を加えたものである。
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沼田式富山センタープロジ‘ェクト
~雪と共生するまちづくり~

」阻圃圃圃圃圃圃E 睦幽iiliil幽 it園圃圃圃圃・園周
沼田町は北海道のほぼ中央、空知総合振興局内の北西部に位置し、面積は283.21km2に及ぶ。
南側の平坦部は広大な石狩平野の北端の一部で、肥沃な水田地帯が広がっており、市街地もこの
平坦部を流れる雨竜川や小河川の流域に沿って南に開けている。また西側は牧場、畑作地帯、他
の二方は山岳地帯で占められている。
かつては炭鉱と稲作の町として繁栄してきたが、昭和43年に雨竜炭鉱が閉山し、以後稲作中心
の農業の町となっている。道内でも有数の米どころであると同時に、有数の豪雪地帯としても知
うれている。

の助言を得て、平成8年に事業費16億2.300万円 (う
。取組のきっかけ

. ち国庫補助金50%)を投じて世界初の雪冷房システ

(1)厄介者とされてきた雪をエネルギーに

沼田町の再生可能エネルギーに対する取組につい

て、沼田町政策推進室の前田次長及び沼田町農業振興

課利雪技術開発センターの伊藤主任研究員に話を伺っ

た。

平成7年の食糧管理法の廃止で、農家や流通業者が

米を自由に販売できるようになり、水稲震業を基幹産

業としてきた沼田町においては、特徴ある「売れる米」

づくりが喫緊の課題となった。そこで、それまでは個々

の農家で、乾燥・調製していたが、市場競争力のある

品質の良い米を出荷するため、沼田町として共同の乾

燥 ・調製 ・貯蔵施設を建設することとした。

沼田町の年間降雪量は平均11m。

ムによる米貯蔵施設「スノークールライスファク卜

Ij-Jを建設した。建設当初から施設の運営管理は、
最もノウハウのある現在の北い13¥き農業協同組合沼

田支所に委託している。この施設の成功を機に、沼田

町における雪利用の取組が本格的に始まった。

(2)町一丸となった雪利用への取組

平成11年に、町は利雪研究機関「沼田町利雪技術

開発センターJ(通称「雪の学校J)を開設した。技術
(利雪・親雪に関する研究)、理解(研究成果の報告、

親雪イベント、フォーラムなどの開催による町民の理

解)、 発信 (活動内容、親雪技術の発信)を中心に据

大量に降り積もる雪は、誰にとっ

ても冬の生活環境を阻害するだけ

の「厄介者」でしかなかった。しか

し、町は発想を1800 変えて、雪を

地域資源のーっとして捉え、クリー

ンな「冷熱エネルギーjとしての利

用を検討する乙とにした。米貯蔵施

設の冷房に雪を利用でき芯いか模索

していたところ、当時の空知支庁地

域振興部長から、冷熱エネルギー研

究の第一人者である室蘭工業大学助

教授(現特任教授)の娼山(こびや

ま)政良氏を紹介してもらい、同氏

に協力を依頼した。そして、娼山氏
スノークール ライスファクトリーの外観 スノークールライスファクトリーで貯

蔵している「雪中米Jの籾



スノークールライスファクトリーの冷房システムイメージ

貯蔵施設の雪室に雪が運びこまれる様子

「雪中米」

えた事業を展開し、利雪・親雪に積極的に取り組んだ。

また、平成14年6月には、沼田町の基本政策として「輝

け雪の町宣言Jを表明し、その中で、次の3つの目標
を掲げ、町一丸となって「雪と共生するまちづくり」

を目指すこととした。

①雪を活用した新しい産業の創造と形成

②雪への理解を深め、一人ひとりが雪に親しみ、雪と

共生するための活動

③雪国に生きる者としての誇りを持った、明るく豊か

なまちづくりの推進

スノークールライスファクトリー以降、雪冷房を

利用した施設が次々に開設された。生涯学習総合セン

ターや養護老人ホームなどの館内の冷房のほか、就農

支援実習農場の椎茸発生棟やイチゴ栽培ハウスにも雪

冷熱利用を導入した。さらに、町内の個人住宅や居舗

北海道沼田町

にまで雪冷房が採り入れられている。

町はこのように、「利雪JI親雪Jに取り組む一方、
将来を見据えて、教育機関と連携し、学校教育の中に

「利雪学習 (学雪)Jとして、子供たちに雪の利活用や

環境問題を学i)1場も設けた。

。取組内容と実施成果 • (1)雪利用による米のブランド化

スノークールライスファクトリーは、貯留乾燥ビ

ン(米を蓄えて乾燥する容器)に貯蔵された2.500t 

の籾を1.500tの雪の冷熱により、低温貯蔵する。4

月中旬から8月中旬までの期間、貯雪庫から冷風を送

る仕組みで、貯蔵庫内の温度を5
0

C、湿度を70%に

保つことで、米の品質劣化を防ぐことができている。

品質の維持と労力軽減のため、籾は告農家において、

1次乾燥された半乾籾を乾燥貯留ビンで荷受けし、そ

の後5日間程度かけて共同施設で乾燥仕上げを行い、

本施設で乾燥・調製を行った約22万俵を「雪中米j

として籾摺り出荷している。

雪中米は、夏でも新米の昧がすると好評を得て、平

成15年から米の最高位ランクを維持。「雪」の持つク

リーンなイメージが消費者の求める「安全・安心」志

向にも合致し、米消費量が低下している現状において

も全量販売を達成している。前日次長は「スノークー

ルライスファクトリーは、全く前例のないことへの

挑戦だ、った。当時は省エネや環境対策といった概念は

ほとんどなく、とにかく売れる米づくりに必死だった。

結果的に雪が二酸化炭素を排出しないクリーンエネル

ギーとして注目されることになったし、地球温暖化防

止に貢献できている。Jと誇らしげに語る。

(2)雪中商品の展開

町では、町所有施設である「雪の科学館」の雪室を

町民に無料開放し、農産物や加工晶の雪貯蔵を試す場

として提供している。雪中米の成功を受けて、雪利用

9 
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の取組は町民にも広まり、地元の町民が参加した組織

やク、ループを中心に、様々な雪中商品の開発が行われ

た。雪の中や雪室で貯蔵することにより、農産物や加

工製品の中には糖度が増したり、熟成度が向上するな

どの効果があり、こうして開発された雪中貯蔵酒「雪

なごり」や雪室貯蔵の「雪中みそJr雪中そぱ」などは、
多くの消費者の支持・拡大に繋がり、新たな特産品と

して定着しつつある。

また、就農支援実習農場の椎茸発生棟では、雪の冷

気で成長を調整したり、イチゴ栽培施設では融雪水を

利用し、収穫や出荷の時期を調整する等の新たな栽培

方法を検討しているという。

(3) r沼田式雪山センタープロジ‘エクトj
沼田町の道路除排雪は年間約10万tにも達し、」

れらは河川敷など数力所に分散して捨て、春に融雪作

業を行わなければならなかった。ただ捨てているだけ

の雪を冷熱エネルギーとして、多方面に利用でき芯い

かという考えから、町は平成13年より沼田式雪山セ

ンターブロジ、工クトに取り掛かった。雪を町中心部か

ら約2km離れた場所へ集積し、冬は雪捨場、夏は雪利

用施設のための冷熱エネルギー供給基地にしようと考

えた。雪山センターの整備にあたっては、周辺農地へ

の冷気流出や、河川に流れ込む冷水の影響を懸念する

意見もあったが、環境調査を十分行い、住民説明会な

どを通じて設置への理解を求めた。構想段階かう運用

開始まで数年を要したが、平成20年!こ「沼田式雪山

センターjの運用を開始した。雪供給墓地としては圏

内で初めての施設である。貯雪量の最終目標は道路除

排雪の10万tであるが、現状の需要量に合わせて当

面は5，000t規模の雪山としている。

雪山の保存には、前述のスノークールライスファ

クトリーと同じく娼山氏の助言を得て、パーク材と呼

ばれる、丸太の樹皮部分を細かく砕いたものを断熱被

覆材として使用し、安価に大量の万年雪をつくること

に成功した。必要に応じて雪山を切り崩し、雪そのも

のを貯雪庫のある町内の生涯学習センター、養護老人

ホーム、個人住宅、就農支援実習農場などの施設に1

t当たり1，000円(輸送費別)で供給している。これ

まで、雪利用者は必要な雪を確保するため、大容量の

貯雪庫を個別に建設せざるを得なかったことから、か

なりコストがかかった。しかし、雪山センターの設置

により年闘を通じて雪を手当てできるようになったた

め、今後は貯雪庫を小容量化できるように芯り、イニ

シャルコストの大幅な削減が可能になったとのことで

ある。

また、雪山センターの雪は、エネルギー利用だけで

はなく、夏場にスノーボードや雪合戦などのイベン卜

を行う際に利用するなど、新たな観光資源としても利

用されている。雪山センターの運用が開始された平成

20年7月には、北海道洞爺湖サミットの国際メディ

アセンターに雪冷房が採用されたため、洞爺湖サミッ

トの開催前に雪山センターが報道に取り上げられる芯

ど、沼田町が雪利用のまちとして世界からも注目され

るように芯った。この結果、雪山センターを始めとす

る雪利用施設を多数の自治体や団体等が視察に訪れる

ように芯り、交流人口の増加等地域の活性化にも寄与

している。

5，000トン規模の雪山

真夏に雪の上でスノーボード

雪を取り出す様子



~今後の課題と展望 • 
我が国は食料自給率(力口リーベース)が極めて低

い上に、大規模災害や冷害時芯どの不測の事態に備え

た食料備蓄率も低いのが現状で、将来の食料貯蔵流通

システムの確立は重要な検討課題である。

こうした背景を踏まえ、沼田町では「貯蔵基地」、「加

工基地」、「流通ターミナルJを基本機能に、生産地か
ら消費地まで高品質な食料を安定的に供給できる食料

貯蔵流通基地を構築することを目指しており、その墓

地の核となるのが「沼田式雪山センター」である。伊

藤主任研究員は、今後の展開について「食料流通基地

の整備に向け、雪山センターと雪利用施設をパイプで

つなぎ、雪を溶かしてできた融雪水を直接供給できる

ようにしたい。施設で利用した後の融雪水は雪山セン

ターに戻し、再び冷却できるシステムとしたいと考え

ている。」と語ってくれた。

雪の持つ可能性にいち早く着目した沼田町は、雪利

》面積 283.21km2 

》事 業 名 沼田式雪山センタープロジェクト

》事業開始年度 平成20年度

》事業主体 沼田町

連絡先

沼田町政策推進室

蘭:mII01 64-35引 55 IZ園 0164・35・2393

用に取り組むパイオニアである。基幹産業である農業

に地域資源である雪を結び付け、産業振興やまちづく

りへの応用にも取り組む沼田町の更なる発展が期待さ

れる。

沼田町政策推進室前回次長(左)と農業振興

課利雪技術開発センター伊藤主任研究員(右)
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青森県外ゲ浜町

龍飛地区小水力発電所建設事業
~トンネル湧水を活用したエネルギーの転換~

.~:JI・・・・・・・・・・・・・E世~~D!if~!.'-I91~'t~・・・・・・・・・・・・・11<.可 p'

外ヶ浜町は、青森県津軽半島の北東部に位置し、津軽海峡を隔てて北海道と相対する本半島最

北端の町である。平成17年3月に「蟹田町」、「平舘村」、「三厩村」の旧3町村が新設合併してでき

た町で、津軽固定公園龍飛崎など風光明娼な観光資源を有している。

地勢は、津軽半島中央部を南北に連なる中山山脈から、東側の海岸線に向けて流れる河川に沿っ

て平地部が形成され、集落と耕地のほとんどは海岸線及び河川の流域に沿って位置している。総

面積の約89%が山林で、その多くは国有林であり、農用地及び宅地の割合はわすかである。

ンブを使って湧水を地上に汲み上げている。この湧水
‘取組のきっかけ

. には陸地からしみ出る淡水と、海底からしみ出る海水

外ヶ浜町の小水力発電の取組の経緯や内容につい の2種類があり、海水は以前からヒラメの養殖に利用

て、外ヶ浜町総務課の細田班長及び坂井班長に話を されてきたが、淡水は適切な用途がなかったため海に

伺った。 排水されていた。

(1)再生可能エネルギーへの取組と理解

タキヶ浜町では、津軽海峡に突き出た岬である龍飛

崎に、平成4年に風力発電施設「竜飛ウインドパー

ク」が設置されたこともあり、早くか5再生可能エネ

ルギーに対する町民の理解が醸成されていた。竜飛

ウインド)¥ークとは、東北電力と独立行政法人新工ネ

町では、この排水される淡水の湧水を単に捨てるの

ではなく、海水の湧水のように何かに有効利用でき芯

いか庁内で協議した。その結果、日頃かう積極的に外

部との情報交換に努め、エネルギーにも精通した職員

の提案を踏まえ、小水力発電に向けた調査検討を行う

こととした。

ルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO)が共同で (3)調査の実施

設置した圏内初の風力発電実証研究設備で、 11基の 湧水の小水力発電利用の可能性についての調査実施

風車で約15年にわたり風車の保守合理化や雷対策な にあたっては、当時国の調査事業として iJ¥イドロパ

どの実証研究を行っていたが、平成19年に老朽化等 レ一計画開発促進調査J(経済産業省資源エネルギー
の理由により、実証実験を終了し、風車も撤去され 庁所管)が設けられていたことから、平成18年度に

た。しかし、当該地が風力発電に適していることから、 申請し、採択されたので早速、各種調査を実施した。

外ヶ浜町はその跡地を買い取り、同町が所管する第三 この調査事業は、自家消費を基本とした水力発電所の

セクター「株式会社津軽半島工コ工ネ」が再度風車を 開発計画を対象に行われるもので、水力エネルギーの

建設して風力発電を始める(年間発電量:12.161干 有効利用が可能な産業を起こすことで地域の活性化を

kWh)など、再生可能エネルギ一導入の取組を積極 図ることを目的とし、「発電計画の調査」、「自家消費

的に進めている。 の検討」及び「事業計画の策定」を行うものである。「龍

飛崎地点ハイドロバレー計画策定調査」においては、

(2)トンネル湧水を利用して発電を 水路ルートの選定、使用水量の計算、工事の設計、水

龍飛崎は、昭和63年に開通した本州と北海道を結 車の選定及び費用対効果等について具体的な検討が行

J3i青函トンネルの建設時に本州側の工事墓地となった われた。この調査で工事費は55.700千円と積算され

ところである。青函トンネルのような海底卜ンネルの たが、この時点では町として、財源の確保が困難であっ

場合、湧水を地上に出す必要があり、 JR北海道がポ たことから、町が事業主体となる小水力発電の実施は
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見送らざるをえなかったとのことである。

その後、平成21年度に国の「地域活性化・経済危

機対策臨時交付金Jの制度が創設され、小水力発電事
業が対象事業分野の一つであった「地球温暖化対策」

に該当したため、この交付金を活用することで、青函

トンネルの湧水を利用した小水力発電施設「龍飛地区

小水力発電所」の建設の実現に至った。

e取組内容と実施成果 • (1)発電施設の概要

外ヶ浜町は、平成21年度に総事業費62.499千円

(設計費5.355千円、工事費57.144千円)について、

国か5の交付金を活用し、龍飛地区小水力発電所を建

設し、翌年度の6月から発電を開始した。

この発電所の水車は横軸クロスフロー水車で最大使

用水量は0.27m3/s、有効落差13.26mを利用して発

電機を駆動させ、最大出力24kWの電気を起こすこ

とができる。発電した電気は、周辺の町営キャンブ場

「龍飛崎シーサイドJ¥ーク」の電力として使用してい

る。あくまで売電ではなく自家消費を目的に導入した

ものであるが、キャンブ場の利用が少芯い冬場などは

余剰分を東北電力に売電しており、発電した電力が当

該キャンブ場の電力需要に対して不足している場合は

東北電力から買電している。また、汲み上げた湧水の

活用として、その一部はパーク付近の町道で、積雪時

に道路の融雪にも利用している。

発電所建屋

水車発電機

する。青函トンネルでは、毎分20tという大量の水

が湧き出ており、この湧水はJR北海道によって地下
320mから常時ポンプで地上へ汲み上げられている。

毎分湧き出るこの201の水のうち、 4tは海水(海底

湧水)で、残り16tが淡水(山岳湧水)である。前

述のとおり、海水は平成元年から龍飛ひらめ養殖生産

組合がヒラメの養殖lこ利用している。海底付近の湧水

(2)利用している湧水 は季節や天候によって温度が変わらないため、養殖に

この小水力発電に利用している湧水について紹介 適しているとのことである。

13 
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淡水は、 JR北海道所有の「青函トンネル湧水排水

施設」かう直径400mmの導水管を発電所まで、引き、

汲み上げられた水を取り込んでおり、発電としての利

用以外にも、付近の町道において積雪 ・凍結時の融雪

に利用されている。

なお、この湧水の汲み上げについては、 JR北海道

が自らの事業運営上必要なものとして、自らの負担で

実施しているものであるため、汲み上げに関する町の

費用負担は一切ない。湧水の使用についても発電開始

に併せて平成22年1月に町と JR北海道で「青函ト

ンネル湧水の無償使用に関する協定」を締結しており、

町の費用負担は全くない。

青函 トンネル湧水排水施設 (JR北海道所有)

取水口

(3)事業の成果

小水力発電所について現在、町が負担している費用

は、発電所建屋及び発電設備の維持経費で、保守管理

委託料や電話料等で年間約100万円である(機器類

の更新費除く)。

自家消費分を除く発生電力による東北電力への売電

収入は、稼働した平成22年6月から平成24年12月

までは年間平均約40万円であったが、「電気事業者に

よる再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置

法」が成立したことを受けて、平成25年1月か5は

売電単価が税込7.455円/kWhかう35.7円/kWhへ

と5倍近く上がった乙とから、平成25年からの売電

収入は大幅に増える見込みで、この小水力発電施設は

龍飛崎シーサイドJ¥ークへの電力供給源という役割に

加え、町の貴重な収入源としても期待されている。

(4)龍飛崎シーサイドHーク

龍飛地区小水力発電所の送電先である町営キャンブ

場「龍飛崎シーサイドJ¥ーク」では、小水力発電によ

り発生した電気を管理棟、ケビンハウス6棟、バンガ

ロ-4棟で利用している。年間平均で約20，000kWh
の電力がこの小水力発電で賄われており、金額にして

約26万円の費用削減に相当する。

龍飛地区小水力発電所は、当パーク内のケビンハウ

ス等のキャンブ施設の前に建設されており、現地には

当発電所の概要が分かる看板を設置している。単芯る

電力の供給というだけではなく、施設利用者や近くを

通る人に対して、これまで利活用されてこなかった

湧水を"気づき"から地域資源に変え、それをエネル

ギーとして活用しているととを周知することで、再生

可能エネルギーの普及啓発にも役立っている。

ケビンハウス

バンガロー

(5)本事業の特徴

この全国でも先駆的なトンネル湧水発電の特徴を町

の細田班長に尋ねたところ、他の小水力発電との違い

について以下の3点を挙げてくれた。

ます、 1点目は他の小水力発電と異なり、使用水に

関する法的な規制がないため、湧水の使用について煩

わしい手続き等が一切なかった乙とである。

2点目立、使用水量が天候の影響をほとんど受けな

いことが挙げられる。地下かう常時湧き出ているもの

を汲み上げているため、河川の水などを利用する一般

的な小水力発電とは違い、水量が降水量に左右されす、

安定した発電ができるという利点がある。

3点目としては、 トンネル湧水がほとんど地上に出



ることがなく導入管へ流れ込むため、水車周辺で落ち

葉やごみ等の管を詰まらせる物体の流入がほぼ皆無と

いう利点もある。

このように、年中安定した水量が確保でき、水中へ

の混入物が少ないため、保守点検などのランニングコ

ストがあまりかからないのがこの事業の特徴である。

。今後の課題と展望 • (1)課題

現在の運宮上の課題を町の担当者へ尋ねたところ、

塩害対策が必要であるとのことであった。冬季は日本

海から海水混じりの暴風雪が吹き付け、引込柱に設置

してある電気回路などにこの雪が張り付いてしまうこ

とがあり、大きな電力が地面に流れるのを防ぐため気

中開閉器を開放し、発電を停止せざるをえないことも

あるという。

海水が直接かからない場所に引込柱を移設すること

が望ましいが、移設経費や場所選定等の課題も多く、

実施できていないのが現状である。そこで、現在は高

圧水による引込柱の洗浄をこまめに行うことで対応し

ており、年2回の洗浄に加え、冬季は月 1回の実施を

目標としている。

(2)今後の展望

外ヶ浜町では町の総合計画「外ヶ浜町新プラン」に

おいて「豊かな自然環境と共生するまちづくり」と「地

域特性を活かした産業が躍動するまちづくり」を掲げ、

》面積 229.92km2

》事 業 名 龍飛地区小水力発電所建設事業

》事業開始年度 平成22年度

》事業主体 外ヶ浜町

連絡先

外ヶ浜町総務課

lm!IIII 01 74-31・1111 a溜 0174-31・1215

青森県外ヶ浜町

新エネルギー事業の展開を目指している。さらに、新

エネルギーの導入を積極的に進めるとともに、次の世

代に豊かな環境を引き継ぎ、地域の活性化や産業の振

興、教育環境の充実に繋げるため、平成21年度には

「外ヶ浜町地域新エネルギービジョン」を策定し、官

民一体となってその実現に取り組んでいるところであ

る。

また、平成24年度から次世代を担う小学生等を対

象に、エネルギーの出前講座を試験的に開講した。坂

井班長は、「今後、継続して出前講座を行い、風や水

が貴重な資源になっていることなど、自然エネルギー

の有効利用に至るまでの取組や再生可能エネルギーの

必要性を伝えていきたい。Jと語ってくれた。
今まで使われす、にただ捨てられていた湧水にエネル

ギーとしての価値を見いだし、電力の地産地消に取り

組む外ヶ浜町の新たな取組に今後も期待したい。
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野田村だ5すこ市民共同発電プロジ‘ェク卜
~おひさまが取りもつご縁の復興支援~

E 蓮司::E$I彊司、，
野田村は、岩手県の北東部にあり、北上山地の沿岸部に位置する。北部及び西部は久慈市、南
部は普代村及び岩泉町に接し、東部は太平洋に面する東西11.3km、南北13.8kmの範囲に広がる
人口約4.600人の村である。全般的に山地であり起伏が多い地形であるが、北東部にわすかに平
野をみる臨海狭谷型になっている。気候は、夏季に海流の影響によるヤマセ(偏東風)が発生し、
冷涼湿潤となるが、冬季は比較的温暖である。
第1次産業の従業者が多いが、特産品としては、藩政時代以前からの製塩の歴史を活かし、伝統
の直煮製塩でつくる「のだ塩Jが有名である。

。取組のきっかけ • 東日本大震災で被災した野田村では、仮設住宅の住

民グループが市民ファンドの手法により、太陽光発電

施設を建設した。取組の経緯や内容について、合同会

社野田村だらす乙市民共同発電所代表の大津さんに

話を伺った。

(1) rだ5すと工房jの立ち上げ
太平洋に面した自然豊かな野田村は、平成23年3

月11日に発生した東日本大震災によって、大きな被

害に見舞われた。津波で自宅を失った大津さんは、仮 だらすこ工房の作業中の様子

設住宅で共に暮らす60~70代の男性数名|こ「一緒に

木工細工をつくらないか」と呼びかけ、平成24年6 (2)被災地・野田村で太陽光発電を

月に大津さんを含む5人で被災木を加工する「だらす 野田村は太平洋側気候に属しており、年聞を通じて

こ工房Jを立ち上げた。立ち上げた理由を尋ねると「男 晴天が多く、冬も温暖で雪の少芯い太陽光発電の条件
性は女性に比べ集う場所がなく、仮設住宅に引きこも に恵まれた地域である。

りがちになってしまうので、みんなの“集う場所"と 全国で太陽光発電の建設を支援している東京都

“生き甲斐"になればいいと思った。」と語ってくれた。 のNPO法人「太陽光発電所ネットワークJ(以下、

仮設住宅は同村の野田中グラウンドに建てられてお iPV-NetJという。)は、被災地の復興支援ブロジ工

り、そこから約2km山あいに、震災前から大津さんが クトを計画していたところ、岩手県内の NPO法人「環

手作りで建てた工房があり、そこをだらすこ工房の活 境パートナーシップいわて」からの紹介で、だらすこ

動拠点としている。震災の記憶と復興していく姿を後 工房の活動を知り、大津さんに市民ファンドの手法に

の世代に伝えていきたいとの思いから、材料は村を守 よる太陽光発電施設の建設を提案した。 PV-Netはそ

るために倒れた防潮林の黒松を主に使用している。な れまで7ヶ所で同手法による太陽光発電所の建設・運

お、「だらすこJとは地元の方言で「ふくろうJの乙 営を支援した実績があった。 PV-Netが運営する市民

とである。 ファンドサポートセンターは、発電所建設・運営の専

門的部分について、サポートを行いつつ、全国各地で

同様の発電所の建設を検討している方に対してそのノ



ウハウを共有・シェアすることで、太陽光発電所の普

及拡大を後押ししている。被災地に売電収益をもたう

すとともに、自然エネルギーに関する技術と知識を備

えた市民を育てることで、地域の自立と復興を目指し

たいという思いから野田村での支援に至ったという。

大津さんは「震災後、インフラの破壊やガソリン不

足により、エネルギー供給の必要性を切実に感じた。

自らの手によって自然エネルギーを生み出す取組は、

支援に頼らす地域の自立を目指す自分たちの考えに

|くWh、年間売上高220万円を目標としている。

岩手県野田村

尚道吸お虫

なお、建設費は1.890万円で、最終的には市民から

の出資金で賄う予定であるが、本事業を復興支援と位

置付けるPV-Netからの借入金により先行して工事
に着手した。

(2)f復興支援野田村だ5すこ太陽光市民ファンドj

平成24年12月、出資金を受け入れるための組織と

して、だらすこ工房、 NPO法人環境パートナーシッ
ブいわて、 PV-Netが有限責任社員となり「合同会社
野田村だらすこ市民共同発電所」を設立した。建設資

ピッタリと一致した。Jと話してくれた。

‘取組内容と実施成果
. 金を賄う「復興支援野田村だらすこ太陽光市民ファ

(1)発電施設の概要

だらすこ工房の向かいに、大津さんの弟が所有す

る約3.800niの土地があったととから、その場所を

発電施設の建設地とした。平成24年11月から、工房

のメンバー自らが木の伐採や整地を行い、周年12月、

PV-Netの専門家から技術指導を受け、ソーラーパネ
ル216枚の設置工事を行った。出力48kWで、年間

発電量は一般家庭の約30世帯分に相当する5万2干

12月中旬専門家の指導のもと架台建設工事

野田村太陽光発電所

ンド」は 1口10万円で、募集口数は189口とした。

平成25年2月からファンドの募集を開始し、周年9

月末の時点で全国かうその約7割が集まったとのこと

である。

合同会社野田村だらすこ市民共同発電所は、ファン

ド出資者と「匿名組合契約」を締結し、集まった資金

を取りまとめ、「匿名組合契約書」と「投資方針書J
にもとづき、市民共同発電事業を建設・運自すること

になる。市民投資家にとっては、固定価格で20年間

の買取保証が担保された太陽光発電事業が投資対象と

なる。

発電した電気は全て東北電力へ売電し、その売電収

入から14年間にわたってファンド出資者に対し元本

償還と配当を行い、建設期間を含めた15年間の契約

終了後には、太陽光発電設備は合同会社から野田村に

寄贈される。また、ファンドの参加時に出資者が支払

う応援金2.500円がだらすこ工房の活動費として活用

され、見返りに工房の職人手作りの木工製品が届けら

れる。

ファンドの配当は1口当たり 1%の1.000円を目標

としており、「現金Jまたは「野田村の物産」での受
け取りが選択できる。芯お、物産を希望する場合、毎

年恒常的に配当が行われる 11年に1度」、あるいは商

品選択の幅が広がる 12年に1度」の分配間隔を選ぶ
ことができるようにしている。

(3)ファンド出資者と被災者の架け橋へ

被災地への関心が薄れかね芯いなか、被災地から遠

く離れた場所に暮5すフアンド出資者も、この出資を

行い、配当を受け取る乙とで被災地と15年間にわたっ

てつながりが生まれる。この「だ5すこ太陽光市民ファ

ンド」は、単なる資金集めにとどまらす、被災地の仕

事づくり(木工職人、太陽光発電技術者)や地域への

17 
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出資者
PV-Net市民ファンドサポートセンター

ファンド.，鹿取級事集者:

様式会社アイエムジエイ

【-=-金....~I.関車財...<金.)2綿例目

~運営サポート

合同会社野田村だらすこ市民共同発電所

(嘗謀者/先電事書宥)

「野田村だらすと市民共同発電所」市民ファンドの仕組み 出典 PV-Net 

還元(売電収益、物産販売)にもつながる取組であり、

ファンド出資者と被災者の架け橋となることで野田村

ファンを増やしていきたいという願いが込められたブ

ロジ、工クトである。

なお、固定価格買取制度では20年間の買取が保証

されるため、ファンド出資者への償還と配当が終了し

た後の残り6年間の売電収入は村の収益になる想定で

ある。

(4)復興の灯をともす太陽光発電所の様働がスタート

平成25年6月8日に「野田村だらすこ太陽光発電

所」が完成し、現地において点灯式が行われた。点灯 完成記念点灯式①

式には関係者やファンド出資者、村長ら約50名が出

席し、太陽光発電で電球を点灯させ、被災地主導とな め、現時点 (9月までの4ヶ月)で月平均約4.000kWh

る自然エネルギーの本格稼働を祝った。 (約16万円)を売電している。

点灯式翌日の6月9日かう東北電力への売電を始

完成記念点灯式①

(5)自然エネルギー学校

平成25年9月、 PV-NetとNPO法人環境パート

ナーシッブいわては、野田村だらすこ太陽光発電所と

その周辺地域を会場に、「自然エネルギー学校 In野田

村」を2日間開催した。自然エネルギー学校は、「被

災地での自然エネルギーの活用」と「自然エネルギー

を担う地域人材の育成」を目的としたものであり、独

立型太陽光発電システムの組み立て講座、故障診断装

置を使った不具合測定体験芯ど、参加型の講座を多く

取り入れた主体的な学びの場となった。このイベン卜

に首都圏や岩手県内から20名の参加者が訪れるなど、

野田村だらすこ太陽光発電所は、 交流人口の増加や地



域活性化にも寄与し始めている。

処今後の課題と展望 • 大津さんに今後の展望を尋ねたところ「現在の発電

所の発電データやメンテナンスに関するノウハウを

ベースに、 2号機、 3号機と太陽光発電所を拡大させ、

てくれた。この取組には野田村も理解を示しており、

発電所の建設候補地の選定に協力していくとのことで

ある。「ただ復興を待つのではなく、何か|こ挑戦する

姿を若い人達や支援してくれた人たちに見てもらいた

い。」と大還さんは最後に力強く語ってくれた。

再生可能エネルギーを活用し、村の復興に取り組む

野田村だらすこ市民共同発電所の今後の活動に注目し

たい。

地域として自然エネルギーを定着させたい。Jと語つ だらすこ工房の皆さん(左から2番目が大津さん)

》面積 80.84km2

》事 業 名 野田村だらすこ市民共同発電ブロジーエクト

》事業開始年度 平成24年度

》事業主体 合同会社野田村だ5すと市民共同発電所

連絡先

野田村特定課題対策課

EDII 0194・78-2963 .冨置0194・78-3995
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山梨県都留市
. . . . . ... . . . . 

都留市家中川小水力市民発電所
~水に育まれたまち つる~

E ・園田明書w車問主回目阻圃圃園圃圃圃圃閥、 v
都留市は山梨県の東部に位置し、東京から西に約 100kmと都心からもアクセスしやすい環境に

ある。周囲は 1.000m級の美しい山々に固まれ、市域の中央を西かう東へと桂川が流れる、自然

豊かな都市である。また、「都留文科大学」を擁し、全国各地から多くの学生が集い、学問 ・文化・

芸術が融合した知的風土を醸し出すまちでもある。さらに近年は、未来の高速鉄道として期待が

寄せ5れているリニアモーター力一の実験線があることでも知られている。

。取組のきっかけ • 都留市の小水力発電の取組について、都留市産業観

光課井上主任及び政策形成課笠井政策担当リーダーに

話を伺った。

(1)都留市と水の関わり

都留市の水利用の歴史は古く江戸時代にまで遡る。
やむら

寛永16年(西暦1639年)、当時谷村(現都留市)を

治めていた大名の秋元泰朝が、山中湖を源流とする桂

)11から水を引き込み、河川を開削した。この川は「家
ちゅうがわ

中)IIJと呼ばれ、農業や生活、城の堀用水など、さ

まざまな分野に利用された。また、家中川は水量が豊

富でかつ流れが急であったため、水車の動力源として

も利用され、穀物の精米・製粉、織物生産などに水車

が用いられ、この地域の発展に寄与してきた。

明治に入り、明治36年、家中川の水量が多いこと

に着目した地元の有志により、谷村電燈株式会社が創

立され、明治38年に三の丸(現高尾公園北)に家中

)11の落差を利用した谷村発電所(三の丸発電所)が建

設された。この発電所の稼働により、谷村町は山梨県

内で2番目に電灯の明かりの灯るまちとなった。

大正12年、谷村電燈株式会社が電力料金の値上げ

を計画したため、町の基幹産業である絹織物の発展に

損害を与えることを危慣した谷村町は、同社を買収し、

町営として電力供給事業に乗り出した。その後、同社

は戦時下の昭和17年、現在の東京電力株式会社に限

収されたが、昭和28年に発電を廃止、昭和29年には

発電所も取り壊されその役割を終えることと芯った。

(2)水力発電の復活

三の丸発電所が取り壊されてから約50年が経過し

た平成13年、都留市が県内でもいち早く水力発電を

導入して電気の光を灯し、地域を発展させたことを誇

りに思っていた市民や東電08、教員08、青年会議

所等のメンバーが、「家中川に対する関心を高めたい」

「水の力で地域を盛り上げ元気にしたい」という思い

のもとに集まり、「都留水エネルギー研究会Jを結成
した。この会は、家中川でマイク口水力発電(最大出

力100W)の研究・実験を行い、その普及啓発に取

り組んでいる。

こうした市民の活動により小水力発電に対する関心

が高まる中、平成15年からは信州大学や都留市内の

県立谷村工業高校でも、家中川でマイク口水力発電の

実験が行われた。

このように、マイクロ水力発電に関する動きが市内

で活発化してきたことを背景に、都留市は平成16年

に市制50周年を迎えることを記念するとともに、都

留市において利用可能なエネルギーの中で最も期待さ

れる小水力発電の普及・啓発を図ることを目的に、水

のまち都留市のシンボルとして、小水力発電所「元気

くん1号」を建設することとした。そして市は、この

小水力発電を交流人口の増加、ひいては地域振興に

つなげるべく、平成18年!こ「アクアバレーつる構想J
を策定し、さらに2か所の小水力発電所と「都留市工

コハウスJI植物栽培施設(城南創庫)Jを建設するに
至った。



山梨県都留市

(1)家中川小水力発電所の建設

①家中川小水力発電所の概要

は、 1基につき年間6万円程度となっている。そのほか、

・「元気くん1号」については、劣化した場合は木製の
羽の交換をしなければならないが、1枚2千円程度と

安価である。

現在、家中川には3基の小水力発電機が設置されて

おり、設備概要は下記のとおりである。

また、それぞれの建設費および財源の内訳について

は表1のとおりである。

表1 総建設費および財源の内訳

(単位-千円)

元気くん1号|元気くん2号|元気くん3号

11，208 
約 NEDO(新エネルギー・産業技術総合開発機構)
※2 NEDO(新エネルギー・産業銭術総合開発後構)補助金
NEPC(一般社団法人新エネルギー導入促進協議会)補助金
GIAC(広域関東園産業活性化センター)補助金
※3山梨県補助金

①維持・管理

小水力発電は、導入時には初期投資が必要となるが、

維持 ・管理費はほとんどかからない。かつ、 24時間

発電し続けることができるため、非常に高効率な発電

方式であるという。

都留市の場合、年間コストは、本体メンテナンス経

費として、発電機1基につき平均年間約15万円程度と

のことである。また、3基とも「遠隔情報管理システム」

を導入し、web上で常時機器の運転状況、発電量等

が確認でき、異常を感知した際は、あらかじめ登録し

たメールアドレスに自動で異常感知メールを送信する

仕組みとなっており、このサーバ使用料および通信料

元気くん 1号

(2)住民参加型市場公募債「つるのおんがえし債J
の活用

都留市は「元気くん1号」を建設するにあたり、市

の財政負担を軽減するとともに、 より多くの市民に小

水力発電について関心を持ってもらうため、建設費の

一部を住民参加型市場公募債で賄うこととした。当時、

山梨県内では初の住民参加型市場公募債の発行であっ

た。この公募債は、「水力発電のようにクリーンな発

電は、 『都留市Jから、私たちを育んできた地球への 『恩
返し』であるjという意昧から「つるのおんがえし債」

と名付けられたが、多くの市民の共感を呼び、想定の

4倍を超える応募が寄せられた。「元気くん2号J建
設時にもこの公募債が活用されたが(表2)、公募債

を導入したととで、多くの市民の協力を得つつ、小水

力発電機を導入することができたことから、市はこれ

らの発電所を「家中川小水力"市民"発電所」と名付

けた。

表2 応募拍選結果内訳

-------ーー

元気くん1骨 元気〈ん2号

応募人数(金.) 161人(68，200千円) 74人(31，900千円)

当選人数(金個) 40人(17，000千円) 57人(23，600千円)

当遭人.借*(金額) 4.03倍(4.01倍) 1.30倍(1.35倍)

(3)実施効果

①発電実績と自家消費量、売電量

家中川小水力市民発電所の3基が発電した電気は、

市役所の高圧受電盤設備に連系し、 市役所や都留市工

コハウス、植物栽培施設の電力として利用されている。

元気くん2号 元気くん3号
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また、夜間や土-日など市役所が軽負荷の時は固定価

格買取制度(平成24年度までは再生可能エネルギー

特別措置法)に基づいて電力会社と契約を結び、売電

している。平成24年度の実績としては、 3基の発電機

総発電量が149.762kWh、売電量が23.250kWhで

あり、市役所電力総使用量が325.7181くWhなのに対

し、電力自給率ホ1力'38.8%と高い水準になっている。

②河川ごみの削減効果

家中川は、生活河川としても利用されているため、

家中川小水力発電機(元気くん1号)を設置するにあ

たり、ごみが多く流れ込んでくるという点が課題とし

て浮上した。

この問題については、「新型逆洗浄除塵装置」とい

う装置を導入することによって解決した。この装置は、

構造上効果が認められる「元気くん1号」と「元気く

ん3号」に搭載されている。この導入により、溜まっ

たごみが自動的に除塵されるようになっただけでな

く、川を流れるごみの「見える化Jにもなり、副次的
にごみの削減効果も表れているという。発電効率だけ

を考えると、密閉型にした方が効率がよいのだが、 3

基ともあえて開放型にし外から見えるようにすること

で、市民の環境意識啓発に努めている。

また、 3基の小水力発電機と「都留市工コハウス」

「植物栽培施設(城南創庫)Jは非常に近い距離にあ

工コハウス

植物栽培施設 (城南創庫)

* 1 電力自給率=(総発電量一売電量)ー総使用量x100

り、小さい子供でもすべてを歩いて見て回ることがで

きる。環境学習の体験フィールド施設として整備され

ており、市内の小学生などの環境学習の場としても利

用され、環境への意識の高まりにつながっている。

③ 「グリーン電力証書」の販売

平成20年8月、都留市は全国の自治体で初めて「グ

リーン電力証書」のスキーム(計画と仕組み)にチャ

レンジし、認められた。これにより、現在小水力と太

陽光発電による2種類のクリーン電力証書を販売して

いる。

グリーン電力証書取引とは、ます自然エネルギーに

より一定期間発電した電力を第三者機関の「グリーン

エネルギー認証センター」に認証してもらうことから

始まる。発電した電力そのものは、市役所で消費する

が、認証された「環境付加価値Jを「グリーン電力証
書」として別途販売し、企業等が購入する。これを購

入した企業等は、その分に相当する電力を「自然エネ

ルギー由来の発電所で発電した電力を使っている」と

見なすことができ、自らを環境に配慮した企業である

とPRするととができる。また、市にとっては、証書

の販売代金を受け取ることで、新たな収入源の確保に

つながっている。

都留市では、平成21年度に第1回目のグリーン

電力証書 (小水力分)の販売を開始し、これまでに

1 01.000kWh (1.212.000円。1kWhあたり12円、

1.000円kWh単位で販売。)分を販売した。ここで

得られた収入は、他の環境に関する事業に使われてい

るとのことである。

j
Oot9 

グリーン電力証書取引の流れ .都留市HPより



。今後の課題と展望

(1)保全かう活用へ • 
これまで都留市では「アクアバレー構想」に基づき、

「人と自然が共生する環境のまちづくり」の実現に向

け、環境を保全することに主眼を置き、市役所周辺エ

リアを中心として小水力発電をテーマとする環境学習

体験フィールドを整備するなど、小水力発電による環

境保全と地域活性化に関する政策を推進してきた。そ

の結果、環境学習を行う人や小水力発電に関心がある

人、機器の実験場を求める大学生や企業等の来訪が促

進された。しかしながら、一定の収入があるとは言え、

「保全だけでは、市の税金が投入される一方で、市の

財源もいつかは底が尽きる。活用し、お金を生み出す

仕組みを作り、持続させていく必要がある。Jと市の
担当者は話してくれた。水だけでなく都留の豊か芯自

然環境を守り、育て、後世に継承し、さらに地域資源

として積極的に活用し、健康的で環境の持続性を大切

にする市民のライフスタイルを確立する中で、環境を

テーマとする地域産業の振興につなげていく、「エコ

ロジカル-バランスタウン」の実現を目指すこととし

ている。

具体的には、植物栽培施設での植物工場事業参入者

の育成、ブランド価値の高い農産物の栽培、これらを

組み合わせた6次産業の育成などに取り組んでいる。

また、環境学習フィールドを活用して視察研修を広く

提供することで、新たな着地型観光の魅力を作り出し、

交流人口、さらには経済効果の拡大を図っている。

また、「都留市里地里山里水の保全及び活用に関す

る条例」が平成25年9月議会で承認され、制定された。

里地里山里水がもたらす様々な恵みを将来の世代につ

なげていくことを目的としており、市、土地所有者、

市民等それぞれの役割や「里地里山里水保全活用基本

》面 1261.58km2 

》事業 都留市家中川小水力市民発電所

》事業開始年度 平成16年度

》事業主体 都留市

連絡先

都留市産業観光課

El!I 0554・43・1111(155) U国 0554・45・5005

都留市産業観光課井上主任(左)と政策形

成課 笠井政策担当リーダー

山梨県都留市

計画」策定の際に配慮すべき事項などが盛り込まれて

いる。これにより、都留市での自然環境の保全や新た

な活用方法を創出する活動がますます活発化すること

が期待される。

(2)スマートコミュニティ構想

平成24年度に横浜国立大学と包括的な連携に関す

る協定を締結し、「小水力発電を核とした地域主導の

中山間地型水環境スマートコミュ二ティ」構想を策定

し、その実現に向け様々な取組を行っている。この構

想において都留市が目指すスマートコミュニティの姿

とは、地域固有の貴重な電源である小水力発電を基軸

に、地域で確保された電力をコミュ二ティビジネスや

観光レクリ工ーションを始めとする地域活性化事業に

活用していくことである。この推進母体として、同年

に産(地域企業 -金融機関等)・学(大学・地元有識

者)・民 (市民 .NPO等).宮 (都留市)から成る組

織 iSCCoTJの設立を目指し、準備会が組織された。

SCCoTでは、エネルギー事業から地域活性化事業ま

で一体的に取り組むことで、 トータルとしての収益の

獲得を目指すものである。地域活性化については都留

文科大学や横浜国立大学と連携しながら、学生や研究

者の活力を活用し、学術的な観点からの手法も組み込

みながら効果の拡大を図っていくこととしている。

今後も都留市が小水力発電のまちのトップランナー

として、挑戦し続けていくことを期待したい。

lll!l'JJ http://www.citY.tsuru.yamanashi.jp/forms/info/info.aspx?infojd / 
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i静岡県東伊豆町一

工コリゾートタウン東伊豆
~風車設置から始まった工コなまちづくり~

-~~--・・・・・・・・・・・・・司自l~~~.a司UJ l91込;'(:tJ-----_11・
司 V

東伊豆町は、温躍な気候に恵まれている伊豆半島東海岸の中央に位置し、大川・北JII・熱川・片瀬・

白田・稲取の6つの温泉郷を擁している観光業を基幹産業とする人口約14.000人の町である。

豊かな自然の中、一年を通してゴルフやパラグライダー、マリンスポーツ等を楽しむことができ、

特産としてはみかんやわさびの他、地域ブランドとして登録された金目鯛「稲取キンメJが有名で
ある。また、との町では近年、環境にやさしい工コ活動も盛んで、以下で紹介するような様々な

取組が展開されている。

とされてきた風を有効利用できれば面白いと考え、町
。取組のきっかけ

(1)まちに風車を

. はすぐに風況調査に乗り出した。そして 1年掛けて実

東伊豆町の再生可能エネルギーに対する取組につい

て、東伊豆町企画調整課の梅原係長及び太田主査に話

を伺った。

東伊豆町が再生可能エネルギーの取組を始めたの

は、 10年以上も前になる。「平成の合併Jの推進等に
より、全国的に自治体のあり方について見直しが始

まった平成11年頃、町では、独自の魅力や財政力を

高める工夫について検討していた。

このような折、管内の電力会社より風力発電設置の

提案があり、町は地域の特性を活かした「風力発電j

という新しい収益事業に注目し始めた。東伊豆町で

は、「ならいの風jと呼ばれる北東からの風が一年を

通して吹いており、この風は、時には地元の漁師が漁

に出られなくなるほど強く吹くこともある有名芯風で

ある。更に農作物への被害をもたらすこともあるため、

地元では昔から嫌われている風であるが、この厄介者

東伊豆町営風車

施した風況調査において、風力発電に適していること

が実証され、採算が取れることも見込まれたため、平

成14年4月に風力発電の事業化を決定した。当時は

全国でも風力発電の事例は少なく、設置については手

探り状態であったものの、「売電による収益」及び「観

光産業の活性化」に寄与することに期待し、補助金を

受けつつ約5億円を投じて風車3基の建設を進めた。

そして平成15年12月、風車3基の運転が開始された。

(2)工コリゾートタウンへ

町では、風力発電の開始を契機に、売電収益を利用

し、更なる再生可能エネルギーの普及や自然-里山環

境保護、ごみ減量化等様々な環境にやさしい事業に取

り組み、 rr工コJ(エコロジー)による 『工コJ(工コ
ロジー)Jを進めてきた。

町が風力発電を開始して10年を迎えるにあたり、

取組の拡大を検討していた頃、東日本大震災が起こり、

改めて再生可能エネルギーに関する取組の推進が喫

緊の課題であると町は考えた。さらに、平成24年10

月1日より電力会社の買取単価が11.76円/kWhから

19.45円/kWhに引き上げられることとなり、売電

収益が毎年約3.000万円増えることが見込まれたた

め、町ではその増収分を基に、再生可能エネルギーの

更なる導入及び環境保護事業に取り組み、更にはこれ

らを町の基幹産業である観光業に活かしていくことを

決めた。平成24年8月には「工コリゾートタウン東

伊豆推進協議会jを設立し、その下で「工コ」による



様々な町の活性化事業を進めているところである。

。取組内容と実施成果

(1)町営の「東伊豆町風力発電所jについて

①風車の概要

• 
この町では高台に最大出力600kWの風車を150m

の間隔で3基設置し稼働させている。高さは59.5m、

翼は3枚あり、各翼長は20.4m、直径は45.0mある。

効率良く発電できるよう、常に風に向かって正面を向

くように自動制御されている。回転数は、風速3.0m/

秒以上5.5m/秒未満では17.0回転/分、 5.5m/秒以

上では25.5回転/分となるように翼の角度で自動調

整されており、 25.0m/秒以上の風が吹くと自動停止

する仕組みとなっている。

②維持・管理

自動運転の風車ではあるが、実は町の担当者による

きめ細やかな管理のもと運転している。不安定な風速・

風向やメンテナンス後の僅か芯油漏れ等、些細芯こと

が原因で風車自身が異常と判断し自動停止してしまう

ことがある。自動停止すると、町役場庁舎に自動音声

の電話が掛かる仕組みになっており、電話が鳴った際

には担当職員が速やかに対応している。庁舎内のパソ

コンのモニターでは、風車3墓の運転状況(各種数値)

が確認できるようになっており、画面上の数値か5自

動停止の原因を判断し、パソコン上でリセット作業を

行ったり、状況によっては、現場へ駆けつけたりして

対処している。なお、担当職員の自宅にも管理用のパ

ソコンを設置しており、自動停止時には昼夜間わす、対

応し、風車の運転管理に努めている。

③風力発電の実施成果

現在、風車3基の稼働状況は順調で、売電計画の達

成率については毎年一年の半分は100%を超えてい

る状況が続いている。売電収入はこれまで一年当たり

平均約5.000万円で、維持管理費(一年当たり平均約

2.000万円)及び公債費(約2.500万円)を差し引くと、

純キャッシュフローは平均約500万円であったが、平

成24年10月に売電単価の引き上げが行われたことか

ら、平成25年度分からは前述のとおり、これまでよ

り3.000万円近くの収入増加が見込まれている。また、

公債の償還については平成30年までであるため、風

車が順調に稼働すれば将来的には収支差額が更に増え

ることが見込まれる。

なお、これまでの月別の運転状況や、売電収入、事

業に関する予算(特別会計)については、町のホーム

ページで全て公開されており、誰でも確認することが

できる。東伊豆町の風力発電事業については、情報公

聞がしっかりされている点も特筆すべき点であり、そ

の公開の質と量に町外からの高い評価の声も多く聞か

れる。

(2)売電収益を活用した取組事例

町では売電収益を活用し、環境配慮に関する取組を

実施している。具体的には、環境学習「アースキッズ

事業」、夏休み風車見学会、太陽光発電パネル設置補助、

グリーンカーテン育成等である。

①環境学習「アースキッスゅ事業」

町では平成19年より県と共同でアースキッズ事業

という環境教育を実施している。との事業は町内の小

学校で毎年1度実施しているもので、地球温暖化の話

や発電のしくみ、電気やガス、ごみの削減について説

明やゲームを通じて学び、実際に自転車発電を体験し

たり、家庭で2週間に渡るエネルギー節減生活に挑戦

したりする。そして、事業期聞が終わると、各児童に

は、町長及び教育長かう一人ひとり遣う内容の修了証

が手渡され、町の子どもたちの環境意識が高められて

いる。

「工コJについて学ぶ子ともたち(アースキッズ事業)

①夏休み風車見学会

毎年8月に15日間、各日午前と午後の2回す、つ風

車の見学会を実施している。例年約500人が参加し

ており、再生可能エネルギーへの関心が高まった平成

23年には約1.300人もの参加があった。

参加者は風車の真下で説明を聞くことができ、更に

は風車の支柱の中に入り、管理用パソコン画面で風の

向きや強さ、発電量等を確認することができる。また、

回っている風車が羽の角度の調節により止められる迫

力満点の瞬間も見学する乙とができ、これは大変好評
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とのことである。

参加者については、例年、約95%が町外からの方で、

中には、町内の温泉旅館に掲示されていたポスターを

見て参加する、もしくは逆に見学するために町の温泉

旅館に泊まるという方もいるという。このことから、

風車が電力供給だけではなく、町の観光業の活性化に

寄与していることが窺える。

なお、町では、「夏休み風車見学会Jの期間外でも
要望があれば視察や町外の学校における環境教育の実

施も随時引き受けており、全国各地からの視察者数は、

風車見学会も含めるとこれまでに既に1万人を超えて

いる。

風車見学会の様子

③その他

この他、売電収益を活用して、住宅用太陽光発電の

設置補助金の増額、町役場庁舎や各学校にゴーヤやヌ

ルッパ、朝顔等を植えてグリーンカーテンを作る取組、

町役場や告学校の屋上に太陽光発電を設置し、公共施

設の電力を賄う取組を実施している。

町役場庁舎屋上の太陽光パネル

(3)売電収益活用以外の取組事例

東伊豆町が進めているその他の工コ活動としては、

平成19年度から行っている廃食油回収及び公用車へ

の利用が挙げられる。家庭及び給食の使用済み天J3¥ら

油を回収してバイオテ‘イーゼル燃料を作り、町役場の

町役場庁舎のグリーンカーテン

パスやダンプ、給食配送車の燃料として利用している。

各地域で月に1度の回収がある他、町役場や支所、保

健福祉センターでは毎日回収を受け付けており、年間

の回収量は使用量とほぼ同量の4，OOOIJットルとなっ

ている。なお、このバイオデイーゼル燃料を用いたパ

スは、風車見学会やホタル観賞イベン卜等でも利用さ

れている。

町役場入口に設置されている廃食油回収箱

‘今後の課題と展望 • (1)再生可能エネルギーの導入拡大

多様な取組を進めている町であるが、現在、風力発

電の売電収益を活用して、更なる再生可能エネルギー

の導入を進めているところである。 1つは温泉熱の活

用である。町内にある6つの温泉郷のうち、一番高温

な温泉が湧出している熱川温泉において、温泉熱を利

用したバイナリ一発電を計画している。湯の花の詰ま

りなど懸念事項もあるが、昼間には捨ててしまってい

るほど豊富に湧き出る地域資源を活用した発電に、町

は積極的に挑戦していきたいと考えている。なお、こ

の事業については、現在、国へ補助金を申請中で、承

認され次第、実証実験を開始する予定である。

また、 2つ目は電気自動車の購入と急速充電器の設

置である。平成25年度内には電気自動車を町で公用



静岡県東伊豆町

広正・二回二位〈・;:.:.

車として 1台購入し、町役場庁舎前に急速充電器を設 (3)エコリゾートタウン東伊豆

置する予定と芯っている。 これまでの様々な工コ化への取組により、東伊豆町

の再生可能エネルギーの面積当たりの供給密度は全国

でもトップクラスとなり、自給率は51.3%という数

字が出ている(千葉大学・特定NPO法人環境エネル
ギ一政策研究所「永続地帯2012年版報告書J)。更な

る自給率向上のために様々な取組を進めている東伊豆

町であるが、風が有効な工ネルギー源として立証され

ているこの町において、町宮風車を増設しない理由に

ついて尋ねたところ、「エネルギー生産はバランスが

大切だと考えているかうである。Jと太田主査は話し
てくれた。町宮風車については現存の3墓とし、風力

発電の売電収益を活用しつつ、これからは温泉熱発電

や小水力発電等、他の再生可能エネルギーの導入を進

温泉熱発電実施予定地 めることで、エネルギーバランスのよい工コで魅力的

芯町「工コリゾートタウン東伊HJを創り上げていき
(2)風車修理屋さん育成事業 たいと町は考えている。

従来は製造メーカーに風車の修理やメンテナンスを これうの取組によって、東伊豆町がより環境にやさ

依頼していたが、より安く早く行えるようにするため しく、住むにも訪れるにも更に魅力的な町になってい

に、地元の電気工事業者等を対象とした風車メンテナ くととに今後も期待が寄せられる。

ンス専門業者による講習会の開催等を平成25年度よ

り開始した。また、座学だけではなく、修理-メンテ

ナンス時には地元業者は専門業者に同行し、実際の作

業を見学することで知識や技術の習得に努めている。

修理やメンテナンスを地元業者が施工することで、費

用節減と時間短縮のみならす、地元産業の活性化及び

雇用の拡大に繋がることを期待している。

》面積 77.83km2

》事 業 名 工コリゾートタウン東伊豆

》事業開始年度 平成24年度

》事業主体 東伊豆町

連絡先

東伊豆町企画調整課

IEDI 0557・95-6202U国 0557・95-0122

四国http://town.higashiizu.shizuoka.jp/bg/eco_town/

東伊E町企画調整課地域振興係梅原係長(右)、
太田主査(左)
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和歌山県日高川町

地域完結型木質バイオマス利活用システム
~林業振興を目指した自然エネルギーの地産地消~

E 底辺旦冠呈MJJI!1.i畠盛id星通・・・・・・・・・・IIUIr' 
日高川町は、和歌山県のほぼ中央部を東西に流れる日高川の中流域に位置し、総面積の約90%
を森林が占める。町内には安珍・清姫伝説で有名な道成寺や、椿山ダム湖には日本一の山彦が体

験できる“日本一のヤッホ一ポインドがある。

主な産業は、温州みかんや甘夏、不知火などの柑橘類、ウスイエンドウ、ブロッコリー、ゴーヤ

などの野菜、梅や椎茸、千両などの栽培を中心とする農業で、林業では日本一の生産量を誇る紀

州備長炭が有名である。

的にはまだ実用事例はなかったものの全国森林組合連~取組のきっかけ
. 合会かう紹介を受けた “木質パウダー"という燃料形

日高川町の再生可能エネルギーに対する取り組みに 態を提案し、以下のメリットがあることから県と町も

ついて、日高川町まちみらい課の西専門員に伺った。 これに賛同したのだという。

日高川町では、従前より林業の活性化と併せて森林

整備により間伐された間伐材を使った木質バイオマス

の利活用について検討をしてきたが、燃料製造設備な

どの設備投資の財政負担が大きいことや間伐材の収集

にコストがかかり採算性に問題があったこと、また、

事業主体を町内の森林組合とし、燃料の製造を行おう

としたが調整が難航したことなどにより事業に着手す

ることが困難であった。

しかし、平成20年以降の原油価格の高騰によりハ

ウス栽培を行う農業関係者や温泉関係者の聞で木質バ

イオマスに対する関心が高まる中、和歌山県森林組合

連合会(以下、「県森連」という)が、保有するおが

粉製造機の有効活用策と、廃棄物として賦存する樹皮

の利用法について検討した結果、燃料製造の事業主体

となることを決めた。

この間の経緯について、西専門員は「県森連の燃料

木質パウダー

製造設備の導入により町の財政負担が減ったことに加 パウダー製造機

え、和歌山県の指導により推進してきた低コスト林業 [木質パウダーのメリット]

の成果も出はじめたことで、林地残材が安価に収集で ・木質パウダーはガスのように噴射させながら燃焼を

きる原材料として活用できるようになったことによ させることから、微妙な温度調整が可能であり、将

り、本事業の着手に至った。Jと語る。 来は農業ハウス等への活用が見込める。

県が木質バイオマスをはじめ、新エネルギー施策に ・新技術による取組みを実践することにより、木質パ

積極的な方針を打ち出したことで、町では当初燃料形 イオマス利活用の一翼を担い、林業振興に寄与する

態としてチップやペレットを検討したが、既存のおが ことができる。

粉製造機を活かしたいことから、県森連は、当時全国 ・製造工程に乾燥工程が不要であり、ボイラーや製造



施設も小型でコストの削減を図ることができる。

・“全国初"の事例を町の観光資源として活用するこ

とができる。

。取組内容と実施成果 • (1)自然エネルギーの町づくり

日高川町の取組みでは、林業振興を一番の目的とし

ている。

バイオマスなどで得られる利益は山に還元していく

など、林業を通じて地域でお金を回していくという考

えが基本となっている。

町では、現在、年間約7，500rriの針葉樹を間伐に

より搬出している。7，500rriの間伐材から得られる

バイオマスの材料発生量は約750tである。そのうち

560tの林地残材と、県森連から発生する樹皮やおが

粉約200tと合せて、 760tを木質パウダー燃料の原

材料として活用する。

西専門員によると、「この760tという数値は、現

時点で製造を最も効率的に行うための上限の数値であ

り、万一、超えてしまった場合には、採算性が合わな

くなる。」という。

760tの材料から木質パウダーは500tほど製造す

ることができ、現在、町内にある3か所の温泉施設で

約300t使用され、残りは蚊取り線香やプラスチック

の増量剤などに利用されている。チップなどでは、燃

料以外の利用は難しいが、燃料以外の利用が可能とい

うのはパウダーならではである。

全国でも木質バイオマスを含め様々な自然エネル

ギーの導入がなされているが、運営において様々な失

敗事例がみられる。

そのひとつが、過大な事業規模を求めたことによる

採算性の悪化である。

バイオマス事業での失敗の原因として最も考えられ

るのは、「最もコストが掛かる原材料の収集に関し、

徹底したシステムの構築ができていなし~J ことで、原

材料の不足や運搬距離が延びるなどの結果当初の計画

環境保全と木質エネルギー
光エネルギー

光合成

q 未利用問伐材バイオマス鍍拠

を超えたコストがかかってしまい、身の丈に合った運

用ができていないという。

そこで、日高川町では独自のシステムを構築し、運搬

コストの削減を図り、安定した事業の運営を行っている。

①適正生産規模の設定

燃料製造コストに大きな影響を及ぼすのは原材料コ

ストである。

日高川地域の木質バイオマスとして利用される木材

の取引単価は、 1 kg当たり3，000円である。しかし、

同じ間伐材でも、建築用材などとして使用できる部分

は3，000円を超えるという。

コスト面か5木質バイオマスの原材料としては、主

として建築用材として利用できない林地残材や未利用

間伐材を利用するため、山に木が沢山あっても、利用

できるものは限られてしまう。

そこで本事業では、林道・作業道近くに発生する安

価な林地残材と、木材市場を運宮する県森連で発生す

る樹皮を活用し、無理のない生産規模 (76Ot)を設

定することとした。

②原材料とパウダー燃料の運搬距離の抑制

原材料並びに製造した燃料の運搬距離が長く芯れ

ば、それだけコストがかかる。

木質バイオマスの運搬距離については、全国的に

50km以下とする地域が多く、日高川町でも事業採算

性を確保するため運搬距離限界ラインを50kmとした。

燃料製造を行う県森連と間伐材搬出場所は最も遠い

ところで50km強となっているが、燃料ボイラーの

ある温泉施設は、 501くm以内に存在するので、全体

として計画に収まっている。

(2)“圏内クレジ.ツト制度の承認"と“晩酌事業"

本事業では、木質パウダーボイラー導入施設、圏内

クレジット売却収入の活用

住民参加型木質資源

亡今
買い物など
のついでにト判|

轟帥所有者・一世住民が自軍用トラッウlこ l… 
l I¥1 
県議連￥3，000+町1i!3，000=1I6，0001t

(地域通貨券)
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クレジ、ツ ト制度の承認を取得し、その収入 (C02の排

出削減量 1t当たりにつき、 1.000円の収入)を財源

に、独自の住民参加型木質資源活用モデル事業により

事業採算性の向上を図っている。

電収入を充当している。

日高川流域の山間部では、普段下流域の御坊市に買

い物に出かけが、町内の農林家の軽トラック保有率は

極めて高いので、町は買い物車両を間伐材搬出に活用

している。

①圏内クレジ、ツ 卜制度は、町内の3つの温泉施設で承 軽トラックへの積載の場合、 1回の搬出で2.000円

認を受けており、年間のCO2排出削減量は344tと 程度となることから「買い物の際に間伐材を搬出し、

なっている。 帰りにはそのお金で晩酌のお酒を買って帰り、明日か

ト|
きのくに中津荘

愛徳荘

E~正てa

よ>> ..~汽­

Aふ;j竺山
中津温泉あやめの湯鳴滝

②住民参加型木質資源活用モデル事業

本事業では、原材料の間伐材の収集に住民の参加を

図っている。

森林所有者や一般住民が自家用トラックで間伐材を

県森連に運搬すれば、 1 t当たり県森連から3.000円

の現金、町から3.000円の日高川町で利用可能な商晶

券がも5えるので、実質的に6.000円で買い上げ5れ

ることになる。

町からの商品券3.000円の財源には、上記の国内ク

レジ‘ッ ト売却収入と町施設lこ設置している太陽光の売

らの活力にして、更に間伐材の搬出をお願いします!J 
と呼びかける 『通称:晩酌事業Jと呼ばれる活動を行っ
ている。

[取組みの特徴1
・町が間伐材の搬出に対し、商品券で助成する仕組み

であるが、圏内クレジット売却収入や町で所有する

太陽光発電の利益を財源として充当しており、一般

財源を投入することなく、木質バイオマスを含む新

エネルギー事業全体の中で実施できている。

-商品券は町の商工会の商品券を使っており、地域経

済の活性化に貢献している。

-運搬車両の燃料を商品券を利用して、町内の給油所

で入れて頂くよう推奨しているため、木質バイオマ

スの利用で重油や灯油の販売量に影響を及ぼす給油

所にも配慮している。

-買い物にいく車両をバイオマス運搬車両に活用して

いるので、バイオマス運搬による新たなCO2が発

生せす、地球環境にも配慮した取組みとなっている。

(3)燃料単価

現在、県森連と町内各温泉施設は、木質パウダー燃

料の税込み価格を 1kg当たり49.9円としている。

現在の重油単価か5競争力はあり、海外情勢などに

左右されす安定した価格を長期的に維持できるため、

利用者は燃料経費の見通しが容易となるとのことであ

る。

[木質パウダーのメリ ッ卜]

①化石燃料は外生的に価格が決まるが、木質パウダー

は、地域の努力で原材料調達や製造工程のコスト削

減を図ることで低価格化が可能である。

①日高川流域内で発生した木質バイオマスを日高川流

域内で燃焼利用する “地域完結型木質バイオマス地

産地消システム"であり、原材料調達から燃料消費

に至るまでの流通対価を全て地域に還元するととが

できる。
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木質パウダー燃料の年間製造量が500tであるの

に対し、町内の3か所の温泉施設の年間消費量は約

300tであることから、現在200tの有効活用の余地

がある。

この200tの消費については、当該システム導入当

初から農業へ活用する計画もあり、現在、模索中との

ことである。その中で、平成24年度に地元農家の協

力を得て、カーネーション栽培用のハウスに “木質パ

ウダー温風ボイラー"のデモ機を 1基導入し、ハウス

農家への普及啓発を実施している。

農業用ハウスの加温は、現在重油ボイラーが主流で、

原油価格の高騰に備えヒートポンプの導入等による経

費節減が検討されているが、町では前記の協力農家に

震業用ハウスボイラ-1基を本格導入するとともに、

養鶏農家へも温水ボイラーを導入し、更芯る普及啓発

に取り組み、 3年後には木質パウダー燃料年間500t

の需要供給バランスを整えていきたいとしている。

(2)更なるコストダウン

燃料単価

現在、木質パウダー単価は重油価格とほぼ同等であ

るため、今後、地域の更なる努力により、より安価な

単価設定となるよう、コストダウンを図るべく努力と

検討をするとのことである。

(3)林産事業とバイオマスの相乗効果

建築の用材として生産される間伐材の搬出が増えれ

ば，木質バイオマスと芯る林地残材が増加する。低コ

スト林業により林業の再生に取組むものの、未だ 『低

》面 積 331.65km2 (うち森林面積は290.19km2)

》事 業 名 地域完結型木質バイオマス地産地消システム

》事業開始年度 平成21年度

》事業主体 和歌山県、和歌山県森林組合連合会、日高川町

富岳袖山県間町

迷する林業jといわれる状況にあるが、町では木質パ

. イオマス利用の取り組みは、森林所有者や森林組合等

の林業関係者に活気を与えるとともに、林産事業の増

産が木質バイオマス事業の原材料を生み、木質バイオ

マス事業が林産事業を活気づける相乗効果を発揮でき

るようにしたいとしている。

[地域活性化]

木質バイオマスや太陽光発電を始めとした自然エネ

ルギーに対する取組みは、“工コ芯まちづくり"とし

ても町内外を問わす浸透しつつあり、特徴を活かした

まちづくりも盛んに行われている。

農業においては、環境にやさしい燃料で作った野菜

や花といった新しいブランドづくりも特に若い世代の

方が中心になって行われはじめている。

また、この動きを契機に林業振興にも更に積極的に目

を向けることで、紀州備長炭の生産はもちろん、かつて

は椎茸の一大産地であり、高級品として知られた地域ブ

ランド “美山の椎茸"の産地復活が取組まれている。

木質パウダーをはじめとした自然エネルギーの利活

用をきっかけに、今後さらに、農林業の振興をはじめ

とした地域の活性化を行っていきたいと西専門員は

語ってくれた。

左から和歌山県川崎主事-大津主査、和歌山県森林

組合連合会畑田参事、日高川町西専門員

連絡先

日高川町林業振興課

1lim0738・56・0324IZ調 0738-56-8003
m国 http://wvvw.town.hidakagawa.lg.jp/outline/townJeportlbook_newenergy目html
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(高知県梼原岡

環境モデル都市ゆすはう
~自然エネルギーによるまちづくり~

-E・・・・・・・・・・・・・・・匡t~~fJJflllJ--r9l出産=・・・・・・・・・・・・・・・II:(~・
梼原町は、高知県の北西部、愛媛県との県境に位置し、四万十川の渓谷と急峻な山々に固まれ、

標高220mから 1.455mまでの地点を有する高低差が大きい町である。面積の91%を森林が占

め、日本三大力ルストの一つである四国力ルストに抱かれた自然豊かな町であり、「雲の上のまちJ

という愛称でも親しまれている。平成21年には国の環境モデル都市に認定されており、「エネル

ギ一自給率100%Jを目指して、町内では風力発電をはじめ様々な取組が行われている。

じて風力発電設備を2基建設し、町営で平成11年11 
‘取組のきっかけ

. 月より風力による発電を行っている。

梼原町は、全国に先駆けて再生可能エネルギー導入

をはじめとする環境に配慮した各種取組を行ってきた

町の一つである。今回、町の取組の経緯や内容につい

て、梼原町環境整備課の久岡主幹及び那須主事に話を

伺った。

(1)共生と循環の思想と緋

梼原町で早くから環境に配慮した取組が進められた

特筆すべき背景として、梼原町の地域性が挙げられる

という。梼原町は、 913年(平安時代)に藤原氏の末

商と伝えられている津野経高によって聞かれたと言わ

れており、歴史や文化、先代から受け継いできた森な

どの自然環境を誇りとする気風に溢れた町である。そし

て梼原町は、まちづくりの基本理念としても「共生と循

環の思想と緋」を掲げ、これまで先人たちが培ってき

た自然を大切に活かし共生していく町を目指している。

(2)風をおこし聞をおこす

このように音から自然との共生を目指してきた梼原

町では、平成7年頃、自然環境の保全と活用を考えて

いく中で、地域資源を活用した町内でのエネルギー循

環を目指し始めた。そして、「雲の上のまち」にふさ

わしい風を活かした風力発電に着目し、「風をおこし

町をおこすJというスローガンの下、四国力ルストに
風力発電設備を設置する乙とを決め、通商産業省(当

時)や独立行政法人新エネルギー 産業技術総合開発

機構 (NEOO)の補助を得て、約4億5千万円を投

(3)新エネルギービ‘ジ.ヨン・総合振興計画

この動きと並行して、梼原町は平成10年度に新エ

ネルギービジョンを策定し、「風Jの他にも、「森」、「光」、
及び「水J等の自然のエネルギーを活用した環境にや
さしいまちづくりを進めることとした。

また、第5次梼原町総合振興計画(平成13~22年度)

策定の際には、策定委員会委員が町内より公募され、

委員として選ばれた18歳から74歳までの町民15名

より、同計画のテーマのーっとして「環境Jが提案さ
れ、計画に盛り込まれた。なお、町は計画策定後、環

境先進国と言われるドイツ及びスイスへ同委員会委員

を視察派遣するなど、町民の環境保全意識の向上にも

努めてきた。

。取組内容と実施成果 • 梼原町で実施されている再生可能エネルギーや環境

保全に関する様々な取組の一部について、以下、紹介

する。

(1)風車と風ぐるま基金

梼原町では、四国力ルストの標高約1.300mの地点

|こ600kWの風車が2墓設置され、年間平均風速7.2m

という風況が良い場所で雄大に回り発電されている。

年間の平均発電量は約3.000MWhで平成23年度ま

では売電収入の年間平均額は約3.500万円であった

が、東日本大震災及び福島第一原発の事故を契機に「電



気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関す

る特別措置法」が成立したことを受けて、平成24年

1 1月に売電単価が11.5円から17.83円に上がり、平

成24年度は風況が良い日が多かったことと相侯って

売電収入は約5，100万円に上った。なお、平成25年

度かうは平均で約6，000万円の売電収入が見込まれる

とのことである。

との収入については、修繕費(年間平均額約1，500

万円)等の支出を差し引いた分を平成13年度から環

境基金「風ぐるま基金」として積み立て、新工ネル

ギ一等活用施設、及び森づくりの助成等に毎年必要に

応じて取り崩しながら活用している。基金の残高は平

成24年度は34，625千円で、平成25年度については

51，854千円が見込まれている。

四国力ルストで雄大に回る風車

①新エネルギー等活用施設への助成

風ぐるま基金は、平成13年4月に施行された「構

原町新エネルギー等活用施設設置に関する条例Jに基
付く太陽光発電施設(ソーラーパネル)や太陽熱温水

器、ペレットストーブ、工コ給湯、複層ガラス等の設

置に対する補助金交付に活用されている。基金を活用

することで、ソーラーパネルについては、 1 1くWあた

り20万円 (上限41くW、80万円)と全国自治体で最

高額の補助金と芯っている。この結果、町内では平成

24年度末現在で114軒、全世帯の約6.4%がソーラー

パネルを設置しており、設置割合についても全国で

トップクラスを誇っている。

②森づくりの助成

梼原町は既述のとおり面積の91%を森林が占める

町である。そのうち3割が国有林で、残り7割の民有

林については、明治時代に、自主財源を増やすことで

町民の税金をなくそうという「不要公課村構想」のも

と、造林を積極的に展開したことから、豊かな森林が

造成されたものの、間伐が必要不可欠な状態と芯っ

てしまった。そこで町は、平成13年度lこ、風ぐるま

高知県梼原町
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基金の一部を活用し、間伐を行った森林所有者には

1 haあたり10万円を交付する制度を創設し、間伐を

促進することとした。この制度の創設後、 10年間で

6.409haの間伐が進み、森林や水資源の保全に大き

く寄与している。同時に、地域林業の活性化や町民の

環境意識の高揚にも貢献している。また、この間伐材

は次に述べるペレット製造にも活用されている。

(2)木質バイオマスの製造と活用

①ゆすはうベレッ卜工場

梼原町では、森林資源の有効活用と脱化石燃料を目

的とし、間伐材や製材の端材、端コロと呼ばれる林地

残材等をペレット化する工場を設置している。平成

20年度に農林水産省の地域バイオマス利活用交付金

事業として町が約2億5千万円を投じて建設したもの

で、工場の運営管理は第三セクターのゆすはらペレッ

卜株式会社が行っている。人件費を抑えるために、機

械設備は 1名で制御可能な設計を採用しており、乾燥

には規格外のペレッ卜が燃料として利用されるなど、

効率的な工場となっている。

原料については、ゆすはうペレット株式会社が町か

ら補助金を得て山林所有者かう4，000円Itで買い取っ

ている。なお、平成24年度からは山林所有者からの要

望に応え、町は搬出助成として、 2.400円1m3も買取

の際に上乗せして補助金を交付することとしている。

②ペレットの活用

町では製造したペレッ卜の活用を促進するため、町

内施設に木質ペレッ卜を燃料とする設備の導入を積極

的に行っている。具体的には、教育施設や宿泊施設等

に木質ペレット焚冷暖房機や給湯器、木質ペレットス

トーブの設置を進めてきた。町で製造したペレッ卜の

3分の1はこれらの施設で消費されており、残りにつ

いては高知県内の100km圏内の民間企業等へ販売さ

れている。

ペレット工場
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運び込まれた間伐材等

(3)小水力発電で中学校へ電力供給

梼原町は町を流れる梼原)11 (四万十川に通じる支流)

の水を利用し、小水力発電も行っている。この小水力

発電は平成21年に町が国土交通省のまちづくり交付

金事業の補助を得て2億円を投じ設置したもので、有

効落差約6mを利用して最大出力53kWの発電が行

われている。この小水力発電は発生した電気の利用方

法が特徴的で、昼間は町立の小中一貫教育校「梼原学

園Jの中学校施設に供給され、これにより施設の使用

電力の約90%が賄われている。夜間は、供給先が自

動的に切り替わり、街の中心道路の街路灯82基を灯

すエネルギーとして活用されている。また、主に休日

の日中等に発生する余剰電力については四国電力に

売っている。

発電量は年間平均約280MWhで、四国電力への

売電収入は平成24年10月までは約126万円であった

~... ' 

~明

官輩
梼原JlI(小水力発電)

街灯 (小水力発電)

が、年間の維持管理費約150万円かかるため、経費面

で運宮が厳しい状態であったが、発電の仕組みが住民

に見えて環境学習効果が高いという点で一定の評価が

芯されていた。なお、平成24年11月から買取単価が

34.0円/1くWとなったため、必要経費分について賄っ

ていくことができると期待されている。

(4)梼原町総合庁舎における試み

梼原町は平成18年に建て替えた新庁舎にも、環境

にやさしい仕組みを多く取り入れている。庁舎の屋根

には、独立行政法人新エネルギー ・産業技術総合開

発機構 (NEDO)より総事業費(約1億3.600万円)

の約1/2の補助金を得て、発電量80kWの屋根一体

型のソーラーパネルを設置しており、発生した電気に

より、庁舎のエネルギーの約90%を賄っている。

また、環境省の環境と経済の好循環のまちモデル事

業も活用し、総事業費(約5.500万円)の2/3の補助

を得て、各種省工ネ機器を導入している。屋根では、

太陽熱も利用し、集めた熱を屋根と天井に設けられた

隙聞に外気を通すことで、冬季の空調機(暖房)の負

荷軽減を図っている。空調機の負荷軽減については、

地中熱も活用しており、壁画に設けられた外気取入口

かう取り込まれる空気を、温度変化の少ない地下部分

(クールヒートチューブ)を経由させ、予熱 ・予冷さ

せた後に空調機に取り入れている。これらにより、空

調エネルギーの利用削減が図られている。なお、空調

機は深夜電力を利用する氷蓄熱ヒートポンプ空調シス

テムを採用している。

その他にも、梼原産の木材を建物の外装 ・内装に使

用しているなど、省エネやリサイクル性能等の点で環

境負荷の少芯い設計となっている。これらは高く評価

され、環境評価基準CASBEE(建築物総合環境性能

評価システム)において最上位ランクのSランクの

認定を受けている。

。今後の課題と展望 • (1)環境モデル都市として

梼原町では、再生可能エネルギーの導入を含め、多

岐にわたる環境保全に関する取組を実施してきた。平

成21年1月には、低炭素社会づくりの実現に向けた

取組に関する提案書が高く評価され、固から「環境モ

デル都市Jとして認定され、現在も目標に向かつて各
種プロジ工クトを進めているところである。

環境モデル都市として、低炭素社会の実現に向け

て町民との紳を強める公民協働の仕組みづくりによ
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梼原町総合庁舎外観
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梼原町総合庁舎の省エネルギー設備

り “生きものに優しい低炭素なまちづくり"を目指

すこととしており、具体的には1990年を基準として

2050年までに、温室効果ガスの排出量を70%削減

し、吸収量を4.3倍増やすこと、及びエネルギー自給

率を100%1こすることを目標に掲げている。

上記の目標達成に向け、町では、 ①木質バイオマス

地域循環モテ、ル事業ブロジ、工クト (木質ペレッ卜の生

産・利用、協働による森林づくり事業の展開等)、②

CO2森林吸収ブロジ‘工クト (持続的な森林経営の実現

等)、③CO2削減ブロジ、工ク卜 (再生可能エネルギー

の導入促進等)、④人・仕組みづくりブロジ、工クト(森

林セラピ一等の環境産業の推進等)の4つのプロジェ

クトを進めている。rco2削減プロジェクト」につい

236.51 km2 

ては、 2050年までに、家庭用太陽光発電導入500戸、

家庭用工コ給湯器導入200戸、家庭用ペレット焚き

ストーブ導入280戸等を計画として定めている。

(2)今後の展望

今後について久岡主幹は、目標を設定したからその

達成を目指すというのではなく、町の現状をしっかり

勘案し、また、国のエネルギー政策の動向も注視しつ

つ、 2050年の目標に向かつて事業を進めていきたい

と語ってくれた。エネルギー自給率については、平成

24年度末現在で28.5%となっており、その数字は目

標に向けて着実に向上している。

また、平成24年7月には梼原町を含む四万十川流域

の5市町が、四万十川流域の自然や環境を守り、生活、

文化等を構成に伝えていくために、再生可能エネルギー

への転換を進めていく旨、「四万十川アピール」として

表明しており、再生可能エネルギーへの取組が梼原町

を含む、四万十川流域全体で進められると見込まれる。

環境モデル都市として、再生可能エネルギーの導入

や利活用をはじめとする梼原町の環境保全への取組に

今後も期待したい。

梼原町環境整備課 久岡主幹(右)、 那須主事 (左)

》事 業 名 環境モデル都市ゆすはう(告種推進プロジェクト)

》事業開始年度 平成20年度(※環境モデル都市認定年度)

》事業主体 梼原町

連絡先

梼原町環境整備課環境モデル都市推進室

lmII 0889-65-1 251 IIZ薗 0889・40・2010
回国http://www.town.yusuhara.kochi.jp/kanko/environment/
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勝山橋太陽光発電ルーフ
~世界の環境首都を目指したまちづくり~

E 昌国益呈l盈m凪!al進ヨ・・・・・・・・・・幽、 ..... 
北九州市は、昭和38年|こ5市の合併により誕生し、周年4月に三大都市圏以外で初めて政令
指定都市に指定された都市である。九州の最北端に位置し、現在の人口は約97万人で7つの行政
区で構成されている。また関門海峡に面し、隣接する山口県下関市も含めた関門都市圏は人口約

220万人を擁しており、都道府県庁所在地を含まない都市圏としては日本最大の人口規模を誇る。
明治時代に操業を開始した八幡製鉄所の開設を契機に鉄鋼・化学などの工場が集積する北九州

工業地帯が北九州市を中心に形成され、現在も工業が市の主要産業となっている。

取組のきっかけ

北九州市の再生可能エネルギーに対する取り組みに
おずみ

ついて、北九州市環境局環境未来都市推進室の小住氏

に話を伺った。

(1)環境モデル都市

北九州市によると、当市の温室効果ガス排出総量は、

2005年度で、約1，560万t、全国の1.2%を占める。

市民一人当たりに換算すると、約16tと、全国平均

の10tよりも相当程度高いことがわかる。これは、

全排出量の66%を産業部門が占めており、北九州市

が素材産業を主体とする産業都市であることが要因の

ーっとして考えられる。

北九州市は北九州工業地帯の中心地で、あり、日本の

四大工業地帯のひとつとして重化学工業を中心に発展

し、日本の近代化-高度経済成長を牽引してきた。一

方で、かつて公害による甚大な被害がもたらされたが、

市民・行政・事業者が一体となってこの問題に立ち向

かい、克服してきた歴史がある。その結果、まちには

環境技術が蓄積され、産官学民の強い紳も生まれた。

また、アジアを中心とした世界の諸都市との環境交流

も活発に行われてきた。とうしたこれまでの経験-取

組の中で育まれてきた地域の「環境力Jが評価され、
平成20年7月に「環境モデル都市」 ※1の第1次指定

(6都市)を受けた。

(2)北九州市環境モデル都市行動計画

「環境モデル都市」に選定された都市は、温室効果

ガスの大幅削減など高い目標を掲げて先駆的な取組に

チャレンジし、目標を達成するための具体的な行動計

画「アクションプラン」を策定することとなっており、

北九州市は平成21年3月に「北九州市環境モデル都

市行動計画(北九州グリーンフロンティアプラン)J
を策定した。北九州市はとの計画のなかで、温室効果

ガスの排出総量を2030年までに470万 t(30%)、

2050年までに800万 t(50%)削減するという、

中長期とはいえ高い目標を掲げている。

この計画のテーマは「アジアの低炭素社会経済を拓

く環境フロンティアニ北九州市」であり、その達成に

向け次の5つの取組み方針が示されている。

①環境が先進の街を創る、 ②環境が経済を拓く、 ③

環境が人を育む、④環境が豊かな生活を支える、 ⑤環

境がアジアの鮮を深める

さらに当該計画では、平成21年から最初の5年間

は基盤づくりと位置づけ、低炭素社会のあるべき姿を

市民が具体的に感じるために5つのリーデイングプロ

ジェクトを展開することとしている。そのうちのひと

つである市街地モデルが以下に紹介する「小倉都心部

低炭素まちづくり推進プラン(愛称 :紫川工コリバー

※ 1 環境モデル都市 平成20年1月に政府により位置づけられた取組で、世界の先例となる「低炭素社会」への転換を進め、国際社会を

先導していくという政府の方針に基づき、高い目標を掲げて先駆的な取組にチャレンジする都市を国が選定し、支援するもの。現在、

北九州市を含む20都市が選定されている。



構想)Jである。このモデルでは、北九州市の中心市

街地である小倉都心部において、低炭素社会の「見え

る化 ・感じる化」を推進するとともに、まちの活性化

や都市ブランド構築のための「にぎわいづくり・顔づ

くり」を進めるため、太陽光発電の導入や環境活動の

推進などの取組を積極的に展開することとしている。

「北九州市が標梼する環境首都としてのまちづくり

には、市民 ・企業の協力が不可欠である。市民 ・企業

に自らの行動につなげてもらうには、ますは太陽光発

電、屋上緑化など環境に関する取組について知っても

らう必要がある。そして知ってもらうには、市民の目

につくようにしなければならない。Jと市の担当者は
語ってくれた。こうした市の考えに基づき、「紫川工

ゴリバー構想」を推進するために、ますは北九州市の

玄関口である小倉駅周辺部に位置する勝山橋で、市民

の自に触れる形で太陽光パネルを設置することとなっ

た。

環境モデル都市 Ijーデイングブロジ、工クト

~取組内容と実施成果
(1)太陽光パネルの設置 • 
北九州市は7つの行政区で構成されており、新幹線

が停車する小倉駅や市役所のある小倉北区が市の中心

部となっている。「紫川工コリバー構想Jに基づき、
との小倉中心部約400haの範囲の中で、太陽光発電、

LEO照明の設置、屋上の緑化など、低炭素社会に向

けた市民意識の酒養のための取組が行われた。中でも

象徴的な取組が「勝山橋太陽光発電ルーフJである。
小倉中心部には、市の中心的大型商業施設が2つ存

在しており、 2つの施設の聞に、紫川が流れている。

紫川は小倉南区の福智山を源流とし、小倉北区の北九

州港へと北流する2級河川である。全長約22kmの紫

)111こは東西を結i)¥橋が大小多数架115れており、その

うち10本が、太陽・海・火などそれぞれ異なる自然

をテーマに、趣向を凝らしたデザインとなっている。

勝山橋はそのうちの1本で、重厚な石をイメージして

造られており、歩道の石畳は落ち着いた雰囲気を醸し

出している。また、市の中心的な橋としても位置付け

うれており、昼夜を問わす多くの人が頻繁に往来して

いる。

平成22年3月、全長88m、幅40メートルの勝山

橋の橋上に、延長75m、幅3目5m、高さ3mの太陽光

発電ルーフが設置された。建設費は約1億円で、全額

財団法人日本宝くじ協会からの寄付による。太陽光発

電といえば、ピルの屋上や家屋の屋根に取り付けうれ

る場合が一般的だが、それでは市民の目につかす、意

識啓発にもつながらないため、多くの人が行き来する

勝山橋上に設置することで、市民の目に触れるように

した。

使用された太陽光パネルは、パネルの一部が光を通

すライトスルータイプと呼ばれるもので、空が透けて

見えるようになっている。結晶型シリコン製の太陽電

池を格子状に並べ、ガラスで挟み込んでおり、歩行者

はルーフを見上げたときに一目で太陽電池だと分か

る。このライトスルータイプの太陽光パネルは、当時

はまだ導入事例も少なく珍しいため、より市民の注意

を引くと考えられた。また、空が見え自然光を取り入

れることで、開放的な空間を作り出すことができるこ

とから、従来の全面パネルが敷き詰められたタイプで

はなく、ライトスルータイプを導入することとした。

この太陽光ルーフでは現在、年間約22.000kWh

の電力が発電されている。発電した電気は、ルーフに

勝山橋太陽光発電ルーフ①

勝山橋太陽光発電ルーフ②
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設置された夜間照明のLE 0 C9Wx28灯)に利用
されるとともに、近接している、平成23年に環境学

習の拠点としてリニューアルオーブン(平成12年7

月オーブン)した「北九州市立水環境館jの電力とし

ても使われており、同館の1日の電力使用量の約10%

を賄っている。北九州市立水環境館は北九州市のシン

ボル河川である紫川のほとりにあり、川の中を横から

見ることのできる河川観察窓や紫川で生息する魚を観

察することができる生態水槽芯どがあり、水環境を守

ることの大切さを学ぶことができる施設である。また、

館内では発電量等をモニター表示しており、子供たち

の太陽光発電への意識啓発にも役立つている。

(2)イベントの活用による賑わいの創出

勝山橋上に太陽光ルーフを設置したことで、ルーフ

下を、雨の日でも利用できるイベントスペースとして

活用することができるように芯った。市が主催するイ

一 一一一一一一一一一一一 一一一 一 一 一
監理・且司・・_.・E ・・~'jI・E ・・・陸軍・』・E ・圃~.....璽...-:tR-J副1:"'-::_・・・....・.-・・圃・E園田・・--._-.・.，.... ・

に点在する環境に取り組んでいる場所(工コスポット)

を取りまとめ、A5サイズの小間子「工コスポットマッ

プJを作成し、駅の観光案内所や公共施設等に配置し
ている。工コスポットの簡単な説明のほかに、おすす

めの街歩きモデルコースも掲載し、このマップを見な

がら自身で工コスポットを見てまわることができるよ

うにしている。

工コスポットマップ

ベントのほか、一般市民から年間約10件の利用申請 (4)市民・企業への広がり

があり、音楽コンサー卜やオーブンカフ工など様々な 歴史的な背景もあり、北九州市民は元々環境に対す

イベン卜が開催されている。イベン卜を開催すること る意識が高かったが、市が積極的に環境に対する取組

により、人が集まり賑わいが創出されるだけでなく、 を市民に見える形で実践していることにより、再生可

北九州市民のみならす、訪れた市外の人にも勝山橋太 能エネルギー全般についてますます意識が高まってい

陽光ルーフを知ってもらう良い機会となっている。 るという。

勝山橋でのイベン卜開催の様子 (雨の日)

勝山橋でのイベント開催の様子

(3)工コスポットマップの作成

北九州市では、このようにリーデインク‘ブロジ、工ク

卜を進めるとともに、その周知のため、小倉駅周辺部

北九州市の中心部には昼夜多くの人が訪れる魚町銀

天街という商盾街がある。南北約500mと長く、商

居街は途中の道路で分断されている。そこで商居街の

人々が話し合い、雨の日でもスムーズに南北移動でき

魚町銀天街の太陽光パネル①

魚町銀天街の太陽光パネル②



るようアーケードを設置することとしたが、その際に

併せて太陽光パネルを導入することとした。乙の太陽

光パネルで発電した電力は、商居街に取り付けられた

LED照明の光源として使用されている。

北九州市が環境モテ]レ都市の推進に向け熱心に取り

組むことで、民間においても、ピルの屋上に太陽光パ

ネルや小型風車発電機を設置したり、屋上の緑化を行

うなど、自主的に環境問題に取り組む企業が出てきて

いる。また市が、小学生を対象にした環境学習工コツ

アーや市外の自治体・団体の視察案内を実施する際、

上記のような企業の取組現場を見学させてもらえるよ

う協力をお願いすると、快く引き受けてくれるという。

。今後の課題と展望 • (1)太陽光発電の導入拡大

市の担当者は、勝山橋に設置した太陽光ルーフが、

市のランドマーク的存在にもなり、市民の環境に対す

る意識は高まっていると感じているという。そこで、

さらなる取組として市は、勝山橋よりもさらに人の往

来が多い小倉駅北口・南口に、勝山橋と同様のライト

スルー型太陽光発電パネルを設置することとした。北

口についてはもともとあったルーフに改修を加えるか

たちで設置した (発電能力約170kW。勝山橋太陽光

発電ルーフの8.5倍)。南口については全く新たに太

陽光発電ルーフを設置することとし、現在順次設置し

ている(全体で約90kWの発電能力となる予定)。こ

れにより、環境に対する取組をより多くの市民にPR

できるだけでなく、駅と商居街や商業施設が太陽光発

電ルーフでつながり、雨の日でも傘を差さす、に移動す

ることができ、歩行者にとって利便性の高いまちと

なっている。

》面積 489.56km2

》事 業 名 勝山橋太陽光発電ルーフ

》事業開始年度 平成22年度

》事業主体 北九州市

連絡先

北九州市環境局環境未来都市推進室

EDII 093・582-2238 .毘酒093・582-2196

福岡県北九州市

ゆZP二位。説河口

(2) r北九州地域エネルギー拠点化推進事業jについて
北九州市では、これまで低炭素な社会づくりを目指

し、省エネ・再生可能エネルギーの導入に取り組んで

きたが、東日本大震災を契機に、市民生活・産業活動

を支える観点から、安定・安価なエネルギーの供給に

ついても、市として一定の責任をもつこととした。そ

こで平成24年度|こ1年聞かけ調査・検討を行い、平成

25年度かう響灘地区を中心に「北九州市地域エネル

ギー拠点化推進事業」に取り組み始めた。低炭素かっ

安定・安価なエネルギー供給を目指すものであり、地

域エネルギー拠点の形成は、「北九州市環境モデル都

市行動計画」における取組方針である環境が経済を拓

く、環境が豊かな生活を支えるにも合致しており、市

の成長を支える基盤として重要な役割を果たすと考え

ている。市ではこの事業を具体化していくために、市、

県、園、地元産業界、学識経験者で構成される「北九

州市地域エネルギー推進会議」を設置し、平成25年

8月からはこの会議の下に「火力発電立地検討部会」

「洋上風力発電立地検討部会」を設け、より深い検討

を進めている。

北九州市が世界の環境首都を目指す都市として、低

炭素社会づくりの取組について探求し、今後も発展し

続けることを期待したい。

北九州市 環境局環境未来都市推進室小住 氏

m国 http://www.city.kitakyushu.lg.jp/kankyou/kan・mirai.html 。d
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‘市町村の概要 • 東松島市は、東北地方の中心都市・仙台市から

301くmほど北東の太平洋沿岸部に位置し、日本三景「松

島Jの一角を形成する風光明娼なまちである。市域はお
よそ100附で、海苔や牡塘等の養殖漁業や農業が主産

業。平均気温や降水量の面からみて、東北地方におい

ては、比較的温暖で晴天の多い気候である。約4万3千

人だった人目立、震災後4万人ほどに減少している。

。実業を通じて復興に • 平成23年3月11日の東日本大震災において、東松

島市では津波により市全体面積の36%(市街地の約

65%)が浸水し、 1.107名(平成25年8月1日現在)

の命を失った。

東松島市では、東日本大震災からの復興にあたり、住

民との協議を進めながら、防災集団移転等による生活の

再建や防災・減災による災害に強いまちづくりの計画を

進めつつ、分散型地域エネルギー自立都市の形成を目指

す方針を「復興まちづくり計画JIこ盛り込んだ。また、平

成23年12月に内閣府から選定された「環境未来都市構

想」において、さらに具体的にその方向性を示した。

そのような中、民間企業(三井物産株式会社)が、単

なる支援にとどまらず、実業を通じて長期にわたり被災

地の復興に寄与したいという理念を持って、震災から聞

もない頃の東松島市を訪れた。震災直後に電源、燃料、

通信、水道等のインフラがすべて途絶えたことによっ

て、生命の維持に支障をきたすほどの苦境に陥った状

況があったことを受け、市が将来像として求める地域分

散型電源整備の推進に一役買うことを企図した。

奥松島「緋Jソーラーjてークと野蒜海岸 メガソーラー近景

一方、東松島市では、震災復興にあたって、スピー

ド、をもって効果的に各種分野にわたる復興事業を推し

進めるべく、民間企業等と連携して事業を進めるため

の仕組みとして「復興事業提案制度」を整備していた。

この制度に基づいて、三井物産から2種類の太陽光発

電設備の整備の提案があり、東松島市は、同制度の第

一号の事案として、提案を採用することとした。

~2つのソーラー • 復興のシンボル的存在としてのメガソーラーと、非

常時に避難所への電源供給が可能なタイプとしての

力ーポート型ソーラーという、 2つの太陽光発電シス

テムを同時に整備した。

(1)奥松島「緋」ソーラーパーク

“奥松島"の一角を形成する野蒜海岸沿いに位置し、

津波被害により存続が不可能になった奥松島公園跡地

(市有地)の一部、約4.7haを市が三井物産に有償貸与

し、三井物産が約2MW規模のメガソーラーを設置。

三井物産の事業として、東北電力への売電を行う。年

間の発電量は、一般家庭約600世帯の年間使用量に

相当する210万|くWhを見込んでいる。発電状況を随

時確認できるパネルを開放部に設置し、環境教育施設

としての利用も見込む。平成25年8月下旬に運転を

開始し、津波被災工リアにおいて運営されるメガソー

ラーとしては最も早い先行モテ、ルとなった。

(2)東松島「鮮J力ーポートソーラー
メガソーラーはあくまで売電に用途が限定されてお

り、災害時の電源供給には寄与することができないこ

とから、市が直接活用できる非常用電源として、力ー

ポート型ソーラーの設置が企画された。津波被害がな

ソーラーjてークモニター展示



く、市の中核的な避難所として活用される3力所の公

共施設の駐車場を利用し、三井物産が力ーポート及び

その屋上に配置されるソーラーパネル(計約270kW)

を設置した。通常時は、力ーポートとして市民の利用

に供するとともに、ソーラーパネルで発電した電気は

売電される。災害時には、市と三井物産との協定に基

づき、優先的に市が非常用電源として活用するという

仕組みを整えた。平成25年3月に運転開始した。

震災からの早い復興を目指す東松島市にとって、広大

な面積にわたる被災跡地利用の先駆的な取組として、奥

松島「紳」メ力‘ソーラーは大きな意昧を持つこととなっ

た。さらに、東松島「紳」力ーポートソーラーは、市有地

に民間企業が設置し、設置費用を売電により回収し芯が

ら、市民の平常時利用かつ非常時利用が考慮された官民

連携事業として、特徴的芯取組になったといえる。

大震災の翌年である平成24年度におこなわれた市

プ悌 屯」.ト."''1'........Lーーーーー
圃 .尚三一 命ふ|

.-巧川二圃

力ーポートソーラ全景(市コミュニティセンター)

モ二ュメント的にソーラーパネル設置
(市コミュニティセンター)

》面積 101.86km2

民アンケートの結果では、約9割という高い割合で再

工ネ-省エネへの関心が示されており、震災を経験し

た市民のニーズに応え、市が目指す環境未来都市構想

のパイロット的存在として、市の政策を内外に示す形

と芯った。

‘東松島一新 • 東松島市は、太陽光発電のみならず、バイオマス発

電(熱電併給)や風力発電等の再生可能エネルギーの

利用促進、地域エネルギーマネジメントシステムの整

備、さらには環境の取組と少子高齢化や防災の取組を

連携させた新たなモデルの形成を企図しており、被災

地の土地利用や移転による新市街地形成の復興事業と

連動しながら、民間企業等との連携を取りつつ、さら

なる取り組みを進めていきたいと考えている。

運動公園駐車場の力ーポートソーラー

》事 業 名 奥松島「緋」ソーラーパーク&東松島「緋」力ーポートソーラー

》事業開始年度 平成24年度

》事業主体 東松島市、三井物産株式会社

連絡先

東松島市復興政策部復興政策課

EDl0225・82・1111 &国0225-82・8143

四国http://www.city.higashimatsushima.miyagi.jp/
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。市町村の概要 • 秋田市は秋田県の日本海沿岸地域の中央部に位置

し、日本海に注ぐ雄物川の河口に聞けた、緑豊かな山

と川、海などの自然環境に恵まれた人口約32万人の

中核市である。

。メガソーラーの導入 • 本市では、平成23年3月に策定した「秋田市地球温

暖化対策実行計画」の基本方針の一つに「再生可能エ

ネルギーの普及および利用促進」を掲げ、市有施設に

おける再生可能エネルギーの導入を推進している。東

日本大震災以降、再生可能エネルギーの利用促進の必

要性が高まってきていることから、本取組の一環とし

て、今後の利活用が困難な一般廃棄物最終処分場跡地

を有効活用するためにメガソーラー発電所を建設する

こととした。本発電所は、再生可能エネルギーの導入

を図るために建設するものであり、施設の設計・施工

かう約20年に及J3¥施設の運自・維持管理までを一体

のリース内容とし、本市がその施設を借り受け、発電

事業を行うものである。市の財政負担を抑えながら包

括的施設リース契約を行い、地球温暖化対策を推進す

るとともに、環境意識の向上および地域経済への波及

効果を図ることを目的としている。

事業対象地航空写真(秋田市総合環境センター内)

‘内容と期待される効果

(1)取組内容

• 

• 
秋田市総合環境センター(一般廃棄物処理施設)

の敷地内にある埋立が終了した最終処分場跡地(約

工事全景(秋田市総合環境センターより)

発電所上部の配置

太陽光パネル設置状況
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4.6ha)に、太陽光発電設備(1.5MW)を設置するこ

とで、利活用困難な市有地の有効活用が図られること

と、一般家庭520世帯の年間消費電力に相当する年

間1β19.920kWhの発電が見込まれている。

本事業は、発電施設の建設から20年間の維持管理、

契約終了後の解体撤去までを包括した形で民間事業

者からリースし、売電収入の中かう当該経費を支払う

こととしている。このため、初期の建設コストを省く

ことができること、また維持管理が保証された形での

リースとなっているため、維持管理経費についても削

減が見込まれるものである。

(2)今後期待される効果

本事業の実施により、温室効果ガス排出量の削減、

売電による収入が見込まれる。

また、地元事業者が施工に加わることによる経済効

果、建設工事や維持管理業務、運搬等に従事すること

で、一定の雇用創出効果も期待できる。

さらには、大規模停電時における非常用電源として

の活用や一般廃棄物最終処分場跡地というイメージか

ι山←4A闘11唱
ltZ!IIi 

~7 

#Z圃司 ー畠〉醐醐・.

秋田市メガソーラー発電所全景 (南側上空より空中撮影)

》面積 905.67km2

》事 業 名 秋田市メガソーラー事業

》事業開始年度 平成24年度

》事業主体 秋田市

連絡先

秋田市環境部環境総務課

置自車 018・863・6862 IIZ国 018-863-6630 

m圃 http://www.city.akita.akita.jp/

ら、再生可能エネルギーの拠点施設としての普及啓発

により、周辺住民の意識に与える影響も大きなものが

ある。

。課題と今後の展望 • 本市では、メガソーラー事業の包括的リース契約は

初めての事例であり、契約条件の調整が難しかった。

さらに、再生可能エネルギーの固定価格買取制度によ

る買取価格には変動があり、有利芯条件を獲得するた

めに、設計から契約締結までを短期間で実施する必要

があった。

平成25年9月中にメガソーラー発電所設備が完成

し、 10月から発電を開始する予定であるが、発電開始

後は、設備の維持管理を適切に行い、発電量の確保に

努める。また、太陽光発電への市民の関心を高め、更

なる普及を図るため、発電量等の情報をホームページ

等で発信して『見える化Jを図っていきたい。

完成式典テープカット(中央が市長)
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。市町村の概要 • 山形県の最南端、米沢盆地に位置する米沢市は人口

約9万人、「上杉の城下町Jとして数々の史跡と伝統が
息づく歴史の街である。四季折々の情緒を肌で感じる

ことができ、米沢牛、鯉やりんごなど食材の宝庫でも

ある。

。百年後を見すえた決断 • 平成22年、米沢市小野川温泉の「鈴の宿登府屋旅

館Jにとって、旅館の営業許可の取得からちょうど
100年を迎える年であった。乙の節目に次の100年

先の未来に向けて「登府屋旅館」に何かできないかを

考えていた。そのような時に温泉の全国組織かう、温

泉熱を有効利用し、給湯や冷暖房に活用するという

ヒートポンプが紹介されている 1枚のFAXが届い

た。ヒートポンプという言葉を初めて知り、さっそく

調べてみた。

本旅館では、年間30tもの灯油を使用しており、

大きな経費をかけて維持していた。灯油使用をゼ口に

し、冷暖房・給湯を温泉の排湯を使ったヒートポンプ

システムに切り替えることができれば、経費削減と環

境負荷削減の両方を達成することができると考え、早

速、環境省やヒートポンプメーカーなどに詳細及び導

入効果を確認し、導入を決定した。

セミナー風景

• 

。捨てていた湯が熱源に • 小野川温泉の源泉は約80
0

Cあり、高温の源泉を活

かした「熱交換Jは、従来から行われてきた。800Cの
温泉で水道水をあたため、 40

0

Cのお湯を作りだす仕

組みである。しかし、ヒートポンプを導入すれば、

40
0

Cの温泉で80
0

Cのお湯を作りだすことができる。

湯船からあふれた湯は、温度が低く、今まで使い道が

なかったが、これが熱源となり、給湯や冷暖房ができ

るのである。排湯は、年聞を通じて休みなく供給され、

季節による温度のブレがない安定的な熱源である。

導入の際、実施した工事は、次のとおりである。①

給湯やシャワー用の「ボイラ-Jとエアコンの冷暖房
に用いていた「冷温水発生機J、「石油タンクJを取り外
す。いすれも灯油を使用し、夏冬に関わりなく穂働し

ていた機械である。②湯船からあふれた排湯を一時的

【11入前 ボイラーの流れ】

国一色
nf②灯油械やす ③制 約〈る

|回 |吟 問徳山 P

む 緋

フロー図2



あふれたお湯を貯める排湯繕と撤去した石油タンク

に保管する「排湯槽」を設置する。 ①「ヒートポンプ」

を設置し、「排湯槽」や館内の配管と接続する。エアコ

ン等は既存の設備を使用できたため、工期は 1週間で

終わった。

ヒートポンプの導入により、本旅館では、年間約30

トンの灯油の利用の必要がなくなった。ヒートポンプ

の動力である電気の利用

量は増えたが、その分を

差し引いても、これまで

の環境負荷と比較して、

二酸化炭素の排出量ベー

スで約40%、52t /年

の排出抑制につながっ

た。敷地内で灯油を燃

やさないため、周辺への

二酸化炭素の排出もなく

なった。また、灯油によ

る火災や爆発の危険性も

減少し、保守管理が容易

になった。旅館の工コに

関する取組項目はいろい

ろと挙げられるが、「本

り、灯油や重油の使用をなくせれば、経費削減の他、地

域への環境保護にも大きな効果を生むことができる。

最後に、湯船からあふれたお湯の利活用は、どこの

入浴施設においても可能である。本旅館では、温泉熱

とヒートポンプシステムを組み合わせたこの手法を

「スパヒーポンJと独自に命名し、設備の公開やセミ
ナーを積極的に行うなど、同業他社への普及啓発に努

めており、結果、設備を導入した温浴施設はこれまで

3箇所に上っている。(平成25年9月現在)

。更なる発展に向けて • 本旅館では今後も引き続き、温泉排湯を活かした「ス

パヒーポンJを運用しつつ、設備の公開やセミナーを
積極的に実施し、見学や導入を望む同業他社への啓発

に努めていきたいと考えている。

また、更に進んだ取り組みとして、温泉熱発電や、

太陽光発電、小規模水力発電など、多様な発電スタイ

ルにより地域内での独立したエネルギー循環及び供給

が実現すれば、停電や石油不足にも負けない地区を作

り出すことができ、災害時には温泉街が避難所として

機能することが期待できる。

. 山形県環境保全推進貧表彰式

平成担金事鹿山形県環境揮主It遭賞受賞企軍団体が決定!.，..平日出年8月4日iこ畢彫式が円hれまu，.

.慮"・‘酔自 司F‘n・"W/!JI.・後金曜....，...，、例.-幽.

撤去した煙突 丸Jは冷暖房と給湯であ 環境保全推進賞選考委員特別賞を受賞

口

》面積 548.74km2

》事 業 名 小野川温泉スパ・ヒーポン計画

》事業開始年度 平成22年度

》事業主体 小野川温泉「鈴の宿登府屋旅館J

連絡先

米沢市企画調整部総合政策課

EDl0238・22・5111 B園 0238・24-4540

回国http://www.citY.yonezawa.yamagata.jp/
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。市町村の概要 • 福島県の北西部に位置し、豊かな湖沼と清らかな川

の流れ、緑あふれる山々の美しい自然に固まれ、その

ほとんどが磐梯朝日国立公園に含まれている。特に五

色沼周辺の裏磐梯高原は福島県を代表する景勝地であ

り、毎年多くの観光客で賑わう。

。湖沼や河川をきれいに • 本村は、磐梯朝日国立公園地域に属しており、全国

有数の景勝地であり福島県を代表する観光地、裏磐梯

を有する自然豊かな村である。観光地として注目され

始めた昭和後期から、多くの観光客が訪れるようにな

り、それに伴う生活様式の多様化などにより、桧原湖

や五色沼など裏磐梯に点在する300余りの湖沼群や
河川などには生活排水や廃食用油が流れ込み、水質汚

染が急激に進んでしまった。そのため、村では、平成

6年度|こ「全村下水道化構想~アクアサンクチュアリ

プラン~J を策定し下水道整備を進め、現在では、 lま

ぽ全村が終了している状況である。

北塩原村廃食用油リサイクル事業は、平成13年度

に策定した「北塩原地域新エネルギービジョンjの1

つ「リサイクル-エネルギー」の中に位置付けられ、全

村に整備された下水道とあわせて、より良い水環境を

維持していくとともに下水道処理施設や湖沼群、河川

などに流れ込んでいる廃食用油を少しでも減らしてい

くために宿泊施設や飲食居、給食センター、各家庭等

から回収し、リサイクル燃料として利用するとともに、

住民の環境保全に対する意識をさらに向上させること

を目的として始めたものである。

環境・資源問題を解決し観光活性化に

廃食用油リサイクル事業は、従来まで廃棄物として、

ごみ収集所や台所などに捨てられていた廃食用油を資

源として有効利用し、湖沼群や河川などの環境保全に

• 

廃食用油回収の様子

区として開始した。

当地区は観光地であるため、ホテルやペンション、

民宿などの宿泊施設をはじめ、多くの観光施設があり、

本村でも特に廃食用油が多量に排出される地区でもあ

る。これらが地域に点在する湖沼群に流れ込み、水質

汚濁など美しい自然環境を破壊する要因として問題視

されていた。

事業開始当初は、宿泊施設などから回収した廃食用

油は、てんぷらかすなどを機械で取り除いたあとA重

油に混合し、公共施設(ラビスパ裏磐梯)のボイラーの

燃料としてリサイクルしていた。

平成15年度に国庫補助事業(J'i.イオマス利活用フ

ロンティア推進事業 .農林水産省)を受けて、福島県

内の自治体で初となる廃食用油燃料化装置を導入し、

平成16年4月からは廃食用油の回収対象地区を村内

全地区に広げ、本格的にバイオテ、イーゼル燃料(以下:

B D F)の精製を開始した。精製したBDFは、 桧原

湖を周遊するレトロパス

( 1台)と公用車(2台)

の燃料として使用してい

た。精製設備及び給油設

備は「いこいの森廃食用

油リサイクル作業所」に

設置してあり、給油はい

つでも行えるようにして

いる。なお、現在は、年

役立てるとともに、廃食用油のリサイクル体制の確立 間約5.200はのBDF
を図るため、平成14年4月に裏磐梯地区をモデル地 を精製し、 桧原湖を周遊 給油設備



桧原湖周遊レトロパス「森のくまさんj

するレトロパス(1台)のみに使用している。

実施成果としては、自然環境保護への村民の理解促

進が図うれたこと、地域産業の活性化に寄与したこと

による「環境保全と観光推進Jの両立が挙げられる。
村民の理解の促進では、村内かう集められた廃食用

油を桧原湖周遊レトロパスの燃料として再利用するこ

とにより、循環型社会の形成による環境保全の推進を

図るとともに村民等の環境意識の高揚と環境保全への

理解が深まったと認識している。

また、地域産業の活性化への貢献としては、 BDF

により運行されているレトロパスが桧原湖を周遊(五

色沼経由)していることが話題を呼び、導入当初はマ

スコミ等に多く取り上げられ観光誘客が促進されたこ

磐梯山と桧原湖を背景に周遊する「森のくまさん」

》面積 233.94km2

》事 業 名 バイオディーゼル燃料精製事業

》事業開始年度 平成16年度

》事業主体 北塩原村

連絡先

北塩原村住民課

"'0241・23・3111 .置酒0241・25-7358

1m調http://vill.kitashiobara.fukushima.jp

性三旦

とが挙げられる。また、登山・トレッキンク、の方や地

域住民の足として活用されている。さらに、観光施設

等においての廃棄物処理費用の軽減に繋がっている。

。更なる利活用ヘ向けて • 気温が低くなる冬期間は、 BDFの精製が困難であ

り、精製したBDFも保管タンク内で凝固するため車

両へ給油することが困難である。そのため冬期間は、

廃食用油の回収のみ行い作業所内に精製可能と芯る時

期まで保管している。

現在、 BDF使用車両は桧原湖を周遊するレトロパ

ス1台のみである。現在市販されている軽油を燃料と

する車両ではBD F 100%の使用をメー力ーが推奨

していないため、不具合が発生した際に保障が受けら

れない。そのため、 5%程度を軽油に混合し使用する

ことも検討したが、 BDFを100%使用する場合は軽

油引取税は課税対

象外であるが、軽

油と混ぜて使用し

た場合には課税対

象と芯り納税義務

が生じてしまうな

どの課題がある。

また、 BDF精

製時に排出される グリセリン強制分離機

グリセリンは産業 '

廃棄物として業者

に依頼し処理して

いるが、今後はボ

イラーなどの燃料

として利用を進め

たい。

ME.X・チェンジャー iME-200型」
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茨城県牛久市

牛久市バイオマスタウン構想
~環境にやさしく、災害に強い スローシティを目指して~

‘市町村の概要 • 牛久市は茨城県南部に位置し、江戸時代には水戸街

道の宿場町として、牛久沼に接した豊か芯農村地帯で

あった。昭和41年に首都圏近郊整備地帯としての指

定を受けて以来、首都圏のベッドタウンとして宅地開

発が進み人口が増加した。

‘バイオマスタウン構想 • 当市は首都圏501くmに位置し気候も温暖なことか

ら、農作物の産地として恵まれた条件であるが、一方

で農業を取り巻く環境は、担い手不足や高齢化による

耕作放棄地の増大など危機的な状況にあるのが現状で

ある。平成20年3月、市内のNPO法人と協働でバ

イオマスタウン構想(茨城県初)を公表し、耕作放棄地

を活用した油糧作物の栽培をはじめとして、廃食用油・

食品廃棄物などの利活用により、地域循環社会の構築

と二酸化炭素排出量の削減を目指している。

その他の目的としては以下が挙げられる。

0新産業の創出、既存産業の活性化、農業の振興

~バイオマス産業都市へ
(1)取組内容

①BDF事業

• 
当市のバイオマスタウン構想の核と芯っている事業

で、平成21年3月に製造施設を建設、周年4月に稼

働開始した。一般家庭、学校給食、事業所等から廃食

用油を回収し、軽油の代替燃料として公用車・コミユ

二ティパス・ごみ収集

車等に使用している。

平成23年3月の東日

本大震災によるガソリ

ン不足時、 BDF使用

車が宮城県E理町、色

麻町等の被災地に救援

物資の運搬に活躍し

た。廃食用油の回収量・

製造量・販売額も年々

増加し、平成24年度

実績は当初の平成21

宮城県E理町災害派遣(災害対策本部)

0環境に資する事業のビジネスモデル化 年度実績の2倍以上に

0バイオマス広域利活用 なっている。 牛久市バイオディーゼル燃料製造施設

O現在すでに資源化等の取組が行われているものの有 ①耕作放棄地を活かし
効活用 た資源作物の栽培

[j¥イオマスタウン構想の7つの施策] 耕作放棄地を活用

1 廃食用油のバイオテ、イーゼル燃料化(以下、 B0 F) 

2.耕作放棄地を活かした資源作物の栽培

3 食品廃棄物の堆肥化、バイオガス化

4.木質バイオマス(暫定枝芯ど)の利活用

5. し尿汚泥の利活用(堆肥化)

6.稲わら、もみ殻の炭化利用 (土壌改良材)

7.野菜未利用部の堆肥化、バイオガス化

また、平成23年3月に東日本大震災が発生し、当

市も被害を受け、現在も影響を受けている。これを機

に地域バイオマスを活用した自立・分散型エネルギー

供給体制が重要な課題となった。

し、菜の花を栽培し、

搾油後に学校給食に提

供。廃食用油を回収し、

BDFの原料に使用し 宮城県色麻町災害派遣(牛久市より
ている。 持参したBDF燃料の補給)

③木質バイオマス(窮

定枝など)の利活用

平成20年4月より

家庭から排出される関

定枝など木質バイオマ

スについて分別収集を

開始した。市内のチツ 宮城県亘理町災害派遣(物資荷卸し)



ブ工場で加工後、製紙原料・発電

燃料 -パルプに利活用。平成22

年度より市内畜産業者と連携し、

畜産用敷床としても利活用して

いる。

④食品廃棄物の堆肥化

平成23年1月より刈省行政区

牛久市のバイオマスタ にて「生ごみ堆肥化モデル事業」

ウン構想(平成20年 を実施している。焼却処理してい

3月公表) る生ごみを分別回収し、堆肥化す

る取り組みを開始。生ごみ回収量も年々増加している。

⑤し尿汚泥の利活用

し尿、浄化槽汚泥は、従来より確立していた収集・

運搬体系により龍ヶ崎地方衛生組合に広域(8市町村)

から搬入され、肥料として再生している。

(2)バイオマス産業都市認定へ

牛久市は7府省(内閣府、総務省、文部科学省、農林

水産省、経済産業省、国土交通省、環境省)が共同で推

進する1)¥イオマス産業都市構想」の提案書を提出し、

平成25年6月11日選定地域として認定を受けた。

廃食用油の回収とBDFの製造や耕作放棄地での菜種

の栽培、菜種油の給食利用、近隣自治体へのBDF供

給などこれまでの取組・実績とBDF製造ライン整備

や近隣自治体との協働などの今後の構想が評価され、

今回の認定に至った。

バイオマス産業都市に選定された地域限定で、構想に

牛久市バイオマス産業都市構想

》面積 58.88km2

必要な施設整備の支援

を受けるための提案書

による応募が認められ

る。提出した提案書は

審査が行われ、得点等

を考慮し、補助金交付

者が決定される。牛久

》事 業 名 牛久市バイオマスタウン構想、

》事業開始年度 平成20年度

》事業主体 牛久市

連絡先

牛久市環境経済部環境政策課

EDl029・873・2111 a園 029・873-7510
lIl!lilI http://www.city.ushiku.lg.jp/ 

市ではBDF燃料製造事業、木質ペレット製造事業の2

件が決定され、平成25年度より整備事業が開始される。

*太陽光発電及び蓄電池、次世代自動車充電器は本来

のバイオマスではないが、環境にやさしく、 CO2削

減になることから牛久市バイオマス産業都市構想の

一つに取り入れた。

。バイオマス事業化戦略 • (1)課題について

平成23年2月、総務省行政評価局において、バイ

オマスの利活用に関する政策評価(平成 15年度~20

年度)が公表された。これによると、効果が発現して

いるものは 16.4%で8割以上が効果なしと評価され

ており、関係省庁に勧告がされた。

これらの状況を受けて、バイオマス産業都市におい

ては「技術(製造)J、「原料(入口)J、「販路(出口)Jま

での原料生産力¥S収集-運搬、製造・利用までの一貫

システムを構築しての採算性が問われている。

(2)今後について

①BDF事業

-製造:量産するため製造装置を増設、 BDF適合車

両を増やすため蒸留装置を新設し品質向上を

図る。

-原料 :近隣市町村、市外事業所との協定を増やし、

原料を多く確保する。

-販路 :コミ二ユティパ

スなどの運送車

両への新たな販

路を開拓する。

②木質ペレット事業

新規事業であるが原料

は確保できている。販売

に関しては課題がある。 バイオマス産業都市構想の認定証
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• 

への負荷を抑え、同時に電力の地産地消等の取り組み~市町村の概要
. を通じて活力のあるまちづくりを行うための取り組み

中之条町は人口 17，873人(平成25年4月現在)、

面積439.28km2の町である。区域内の標高差は

2，OOOmを超え、四万、沢渡などの温泉や高山湿原や

チャツボミゴケの群生地などの豊かな自然に恵まれ

る。また、現代アートの祭典、中之条ビエンナーレが

開催される町である。

。自然エネルギーのまち • 中之条町は森林面積が86.9%を占め、米、こんにゃ

く、野菜などの農産物とともに、広大な山林から搬出

される木材や林産物が町の産業の一翼を担っていた。

しかし、近年の自然環境の変化や農林業の衰退などに

より、里山の荒廃が進み、野生動物による農作物被害

などによって生活環境が脅かされている。

また、平成23年3月の東日本大震災はその甚大芯

被害とともに、エネルギーの需給ひっ迫や震林業の生

産などに少なからぬ影響を与えた。こうした中で、中

之条町には恵まれた豊かな自然があることに着目し、

これを次世代に継承し、原発に代わるエネルギーとし

て、太陽光や小水力、バイオマスなどの地域に存在す

EJJ 
-- ~ 

¥、l
.，--; 

芳ケ平

野反湖

る資源を活用し

循環型社会を構

築するために、地

方自治体として

の責任を果たし

ていく方針を打

ち出した。

町では平成24

年7月に機構改

革を行い、エネル

ギ一対策室を設

置して再生可能

エネルギーの導

入促進を図るこ

ととし、自然環境

を進めることとした。

。電力の地産地消 • 中之条町では、平成25年度に町内3か所でメガソー

ラ一発電所が稼働し、次年度には小水力発電事業にお

いて工事着手を予定している。また、平成25年度か

ら木質バイオマス発電を検討するための地域協議会を

設立し可能性調査を実施する。また、町議会において

も、「再生可能エネルギーのまち中之条」宣言及び再生

可能エネルギー推進条例を制定し、全町をあげて再生

可能工ネルギーの導入を推進している。

太陽光発電では、町有地に誘致した1メガワットの

太陽光発電所が平成25年9月18日に稼働を開始し

たほか、告2メガワットの町宮の発電所も平成26年

1月までには順次電力を供給開始する予定である。こ

の太陽光発電所は、国有林内および町が買い上げた耕

作放棄地などに発電所をリース契約によって設置し、

町が売電する形で事業を実施する。

こうして町内で発電した電気を売買するために、特

町営太陽光建設

町営太陽光建設



群馬県中之条町

民営太陽光完成

定規模電気事業

者(新電力)とし

て「一般財団法人

中之条電力」を平

成25年8月末に

設立した。法人

は、民間の新電力

会社とともに設

立し、地方自治体

が設立する法人

としては初めて、

電気を安定的に供給することができる。こうしたこ

とか5再生可能エネルギーの活用推進と新電力の設

立による電力の地産地消とは、相乗効果が期待でき

るものである。中之条電力では、収益を地域活性化

のために還元し、それを通じてより再生可能エネル

ギー活用事業の実現性が高まるととを期待している。

‘エネルギーの自給自足 • 
再生可能エネルギーを活用するうえでは、太陽光に

しても土地利用だけでもさまざまな法的規制をクリア

する必要があり、小水力発電においては水利権取得が

周年9月に全国 不可欠である。また、事業立地にとって財政的にも技

100社目の新電 術的にも、電力系統への連系の条件は欠かせない。

民営太陽光完成 力事業者として

登録した。

町の施策である電力の地産地消をより目に見える形

とし、買い上げた電気は、当面、町内の役場庁舎や小

中学校などの公共施設に供給する予定である。

中之条電力では、来年度着工予定の最大138kWの

小水力発電をはじめとして、木質バイオマス発電など

今後開発される電力についても購入を拡大する計画で

ある。

木質バイオマスは、間伐材等の未利用木材を活用し

て発電や熱利用を検討するために、平成24年度から

森林管理署、県担当部局、森林組合、素材生産者など

とともに木質燃料の供給可能量や安定調達の仕組みづ

くりなどの研究を進めてきた。また、荒廃した里山の

再整備をすすめることで有害鳥獣対策などの活動に寄

与するため、地域通貨を発行して支援することも検討

している。

太陽光や水力とともにバイオマス発電が運転開始

することで、電源構成としてよりベストミックスに

近づくことから、時間帯や季節、気候に左右されす、に

口

》面積 439.28km2

》事 業 名 再生可能エネルギー導入促進事業

》事業開始年度 平成24年度

》事業主体 中之条町

連絡先

中之条町企画政策課

lIiDI 0279-75・8837 IIZ調 0278-75-6562

回国http://www.town.nakanojo.gunma.jp/

中之条町の豊かな森林は、それ自体がバイオマス資

源であると同時に、森が育む豊富な水は、地形のうえ

からも水力発電の宝庫となっている。さらに太陽光を

加えると、エネルギーの自給自足が成り立つ地域であ

る。

将来は、こうした特徴を活用して、災害時において

もエネルギーの自給自足のもとに、地域が生活や経済

活動を継続できるような仕組みづくりや災害時の避難

を受け入れる地域づくりをめざしていきたい。それを

解決するためには、制度面や技術的な課題は多いと考

えるが、早期に実現できるモデルケースになりたいと

思う。

民営太陽光完成
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埼玉県川口市
• 

電気自動車の急速充電器の設置
~電気自動車の普及促進に向けて~

‘市岡村の概要 • 川口市は人口約58万人、埼玉県の南端に位置し、

首都東京と隣接しているという利便性を活かしなが

ら、伝統ある “ものづくりのまち"として、活力あるま

ちづくり・人づくりを目指している。

e電気自動車の普及 • 当市では、地球温暖化を「地球高温化Jと呼び換え、
これまでも危機感をもってその防止対策に力を注いで

きた。

産業と人口の集積が進んでいることから、温室効果

ガスの削減のためには、ライフスタイルやビジネスス

タイルを省エネルギー型に転換するとともに、再生可

能エネルギーやより温室効果ガスの排出の少ないエネ

ルギーの利用を促進していくことが重要であると考え

ている。

市域から排出される温室効果ガスを、部門別に見る

と、この20年間で、産業部門は半減したものの、 家庭

やオフィス等の民生部門、運輸部門は一貫して増加傾

向にある。

平成23年に策定したiJ11口市地球高温化対策実行
計画」における運輸部門対策として、工コドライブの

実践、環境に配慮した自動車の購入・選択等を施策と

して位置づけている。

中でも、電気自動車は、二酸化炭素の排出が無く、

燃料コストが安価であるといわれている一方で、車輔

価格が高額なことや走行距離が短いこと等が従来のガ

ソリン車に対してデメリットであるといわれている。

このため、ますは市が公用利用を通じてこれらを検

証しようとしたものである。

。電気自動車の公用利用 • 廃棄物処理施設である朝日環境センターでは、かね

てより廃棄物処理の過程で生じる余熱の活用を進めて

おり、温水ブールや露天風呂芯どの施設を市民に提供

してきた。この余熱活用の一環として、余熱を回収し

急速充電器

発電した電気を活用した電気自動車の急速充電器を設

置し、電気自動車の普及およびこれによる温室効果ガ

スの削減の検証を行うこととした。

平成23年に中核市・特例市グリーンニューテ、イー

ル基金を特定財源として活用し、川口市朝日環境セン

ター1階駐車場に電気自動車用の急速充電器1基を設

置した。

これに合わせて、力一シェアリングにより電気自動

車 1台を借り上げ、さらに、電動バイク2台、 電動ア

シスト付き自転車3台をリースにより借り上げて、そ

れぞれを公用車として活用することで、従来のガソリ

ン車の利用を少芯くし、温室効果ガスの削減を図ろう

というものである。

職員は、移動距離等に応じて、自動車や自転車を使

い分け、使い勝手も概ね好評である。従来のガソリン

車から電気自動車に換えたととで、これまで必要だっ

たガソリンは不要となり、燃料代と年間約1.2t-C02
の二酸化炭素の削減につながったと推計している。ま

た、廃棄物発電のため燃料費は不要である。現在では、

その他の部局でも電気自動車の公用利用が進みつつあ



電動アシス卜付き自転車の試乗会

る。

なお、朝日環境センターに設置した急速充電器は、

一般ユーザー|こ対して無料で利用してもらっている。

。持続可能な事業ヘ • 国の「次世代自動車充電インフラ整備促進事業Jの
補助を活用して、平成25年度中に市内に電気自動車

の充電器を設置しようとしている。

また、埼玉県と県内自治体、関係機関で構成する「埼

》面 61.97km2 

》事 業 名 電気自動車の急速充電器の設置

》事業開始年度 平成23年度

》事業主体 川口市

連絡先

川口市漬境部地球高温化対策室

" 048・228・5320e園 048・224・5304
四国http://www.citY.kawaguchi.lg.jp/

玉県EV.PHV普及推進協議会JIこ参加し、次世代自
動車のさらなる普及促進に向けた検討を行っている。

充電器の維持管理コストに充てるため、電気自動車

の利用者から適切な利用料金を徴する事が、充電設備

の拡大につながることになり、ひいては、電気自動車

利用者の利便性を拡大することにつ芯がるのではない

かと考えられることから、今後は、このような協議会

の枠組みの中で、充電器の利用に対する課金制度の導

入を研究していく予定である。
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• 

可能エネルギーの普及促進、農村の活性化、農地の有
‘市問村の概要 . 効利用、限界集落の阻止、次世代の産業と雇用の創出

平成25年に市制施行50周年を迎えた市原市は、都

心かう501くm圏内にあり、千葉県のほぼ中央に位置す

る。市域面積は約368km2であり、首都圏では有数の

広域都市に約28万人が住む。製造晶出荷額では県内

1位である(平成23年)。

。震村地域に光をあてる • 近年の高齢化、過疎化の傾向は、市原市南部地域の

農村においても顕著に表れており、次世代の農業の担

い手不足が深刻化している。農村地域の過疎化・荒廃

を防ぐためには、若年層が帰農・就農できる安定収入

への道筋と、多くの人にその地域に関心を持ってもら

うことが重要であり、さらには、農村の豊かさ、楽し

さを感じてもらいながら、来訪者のわすかな労力でも

頻繁に農地、林野地の整備を手伝ってもらえるような

仕組みが必要と考えうれていた。

このような状況の中で、市原市民の高津氏は農林水

産省の事業rJ，イオマスタウンアドバイザー養成研修J

及び都市生活者との交流促進を図り、地域の活性化に

繋げていくことを目的とし、市原市南部地域にある高

淳氏の実家の畑に、ソーラーシェアリングを導入した

全国初の発電所『ソーラーシェアリング上総鶴舞jを

平成25年4月に稼働させ、営震と太陽光発電を同時

に行っている。

ソーラーシェアリングについては、農地にポールを

建て、地上部にソーラーパネルを設置することにより、

日当たりが良く光量も十分な農地にこの装置の日陰が

できることになるが、作物は余分な太陽光(光飽和点

の存在)を受けない良好な環境で育つことが実証され

ており、また、地温も下がり、農業用水も節約できる

メリットもある。

(2)実施成果

<ソーラーシェアリング上総鶴舞の稼働>

750m2の畑の地上3mに、 100Wのソーラーパネ

ルを348枚設置し、富農と同時に約30kW/時から

約35kW/時の発電を行っている。年間発電時聞を約

や、一般社団法人日本有機資源協会並び

に特定非営利活動法人世界環境改善連合

とのコミュ二ケーションがきっかけで、

CHO技術研究所の長島彬代表が発明し

た太陽光発電と営農を同時に行うことが

できる画期的なソーラーシェアリングを

知った。高津氏は実証試験場のソーラー

シ工アリングを見学し、完成イメージが
営農の様子(サツマイモ) 営農の様子(落花生)

すぐに浮かんだことから、家をスマート

ビレッジ化して地域の交流の拠点にする

ことを目指し、第一弾として、畑でソー

ラーシェアりングを稼働させることに

至った。

。農地で太陽光発電 • (1)取組内容
管理機で耕作する様子

原子力発電や化石燃料に頼らない再生
記念撮影(地元の農村作家遠山あき氏(左

から2番目)の取材)



1.000時間とすると、東京電力の再生可能エネルギー 再生可能エネルギーの供給と営農の両方面での発展に

の固定価格買取制度(42円/1くW)で年間約126万円 繋がり、さらには地域の活性化に寄与していくことを

から約160万円の収入が見込まれる。また畑で収穫 期待したい。

した野菜は直売もされている。

<地域への注目と交流人口の増加>

「ソーラーシェアリング上総鶴舞」を稼働させたと

とにより、マスコミ (テレビ局、新聞社)の取材や行政

視察が相次いでおり、この地域への注目度が高まって

いる。また、今後の農家の安定収入への一つの道筋と

なり、若年層の帰農、就農への促進効果が期待できる。

なお、ソーラーパネル設備設置にあたっては、地元

の看板業者のアイデアにより、強度等の面で優れた取

り付けとなった。また、地元工務庖かうの電気工事業

者の紹介や、地元の便利屋による設置工事、地元の植

木業者の協力等、地域内での交流が図られた。

そして、市の他にも前述の特定非営利活動法人世界

環境改善連合及び市原市バイオマス利活用推進協議会

と、この事業の将来性や再生可能エネルギーの普及-

促進への寄与による意義を共有することができ、環境

問題やエネルギー問題を広く深く考える交流の拠点と

なった。

‘再エネの普及と地域活性化 • このソーラーシェアリングを普及させるため、高j章

氏は今後も尽力していきたいと考えている。課題とし

ては、長年高度な利用価値を見出すことができなかっ

た農地において、再生可能エネルギー事業等を始める

際には、古くからの規制や慣習が阻むことも多い。生

きた農地にするため、今後、積極的な改善策が講じら

れることが望まれるところである。なお、今後の展望

としては、ソーラーシェアリングのほかにも、農地で

のバイオマス利用の事業、例えば「竹炭利用」や「竹の

乳酸微粉末の高度利用」等も視野に入れられている。

》面積 368.20km2

》事 業 名 ソーラーシェアリング上総鶴舞

》事業開始年度 平成25年度

》事業主体 高津真(地域住民)

連絡先

市原市環境部環境管理課

&110436・23・9867ID圏 0436・24-1204

四国http://Iくazusatsurumaisolar.jp/

設置者 (高津氏)とソーラーシェアリング上総鶴舞
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神奈川県厚木市
• 

里地里山保全促進事業
~七沢マイクロ水力発電~豊かな自然をいかしたまちづくり~

。市町村の概要 • 厚木市は神奈川県のほぼ中央に位置し、人口は約

22万人で特例市に指定されている。山中湖を源とす

る清らか芯相模川の流れや大山、丹沢を始めとする美

しい山並みに抱かれており、水と緑に恵まれた、豊か

な自然環境を有している。

‘地域資源を有効活用 • 七沢地域は、丹沢山塊の東に位置し、最高地点、の大

山山頂(標高1.252m)から広がる山地 ・山麓で、い

くつもの沢が清らかな音色を聞かせて流れ出す自然美

豊かなところである。

農地や山林と集落が一体なったこの地域では、震林

業の生産活動や薪炭資源の場、人々の日常生活の場と

して、長い時聞をかけて里地里山の景観が保たれてい

たが、農林業従事者の高齢化による担い手不足やエネ

ルギー革命により、水田や薪炭林の手入れがされなく

なったなどの理由で、里地里山の荒廃が進行している。

しかし、ここ数年は土地所有者や地域住民が主体と

なり里山活動団体を組織し、後世に誇れる「美しい郷

土Jづくりを目的に、里山活動団体と市内の企業、市

厚木市七沢の広沢寺付近のクレソンを栽培している水

田へ放流する際の1.5mの高低差を利用し、水力発電を

行っている。発電機の最大出力は200Wで、毎秒35リッ

トルの水量を必要とするが、発電設備の上流部分には、

七沢川から取水している養鱒場があり、そこを経由して

水を水田に放流しているため、年聞を通して水の供給

が可能である。また、発電機は交流220Vであるため、

本体付属の電源ボックスで100Vに調整することで電

気製品が使用可能になる仕組みである。

<LED看板>
この七沢マイクロ水力発電所では、付近の観光客向

けの駐車場にLED看板を設置し、発電した電力で環
境保全や観光

者向けのメ ッ

セージを流して

いる。

<許可申請>

許可申請につ

いては、設置場

所が砂防指定地

域及び丹沢大

山固定自然公園

LED看板

民によるボランティア等が連携し、里地里山の保全等 区域内であるた

の活動が行われており、神奈川県の条例に基づく、里 め、次の申請が

地里山保全等地域にも選定されている。 必要と芯った。

こうした中、地域住民から「七沢の豊かな水

を利用した水力発電ができないか」という相談

を持ちかけられたのをきっかけに、本市では「里

地里山の有する資源の新たな活用方法」と「地

域の実情に応じた分散型エネルギーの推進」と

いう 2つの観点から、マイク口水力発電設備の

設置を検討し、事業化したものである。

‘地域の力を結集

(1)取組内容

<概要>

• 

七沢マイク口水力発電所外観2

本事業は、七沢川から取水した震業用水を、 七沢マイクロ水力発電所外観 案内用看板



①「砂防指定地内制限行為協議書Jの提出、 ②「特別地
域内工作物の許可申請書」の提出、 ③「固定(自然)公

園区域内工作物新築等概要書」の提出

なお、本事業は七沢観光協会水力発電設備設置委員会

への委託事業であるため、許可申請の手続きは、設置者

である厚木市が行った。(申請から許可まで2週間程度)

<特徴>

①農業用水をクレソン田に放流する際の1.5mの高低

差を利用した発電である。

②七沢観光協会内に水力発電設備設置委員会を設置

し、地域主導で設置場所、発電機の選定を行い、土

木工事、水車発電機の架台製作、電気工事などは、

地元業者が試行錯誤を繰り返しなが5、地域の力を

結集して完成させた発電所である。

(2)実施成果

①クリーンエネルギーの活用をPRすることで、「地

球温暖化防止及び再生可能エネルギーの普及啓発」

に寄与する。(年間の最大発電量1，752kWhは、二

酸化炭素排出量約O.65t-C02に相当する。)

②発電設備周辺は、温泉やハイキングコース等の観光

地であり、週末には多くの人が訪れる乙とから、広く

市民及び観光客に「身近な環境教育の場jを提供する。

①併設するLED看板の表示内容は、周辺で発生して

いる不法投棄の禁止等も呼び掛け、「地域の環境保

設置方法検討の様子 発電機本体

》面積 93.83km2

》事 業 名 里地里山保全促進事業

》事業開始年度 平成24年度

》事業主体 七沢観光協会水力発電設備設置委員会

連絡先

厚木市環境農政部環境総務課

lIlDII 046・225・2746 .器調046・221・0291

E国 http://www.city.atsugi.kanagawa.jp/
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‘.、 • 課題については、「渇水期の水量の確保」と「落ち葉

等のごみの駆除Jの2つが挙げられる。
水車に落ち葉等が絡み付くと発電効率が落ちるた

め、定期的に除去等の作業が必要である。

また、発電設備の上流部分には、七沢川から取水し

ている養鱒場があり、そこを経由して水を利用してい

るため、年聞を通して水の供給が可能であるが、森林

の保水力の低下などの理由により、渇水期には十分な

水量を得ることが難しいケースもあるため、取水口で

の水量の確保など調整が必要である。

現在、維持管理については七沢観光協会に依頼し、

日常的に落ち葉等の駆除や水量の調整等を行い、地域

の発電所としての役割を果たしている。

今後については、地域の実情に応じた分散型エネル

ギーの推進という観点から、この水力発電をはじめ、

太陽光発電、風力発電などの新エネルギーの推進に努

めていきたいと

考えている。

電源ボックス
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新潟県相崎市
• 

地域活性化に向けた木質バイオマス事業
~相崎市方式による地域エネルギー創出に向けた挑戦~

。市町村の概要 • 相崎市は、新潟県の海岸沿いのほぼ中央部に位置

し、人口89.511人、世帝数34.359世帯、総面積

442.70kni、海岸線42km、森林原野が市の総面積の

約65.1%を占める海と山に恵まれた地方の中小都市

である。

。地域資源を燃料に • 柏崎市高柳町地区は、過疎・高齢化が進んでいる地

域である。との地域の主たる観光施設に「道の駅・じょ

んのびの里高柳」があり、地域の観光拠点機能を担う

温泉宿泊施設として地域活性化の原動力となってい

る。ところが、平成7年度の売上高 :4億2千万円、

利用者数 :25万3干人をピークに売上高、利用客と

もに減少し、中越沖地震後の平成20年度には売上高

2億3千万円、利用者数:8万2千人にまで減少した。

この施設の経営悪化は、地域経済の衰退に直結するこ

とから施設のリニューアルが急務であった。これに

当つては経費の面で大きな負担になっていた温泉加温

用の灯油の削減を図りつつ、話題性による集客効果を

狙える地域由来のバイオマス燃料に変更することを考

えた。地域資源としては以前から山に切捨て間伐材(林

地残材)が大量にあることが問題視されており、これ

を活用する燃料として他県で実績のあった木質ペレッ

卜に着目した。

本事業は、間伐材の収集からペレット製造までを一

貫して地域で行い、海外に流出している化石燃料費分

道の献 じよんのび村の全景

を完全に地域内

で循環し、施設の

経費削減を図る

ことで、地域の雇

用創出と活性化

を実現する取組

に挑戦したもの

である。

。地産地消への取組

[取組内容] • 
全国の多くの木質ペレット工場は、間伐材の収集と

ペレッ卜販売量の関係から、その製造能力の30%未

満の稼動となっており、順調な経営にあるとは言えな

い。そのため、工場建設前にfJII上jである間伐材等の

収集体制の構築及びfJII下」であるペレット燃焼機器

導入を同時に行い、ペレット販売量が工場製造能力の

50%(工場採算ライン)に達した時点で、 fJII中Jの工
場を建設する事業化計画『柏崎市方式Jを立て実行し

た。以下にその概要を示す。

①木質ペレットボイラーの導入

平成21年2月に市内に木質ペレット工場が無いに

も関らす、県内の公共施設の温泉で初めて木質ペレッ

トボイラー(最大出力・ 580kW)を導入した。年間の

製造熱量は約5.400G J (ペレット約300t相当)で

灯油使用時に比べ、年間600万円の経費節減に成功

した。以後、視察先として活用され、市内外のペレッ

トボイラー導入の一躍を担っている。

②木質ペレッ卜焼却灰

木質ペレットは、それまでの灯油と異なり灰が発生

する。この灰を産業廃棄物として処分するのか、草木

灰として販売するのかでコストが大きく異なることか

ら、本施設では、肥料取締法に基づく届出を行い、灰

を肥料登録して販売している。

③地域外での地域材木質ペレッ卜製造と燃料の供給

間伐材の収集は、平成21年度に国の緊急雇用創出

事業特例基金を活用して求職者を雇用し、森林組合の

協力のもと林地残材について初めての搬出が行われ、

どの程度の手間とコストが掛かるのか知見が得うれ

た。この林地残材をチップ化し、市内の木質ペレット

製造工場建設予定事業者に売却した。予定事業者は、

このチップを隣接市の木質ペレット工場まで持ち込ん

で売却し、帰り荷としてペレットを購入して持ち帰り、

温泉宿泊施設「高柳じょんのび村」への燃料供給を行っ

た。この取組により、林地残材の搬出からペレット燃



林地残材鍛出の様子

木質ペレットを供給している様子

木質ペレッ卜工場

新潟県相崎市

ボkドツレペ質木たれさ入導村びのん
一
よ
一
フ

じ

イ

木質ペレッ卜焼却灰を農地に散布している 地元産晶販売の僚子

様子

料の供給まで(ペレット製造に係る部分を除く)の知

見を工場建設前に事業関係者が習得できた。

④ペレット工場建設

これらの取組とじょんのび村の宣伝効果により、市

内外にペレットボイラーが導入され、ペレット販売量

が工場採算ラインに達したことから、平成22年度に

東日本最大級の製造能力(2，500t /年)を有するペ

レッ卜工場が市内民間事業者によって建設された。現

在、この工場のペレット販売見込量は約2，000t に達

し、安定した経嘗状況と芯っている。

[実施成果]

高柳じょんのび村ではペレットボイラー導入後、多

数の自治体や団体等が視察に訪れ、交流人口が増え

た。併せて地元産品や加工所で製造している商品の販

売にも寄与し、地域活性化に大いに繋がっている。(平

》面

》事業

442.70km2 

地域活性化に向けた木質バイオマス事業

》事業開始年度 平成21年度

》事業主体 相崎市、株式会社じょんのひ白村協会

連絡先

相崎市市民生活部環境政策課

EDI 0257之1・2299 ll.DI 0257・24-7714
回国 http://www.citY.kashiwazaki.niigata.jp

成21年度実績で売上高3億2千万円、利用者数16

万7干人)

また、ペレッ卜製造事業により間伐材の収集やペ

レット製造の雇用が生まれた。

e課題と今後の展望 • 本事業はまだ道半ばであり、今後もペレッ卜燃焼機

器の普及と工場稼働率の向上に取り組む必要がある。

その中で、バイオマス資源は、太陽光や風力と異なり、

再生可能エネルギーの中でも安定供給を行える優れた

エネルギーであることから、スマートコミュ二ティ事

業などの中核を担うものとして位置づけ、本事業のノ

ウハウを活力、しながら新た芯事業の構築を行いたい。

また、市民による間伐を目指したNPO法人が設立さ

れたことなどから、更なる地域雇用の創出に繋げたい。
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富山県黒部市
• 

黒部市下水道バイオマスエネルギー
利活用事業
~マテリアル利用かうエネルギー利用への変換~

15年lこ「黒部市下水道汚泥処理事業基本構想Jを策定
‘市町村の概要

. し、下水道汚泥をバイオマス資源と位置付けし、マテ

黒部市は、富山県の北東部に位置し、人口4.300人、

面積は428km2と富山県の約10%を占めている。ま

た、国内外に誇れる、秘境「黒部峡谷」や「黒部川|扇状

地湧水群JI北アルプス」芯ど自然環境に恵まれたとこ

ろである。

エネルギ一利用への変換

平成14年、黒部市を含む2市3町で広域運営する、

し尿処理施設の老朽化に伴い、その施設の更新か廃止

かの議論が始まった。一方、黒部浄化センターで発生

する下水道汚泥は、その全量をセメン卜の原料や埋立

て処分、一部堆肥化などすべて外部委託していたが、

処分先の廃止や休業、処分費の突然の値上げ芯ど恒常

的に市況変動へのリスクを抱えていた。そこで、これ

に対応できる新たな処理方法の確立がかねてより課題

となっていた。さらに、近年の地球温暖化問題の顕在

化や、資源エネルギー需給の逼追が懸念される中、都

市の持続的発展を維持する観点から、自治体において

も環境型社会に適応した廃棄物処理方法の確立が求め

られていた。この様芯背景を受けて、当市では、平成

リアル利用かうエネルギー利用への方針を掲げた。そ

の後、し尿処理施設の廃止が正式決定され農業集落排

水汚泥と浄化槽汚泥は、告市町で個別に処理すること

となり、平成18年に黒部浄化センター内にそれらを

受け入れる汚泥濃縮槽を増設し、公共下水道汚泥との

一括処理を図ることとした。

処諮問下水道バイオマスエネルギー利活用事実

近年、下水道汚泥の有効利用の技術開発が進み、バ

イオガスを電力や熱源などに利用する技術も多様化

し、乾燥物のマテリアル利用も確立されてきた。さら

に、リン回収技術やBTX化、水素化など新技術の開

発も進められており下水道汚泥のリサイクル技術は、

日進月歩で進んでいる。このよう芯状況で、当市のよ

う芯小さな自治体がバイオマス利活用に関し、ごく隈

られた情報により実施する従来型公共事業では、新技

術に適応した事業を円滑に施工するのは極めて困難で

ある。そこで、民間事業者が持つ経宮能力や最新のバ

イオマス利用技術の活用、副生成物の流通先の確保や

処理コストの縮減といった観点から、 PFI事業を導

入し民間事業者に下水道汚泥パイオマ

未来を担ラヱコエネルギー・バイオガス スエネルギー利活用施設の設計、建設、

維持管理、運営の事業全般を委ねると

ととした。

マイクロガスタービン
{殉竃.J95kW 

「

ご歯固
J 
." 

コーヒー粕

ガスホルダ

京帽先パネル 10kW

ー気J

平成23年5月から供用開始した「黒

部市下水道バイオマスエネルギー利活

用事業」の概要としては、 PFI事業

で実施し、化石燃料を使用せす、発生

したバイオマスエネルギーのみで汚泥

を乾燥燃料化する事業と芯っている。

市内の震業集落排水汚泥と浄化槽汚泥

を黒部浄化センターで受け入れし、公

共下水道汚泥と併せて濃縮し、利活用

..-1<1 酬・肥料としτ利用 施設にポンプ圧送してバイオガスを取
覧.

り出す。しかし、下水道汚泥かうの回



富凶県黒部市

全体フロー

"ゾン処・・

εョ~-~-
~ 

af-
コーヒー・a

収エネルギーのみでは、施設内で使用する熱量に対し

て不足することから、より多くのバイオガスを確保す

るため、安定的に調達可能芯事業系食品残漬(コーヒー

粕)を、近隣企業から受け入れし下水道汚泥と混合し、

メタン発酵槽でガスを取り出している。取り出したバ

イオガスで蒸気をつくり消化汚泥の乾燥、メタン発酵

槽の加温熱エネルギーとして、また余剰ガスについて、

マイクロガスタービンによる発電用として利用してい

る。

乾燥物については、現在、民間企業の発電施設で燃

焼実験を実施中であり、実験結果が良好であれば化石

燃料の代替え燃料として販売する予定である。また、

乾燥汚泥は「くろべ緑花王」として肥料登録しており、

県内花井生産農家に販売するとともに、市民には月に

一度無償配布を行っている。平成24年度のバイオガ

スの発生量は、計画量2，700m3j日に対し2，330m3j

日と計画量の約86%の実績となっており、マイクロ

ガスタービンでの発電量は、利活用施設の電力使用量

84.9kWに対し、 42.9kWと約50%の電力自給率と

》面積 428km2

なっている。そのほか、バイオマスの

確保のため、直投型のテ、ィスポーザー

の設置を推進しており、設置費用約

10万円に対し3万円の設置補助金を

出している。

。課題と今後の展望 • 黒部市下水道バイオマスエネルギー

利活用施設が稼働し、下水道汚泥、生

ゴミを再利用する資源循環型システム

を構築することにより、汚泥処理の抱

える委託先の休業や閉鎖、処分費の変

動等、恒常的なリスクから解放された。

また、バイオガスや乾燥汚泥の有効利

用により、二酸化炭素排出量を約 1，000t j年削減す

ることが見込まれている。(平成25年3月圏内クレジッ

卜取得)さらに、バイオガスを利用した発電は、事業効

果を上げる大きな意昧があったと考えている。

今後の課題としては、バイオマスの確保ということ

で、直投型のディスポーザー設置を推進しているが、

設置が進ま芯い状況である。ディスポーザーの設置が

進めば、バイオマスの確保だけではなく、生ゴミの収

集費、償却費、焼却灰の処分などの削減に繋がること

から、今後、 PRに努めて行きたい。

足湯 fltいお~ゆJ

》事 業 名 黒部市下水道バイオマスエネルギー利活用事業

》事業開始年度 平成23年度

》事業主体 黒部市

連絡先

黒部市上下水道部工務課

IIIDI 0765-54-2111 IZ理 0765・54-3309

III国 http://www.city.kurobe.toyama.jp/info/svSecHP.aspx?seccd=1017020000
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石川県珠洲市

. 
事説明時語官官函函訟町長吾軍司空軍司1I'Il.._7J5

-

t..:-_・..盟担」

• 
珠洲太陽光発電所及び
珠洲市自然エネルギーPR館の整備
~自然と共生する珠洲市~

る5種のバイオマス(公共下水汚泥、農業集落排水汚
。市町村の概要

. 泥、浄化槽汚泥、し尿、生ごみ)を集約混合処理するパ

珠洲市は日本海のほぼ中央に突き出た能登半島の最

先端に位置し、三方を海に固まれ、豊かな里山里海が

今でも残されている。平成23年6月には、珠洲市を

含む「能登の里山里海」が新潟県佐渡市の「トキと共生

する佐渡の里山Jとともに日本で初めて「世界農業遺
産」に認定された。

.... 
新エネピジ‘ョンの策定と異体的な取組の開始

近年、「環境問題」、とりわけ化石燃料使用による地

球温暖化が大きな社会問題として取り上げ5れるよう

になり、各自治体においても新エネルギー導入への動

きが広まりつつあった。こうした状況の中、本市では

半島最先端という地理的条件や豊富な自然環境を最大

限に活かし、地域活性化にも寄与する新エネルギー導

入に向けた検討を開始し、平成16年6月、「珠洲市新

エネルギービジョン策定結果報告書」として取りまと

めた。以降はこれを基盤として、本市における新工ネ

ルギ一事業への取組みがスタートすることとなった。

イオマスメタン発酵施設を、国交省・環境省連携によ

る全国初の試みとして平成18年度に整備した。混合

処理により発生したメタンガスはエネルギーとして施

設内で全量活用するとともに発酵残漬の乾燥にも利

用し、最終発生固形物は造粒 ・袋詰めのうえ、農業用

肥料として市民に無償配布しており、施設運転に伴う

CO2削減と合わせて、地域における循環型社会の形成

につながっている。

こうした風力発電やバイオマスメタン発酵施設の建

設など、近年の本市における循環型社会の構築や新エ

ネルギー導入への積極的な姿勢に加え、里山里海保全

の重要性や資源の希少性に対する地域住民の関心の高

さなどが設置者(北陸電力)からも一定の評価を受け、

珠洲市を含め北陸3県でわすか4力所というメガソー

ラ一発電所の立地選定につながったものと考えられ

る。

e再生可能エネj凶ーの普及啓発 • このうち、風力発電については、本市では、風力発 メガソーラ一発電所は、設置者である北陸電力に

電の有望地域とされる年平均風速5m/s以上の地域 よって平成24年5月に建設工事が開始され、同年10

が市内全域の65.8%以上もあることから、地勢を活 月から「珠洲太陽光発電所jとして運転が開始された。

かした最も安定した新工ネ資源として風力発電施設の 発電電力量は年間約100万kwhであり、これは一般

誘致を推進し、平成 18年~20年にかけて、 1 . 5001くW 家庭約250軒分の年間使用量に相当する。

風車30基・最大出力45.000kwとなる珠洲風力発電 また、これに合わせ、隣接する旧宝立小学校の跡地

所が民間事業者により山間部に整備された。 においても、その眺望や立地環境を活かし、地域の方々

また、下水道整備の拡大に伴う汚泥処理やし尿処理 の憩いの場等としての利用スペースや展望施設を整

などの地域課題を包括的に解決するため、地域におけ 備するとともに、再生可能エネルギーの活用や環境保

珠洲太陽光発電所① 珠洲太陽光発電所① 珠洲太陽光発電所PRコーナー

全活動の P

Rを目的と

した「珠洲市

自然エネル

ギ-PR館」

を整備した。

「珠 洲 市

自然工ネル



石川県珠洲市

市内小学校環境学習の穣子①

ギ-PR館」は、

敷地内に残る体

育館の一部と渡

り廊下部分を活

用し、北陸電力と

の連携のもと、地

球温暖化や太陽

光発電をはじめ

とした再生可能

エネルギーの仕

組みや特徴、市内

における自然環

境保全の取組な

どをパネルやジ

り、二酸化炭素の排出量を年間約450t(※)削減する

効果があり、珠洲市が取り組む「地球温暖化対策新実

行計画(区域施策)Jを推進するうえでも大き芯役割を

担っている。(※)北陸電力2012年度調整後CO2排

出原単位を使用して試算。f自然と共生する珠洲市jを目指して
平成23年6月、本市を含む能登の4市4町が、

日本で初めて国連食糧農業機関かう 「世界農業遺産

(GIAHS)Jに認定された(現在は4市5町に拡大)。

これは、地域で受け継がれてきた豊かな里山里海とそ

れに基づく生業やライフスタイル、伝統文化、景観、

生物多様性など、幅広い地域環境に対してIGIAHSJ

という大きなプレミアが与えられたものであるが、そ

オラマなどでわ れは同時に、本市がこれらの豊かな地域環境を後世へ

市内小学校環境学習の様子① かりやすく解説 引き継いでいく新たな責務を負うということでもあ

しているほか、屋

外ではメガソーラー発電所内での発電量をリアルタイ

ムでパネルに表示するなど、訪れる多くの方々が気軽

に再生可能エネルギーの取組みに触れることができる

施設となっている。こうした施設を活用し、本市にお

ける里山里海の保全活動や再生可能エネルギー活用へ

の取組みを広く全国に発信していくことで、産業観光

をはじめとする交流人口の拡大に資するとともに、「自

然と共生する珠洲市Jとして、本市そのものをブラン
ド化するうえ

でも大きな弾

みがつくもの

と期待されて

いる。

なお、この珠

洲太陽光発電

所の稼働によ 珠洲市自然エネルギーPR館見学の様子展望台

口

》面積 247.20km2

り、従来の再生可能エネルギーの活用や環境保全への

取組みが、今後も一層重要な意昧を持つことになると

考えている。

こうしたととを踏まえ、今後も「珠洲市自然エネル

ギ-p円館」を、市内の小中学生や市民の環境学習の

場として、また対外的にも「自然と共生する珠洲市Jと
してのブランド構築に向け、活用していきたいと考え

ている。

発電データをリアルタイムで表示

》事 業 名 珠洲太陽光発電所及び珠洲市自然エネルギーPR館の整備

》事業開始年度 平成24年度

》事業主体 北陸電力株式会社、珠洲市

連絡先

珠洲市自然共生室

lIiIDI 0768-82-7720 配置0768-82・2896

四国http://www.citY.suzu.ishikawa.jp/
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福井県勝山市
• 

太陽電池一体型防水シート設置による
啓発活動
~太陽電池一体型防水シートで再工ネ利用をPR---

ばならない。既設の公共施設に太陽電池を設置する場
‘市町村の概要

. 合、荷重に耐えうるため建物の補強工事が必要になる

勝山市は、福井県の東北部に位置し、市の周辺は

1.000m級の山々に固まれた、面積253.68km2の市

である。人口は約26.000人、市街地は九頭竜川の流

れに沿って形成された河岸段.filこ位置しており、美し

い景観と豊かな自然が残る田園都市である。

~雪国でも取り組める • 本市は、美しい景観や自然豊かな環境に対する市民

の思いを育み、低炭素社会、循環型社会を構築し、「安

心して子育てができる環境」、「誰もがいきいきと暮う

せる環境」を目指し、環境負荷の少ないエコロジーに

基づいた「人が住むための環境」を備えた「工コ環境都

市」の実現を目指し、様々芯環境施策を展開している。

その一環として再生可能エネルギーへの理解を深め、

普及促進を図るため、モデル事業として、市の施設へ

の太陽光発電の導入を推進してきた。しかし、当市で

太陽光発電に取り組むには様々な課題がある。日本海

側に位置し日照時聞が他の地域と比較して短いうえ、

豪雪地帯でもあるため、冬期の積雪対策を講じなけれ

太陽光パネル外観 太陽光パネル弧大

ほか、雪に埋もれないように架台を高くしたり、傾斜

角度を大きくする、また太陽光パネルからの落雪対策

が必要などの制約があり、なかなか設置できる施設が

なかった。このような制約がある中でも太陽光発電に

取り組むモデルとして検討されたのが「太陽電池一体

型防水シート」である。

処勝山からの発信 • 太陽電池一体型防水シートとは、その名のとおり太

陽電池と屋根用防水シートを一体化させたものであ

る。太陽電池は、その中に用いられている材料によっ

てシリコン系、化合物系、有機系の3種に分類できる。

今回採用した太陽電池一体型防水シートは、アモル

ファス系太陽電池であり、その特徴として、現在主流

となっている結晶シリコンの100分の 1程度のごく

薄いシリコン膜で、発電が可能という点である。そのた

め量産しやすく、軽量でフレキシブ‘ルなモジ、ユールも

可能であるという長所がある。この特徴を活用して作

製された太陽電池モジ、ユールは、薄くて、軽く、曲が

るという特性を持ち、防水シートとの一

体型のほか、屋根や壁などの建材とのー

体型など、様々な製品が開発されている。

一般的な防水シート一体型タイプは、

厚さが数mm、重量が約 2~ 4 kg/m2 

で軽量。結晶シリコン系太陽電池は架台

の設置が必要となるが、防水シート一体

型は、架台も必要なくその分重量も抑え

ることができる。また、短工期ですみ、

工事費も抑えることができるなどのメ

リッ卜がある。さらに、荷重を抑えるこ

とができるため、耐荷重が小さい建物で

も補強工事を行わすに設置が可能であ

り、また従来では難しかった由面などに

も設置ができる。

この特徴を活かせば、本市のような自



然環境でも太陽光発電に取り組

めるというモデル事業が可能で

あると考え、かつやま恐竜の森

(長尾山総合公園)の公園管理

事務所に、太陽電池一体型防水

シートを設置した。乙の公園管

理事務所は、傾斜があるうえ由

面となっており、結晶シリコン 発掘体験の様子

系太陽電池は設置できないが、

太陽電池一体型防水シートであ

れば設置可能である。この建

物の南側壁画に、高さ3.5m、

幅0.5mの太陽電池一体型防水

シートを43枚、貼付した。太

陽電池の出力は3.87kWで、1

日の発電量は平均 13kWで、年

間発電量は約4.700kW。晴天

の日中は太陽電池の発電量だ モニターイメージ

けで、事務所内の照明と空調の

電力を賄うことができる。これにより年間約2.6tの

CO2削減になると試算している。

また、かつやま恐竜の森には全国的にも有名な福井

県立恐竜博物館があり、年間50万人を超える観光害

が訪れるため、太陽電池一体型防水シートによる太陽

光発電の設置は、啓発活動や市の環境施策のアピール

にもつながっている。

e課題と今後の展望 • 平成24年7月1日に施行された再生可能エネル

ギー電気の固定価格買取制度(FIT制度H電気事業者
による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措

置法」により、各地で再生可能エネルギーが導入され

るようになった。この多くがメガソーラーに代表され

》薗 253.68km2 

福井県勝山市

発掘体験の棟子①

太陽光パネルと化石発掘体験

る太陽光発電である。しかし、メガソーラーは、設置

場所に制約があり、特に本市のような自然環境におか

れた地域には設置が難しい。本市が設置した太陽電池

一体型防水シートは、防水シートが発電するという感

覚で防水改修と合わせて導入することも可能である

が、導入コストの面で通常の防水改修と比較すると割

高になる。今後は、導入コストの低下が普及の鍵とな

ると考えられる。確かに発電量や発電効率では、メガ

ソーラーや結品シリコン系太陽電池に及ばないもの

の、災害時の電源や、電気購入量の抑制による二酸化

炭素排出量の削減など多面的な機能も考慮し、公共施

設等での導入が進んでいけば、価格が低下し、一般家

庭へも普及が進むのではないだろうか。

》事業 太陽電池一体型防水シート設置による啓発活動

》事業開始年度 平成22年度

》事業主体 勝山市

連絡先

勝山市市民・環境部環境政策課

lmII 0779・88-8104 D置 0779・88・1119

m盟 http://www.citY.katsuyama.fukui.jp/
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長野県山;〆内田J. . . 
• 

f山ノ内町雪氷熱利用パイロットモデルプランJ須賀川エリア
における雪氷熱利用震産物等貯蔵施設整備事業
---r工コタウンやまのうち』雪利用の農産物貯蔵施設整備~
市町村の概要

山ノ内町は、人口約13β00人で長野県の北東部、

上信越高原国立公園の中心に位置する自然の恵み豊か

芯まちである。恵まれた気候条件か5農業が盛んで、

りんご・もも・ぶどうなどの果樹、えのき茸をはじめ

とする菌茸などの生産も盛んである。

‘雪氷熱利用ビ‘ジョン • 町では平成21年度に「地域新エネルギービジョンJ

を策定し、「中小水力発電JI温泉熱利用JI雪氷熱利用」
「太陽エネルギー利用」の4つを重点プロジェクトに

選定した。この中でも「温泉熱利用JI雪氷熱利用Jに
ついては地域の特色あるエネルギー種別として特に重

要芯テーマと捉え、平成22年度に「温泉熱利用に係る

詳細ビジョン」、平成23年度lこ「雪氷熱利用に係る詳

細ビジョン」をそれぞれ策定し、現在、本詳細ビジョ

ンに基づき具体的な施策・取組みを推進している。

須賀川地区は町内北部に位置にしており降雪量が多

い地域である。本地区の活性化を図り定住人口の確保

を図るためには、基幹産業である農業の活性化が最重

要課題であった。町内の気象条件や地理的条件、需要

創出の可否性、地域性などを考慮し再生可能エネルギー

(雪氷熱)を利用した雪冷熱利用農産物等貯蔵施設(雪

室)を整備することにより、農産物等の高付加価値、農

業者の所得・意欲の向上など農業の生産力向上を図るo

e雪中貯蔵で高付加価値 • 平成23年度策定「雪氷熱利用に係る詳細ビジョンj

において、パイロットモデル事業及び候補地(須賀川

工リアにおける雪氷熱利用農産物貯蔵施設整備事業)

の選定、パイロットモデル推進のための組織整備、施

設整備に係る概略設計(貯蔵計画・貯雪計画・平面計画・

開口部計画・立面計画・断面計画・構造計画・断熱計

画の検討、概略設計図の作成、概算工事費の算出等)、

施設整備後の運用シミュレーション芯ど、事業化に向

けた告種概略検討を行った。

平成24年度においては、地元である須賀川エリア

小型除雪機によるコンテナへの雪詰め 小型除雪機による雪室内への直接投雪 農産物等貯蔵施設(雪室) [撃備前]

フォ クりフトによる雪搬入(雪の壁作り) 同左(雪の壁により投雪の衝撃緩和) 力一ゴ (車輪付き貯蔵ラック)



:，璽首 長野県山ノ内町
h."iiJ~嘘噌間官官官曹曽噌N'íiji曽喧喧菅間F賢建官官官Y'"留宮田F町F留噌i1"iiPW"回・回a・m・-・岨8iJ:

の農業者を中心とした地域関係者と連携し、パイロッ

トモデル事業推進のためのワーキングチームを立ち上

げるとともに、ミーテイングや先進地調査等を行いな

がら概略設計に基づく詳細設計を実施し、施設整備後

のスムーズな運用を図るための方策等の検討や運自体

制の構築を図った。芯お、詳細設計・技術支援・運宮

体制構築支援といった関連業務の一部を専門の調査機

関へ委託し円滑な事業推進を図った。

なお、平成24年度の事業成果を受け、施設

(A=290.98m2、貯雪規模 150t、貯蔵品目 (玄そぱ・

須賀川野菜・牛肉・リンゴ-みそ等))を整備し、投雪

作業を行うとともに貯蔵商晶の調整、維持管理費の試

算、施設利用料等の検討(ミーティング)等を随時開催

していく。

雪室に貯蔵する品目・貯蔵量等の意向調査を行い、

事業の必要性・メリット等を理解してもらうととも貯

蔵品目ごとの利用方法について説明をしたことにより

事業に対する関心と意欲が高まった。町の農産物や商

晶を雪中貯蔵することで鮮度保持や低温熟成といった

新たな美昧しさ・珍しさを醸し出すなど高付加価値を

図り、生産者と消費者の双方にメリッ卜がもたらされ

地域社会経済全体の活性化に繋げられる。自然エネル

ギー(雪氷冷熱)の活用により節電による節約とCO2
の排出削減が図うれ、雪中貯蔵による栽培-出荷調整・

低温熟成等の応用技術を活用できることから農産物の

高付加価値による生産者の売り上げ増加も期待でき

る。町が施設整備

をするが、施設の

管理運営において

は地域関係者が中

心となって担って

いくという仕組み

は「官民連携JI民 貯蔵ラック (2段式)

》面積 265.93km2

主導Jによる事業推進という新たなモデルとして注目
される。パイロット的な取組みとなることから、モデ

ル事業として町内他地区のみなうす近隣市町村への波

及効果も期待される。

。経営が成り立つ農業 • 施設利用者は須賀川地区の農業者のみに限定する乙

となく、町内の様々な関係者が利用できることで誰も

が思恵を授かれる仕組みとなっている。農業が盛んで

積雪が見込めるエリアは須賀川以外にもあることから、

他工リアにおける同様の施設整備(普及拡大)が期待で

きる。複数の異業種の事業者が集まって 1つの雪室を

共同運用するパターンであり、事業の進め方と組織づ

くりそのものがビジネスモデルに繋がる。農産物の地

産地消や6次産業化なども併せて推進することにより、

地区農業と社会の持続的な活性化を目指す。「経宮が

成り立つ農業」の確立により地区農業従事者数の維持

確保を図りながう、平成28年3月末に平成24年3月

末の地区定住人口(1.300人)を維持することを目標と

する。農産物等貯蔵施設のスムーズな運用を図るため

の方策等の検討や運自体制の構築など、パイロットモ

デル事業化に向けた仕組みづくりをさらに進めていく。

【貯蔵室]
11 2段式ラックを用いて貯蔵する.

...，怜1'-1
-温度 70-回% ..， 

一一
司E

貯蔵品を馴化する.
Rト、、
、

荷捌きなど簡単な作業を行う.

回 開

倉庫のレイアウト

、

【冒宣]
曹を貯曹する. 
-室温:0-5"C 
-温度 80-95% 

、[貯m蔵スベ続ス.婿】舗網" ~

tJーゴ(車幡付き)を用いて貯漉する.
・室温0-5"C ・温度・80-95%

》事 業 名 [山ノ内帽糊柵J(イロットモデルプランj須賀川工りア1(:初る歌熱利用農酪縛貯蔵施謹情事業

》事業開始年度 平成21年度

》事業主体 山ノ内町

連絡先

山ノ内町総務課

lIlDI 0269-33・3111 m:II 0269・33-4527

m国 http://www.town.yamanouchi.nagano.jp
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岐阜県飛騨市
• 

公共施設への雪氷熱エネルギー導入事業
~雪は邪魔もの? いいえ、大切な自然エネルギーに---

@市町村の概要 • 岐車県の最北端に位置する飛騨市。周囲を3.000m

を越える北アルプスや飛騨山脈などの山々に固まれ、

総面積792.31平方キロメートルの約93%を森林が

占めている。年間の平均気温は 11度で、四季の移り

変わりを肌で感じることができる自然豊かな地域であ

る。

るが、夏場まで保存できれば冷房の熱源として使用で

きるという発想である。雪国ならではの利活用を是非

実現したいと当時の河合村(現在の飛騨市河合町)で

計画が進められた。

ーも人にやさしい涼風 • 雪を昧方にするプロジェクトである公共施設への雪

氷熱エネルギーの導入は、手始めに一戸建て市営住宅

1棟に平成5年に導入された。この住宅は通常よりも
ミ邪魔ものを活用したい

. 屋根に勾配をもたせ、降り積もった雪が自然に落雪す

飛騨市河合町地域は県内でも有数の降雪地帯であ

り、特別豪雪地帯の指定を受けている。年間降雪量は

8mに達する地域である。そんな当地にあって、冬場

は家屋の雪降しゃ家の周りの除雪に苦労が絶えないと

いうこともあり「雪J= IやっかいものJI邪魔もの」と
の思いが一般的なものであった。その一方で、この地

域に800年以上の歴史をもっ伝統工芸「山中和紙Jは
原料であるコウゾを雪中にさらして漂白する技法が用

いられており、雪は必要不可欠な存在でもあったとい

える。そのよう芯中、「雪国文化の創造を目指すJ一環
として「邪魔ものである雪」を何かに利活用できない

か模索が続けられてきた経緯がある。

その思いから、冬に降り積もった雪を夏場まで保存

し、都市部へ運び雪まつりイベン卜を行うなど、地域

活性化の取り組みが行われた。

次に目をつけたのが「雪氷熱エネルギーJであった。
地域に住む人々を困らせ、捨てるほどあった雪は春の

訪れとともに何事もなかったかのように溶けてなくな

る仕組みになっており、落ちた雪を50rriの貯雪槽に

保存し夏場の冷房に活かすというものであった。

本格的な取り組みは、平成12年に新築された地域

の文化交流施設である「友雪館Jへの導入であった。
スポーツも可能な本施設への導入にはより大きな貯雪

槽が必要となり、容量は600m3である。なお、この

施設の名称は、利雪、親雪を更に一歩進めて「雪と友

達になろうJとの願いを「友雪」の言葉に込めたもので
あった。また、本施設には、 30kWの太陽光発電も併

せて設置されており、当時として自然エネルギーを最

大限有効利用している施設となったのである。

次いで、平成15年には、当時の村役場(現在の飛騨

市河合振興事務所)への導入がなされた。庁舎への導

入に際しては、友雪館方式の地階部分の貯雪槽ではな

く、地上に雪蔵を設置し、冬の終わりに、一気に雪を

蔵に閉じ込めて保存する方式が採用された。雪冷房は

庁舎1階部分(542rrl)の冷房に利用されている。

更に、平成17年には地域産業振興施設である香愛

市営住宅にも雪冷房を導入 雪冷房が導入されている文化交流施設「友雪館j友雪館の貯雪僧



ローズガーデンの設置に伴い、施設内の食堂部分(40

rrf)にも雪氷熱エネルギーによる冷房が導入され、施

設を訪れる観光客に涼感を与えている。

雪氷熱エネルギーを用いる冷房は、通常の冷房に比

べ、体が冷えすぎることもなく、さわやかで体に対す

る負荷が少なく、空気や臭いも浄化するという特徴を

有している。

これうの冷房システムは、現在でも環境と人にやさ

しい冷風で快適な夏を地域住民にもたらしているとい

える。

先にも述べたが、「雪=やっかいもの=除雪にお金

がかかる」という負のイメージしかなかった雪を夏場

の冷房に用いるという発想の転換により地域住民に親

雪という考え方をもたらし、住みづらい町から、環境

にやさしい町へと変化させたといえる。

また、「やっかいものJの雪は工
ネルギーとしての利活用以外に

も、雪室として、 3月から7月頃

までの問、約4か月間にわたって、

地元で造られた日本酒を熟成させ

るという、役割も担っている。気

温零度、湿度90%に保たれた雪

室の中で熟成される日本酒はより

まろやかさを増し「雪中酒」とし

て出荷されており、地域産業の振

興にも一役買っている。

使ももっと、雪の活用を畠

最初に本格導入された文化交流

施設「友雪館」では、市営住宅の時

と同様、屋根勾配を利用した自然

落雪方式を採用したが、貯雪を容

岐阜県飛騨市

貯雪槽に貯まる計画であったが、落雪位置があわす、

現在は機械による搬入を余儀なくされているが、雪を

機械搬入(ロータリー除雪車)した場合、雪の密度が高

くなり溶けにくい利点もあるため、今後、他施設への

導入を検討する際は十分な検討を重ねる必要がある。

福島第一原発事故により再生可能エネルギー創出の

重要性は高まっており、電気消費量がわすか芯雪氷熱

エネルギーの利用もその一翼を担うものと考えられ

る。また、導入の容易性や固定価格買取制度の影響も

あり、太陽光発電の導入が増加傾向にあるが、再生可

能エネルギー源の多様性も一方では必要と思われるた

め、より一層の雪氷熱エネルギーを活かした冷房装置

の普及に期待したい。

最後に、当地域では、今後とも利雪、親雪のさまざ

まな取り組みを継続しておこないたいと考えている。

男にするため落雪した雪が直接、 香愛ローズガーデンの貯雪槽 雪室では雪中酒が烈成中

》面

》事業名

》事業開始年度

》事業主体

連絡先

792.31 km2 

公共施設への雪氷熱エネルギー導入事業

平成12年度

飛騨市

飛騨市企画商工観光部企画課

D 盟0577-73・6558 U国 0577・73・6866

m国 http://www.citY.hida.gifu.jp/
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愛知県豊田市
• 

環境モデル都市アクションプラン・豊田市
低炭素社会システム実証プロジ‘工クト
~“クルマのまち"かう環境先進都市ヘ~

ジした。豊田市の取組を国内外に情報発信することに
‘市町村の概要

. より市民のライフスタイルの転換やまちづくりへの環

豊田市は、愛知県の中央部に位置する人口42万人

の中核市である。面積は愛知県の2劃(918km2)を

占め、都市と農山村の性格を併せ持つ広大な市域を有

する都市で、その7割が森林である。トヨタ自動車株式

会社の本社が立地し、 “クルマのまち"と言われているo

e低炭素社会を目指して • クルマのまちである豊田市では、移動手段として自

動車を選ぶ人の割合が高く、運輸部門に占める二酸化

炭素の排出量が他の自治体と比べて多くなっている。

また、活発なものづくり産業を背景に、工場などから排

出される二酸化炭素も排出量全体の6割を占めてる。

豊田市は低炭素社会を目指し対策を進め、平成21

年に「環境モデル都市Jとして国から選定された。「環
境モデル都市」とは地球温暖化問題に対して高い目標

を掲げ、低炭素社会の実現のため先駆的な取組に挑戦

する都市のことである。

選定後の5年間の取組を「環境モデル都市アクショ

ンプラン」にまとめ、豊田市の特徴と強みである「交通」

「産業JI森林」の3分野に、市民のライフスタイルに繋
がる「民生」、情報発信の場とした「都心Jの5つを重
点的な取組分野として位置づけをした。

また、平成22年には次世代工ネルギー・社会シス

テム実証地域として全国4地域のひとつとして国から

選定され、家庭でのエネルギーの最適利用や低炭素交

通システムの構築をめざしており、 5分野のうち「民

生Jと「交通」分野の取組を加速している。
これらの先駆的芯取組を一元的|こ情報発信する場所

として、低炭素社会モデル地区(とよた工コフルタウ

ン)を整備した。

‘とよたエコフルタウン • とよた工コフルタウンの整備コンセブトは、本市の

地域性をコンパク卜に表現し、都市部から中山問、そ

して山間地へと広がるスマートコミュ二ティをイメー

境技術の展開へとつ芯げていくことを目指している。

平成24年5月に都市部をイメージしたエリアがオー

ブンした。

ここにはクルマと繋がるスマートハウスや創工ネ -

蓄工ネ機器や次世代自動車の充電設備等を活用したエ

ネルギーマネジメントシステムを始め、超小型電気自

動車や電動バイク、電動アシスト自転車の貸出拠点で

あるスマートモビリティパーク等がある。

スマートハウスでは可能な隈り太陽光で発電した

電力を使った暮らしを提案している。創工ネ機器(太

陽光パネル)、蓄工ネ機器(蓄電池、 EV.PHV)、省

エネ機器(LEDなど)を、エネルギーの司令等である

HEMS(ホームエネルギーマネジメントシステム)が

コントロールしており、太陽光で発電した電気が余っ

ている時間帯には、 HEMSが指示を出し蓄電池やク

ルマのバッテリーに電気を貯める。太陽光で発電がで

きない夜間などは自動で蓄電池か5電気を家庭内に送

る役割も担っている。更に地域間のエネルギー需給を

マネジメン卜する仕組みも導入している。

エネルギーマネジメントシステムでは、太陽光発電

等で創ったエネルギーをパビリオン内の電気として利

用したり、自動車の充電やITS(高度道路交通システム)

技術を使った歩行者優先エリアへの許可車両の進入シ

ステムを実演するための電力としても活用され、電気

が実際に活用されている状態を見ることができる。

スマートモビリティパークはクルマと公共交通を組

み合わせた低炭素な移動を支援する超小型電気自動車

などの貸し出し拠点である。市民を中心に干人規模の

会員を対象に貸し出しを行い、経路検索及びシェアリ

ングの予約ができるナビシステムを利用して車両を予

約する。平成25年10月からは工コフルタウンを含

め豊田市駅を中心に市内約20箇所のステーションで

運用が始まっている。

また、次世代自動車の普及に向けて新たなエネル

ギーとして水素ステーションも整備しており、その普



及に向けた実証及び広く市民や企業に燃料電池自動車

の魅力を伝えている。水素ステーションの設置により

平成27年からの燃料電池自動車の市販化に弾みがつ

くものとして期待している。

これまでにとよた工コフルタウンには世界60カ国

の園 地域から視察を受け入れおり、環境先進都市の

イメージアップ及び地元の活性化に繋がっている。ま

だオープンしていない残りのエリアは平成26年度春

に整備が終わり、都市から山間地が繋がった工コフル

タウンが完成する。

豊田市では、将来再生可能エネルギーが国民に普及

して、固定価格買取制度が終了し電気が売電できなく

なった時代を想定し、エネルギーの地産地消を目指し

ている。しかし、現状では市民にとってエネルギーの

地産地消は低炭素ではあるが、「お得」感を実感できな

いため、実証で提案するライフスタイルのメリッ卜が

一般市民に伝わりづらい状況にある。

このため豊田市として家庭内や地域内での地産地消

の重要性について、工コフルタウンなどを活用しなが

らいかに分かりやすく伝えていくかが課題となってい

る。
も万しい社会システム

. 今後は「お得」に「安心」、「便利J、「楽しさ」の観点を
現在、我が国では再生可能エネルギーの固定価格買 加え、災害時の家庭への電力供給も含めた幅広い再生

取制度の導入により、太陽光などで発電した電気を売 可能エネルギーの使い方について、市民への啓発を行

電する方が「お得Jという市民感覚がある。 なっていく必要がある。

水素ステーション スマートハウス

スマートモピリティパーク パビリオン

》面積 918.47km2

》事 業 名 環境モデル都市アクションプラン・豊田市低炭素社会システム実証プロジェクト

》事業開始年度 平成21年度

》事業主体 豊田市

連絡先

豊田市企画政策部環境モデル都市推進課

EDl0565・34・6982 lIZl盟0565・34・6993

llJ!l3 http://www.citY.toyota.aichi.jp 
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. 
三重県多気町

. . 

• 
立梅用水型小水力発電プロジ‘ェクト
~乙れかうの農業用水の利用と地域活性~

環境保全活動の母体である「多気町勢和地域資源保全・
‘市町村の概要 . 活用協議会」に参加する多様な主体や地域コミユ二

多気町勢和地域の農地は700haでその内訳は水田

480ha、畑144ha、樹園地76haで7割近くを水田

が占めている。主な農産物は米、茶、野菜(j¥クサイ ・

ネギ)、伊勢芋、シイタケなどである。総帯数1.700

戸に対し、震家戸数1.030戸、うち2種兼業震家率

96%と兼業化の傾向は著しい。

。農村協動力を活かす • 昨今、自然エネルギーの存在が見直され、その価値

について様々な議論が行われ、小水力発電についても

例外ではなく、これまで利用されてこなかった水力(未

利用包蔵水力)を利用しようとする試みが全国各地で

始まっている。多気町の「水土里ネット立梅用水」で

も小水力発電の可能性は探ってきたが、従来の装置で

は取水施設、送水施設、発電施設といった土木建築施

設を必要とするため、経済性が低く、小水力発電の実

現には至5なかった。一方で、農村地域では高齢化社

会の進行、非農家が増えることで混住化が顕在化する

ことで農村コミュ二ティーの崩壊が懸念され、低迷す

る経済のあおりを受け地域が疲弊している。このよう

芯状況の中、農村地域が本来持っている地域(農村)協

働力に今一度着目し、地域活性を図ることが急務と考

え、小水力発電の導入に至った。

。立梅用水型小水力発電 • 地域(農村)協働力という力を利用して地域活性を

図ることを目的に「立梅用水型小水力発電プロジェク

卜(Powerof the TACHIBAI ~次の200年へ~)J

が発進した。とのブロジ、工ク卜は水土里ネット立梅用

水だけで運営、実現していくことは困難であり、現在、

町を始め、多くの方々と協力して実施している。

この地産地消型の電力利用により地域活性を実現す

るためには地域住民の主体的な参画が重要となり、本

プロジ、工クトではこれまでの産官学の枠を超えた「産

官学民Jの体制をとっている。民チームは農地・水 ・

ティーとなっている。

現在、立梅用水型小水力発電ブロジ‘工ク卜では産・

学チームが開発した土木建築施設を必要としない世界

初の落差式小水力発電装置(相反転方式)を利用して

小水力発電の調査を行っている。冬水発電調査では、

従来の定説であった非かんがい期における水量の低下

による発電量の低下を覆す結果も得られている。

LED電球を点す

ゆめ工房施設内扇風機を動かす

実験サイトの様子



この発電機については、子どもたちからニックネー

ムを募集し、 287件あった応募の中から、立梅用水創

設功労者「西村彦左衛門」の彦の字を取った「彦電…

HIIくODENJという案を採用した。今後は、小水力発

電を利用してどのような地域活性を図るか地域住民と

ともに検討し、その内容を具現化し、地域活性のため

の小水力発電が地域に根付くための仕組みづくり、情

報発信も行っていきたい。

なお、本ブロジ、工クトでは2012年7月から施行さ

れた固定買取制度による売電をせす、地産地消として

地域内で完全消費することとしている。その理由とし

て、小水力発電のうちマイクロレベルの発電量の場合、

売電するよりも地産地消として利用する方が地域に果

たす効果は大きいと考えたからである。

。地域主体性社会の実現 • 今後は、立梅用水型小水力発電ブロジ、工クトチーム

が見据えるリージョングリッドの実現に向けて取り

組みを行う。リージョングリッドとは、小水力発電が

きっかけで地域が笑顔で活力あふれる地域(リージョ

ン)が互いに結ばれ(グリッド)、交流が図れる地域ネッ

トワークを意昧している。そのためには、地域レベル

でコミュ二ティグリッドを形成することが求められ、

コミュ二ティグリッドでは小水力発電の電力だけでな

く、電力を利用する人たち(コミュニティ)をも結i)1(ク、

リッド)ことを指す。最後に、私たちブ口ジ‘工クトチー

ムは地域住民とともに考え、地域の財産として小水力

発電を利用することで、地域を見直し、地域の宝もの

に気づき、過去と未来、人と人、人と自然がつながる

町ができると考えている。「地域住民が主人公となり、

元気で‘笑顔あふれる町人がつながる町Jのため、「小
水力発電+コミュ二ティ」を推進し、地域主体性社会

の実現と情報発信をしていきたい。

》面積 100km2

》事 業 名 立梅用水型小水力発電プロジェクト

》事業開始年度 平成24年度

》事業主体 水土里ネット立梅用水

連絡先

多気町産業環境課

EDl0598・38-1117 lI1D 0598・38-1140

四国http://www.tachibai.jp

彦電下流より
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滋賀県野洲市
• 

市民協働発電事業
~地域通貨を利用した温腹化防止活動と地産地消~

‘市町村の概要 • 野洲市は、滋賀県南東部に位置し、人口は約5万人

で、近江富士と呼ばれる三上山をはじめ標高200~

400mの山から琵琶湖にも面する自然豊かな市であ

る。

日本最大の銅鐸が出土するなど、歴史・文化遺産に

も恵まれている。

。市民参加に基づ・く作業 • 平成7年に「ほほえみ やすちょうJ(当時は野洲町)
宣言を発表した。同宣言では、その基本方針を「人権

と環境を土台に生きる意昧が実感できる社会を目指

す」とし、「環境」を人権とともにまちづくりの中心テー

マとして位置づけた。これ以降、旧野洲町、野洲市を

通じて環境保全に関する取り組みが積極的に展開され

ることとなる。平成11年か62年をかけて、地域新

エネルギービジョンの策定を行った。その際、市民参

加にもとづく策定作業が行われることとなり、作業を

進めていく場として、ビジョン調査検討委員会と住民

部会の二つの組織が設置された。検討委員会は、市民

参加の重要性を認識している学識経験者、町内の環境

NPOや廃食油回収を行っていた主婦ク〕レーブ、再生

可能エネルギーに関連する事業者、温暖化対策に積極

的な自治会など、多様な委員で構成された。策定作業

では、委員が住民部会として位置づけられた各自の団

体等に課題を持ち帰って議論を行い、さらに、そこで

出た意見や具体的な活動提案等も参考にしながら検討

ほほえみ2号(遠景) ほほえみ2号(近景)

委員会で自由な議論を行い、具体的なブ口ジ、工クトを

組み込んだビジョンを作成していく、という現場の声

を反映する策定手法が採用された。

e地域協働太陽光発電所 • 市民に 1口1万円の寄付金を募り、それが一定額貯

めれば太陽光発電を設置するという活動だが、このブ

ロジ‘工クトの独自性として、寄付者に対して、地域内

の協賛事業者(商居や建築業者など 10事業者)や町

の公共施設の利用料、入場料として使用できる地域通

貨(1万円に対して 1割増の11，000すまいる)が支

払われる仕組みになっている。「すまいる」は地域通

貨の単位である。平成13年12月にプロジェク卜は

開始され、平成14年4月までに 150万円の寄付金が

集まり、それをもとに公共施設の自転車置き場の屋根

に地域協働太陽光発電所|ーほほえみ2号Jが設置され
た。設置された発電設備は行政に寄付されているが、

発電所の売電収入は補助金としてとの活動の原案を提

案した町内の環境NPOが発展する形で設立された、

「特定非営利活動法人工コロカルヤス，コム」に還

元されている。太陽光発電所が1基設置された後に、

取り組みをさらに発展させるための検討が行われ、平

成16年5月から、基本的に同じ仕組みの取り組みだ

が、参加する主体を拡大するために、寄付金1口あた

りの金額は1，000円に引き下げられ、それと地域通貨

1，100すまいるが交換されることとなった。また、地

域通貨を使用できる加盟事業者の数は、初期の10か

う大幅に増加して約140となり、使い道の選択肢が

ほほえみ2号太陽光発電部



ほほえみ3号 (遠景) ほほえみ3号太陽光発電部 ほほえみ3号太陽光発電部拡大

増えている。実際の買物等で地域通貨が使用できる額

は、事業者によって異なっており、おおよそ支払い額

の3~ 10%分を現金の代わりとして使用できるよう

になっている。また、地域通貨は、未使用のまま6ヶ

月経過、あるいは 1回使用した時点で消滅するととと

なっており、このような点から、野洲の地域通貨は、

再生可能エネルギー導入に対して寄付をしたらその代

わりにもらえるお得な買物割引券といえる。平成17

年5月には、集まった寄付金約100万円をもとに琵

琶湖岸の艇庫に2基目の太陽光発電所「ほほえみ3号J
が設置された。平成17年からは、加盟事業者の農産

物等を市内各地に販売に出向く移動販売車「すまいる

号Jが運行された。さらに、平成19年7月には、地域
通貨加盟事業者のアンテナショ ッブが常設の居舗とし

て開屈したこともあり、加盟事業者はそれらで商品の

販売ができるようになった。加盟事業者は小規模の商

居や企業、農固などが中心であり、売り上げが伸びた

事業者が数多くあり、なかには、以前よりも売り上げ

が倍になった事業者もある。

》面積 80.15km2

》事 業 名 市民協働発電事業

》事業開始年度 平成20年度

@地域通貨の購入が減少 • 地域通貨を活用することによって、地域の多様な主

体の参加を得ながら再生可能エネルギーの普及を目指

したが、活動の発展・拡大に伴い、それにとどまらす、

地域経済や地域・市民活動の活性化、地産地消の推進

など複合的な地域活性化・地域づくり活動としての意

味合いも強くなった。また、アンテナショッブや各種

の活動などによって地産地消に関連する活動はかなり

進捗してきたものの、その一方で、以前より広報等を

積極的に行わなくなったこともあり、地域通貨を購入・

使用する市民の数は減少傾向にあり、現在では使用さ

れる場所もアンテナショッブぐらいに限られてしまっ

ている。地域通貨の購入が減少するということは、太

陽光発電の設置が進まなくなり、重要な目的であった

はすの再生可能エネルギー普及の意昧合いが希薄化し

てしまうことになる。地域通貨の役割や利用活性化に

関する再検討が必要である。

》事業主体 特定非営利活動法人工コロカルヤス.コム

連絡先

野洲市市民部協働推進課

m冒077・587-6043 IIZ薗 077・587・4033
図国http://www.city.yasu.lg.jp
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闘 :京都府京丹後市

一軍京丹後市工コエネルギーセンターにおける
バイオマス発電とメタン発酵消化液の農業利用
~食の循環リサイクル「環のちからJのまちづくり~

。市町村の概要

京丹後市は、京都府の北部、丹後半島に位置し人口

は59.633人、面積は501.84km2。平成16年4月

に6町が合併して京丹後市となった。気候は、日本海

型気候に属し、リアス式の海岸線は岩礁と砂浜が交互

に連なり、京丹後市から鳥取市までの山陰海岸は平成

22年10月に日本で4箇所目の世界ジオパークに認

定された。

。バイオガス発電に着手

京丹後市工コエネルギーセンターは、 NEDO:(独)

新エネルギー・産業技術総合開発機構の「京都工コエ

ネルギーブロジ、工クト」の研究拠点として平成17年

に建設された。当プロジェクトは、一般電気事業者の

電力ネットワークを利用する仮想マイクログリッドと

して既存電力系統との共存を踏まえたシステム構築を

行う実証研究として実施された。平成20年に当ブロ

ジ、工ク卜が終了したため、平成21年10月に京丹後市

が当施設をNEDOから無償で譲渡を受け、京丹後市

工コエネルギーセンターを設置した。これを機に京丹

後市における循環型社会の形成を図るため、工コエネ

ルギーに関する情報発信及び資源の利活用等環境に関

する学習の普及並びに有機系未利用資源の再資源化を

促進する拠点として位置づけバイオガス発電事業に着

手した。また、食品系未利用資源を原料としてバイオ

ガスを取り出した際に発生するメタン発酵消化液に、

窒素・リン酸・力リ等の肥料としての有効成分が含ま

れているため、これを液肥として震業に有効活用する

〆・
ー哩川園・・・

¥ 圃園田園圃

液肥で栽倍された「環のちからJの水田 液肥で栽培した畑作物
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• 

• 
取り組みを開始した。

e「環のちかうjの展開 • 

• 

京丹後市工コエネルギーセンターで食品残漬や家庭

生ごみを原料として、メタン発酵によるバイオマス発

電を行っている。発電した電気は、施設内の動力とし

て利用し、余剰分は電気事業者に売電している。バイ

オガスを取り出す過程で発生するメタン発酵消化液は

窒素・リン酸・力リ等の肥料成分を含んでいるため、

これを液肥として農業に有効活用している。平成23

年度に、液肥を利用する農家31人が集まり、液肥を

活用した資源循環型農業をより積極的に推進するため

の母体として「京丹後市液肥利用者協議会」を発足し

た(平成25年8月末日現在の構成農家数55人)。液

肥は 10a につき 3 ~ 4t の量を専用のクローラ車に

より散布する。化成肥料を用いた慣行農法よりも3割

から5割の肥料代の削減になると見込んでいるととも

に、散布サービスも受115れるため農家にとっては労

力削減にもなると好評を得ている。平成24年度の液

肥を利用した特別栽培米「環のちから」の栽培実績も

上々で、平均食昧値は82.8と市内全体の米の平均食

昧値をわすかではあるが上回った。平成24年度には、

約3.500tの液肥を約95haの水田や畑に散布した。

市内60人の震家がこの液肥を利用して水稲や野菜等

を栽培し、資源循環の震作物を表す「環のちか5Jのブ

ランド名で市場開拓に取り組んでいる。特に液肥を利

用して栽培された特別栽培米「環のちから」は、関東圏

の農産物直売チェーン屈なと‘へ出荷され、規模はまだ

』
』
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・

-
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調
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環のちからシンボルマーク



まだ小さいものの、

人と環境にやさし

いお米として売上

数を伸ばしてきて

いる。「環のちから」のネーミングは、全国公募を行い

と命名された。また、パナソ二ック株式

会社AIS社(大阪府門真市)、施設の指定

管理者であるアミタ株式会社と連携し、

食の循環の取り組みを行った。パナソ

二ック株式会社の門真事業所にある社員

食堂から出る厨房残j査を原料として受入

れて液肥として生成し、その液肥を利用

して栽培されたお米「環のちからjを、再

度、パナソ二ック株式会社AIS社の社員

食堂で提供することにより食の循環を実現した。この

大きな資源循環の環を描く取り組みが高く評価され、

第9回工コブロダクツ大賞優秀賞を受賞した。

。地域の資源循環の拠点 • 580件の応募作品の中から最優秀作品として選定さ メタン発酵によるバイオガス発電では、その過程で

れたもので、循環を人と自然とをつなぐ「わ」としてと 発生するメタン発酵消化液の処理が課題となってい

うえ、そこから産出されるエネルギーが、自然、の「ち る。京丹後市では、液肥として農業利用を推進してい

がらJの維持に貢献できるとの考えから「環のちから」 るが、農業利用できない消化液は、センター内の排水

京丹後市の資源循環の取り組みスキーム

》人口 59，633人

》面積 501.8km2

処理施設で環境協定書で定める基準内の数値

まで浄化して施設外へ放流していた。この排

水処理工程に電気等多量のエネルギーを消費

するとともに薬品代等多額のコストがかかっ

ていたため、平成24年 12月かうとの排水処

理工程を停止した。このことにより、製造す

る消化液全量を液肥として農業利用すること

が必須となった。消化液の製造量と液肥とし

ての利用量がバランスしていないと農業利用

以外の処分方法を検討したり、逆に液肥が足

5すに農家の需要に応えられないという状況

にもなる。液肥の需要量を早く的確に把握し、

原料の受入量をコントロールする必要があ

る。

》事 業 名 京丹後市工コエネルギーセンターにおけるバイオマス尭電とメタン発酵消化液の農業利用

》事業開始年度 平成21年度

》事業主体 京丹後市

連絡先

京丹後市農林水産環境部環境バイオマス推進課

E盟0772・69-0480・Z国 0772-64-5660
lIl!l3 http://www.city.kyotango.kyoto.jp 
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大阪府大阪市
• 

「大阪ひかりの森jプロジ‘工ク卜
~夢洲メガソーラー~

阪の経済成長拠点の1つとして位置付けられたことか
。市町村の概要

. う、本プロジェクトは特区事業を先導する役割も併せ

大阪市は温暖で雨の少ない気候に属し、「水の都」と

称されるように幾本もの河川が市内を流れている。

人口は268万人であるが、昼間人口は354万人に

まで膨大し、卸売・小売業を中心とした「商都・大阪j

の市内総生産額は19兆7千億円に上る。

。環境先進都市をめざして • 大阪市では、臨海部の埋立地である夢洲と咲洲を「グ

リーン・テクノロジー・アイランドJとして、環境・エ
ネルギ一関連産業の集積を図り、「環境先進都市・大阪」

のモデルとなるような拠点形成をめざしている。その

先導的役割を担う取り組みが、「大阪ひかりの森」ブロ

ジ、工ク卜である。

平成22年度lこ、一般廃棄物最終処分場である夢洲

の1区エリアにおいて、民間事業者と連携して大規模

太陽光発電(メガソーラー)を設置する事業を実施す

ることに芯り、事業の企画提案公募を経て、本ブロジ、工

クトが立案された。

平成23年12月には、夢洲・咲洲地区が、環境やエ

ネルギ一分野を中心に世界に向けて新しいイノベー

ション(製晶・サービス)を生み出していく「関西イノ

ベーション国際戦略総合特区」の区域に指定され、大

夢洲メガソーラー「大阪ひかりの森」 ①

持つこととなった。

平成24年7月に再生可能エネルギー等固定価格買

取制度がスター卜したことに伴って、本ブロジ‘工クト

も本格的に動き出すこととなり、事業主体以外の参加

企業の募集やメガソーラーの設置工事が開始され、現

在に至っているo

eプロジ‘工クトの特長 • 「大阪ひかりの森」ブロジ、工ク卜は、以下の4点の特

長を持つプロジ‘工クトである。

①『都市廃棄物処分場の有効活用』

都市に不可欠な廃棄物埋立処分場を有効活用してメ

ガソーラーを設置し、再生可能エネルギーを創造する。

夢洲 1区は、一般廃棄物最終処分場であり、まだ埋

立途中の処分場である。本ブロジ‘工クトは、そのうち

最上層までの埋立が一応終了した一部の区域を活用し

て、 10メガワット規模のメガソーラーを設置し、再生

可能エネルギーを創造しようとするものである。メガ

ソーラーによって発電される電気量は、標準的な一般

家庭の電力消費量の約3.200世帯分に相当する。

②『官民協働による環境貢献J
大阪市が設置場所を提供し、企業は資金やノウハウ

夢洲メガソーラー 「大阪ひかりの森J②



を提供することにより、メガソーラー設置を官民協働

で実現する。

本プロジェク卜は官民協働で、それぞれの役割分担

の下で実施されるものであり、大阪市はメガソーラー

の設置場所を提供し、民間の事業主体が設備の設置・

運営等を行う。

③『複数の企業の協働による環境貢献J
複数の企業が集まってメガソーラーを設置すること

により、 1社だけではできない大きな環境貢献を協働

で実現する。

本ブロジ、工クトでは、膨大な経費(コスト)を必要と

するメガソーラー事業について、事業主体以外の参加

企業を募ってコストを分担する一方で、発電した電気

を電力会社に売却した収入を参加企業に分配するとい

う、圏内のメガソーラー事業では初めての仕組みを取

り入れている。これにより、メガソーラーを設置する

場所を有しない企業や、資金面で罵躍する企業の参加

を促すことができる。

④『環境教育への貢献』

設置されたメガソーラーを環境教育の教材として活

用することや売電収益の一部により大阪市の環境教育

等を支援する。

メガソーラーを環境教育の教材として活用するため

見学施設を設置するとともに、メガソーラーで発電し

た電気の売却収入の一部を大阪市に還元し、それを基

に大阪市において環境教育関連施策を実施する計画に

なっている。

これらの特長から分かるように、本ブロジ‘工ク卜の

主旨は官民協働による環境・エネルギー問題への貢献

という点にあり、メガソーラーはそのための道具(ツー

ル)である。これは、遊休地を利用した発電事業ある

いは発電ビジネスの実現を主目的とした他のメガソー

今後の展開

本ブロジ、工クトは、実施場所の特性上、メガソーラー

敷地の不等沈下や電力会社の系統との接続距離の長さ

などの宿命的な課題を含有しており、それらの課題を

クリアするため、通常に比べるとコスト的に割高な事

業になった。そのため、本ブ口ジ、工ク卜を民間事業者

との協働で進めるに当たっては、単なる太陽光発電事

業ではなく、環境やエネルギー問題に対する貢献を主

目的とするブロジ工クトであることを理解し、賛同し

てもらう乙とが不可欠であった。

幸いなことに複数の企業の理解と賛同を得てメガ

ソーラーを完成させることができ、平成25年11月か

ら本格的に発電事業を開始している。

また、並行して、売電収益の一部を充当する大阪市

の環境教育関連施策についても、地元区役所を中心に

実施される予定であり、メガソーラー完成後も本ブロ

ジ、工クトは次のステージへと進んでいくことになる。

ラ一事業には見ることができない特長と言える。 所在地

口

》面積 223km2

》事 業 名 「大阪ひかりの森Jプロジェク卜

》事業開始年度 平成22年度

》事業主体 大阪市、住友商事(株)、三井餓ファイナンス&!.Jース(株)、サミットエナジー(株)

連絡先

大阪市環境局環境施策部環境施策課

lIlDII 06・6630・3483 .語調06・6630・3580

III国 http://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/page/0000176666.html
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兵庫県洲本市
• 

菜の花・ひまわり工コプロジ‘ェクト
~循環型の街づくり~

が大きな特徴となっている。菜の花やひまわりの栽培
。市町村の概要

. による休耕由化予防と景観観光資源化、食用油の特産

淡路島の中央に位置する市で、淡路島の中で最大の

市街地を持つ中心市である。土地利用は田畑と山林で

約80%を占める。豊かな自然環境を生かし、食とエ

ネルギーの自給などを目指す「あわじ環境未来島構想」

に取り組む。

高田屋嘉兵衛と菜の花

江戸時代、洲本市五色町に生まれ、日露民間外交に

偉業を残した国際人・豪商「高田屋嘉兵衛」。彼が生

前愛したとされる菜の花をまち一杯に咲かせようと、

平成7年に道路端の景観用作物として栽培したことを

契機に、徐々に取り組みは拡大。収穫した種子から油

を搾るため、平成13年には休耕田や転作田を活用し

た搾油用品種の菜の花栽培がはじまったことで、菜の

花工コプロジェクトがスター卜した。現在は菜の花に

加え搾油用の「ひまわり」の栽培も行っている。

。域内で資源循環が完成 • 「菜の花・ひまわり工コプロジェクト」は、菜の花

やひまわりを栽培し、その種を収穫・搾油して生産さ

れた食用油を天i)¥S等で利用するとともに、使用後の

廃食用油を回収し、軽油代替燃料となるBDF(J ¥イオ

デイーゼル燃料)にリサイクルする資源循環型の取組

である。このブロジ、工ク卜に必要不可欠な設備(ナタ

ネ収穫コンパインやBDF精製装置)と市民参加の仕

組み(菜の花・ひまわりの栽培や廃食用油の分別回収)

が全て整い、市内で資源循環サイクルが完成したこと

菜の花 ひまわり畑

晶化や地産地消、廃食用油分別回収によるごみ減量と

環境意識向上などの効果ももたらしている。

プロジェクトの取組状況を4つのステージごとに分

けると、以下のとおり。

①菜の花やひまわりの栽培

平成13年度lこ、従来までの景観用の菜の花に加え、

搾油用の菜の花栽培を開始。近年では栽培面積が急速

に増大しており、平成17年度までは2.0ha程度であっ

た栽培面積が、平成24年度は21.4haまで拡大。こ

うした急増の要因としては、平成18、23年度にナタ

ネ収穫用のコンパインを導入したことにより、ナタネ

の収穫効率が飛躍的に向上したことのほか、平成19

年度から、搾油用の菜の花の栽培農家に対し、約20

千円ハOaの助成金の交付がはじまったことにより、

生産者の栽培意欲が向上したことが大きい。また、農

地や関連施設の有効利用や、新たな名物創出の観点か

ら、平成21年度より搾油用ひまわりの栽培を本格化

した。

②ナタネ油やひまわり油の生産

従来は、収穫したナタネを滋賀県の製油業者に委託

し、ナタネ油の生産を実施していたが、平成19年度

に、国や県の補助金等を活用し、ナタネ搾油施設(日

産72kgのナタネ油生産が可能)を設置。平成20年

度から地域内一貫生産商品の出荷が始まり、 『菜の花

の恵みJという商品名で販売。収穫したひまわりから
生産するひまわり油とあわせて、地域特産品のーっと

して積極的に啓発 ・普及している。

菜の花コンパイン収穫



ナタネ油

③廃食用油の回収

美しい川や自然を保全することを自的として、平成

14年度より、学校給食や一般家庭で利用された廃食用

油を回収する取組を行っており、平成24年度の回収量

は1万4，717リットルまで増大。廃食用油の回収に当

たっては、市民が空きペットボトルに入れ、工コステー

ションと呼ばれる回収拠点に持ち込む形式をとってお

り、すべての市民が参加できる仕組みとなっている。

④BDFの精製利用

平成14年度lこ、廃食用油を軽油代替燃料として利

用できるBDFに精製する装置(日産100リットルの

BDF精製が可能)を導入。精製されたBDFは、マイ

クロパスやナタネ収穫コンパイン等のデイーゼルエン

ジンの燃料として利用している。カーボンニュートラ

ルの考え方に基づくと二酸化炭素排出削減効果がある

ほか、燃焼後の排気ガス中に含まれる黒煙が少ないた

め、大気汚染の防止に効果を発揮する。

ぞBDFの使途拡大 • 現在、市の関連施設に限定した利用となっている

》面

》事業

》事業開始年度

》事業主体

連絡先

182.46km2 

菜の花・ひまわり工コプロジェクト

平成14年度

洲本市、地域住民

洲本市農林水産部農政課

1ImI0799・33・1924 .盟濁0799・33・1144

兵庫県洲本市

BDFを、広く市民に利用してもううための取り組みを

二つ進めている。一つはBDFの品質の向上で、平成14

年度に導入した従来装置より低コスト・低環境負荷で

高品質な燃料を精製可能な酵素触媒法BDF精製装置

(日産200リットルのBDF精製が可能)を平成24年度

に導入した。一つは軽油にBDFを5%以下の割合で混

合したB5燃料の製造利用で、品確法上は軽油と同等の、

安心安全なバイオ燃料の供給体制を平成25年度中に

構築する。これら取り組みが軌道に乗れば、地元ガソリ

ンスタンドとの連携を図り、バイオ燃料製造利用を新た

芯ビジネスモデルとして定着させることを目標とする。

また、プロジェクト関連施設が集約する複合レ

ジャー施設「ウ工ルネスパーク五色jを中心として、市

内に設置された1，500kWの風力発電施設、メガソー

ラ一発電施設、電気自動車等の再生可能エネルギー施

設を見学コースとし、視察者の積極的な受け入れによ

る普及啓発を E

図る。(エネル

ギ-)¥ーク洲本

として資源エネ

ルギ一庁の次世

代エネルギ-

)¥ークに指定)

BDF 

II掴 http://www.citY.sumoto.hyogo.jp/frontlindex.php/sitemap/org/pid/15/did/25/cid/O
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• 
小水力発電事業
~きなりの郷下北山村一元気、本気の人気村一~

。市町村の概要 • 奈良県の東南端に位置し、四方を山に囲まれ西境に

は大峯山脈の高峰釈迦ヶ岳、大日岳、天狗岳などの山々

が連なり、東部には大ヶ原山地がのびている。大峯山

脈は「近畿の屋根Jとも称されている。
下北山村の気候は表日本型の特色を示し、夏季は東

風、冬季は北西の季節風が多い。雨量は多い年には

4，500mmを超える事もあり、大台ケ原を源として村

の中央部を貫流する北山川にはこの豊か芯水源を利用

した池原ダムがある。

。地域資源の可能性 • 下北山村は、過疎・少子高齢化が進んでいる小さ芯

集落である。

設置検討当時、この地域では林業の不振が長期に

亘って続いていた。そこで、地域資源でもある豊富な

水流を利用した小水力発電により山村の活性化を図る

ことを目的とし、関係機関及び関係者に呼びかけ、小

水力発電施設を建設することとした。

また、この頃は「下北山スポーツ公園」という宿泊施

設やキャンブ場、多目的グランド、テニスコート等を

兼ね備えた施設の整備を行った時期であったため、小

水力発電施設をこの公園の近くに設置することで、発

生する電力を下北山スポーツ公園で利用することとし

た。このことによって、施設管理費の一部である電気

代を賄う乙とができ、村の支出の削減にも貢献すると

考えたのである。

新たな雇用、観光振興

当時は、県(小水力発電開発研究会)及び村、そして

電力会社もこのような小水力発電の取組が初めてで

あったため、技術面の検討も含め、交渉が苦労し長期

化した。乙の問、事業化が困難視されたこともあった

が、県や関係機関の理解・協力のおかげもあり山村振

興事業の特認事業として採択が決まり、着工への見通

しが立った。その後、水利使用の許可まで、 2年の歳

月がかかるなと、完成まで長かったが、平成5年3月|こ

無事完成し、以降発電し続け、現在に至っている。

発電所規模については、取水位311.6m、落差

95.1 m、常時発電力は55.0kwで、最大発電量は

98.01くW、年間発電電力量は75万kwhとなっている。

発電された電力は下北山スポーツ公園全体の使用電力

に充てており、ごくわすかであるが、余った電力につ

いては関西電力側に売電していて、発電の再生可能工

ネルギ一使用率の向上に寄与している。

小水力発電の設備の導入は、下北山スポーツ公園の

運営管理費の削減に繋がっただけでなく、新たな雇用

も生まれ、さらには見学客が訪れる等観光振興にも大

いに役立つている。

のエネルギーの確保 • 課題として大きく分けると2点あると考える。先す

施設の面では、小水力発電所の完成(運営開始して)か

ら20年が経過している。そのため、施設内外の老朽

化における部品交換等も定期的に行わなければならな

スポーツ公園の様子



案内版

い。もう 1点は、動力が自然エネルギーのため、通常

の水量が確保できる場合は良いが、暴風雨や大雨で河

川が氾濫し、大量の土砂や廃材が流れ込ま芯いように

するには、日頃から河川の管理に努めなければならな

》面

》事業

》事業開始年度

》事業主体

連絡先

下北山村総務課

133.53km2 

小水力発電事業

平成5年度

下北山村

lImIIII 07468-6∞01 U謂 07468・6・0377
111国 http://www.vill.shimokitayama.nara.jp/

発電施設

し1。

このエネルギーが安定的に運用されれば、下北山村

の自然保護や観光振興、雇用・定住促進に寄与するこ

とは、間違いないと考える。
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鳥取県
• 

地中熱利用空調システムの導入
~自然熱のリサイクル~

地中熱利用空調システムは、地中に埋設したパイプ
。市町村の概要

. 内に空気を送り込むことで地中熱とパイプ内を通る熱

鳥取市は、鳥取県の北東部に位置する人口約 19

万4干人の県庁所在地であり、温泉、山陰海岸ジオパー

ク、鳥取砂E等の観光と弱電機器製造産業により発展

してきた。世界初の「砂」を素材にした彫刻作品を展

示する「砂の美術館」が平成24年4月にオーブンした。

。冷暖房空調と消費電力 • 我が国では東日本大震災以降、節電意識が高まって

いるが、発電設備の稼働制約等様々な事由によって電

力需給はひっ迫している。特に夏季・冬季における消

費電力量は著しく、使用電力のうち冷暖房空調が占め

る割合は大きい。本市ではLEO光源を用いた閉鎖型

人工光栽培研究施設(とっとり型植物工場)の運用を

行っているが、使用負荷のうちおよそ3割以上が冷暖

房空調によるものである。冷暖房空調を対象として省

エネルギー活動に取り組むことで、電力負荷の低減に

貢献できると考える。

管の敷設は施工が容易

を直接交換し、熱交換後の空気を建物の空調に利用す

るシステムである。一般的なエアコンの場合電力を用

いて熱交換を行うが、地中熱を利用することで消費電

力の低減が図られる。消費電力の低減は、石油やガス

など一次エネルギーの消費量削減に加え、二酸化炭素

排出量の削減にもつながる。本事業は地中熱空調シス

テムの導入により、冷暖房空調における電力負荷及び

二酸化炭素の削減を図る取組みを行っている。

。空調室外機への活用 • 本市は地中熱利用空調システムを本市が運自してい

る閉鎖型人工光栽培研究施設(とっとり型植物工場)

に導入した。熱交換を行うパイプの敷設は、地下数十

メートル以上の地中に埋設するのが一般的だが、ここ

では、全長約 70 mのパイプを 2.0 m~3.0 mの深さ

に敷設してある。埋設深さが浅いため、工事施工が容

易であり、短期間で敷設が可能となる。通常の地中熱

システムと比べて高い費用対効果が

期待できる。本事業では施設屋外に

設置した、 2基の大型ファンから空

気を吸い込み、熱交換後の空気を冷

暖房空調の室外機に直接吹きつける

システムを構築した。

外気の吸込口 地下の熱を空調室外機に吹きつける

冷暖房空調の運用において、室外

機の熱交換効率を上げるととが電力

消費の低減につながる。室外機は取

り入れた外気を冷媒を通じて熱交換

を行い、冷房運転であれば高温の空

気を、暖房運転であれば低温の空気

を排出する。この熱交換の効率が悪

くなると消費電力が増加してしま

うため、冷房運転時であれば室外機

を冷やす、躍房運転時であれば室外

機を温めるなど、省エネルギーに向

けた工夫が必要となる。地中熱空調



システムは年間通しておよそ 15~ 180Cの地熱を利

用するため、室外機にとって夏季であれば冷却、冬季

であれば加熱といった有益な効果が作用することとな

る。

一般的なエアコンの室外機は、特に寒冷地において

結露や凍結により使用不可能となるものが多い。地中

熱の利用により、寒冷地でもQOC以上の空気を使用で

きるため、高価な寒冷地対応型室外機を用いることな

く工アコンの導入が可能となる。また、機器の運用に

おいても年間通じて温度差(温度幅)の少ない空気の

利用が可能になるため、使用環境が向上し機器の長期

使用が期待できる。

本事業において地中熱空調システムの有無による消

費電力量の違いについて比較分析を行ったところ、 7

月および8月の夏季環境下において地中熱空調システ

ムは通常冷暖房空調に比べ、 25%の使用電力低減を

達成した。地中熱空調システムの作動日によって使用

電力の低減率にばらつきがあるが、一日あたりでは最

大47%の使用電力低減を達成した。地中熱空調シス

テムは夏季環境下における電力負荷の低減に有効であ

。普及に向けた長所と短所 • 本市が導入した、地中熱利用空調システムは、年中

lまぼ一定の温度 (15~ 18
0
C)を室内に取り入れるこ

とができる省エネ効果の高いシステムであり、今後広

く普及したいと考える。本システムは、工事施工が容

易で、外気の空気を吸い込む機械も安価で導入できる

が、地中熱専用の埋設用パイプのコストが高価である

こと、また地下熱を効率的に外気に出すために、パイ

プの設置深さが浅い分長い距離を敷設する必要があ

り、ある一定の施工面積を確保する必要があるといっ

たデメリットもある。

材料のコストダウンには量産化が必要不可欠と考え

るが、設置面積の確保についてはグラウンドがある学

校施設への導入を検討したい。実際、再生エネルギー

を学校に導入することで、環境学習にもつなげること

ができるものと考える。本市では、地中熱ほか再生可

能エネルギーの導入を積極的に取り入れ「快適環境都

市 とっとり」の実現を目指す。

地中熱システムを導入している値物工場 植物工場内のモニターで電力監視している 現地に取りつげている説明用パネル

》面

》事業

》事業開始年度

》事業主体

連絡先

765.66km2 

地中熱利用空調システムの導入

平成24年度

鳥取市

鳥取市経済観光部経済・雇用戦略課

lm!II 0857・20・3249 .器置0857・20・3046

図国http://www.citY.tottori.lg.jp/
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島根県雲南市
• 

雲南市森林バイオマスエネルギー事業
~市民総がかりの木質熱エネルギー供給システムの構築~

‘市町村の概要 • 雲南市は、島根県の東部に位置し、人口約4万2千

人、総面積は553目4km2の中山間地である。

また、市内にはヤマタノオロチの伝説で知られる斐

伊川が流れ、各地に神話や伝説が残り、日本最多とな

る39個の銅鐸が発見された加茂岩倉遺跡芯どがある。

。たた5の里山再生特区 • 市の総面積のうち約8割を森林が占める中山間地域

で、少子高齢化に伴う人口の減少により、森林や震地

の荒廃がより一層加速する状況にある。こうした中、

かつて「たたら製鉄Jで栄えてきたこの地域で、木材利
用をはじめとする再生可能エネルギーの推進、里山放

牧を中心とした食の生産、集落や地域コミュ二ティ等

の小規模な自治による地域資源を生かした地域経営を

展開することにより、地域と市民、企業が自己の手で

活路を聞き、中山間地域で生きることの豊かさを実感

し、自立していくととを目標に、平成23年度に国の

進める地域活性化総合特別区域の指定申請を行い、「た

たらの里山再生特区」として指定を受けた。

そして、この取り組みの 1つの柱として「里山のエ

ネルギ一利用の推進」を掲げ、里山の新たな経済的価

値を地域・市民総がかりによるエネルギーの地産地消

から生み出してい乙うとこれまで森林に残され、未利

用となっていた間伐材などの林地残材の活用を図る活

動が始まった。

。木材の地産地消 • 「林地残材」の熱エネルギー利用を図るために、平成

24年度に市内第1号機となる木質チップボイラーを

市営の混浴施設、波多温泉「満膏の湯」に設置し、温泉

の加温に利用、平成25年度には、福祉施設にボイラー

を導入し、給湯と空調に利用する計画で、以降、年次

的に公共施設に導入していくことで熱エネルギーの供

給先を増やし、林地残材の活用を図っていく計画であ

る。

一方で、これまで森林整備を担ってきた森林組合な

どからチップ原料としての林地残材を調達する乙とに

加え、市民が自主的に林地残材の収集運搬を行い、活

動に参加する「雲南市市民参加型収集運搬システム」

を平成24年度に市内の一部地区をモデル地区にして、

搬入可能な残材の規格や搬入方法などの検討のため試

験運用を行った上で、平成25年度から市内全域を対

象に本格運用を行っている。

このシステムは、安全な林内作業のための講習会

を受講した市民を対象に、集めた林地残材に対し、 1

tあたり現金2千円と「里山券Jと名付けた地域通貨
4千円分を手渡しするもので、平成25年は5月から

収集を始め、 10月末現在で約560tが集まっている。

また、地域通貨「里山券Jは、商工会加盟屈で事前に
登録申請された取扱居舗で、 1枚あたり千円の買い物

ができる。

そして、集めた林地残材を地域内で循環させるた

波多温泉「満膏の湯Jチップボイラー設備 波多温泉「満膏の湯」チップサイロ 波多温泉「満曹の湯」チップボイラ一本体



島根県雲南市

め収集→運搬→保管 ・乾燥→チップ加工→チップポ による新たな産業と雇用を生み出し、さ5(こ地域通貨

イラー供給の一連の作業を円滑に実施するサプライ

チェーンとして、市内の2つの森林組合やチップ加工

業者、ボイラー製造業者などの7社により、平成24

年6月に民間出資100%のエネルギー供給会社「合同

会社グリーンパワーうんなん」が設立され、「雲南市市

民参加型収集運搬システム」の運営を含め、 燃料とな

る林地残材の安定供給を担っている。

こうして、これまで未利用であった林地残材をエネ

ルギ一資源として利活用することで、市民が森林に対

してより興昧関心を持ち、荒廃していた森林の整備を

進めるきっかけとなるとともに、エネルギー供給会社

F
iUJ遺

骨
1

1

鞍
u
lf

j

判
ふ
幹

人一

yqJ一市民参加型収集運搬システム 講習会の様子①

市民参加型収集運搬システム 講習会の様子①

を活用することで、地域経済の活性化に繋げていく。

。地域・市民総がかりで • 今後の課題としては、供給先となる木質チップボイ

ラーを計画どおり整備し、林地残材の需要と供給のバ

ランスを取りながら、利用拡大に努める乙と、また、

収集された林地残材をチップ燃料として利用するだけ

で芯く、薪に加工し販売するなど付加価値を付けて流

通させることで地域経済のさうなる活性化を図ること

が挙げられる。

また、市民参加型収集運搬システムでは、現在、市

民 1人 1人の活動

として取り組まれ

ている事例が多い

が、より安全で効率

の良い安定した供

給システムとして

いくためにも、地

域コミュニティで

ある地域自主組織

への呼びかけやシ

ステム登録者のグ

ループ化などによ

り、さらに地域・市

民総がかりでこの

取組を実践し、里山

の再生に挑戦して

市民参加型収集運搬システム 講習会の様子②

市民参加型収集運搬システム 林地残材の運搬の様子

》面積 553.37km2

》事 業 名 雲南市森林バイオマスエネルギー事業

》事業開始年度 平成24年度

》事業主体 雲南市

いきたい。

(j> 

連絡先

雲南市産業振興部農林振興課

置冨.0854-40・1051 眠国0854-42-3988

llEi1I http://www目city.unnan.shimane.jp/www/toppage/O∞0000000000/APM030∞html 
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岡山県笠岡市
• 

メガソーラー誘致事業
~笠岡湾干拓地を有効活用 特殊な形状をしたメガソーラー~

18m、長さ2.100mと非常に長細い市道の残地があ
。市町村の概要

. り、特殊な形状の土地であったため、利活用に制限が

笠岡市は、岡山県の西南部に位置し、西は広島県福

山市と隣接しており、人口は約5万3干人である。

風光明娼な笠岡諸島を有しており、夏には海水浴客

でにぎわっている。また、世界でひとつしか芯い力ブ

トガ二博物館では、力ブトガ二に関する展示や研究が

行われている。

ある土地があった。地目が公衆用道路だったことから、

農地転用が不要でメガソーラー設置用地となりうるこ

とができた。

。岡山県下で最初のメカトラー誘致成功と稼穐

平成21年に広大で日照に恵まれた笠岡湾干拓地に

メガソーラーを誘致するため、中国電力に市長がトッ
‘特殊な形状をした市有地

. ブセールスを行い誘致を開始した。

笠岡市は、気候的にも温暖で雨が少なく、地形的に

も平野が少ないため、 “水と土地を求めて"の歴史であ

り、江戸時代から干拓や埋め立てで土地をまかなって

きたが、特に昭和41年から平成2年まで行われた笠

岡湾干拓事業は広大な土地造成と導水事業を一体化し

た国営の巨大ブロジ、工クトであり、長年の笠岡市の懸

案を払拭するものであった。

こうして完成した笠岡湾干拓地は、岡山県が「晴れ

の国」と称されるように晴天が多く、更に1.191haと

広大な土地があり、遮蔽物も少ないことからメガソー

ラー設置には絶好の設置場所であった。

しかし、笠岡湾干拓地は、広大であるがその多くを

占める農地は、農業振興地域の農用地区域内農地であ

りメガソーラーの設置は難しかった。そうした中、幅

長細い市道の残地を利用して設置されたメガソーラー

その後、平成23年に岡山県が「おかやま新エネル

ギービジョンJを策定した際、県からのメガソーラー
設置候補地の情報提供依頼に応え、笠岡湾干拓地の市

道の残地を提案した。

県を通じて公募を行ったところ3事業者から事業計

画の提案があり市庁内で検討の結果、事業者や協力企

業の安定度、提案された地域貢献策の内容、メガソー

ラ一事業の実績や参入意欲等を考慮し、設置事業者を

ウエストホールデイングスに決定した。

その後、ウエストホールデイングスのグループ企業

であるウエストエネルギーソリユーションが施工を行

い、発電出力1.75MW、発電電力量年間185万kWh

(推定)、非常に細長いメガソーラーが平成24年12月

に稼働を開始した。

岡山県下で最初のメガソーラーと言うこともあり、

誘致決定時や稼働開始時はマスコミの注目度も高く、

また国道バイパス傍のアピール効果がある場所に設置

7.350枚のパネルが整然と並んでいる



岡山県笠岡市

したことにより、笠岡市や笠岡湾干拓地のPRに一役

買うとともにイメージアップに貢献している。

発電の全量を事業者が中国電力に売電し、収益を上

げているが、笠岡市のメリッ卜としては事業者からの

占用料及び固定資産税の歳入のほか、地域貢献策とし

て平成25年2月にはブリウスの寄贈を、周年9月に

はふるさと笠岡思民寄附金として2千万円の寄付を受

けた。その他、太陽光発電システム20kW相当を市指

定箇所2か所に無償設置の予定である (平成25年9

月現在)。

。様々な環境施策の推進 • 今後の課題は、メガソーラー設置が可能な大規模用

地の確保である。土地だけではなく、遊水池の活用も

検討しているが、関係者の理解や塩分によるソーラー

資材の劣化等、クリアすべき課題は多い。

また、石油など化石燃料の燃焼に伴い発生するこ酸

化炭素による地球温暖化や、原子力発電の可否が問わ

題となっており、笠岡市においても二酸化炭素の削減、

新エネルギーの活用、電気自動車の公用車導入など環

境施策に力を入れているが、笠岡湾干拓地に設置され

たメガソーラーは笠岡市の環境施策の象徴として今後

も活用していく予定である。

その他、笠岡湾干拓地域を対象地域としているバイ

オマスタウン構想を推進してニュートラルカーボンに

努めていきたい。

れる中、再生可能エネルギーの推進は非常に重要な課 2段 14~28 列のモジューjレで組まれたアレー

》面 136.03km2 

》事 業 名 メガソーラー誘致事業

》事業開始年度 平成21年度

》事業主体 笠岡市、株式会社ウエストエネルギーソリユーション

連絡先

笠岡市政策部干拓調整課

111m 0865・69引 13 臨調0865・63-0228

II回 http://www.city.kasaoka.okayama.jp/
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徳島県三好市 ---... :> - • - • 

• 
森林資源の利活用事業
~豊富な資源である森林をベースとした地域産業の活性化~

道作業道の整備や高性能機械の導入が必要であるとと
。市町村の概要

. もに少しでも高い単価での流通や有効利用の検討が必

四国のほぼ中央に位置し、北は香川県、西は愛媛県、

南は高知県に接し、徳島県最大の面積を有する自治体

である。市の90%近くが山地によって構成され、中

央部を吉野川が横切る。

四国第二の高峰・剣山をはじめ大歩危峡、黒沢湿原

といった豊かな自然や、四国霊場第66番札所・雲辺寺、

平家落人伝説の残る祖谷のかすら橋芯ど、歴史的文化

遺産などがある。古くから交通の要衝として葉たばこ

産業で栄え、中心市街地では、うだっの残る古い街並

みが見られる。

。育てる林業か5木材利用ヘ • 三好市の総面積の87%が森林で、戦後植林された

杉・櫓がほとんどである。林齢は50・60年となり木

材として使える時期を迎え、これまでの木を育てる山

づくりから木材を利用する時代へと移り変わろうとし

ている。国における 『森林・林業再生プランjは、森林

の持つ二つの機能を最大限利用するとともに、 10年

後には木材自給率50%以上を目指すもので、徳島県

においても次世代林業推進ブロジ、工クトを立ち上げ

10%アップ運動を展開している。

三好市においても、森林環境保全直接支援事業が本

格的に実施されることに伴い、木材利用を中心とした

森林整備を推進し、森林の持つ二つの機能を発揮する

健全芯森林づくりを目指すととが原点である。

。これか5の森林(もり)づくり • 健全な森林づくりに繋げる森林整備を進める上で、

木材利用の中心となる搬出間伐には、木材の搬出量に

応じた助成金が交付される。しかしながら、条件の悪

い山では、 C.D材と言われる単価の安い材は流通経

費がそれを上回り出せば出すほど素材生産者や森林所

有者に負担が掛ることになる。搬出コストの軽減を図

ることは基より、 C.D材の取り扱いが重要と芯るこ

とから、運搬、積み下ろし経費の軽減に対しては、林

要である。

一方、市内5力所の温泉施設の経宮は景気低迷等入

込客の減少厳しい状況が続いている。その経自改善の

ーっとして温泉の燃料については、重油と LPガスで

あり原油の高止まり傾向が続くこともあり、支出経費

の大きいものとなっている。

とのことから、市内外における木材の流通集積施設

の把握と側山城もくもくの土場を整備しC.D材を中

心とした集積加工流通体制を確立し、その材の有効利

用のーっとして市内5力所の温泉施設へ薪ボイラーを

導入し、市内外の方々が、薪で沸かしたお風自で身体

を癒し、地域で取れた安全で美昧しい料理を楽しみな

がらの地域とのふれあいの場として、また、地球温暖

化対策の一環として、化石燃料の使用量削減を図り、

再生可能な木質エネルギー資源の有効利用と生産・流

通・加工・消費に絡んだクラスター産業を醸し出し、

雇用の拡大等地域の活性化を図る。

(事業効果)

0木質バイオマス燃料(C. D材)として木材利

用の発生と森林整備推進

0温泉施設の燃料費の軽減による経営改善

0生産・流通・加工-消費に絡んだ雇用の発生

O化石燃料の利用量削減(C02の発生量削減)

Oクラスター産業として地域の活性化

。山かう温泉・人への流れ • 温泉での薪利用に関わる流通体制(流通単価の設定

等)の確立と安定供給のための組織づくり(森林所有

者・素材生産者・木材加工利用者等々)が急務である

とともに、森林の持つ2つの機能を発揮する健全な森

林(もり)づくりの趣旨を、森林所有者・木材関係者の

理解は基より市内外の一般の方にも発信し、循環型林

業の確立へ向けての取り組みが重要である。



温泉施設外観
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匂彊認が | 
浴室①

》面

》事業名

》事業開始年度

》事業主体

連絡先

721.48km2 

森林資源の利活用事業

平成25年度

三好市

三好市産業観光部林業振興課

置自由 0883・72・7618 &:盟0883・72・7690

m圃 http://www.city-miyoshi.jp/

徳島県三好市

薪ラック

浴室②
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愛媛県.西予市.• • • • • • • 

西予市産木質ベレット生産
利活用促進事業
~豊かさを実感できるまちづくり~

盟

。市町村の概要 • 西予市は四国の西南部地域に位置している。宇和海

に面した臨海部から内陸部の平野、四国山地の力ルス

卜台地が連なる山間部まで、標高差約 1.400mにも及

i)1変化に富んだ地形により、美しく豊かな自然環境・

景観を誇る。自然資源を活かした第一次産業を主産業

とし、農業・林業・水産業が展開され、みかん・魚介類・

米・ブドウ・栗・乳製品・牛肉・豚肉等の多種多様な産品

が生産されている。総面積514.79平方キロメートル

の内、約75%を森林面積が占める。

。森林資源で地域振興を • 西予市の森林面積は約385.00平方キロメートルで、

その内人工林率は65%を占めており、豊富芯木材資源

に恵まれた環境にある。しかし、木材価格の長期低迷、

後継者不足等により森林を支える林業、山村地域の衰

退が著しく、間伐等の手入れが不足する森林が増加す

る等の森林機能の低下が危慎されている。将来の森林

づくり、地球温暖化防止の一翼を担うかけがえのない

森林を健全に育てる必要性の再認識により、平成22

年3月に公表した西予市バイオマスタウン構想に基づ

き、間伐に伴い発生する林地残材を有効利用して木質

ペレットを製造し、市庁舎や、温泉施設、学校等教育施

設、福祉施設、農業用ハウスのボイラーや空調設備の

熱源等への利用を促進していく事により、林業の活性

化や雇用促進、二酸化炭素削減に貢献することを目的

として本事業を立ち上げるに至った。

。木質ベレツトを地産地消エネルギーl三

•• • •• • •• • •• • •• • •• • .• • •• • .• • .• • .• • .• • .• • •• • .• • •• • •• • .• • .• • .• • .• • .• • .• • •• • .• • .• 

• 
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目白58-.. {.:.....z_. 
11 FF-由直吹田・・・rシデ1

田園晶&1 団

カルスト台地が連なる山間部

宇和海に面するみかんの段畑

イチゴハウス

バイオマスタウン構想に基づき、循環型まちづくり

の推進や、林業の活性化、雇用促進、二酸化炭素の削

減等に貢献することを目的とし、平成23年4月から

西予市木質ペレット製造施設の稼動を開始した。施設

の管理・運営は、指定管理者制度により地元の林業事

業体に委託し、材料となる原木を購入して木質ペレッ

卜や畜産業者への敷き藁用のオガ粉に加工販売し、地 温浴施設
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産地消エネルギーとして市内外に販路を開拓して西予

市の特産品として情報発信を行っている。

本事業の主な取り組み内容として、木質バイオマス

利用促進に向け、木質ペレットボイラーや木質ペレッ

卜用ストーブに使用するペレット購入に対して費用の

2分の 1を補助し、西予市産木質ペレッ卜の利用普及

定着化を図っている。

実施成果としては、ペレットの材料となる間伐材、

切り捨て残材を使用することで森林整備が行われ、林

業の活性化に期待すると共に、西予市産木質ペレット

を普及する事により年間252tの使用が見込まれ全体

》面 514.79km2 

で605m3の林地残材等の未利用資源が活用されてい

る。

。課題と今後の展望 • ペレットストーブが石油ストーブよりも高価である

ため、地域内普及に影響を及ぼしている。また、第一

次産業全般において、就業者数の減少に伴い、次世代

の育成が課題である。地産地消エネルギーとして循環

型地域社会への貢献度が高まることによって地域木材

の需要の更なる増大化を模索していきたい。

ペレットストーブの優しい炎

》事業 西予市産木質ベレット生産利活用促進事業

》事業開始年度 平成23年度

》事業主体 西予市

連絡先

西予市産業建設部林業課

lIiDI 0894・62・6493u:閣0894・62・6532
E盟国http://www.citY.seiyo.ehime.jp/
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長崎県長崎市..
• 

資源循環型地域活力対策事業
~長崎漁港バイオマスタウン事業~

。市町村の概要 • 長崎市は西彼、橘湾、大村湾の3つの特性を持つ海

に固まれ、様々な漁業、養殖業、水産加工業が発展し、

市の重要な基幹産業である。長崎市の北に位置する長

崎魚市場には年聞を通じて多種多様な水産物が水揚げ

され、水揚高は全国の漁港でもトップクラス、魚種の

多さは全国一位である。

。目指せ!六次産業化! • 新長崎漁港は長崎市北西部の三重地区に位置し、水

揚げか5加工・流通まで一貫した日本有数の機能を備

え、水産物供給の一大拠点として水産県長崎を担って

いる。当組合はその新長崎漁港の一角にある水産加工

団地内の水産加工業者・冷蔵庫業者の組合で、加工残

さいの処理、加工用水-海水の供給、加工品・養殖魚

の販売事業等を行っている。事業の一つである加工残

さい処理事業では、県内全域の水産加工場や鮮魚小売

居、量販居、魚市場等かう発生する魚アラ・生ゴミ約

14.000 tを収集し魚粉製造を行っているが、操業を

開始して20年余りが経過し、設備が老朽化して生産

効率が低下している状況にあった。また、漁業資源の

減少による生産量の低下、重油の高騰による運転経費

の増加等、厳しい経営状況を改善するために、国庫補

助である資源循環型地域活力向上対策事業補助金を活

用し、魚粉生産プラン卜の更新と省エネ化、廃棄され

ている飲食業界の廃油や魚アラの有効利用を図ること

にした。この取組により、新たな雇用の確保.CO2の

削減を図ると共に、農家や畜産業者の生産力向上と高

品質化および養殖魚のブランド化で六次産業化を推進

し、所得向上・地域経済の活性化に貢献することを目

指した。

‘省エネと地域資源活用 • (1)取組内容

①魚粉生産施設のドライヤーとクッ力ーを省エネ型に

更新を行った。魚粉の原料を煮熟するドライヤーは、

乾燥効率の向上と目詰まり防止・負荷低減のため、

コイル型からディスク型に変更を行い、また、スチー

ムドレン回収(蒸気を回収して、凝結水を得るしく

み)をオーブンシステムかうクローズシステムに変

更し、燃油使用量の削減とCO2の削減を図った。こ

れらの省エネ型施設を利用し、県内で排出され生ご

みとして焼却処分されている魚アラ等を分別収集し

て魚粉に加工し、収集した生ごみ等は堆肥化を図っ

た。生産した魚粉は、地域の畜産業者や農場に飼料

や肥料として供給し、堆肥は野菜農家へ肥料として

供給を行った。

②食品廃油は熱力口リーが高く、燃料として利用され

る重油や魚油の約90%の熱量に匹敵する。そこで、

食品加工業者が排出する食品廃油の回収を専門的に

行って燃油として利用し、併せて、魚粉生産過程で

生成する魚油を食油や餌油として販売を行った。

①地域の豆腐庖から豆腐オ力ラの処理依頼と、認定農

業者から有機液体肥料の供給依頼があったため、豆

腐オ力ラのタンパク質と魚粉製造副産物ソリプルの

液体肥料化を図った。

(2)実施成果

①年間272tの魚アラを県内ホテルや飲食居等から

回収、年間65tの魚粉化に成功した。また、省エ

ネ型施設を導入することで原料 1t当たり処理する

のに燃油使用量が20.7%低減し、年間で222t減

少させるととができた。

②食品工場や飲食関係かう年間146tの廃油収集を

行い、 燃油として利用した。そして、品質の良い魚

油は、食油や餌油として販売した。

①生ゴミ、食品残漬等を乳酸菌で発酵させた堆肥を生

産し、農家に供給した。これによって、年間約30

tの生ゴミを堆肥として利用した。

④ 5 ~ 7 名の雇用と、約 25百万円の経費削減ができ

た。



ハイミール長崎

。地元に愛される商品作り • 
(1)課題

廃油は食品工場の協力があり目標以上に集めること

が出来たが、魚アラはホテルや飲食屈が人員削減のた

めフィレや切り身等を使って調理しているため、収集

に苦労をした。堆肥は農家に利用してもらうまでに日

数が多くかかったが、乳酸菌で発酵をさせた有機肥料

として、良質な肥料が出来上がって、売上を順調に伸

園圃_1'1温匝E面長聖雄E唯 十，.-;.;;1...  _ 

加工岡崎で魔生する残飢・ゃ.総ifi刷。僻線小突臨奇から
克司駐する甥さいを魚"に処思します.

{司崎直や費鏑魚の嗣"にリザイタル}

。聾a・E 平副刷用早即時"。E輯晶・・ヵ・トン/H
@・・ z ・a‘1，331m

河京圏濁"‘12m 
-"に.周防止家質汚濁防止にカ4!入れて・置いたし"した.

残さい処理事業

ばしている。液体肥料は農家に利用してもらうまでに

まだ至っておらす、現在開発中で、利用試験を行って

いる。

(2)今後の展望

①堆肥利用者の範囲を広げるとともに、生ゴミ全量の

堆肥化を目指す。

②ソリプルの良質なタンパクを有効利用した、アミノ

酸量の多い液体肥料の効率的生産と付加価値の向上

を図る。

③魚アラや廃油の収集範囲を広げ、地域資源の有効利

用・リサイクルを進める。

④出来た生産物を地域の畜産業者や養殖業者に利用し

てもらい、地域の活性化を図る。

魚粉袋 魚粉

》面積 406.4km2

》事 業 名 資源循環型地域活力対策事業(長崎漁港バイオマスタウン事業)

》事業開始年度 平成23年度

》事業主体 長崎漁港水産加工団地協同組合

連絡先

長崎市水産農林部水産振興課

lImI 095・820・6563U四 095・820・3045
E国 http://http://www.citY.nagasaki.lg.jp/ 
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熊本県
• 

万田坑ステーション太陽光発電事業
~世界遺産候補の万田坑(荒尾市)でエネルギー学習を-..，

‘市町村の概要 • 荒尾市は、熊本県の西北端に位置しており、福岡県

に隣接し有明海を望む、温暖な気候で四季の変化に富

んだ住み良いまちである。

基幹産業であった石炭産業の衰退後も、万田坑の世

界遺産登録推進、孫文を支えた宮崎兄弟の顕彰、荒尾

干潟のラムサール条約登録など様々な形で地域活性化

をはかつている。

。万田坑ステーシヨン • 
荒尾市では、平成18年から「万田坑J(国重要文化
財及び国史跡)を含む「明治日本の産業革命遺産九州、卜

山口と関連地域J(1日称目「九州、|山口の近代化産業遺産
群J)のユネスコ世界文化遺産の登録を目指し、関係団

体とともに世界遺産登録推進事業を行ってきた結果、

平成25年9月、，政府からユネスコ世界文化遺産候補

として正式に推薦される事が決定した。

現在は、世界遺産の本登録を目指し、関係団体との

連携を強化して事業に取り組んでいる。

万田坑は、明治期に開坑され、日本の近代化を支えて

万田坑ステーション全体図

万田坑ステーション内

きた石炭産業において、大正から昭和初期にかけて国

内最大規模を有する炭鉱施設であった。平成9年に閉

山し、その後、本市が三井鉱山株式会社(現日本コーク

ス工業株式会社)から敷地を購入し、所有を開始した。

万田坑ステーションは、平成22年の万田坑の一般

公開に先駆け、前年4月にインフォメーション施設と

してオーブンした。

そこで、経費の低減や地球環境への配慮といった施

設運営面からの観点はもとより、万田坑見学者や地域

住民などに万田坑を含む三池炭鉱の歴史を学んでも

うい、また、石炭産業かうの現在までのエネルギーの

変遷を体験してもらうという教育的な観点から、施設

オーブンと同時に太陽光発電設備の導入に至った。

。太陽光発電設備の導入 • (1)目的

万田坑及び万田坑ステーションに再生可能エネル

ギー(太陽光発電)設備を設置し、施設の消費電力をで

きるだけ自給していくことで、施設経費の低減や施設

管理の効率化を図っていく。

また、地域におけるエネルギー教育の場として万田坑

見学者や地域住民に対して積極的芯活用を

図っていく。

(2)内容

平成21年 4月の万田坑ステーショ

ン(建築面積261.40ni、鉄骨平屋建て)

オーブンと同時に、施設の屋上に発電量

11 .43kW/h (晴天時)の太陽光発電設備を

設置し、施設が必要とする電力(空調を除

く)の 100%以上の発電を開始した。

(3)特徴

万田坑は、明治期から戦後日本の復興期

において我が国の主要エネルギーであった

「石炭」の中心的採掘地(三池炭鉱)の主力

坑であった。昭和26年、 採炭効率が低下

したために採炭を中止し、主な施設が解体

されたが、第二竪坑は三池炭鉱全体の揚水



や坑内管理のため、平成9年3月まで機能が維持され

ていた。

その後も、第二竪坑・ヤグラ、巻揚機室、倉庫及び

ポンプ室、安全燈室及び浴室、事務所、山ノ神祭杷施

設などが保存されており、これらは平成10年5月に

国重要文化財に指定された。また、炭鉱のシステム(採

炭、揚炭、選炭、運炭)が分かる遺構がよく保存されて

いるということから、炭鉱施設としてはわが国で初め

て平成 12年 1月19日、国史跡として指定された。

現在は、「明治日本の産業革命遺産九州・山口と関

連地域」の構成資産のひとつとして、平成25年9月、

ユネスコ文化遺産候補への政府推薦を受け、平成27

年の世界遺産登録を目指している。

このように、圏内だけでなく世界的にも価値が認め

られている万田坑のインフォメーション施設(万田坑

ステーション)において、再生可能エネルギー設備を

設置することで、地域住民から万田坑見学者に至る多

くの人々が近代から現代に及i)1エネルギー変遷の歴史

を学ぶことができる。

(4)成果

太陽光発電設備を導入したことで、万田坑及び万田

坑ステーションの消費電力の多くを賄っており、夏季

などの晴天が多い月においては、売電収入が最低限の

電気料支出(空調費)を超過し電気料の収支がプラス

となる場合もあり、施設管理経費の低減には大いに役

》面積 57.15km2

》事 業 名 万田坑ステーション太陽光発電事業

》事業開始年度 平成21年度

》事業主体 荒尾市

連絡先

荒尾市教育委員会生涯学習課

EDI 0968-63・1681 &謂0968-62・1218
阻国http://www.citY.arao.lg.jp/

熊本県荒尾市

立っている。

また、万田坑ステーションにおいては、積極的に市

内小中学生の見学受入れを行っており、施設ガイドに

よる施設案内に加えて、エネルギー教育の実践が行わ

れている。

。将来の活用に向けて • (1)課題

世界に誇るべき本市の近代化産業遺産「万田坑」を

後世に保存管理していくため、文化財的価値や世界遺

産的価値を損ねないよう環境や景観に十分配慮しなが

ら、施設運営を行っていく必要がある。

単なる観光施設ではないことかう、状況によっては

活用制約が生じる場合もあるが、国や県などの関係機

関とも連携を強化し、できる限り柔軟な施設の活用を

心がけていきたいと考えている。

(2)今後の展望

万田坑は、平成22年4月の一般公開開始(万田坑ス

テーションは平成21年4月オープン)以来4年目に

突入し、これまでに約10万人が訪れている。

今後は、ユネスコ世界文化遺産への登録が実現され

ることにより一層の集客増を見込まれることから、

様々な活用施策に取り組むとともに、更なる再生可能

エネルギーの導入等を検討していくことでエネルギー

教育の拠点、施設として一層の活用が期待されている。
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犬-分県自白甫 ・

日田市小ヶ瀬井路小水力発電所
~農業用水路に設置した小水力発電~

。市岡村の概要 • 日田市は、大分県西部に位置し、福岡県と熊本県に

隣接した人口およそ70.000人の地域である。周囲を

阿蘇 ・くじゅう山系の美しい山々に固まれ、とれらの

山系から流れる豊富な水が日田盆地で合流し市内中心

部を貫流している。江戸時代には幕府直轄地・天領と

して西国筋郡代が置かれるなど、九州の政治・経済 ・

文化の中心地として繁栄し、当時の歴史的な町並みや 全景

伝統文化が、今なお脈々と受け継がれている。

。水路の概要と発電施設設置のきっかiえ

小ヶ瀬井路は筑後川水系の支流から取水され、日田

市内へと流れ込む総延長2.754mの水路で、水田約

500haを濯減している。この水路は日田市内を血管

のように流れているため、日田市が「水郷(すいきょう)

ひたJと呼ばれる由縁となっている。現在は、農業用

水路 ・防火水路としての役目を果たしている。

日田市に存在する多くの水路に流れる豊富な水の利

活用について検討した結果、水路に発電機を設置し、

発電した電力で付近の街路灯の点灯を行い、同時に再

生可能エネルギーの普及促進を行うこととした。

‘事業の具体的内容 • 流量0.6m2/s、落差0.5mの水路に、定格出力 1

kWの発電機を設置した。発電した電力は、全量を付

近の街路灯(LE D街路灯 1灯、歩道用口ーポールラ

イト3灯)に使用している。なお、日中に発電した電

力については、バッテリーに蓄電し、夜間に不足する

場合の予備電源として活用している。低落差でも発電

できる垂直2軸型流水式発電機を使用しており、農業

用水路のような平坦な形状で一定の流量が常時流れる

水路でも十分発電が可能となっている。

平成24年度の稼動実績は、発電量力'699kWh/年、

CO2削減量は0.3t!年となっており、市民への再生可

能エネルギーの理解と普及促進を図っている。

下流側から

下流側から2

下流側から3

• 



。発電機のメンテナンス等 • 基本的に発電機はノーメンテナンスであるが、大き

な故障を起こすと水路を止める必要があるなど、かな

り大掛かりな作業が必要となることから、定期的にベ

アリング等の磨耗による異音、グリースの補充芯ど機

口ーポールライト

口ーポールライト全景

》面積 666.19km2

》事 業 名 目田市小ヶ瀬井路小水力発電所

》事業開始年度 平成23年度

》事業主体 日田市

連絡先

日田市市民環境部環境課

lIiDI 0973・22・8357D国 0973・22・8241

E回 http://www.citY.hita.oita.jp/index.html

器の棟働状況を点検する必要がある。また、発電機へ

のごみ流入防止策としてスクリーンを設置している。

発電機の価格が高額であるため、補助金の導入を行

わないと事業の実施は難しいが、今後機器の開発が進

めば、小水力発電機の普及が加速していくと思われる。

制御盤と表示板
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宮崎県都農曲川!?????・・

宮崎県
• 

「メガソーラー・パートナーシップJ事業
~“太陽と緑の国・宮崎"で動き出したこれからの時代の発電所~

二アモーター力一実験施設があり、平成8年度以降、
‘市町村の概要 . 施設の有効利用が模索されていた。

日本の滝百選「矢研の滝j

都農町は、県都宮崎

市と工都延岡市の中聞

に位置し、東に日向灘

を臨み、西は尾鈴の山

並みが連なり、西高東

低のE陵性台地による

平坦地が広がる。町土

の約63%は山林で、

尾鈴連山には、日本の

滝百選に選ばれた「矢

研の滝」をはじめとす

る大小30余の滝が「尾

鈴山漂布群」を形成し

ており、国の名勝に指定されているなど、自然豊かな

「山と滝とくだもののまち」である。

‘みやざきソーラーフロンテイア構想.

本町の気候は、温暖で日照時聞が長く、積雪はない。

その特性を生かした農業が基幹産業であり、施設園芸

も盛んで全国でも有数のトマト産地である。また、地

元産ぶどう 100%にこだわり作る「都農ワイン」は、

世界的に権威あるワイン年鑑rwineReport2004.l 
で「世界のワイン100選」に選ばれるなど、国内外で

高い評価を得ている。

当町には鉄道総合技術研究所宮崎実験センターのリ

平成21年3月、宮崎県は恵まれた日照環境を活か

し、製造 ・発電・活用の3拍子が揃った太陽光発電の

拠点づくりを目指した「みやざきソーラーフロンティ

ア構想」を発表し、太陽エネルギーあふれる環境を全

国に発信、家庭レベルからのエネルギー自給率の向上、

そして地域資源(太陽エネルギー)を活かした産業の

集積をめざした。また、平成20年11月に宮崎県は全

国ではじめて、自治体と協力してメガソーラーを開発

する会社の公募を行っており、その結果、国際航業グ

ループより事業の提案があったのである。

‘自然の中を電車と走る • 宮崎県、設置場所となる都農町及び国際航業グルー

プ閏で協力内容に関する基本合意を受け、平成21年

4月に「メガソーラ一事業に関するパートナーシッ

ブ協定」を締結、 6月に本ブロジ、工クトの推進を担う

「宮崎ソーラーウェイ株式会社J(国際航業ホ-)lノテ、イ

ングス株式会社による100%出資会社)を設立する。

12月、テストプラント(実証用)として、都農第 1発

電所の建設に着手、平成22年4月に運転をスタート

させた。パネルの設置については、場所が海岸に近い

ため、風や潮の被害やパネルの角度を検討し、この第

1発電所で得た最適な発電システムや運営ノウハウを

墓に、平成22年4月に「地域新エネルギー導入促進対

策補助金」の交付を受け、 9月に都農第2発電所の建

設をスター卜し、平成23年3

月に竣工、合わせた発電規模は、

1.050 k Wである。

トマトは全国でも有数の産地 高い評価を得ている都農ワイン

ではなぜ国際航業は、県内市

町村の中から、都農町を選んだ

のだろうか。その理由は3つあ

る。ます第1に、リニアモーター

力ーの実験線を有効活用するこ

とで、活用方策のモデル的取り

組みとなること。第2に、実験



宮崎県都農町

航空写真(国際航業(紛撮影)

宮崎ソーラーウヱイ

見学施設での環境教育

施設の高架利用により世界的に類を見ない発電施設建

設における市場へのインパク卜効果が見込まれると

と。第3に、施設を有効活用することにより土地費用

を軽減させ、事業採算性を向上させる可能性があった

ことである。ここで発電した電力は、一般電気事業者

口

》面積 102.33km2

(九州電力)と特定規模電気事業者~売電している。

との事業により、都農町は施設の有効活用、固定資

産税(償却資産)としての町干知収入を得ることができ、

お互いにメリットがあった。また施設については、リ

ニアモーター力一実験施設を所有している鉄道総合技

術研究所から、町が無償で借り受け、宮崎ソーラーウェ

イに転貸している。

現在は、「メガソーラーjや「土地の有効活用の例」

として、モデル的取り組みとなったため、自治体関係

者をはじめとする各種団体の視察、環境学習の場とし

て小中学校の見学先にもなっている。

。乙れか5の未来に • 太陽の光が肱しい、宮崎県日向灘。その海岸近くを

南北に定るリニアモーター力一実験線は、今、低炭素

社会のシンボルとして動き始めた。都農町では、これ

らの新エネルギーを導入したまちづくりの推進とし

て、施設園芸を中心とした地場産業のブランド化を目

指した取り組みを行う必要があり、地域の活性化を図

5なければならない。また、リニアモーター力一実験

線のガイドウェイ耐周年数は60年程度であるため、

残りは30年となる。しかし、今回の事業で20年程度

使用することが想定されており、その後の利用方法等

を検討する必要がある。

高架上の見学施設

》事 業 名 宮崎県「メガソーラー・ Hートナーシッブ」事業

》事業開始年度 平成21年度

》事業主体 宮崎県、都農町、宮崎ソーラーウェイ株式会社

連絡先

都農町総合政策課

lm!I 0983・25・5711 IZ園 0983・25・1029

l1l!liII http://www.town.tsuno.miyazaki.jp/http:/ /www.miyazaki-solarway.com/ 
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鹿児島県いちき串木野市・・・.・….・・.・・.・・.• • 

合同会社さつま自然エネルギーによる
環境維新のまちづくり
----1 000/0再生可能エネルギー利用を目指す薩州自然エネルギー工業団地~

。市町村の概要 • 薩摩半島の北西部、日本三大砂Eの一つ吹上浜の北

端に位置し、人口は約3万人である。温暖な気候に恵

まれ、豊富な農林水産物を活用し、さつま揚げ発祥の

地 .6社8蔵の焼酎蔵など「食のまち」として古くか

ら特産品を産出してきた。

指した「環境維新のまちづくり」を行う、合同会社さつ

ま自然エネルギーを設立した。

。環境維新のまちづくり • 合同会社さつま自然エネルギーは、「あとからくる者

のためにJ(坂村真民)をスローガンに、エネルギー問
題・環境問題・少子高齢化など地方都市が抱える共通

課題を解決するべく、再生可能エネルギーを産業活性
。持続可能な地場産業へ

. 化およびまちづくりと連動させて、災害に強く環境負

本市は、さつま揚げや焼酎芯ど長い歴史をもっ地場 荷の少ない自立した社会の構築を目指す「環境維新の

食品産業に支えられてきた食のまちであるが、少子高 まちづくり」として、次のような取組みを行っている。

齢化・円高・需要縮小等を要因として、人口減少・財 ①共同事業の第1弾として、再生可能エネルギーの全

政状況(行政)、売上減少・コスト上昇など経営環境悪 量固定価格買取制度を活用して市を含む出資者14

化(事業者)、地域活性化・地球環境など将来に向けた 団体の屋根等に太陽光パネル約3.000kwを合同会

不安(住民)など、それぞれ抱えている課題に対して危 社が設置し、制度開始日の7月1日から一部売電を

機感があった。 開始した。概ね12年で投資回収した後は各社に設

これに対し、西薩中核工業団地の地元中小企業を中 備を譲渡し、各社が売電収入を受け取ることで経営

心として、食のまちづくりやエネルギーフ工スタなど 安定につなげる。

事業者 ・市民・行政が連携して地域活性化に取り組ん ②次に、家庭用においても共同仕入れで低コスト化し、

む中で、脈々と受け継がれてきた地場食品産業が将来 市内の販売・設置事業者と連携することで地域経済

に渡り存続していくために、環境を切り口にそれぞれ が循環する仕組みを開始した。

の課題に対処する施策として、各社の屋根に太陽光パ ③また、平成24年10月に資源エネルギー庁から「い

ネルを設置する共同事業を行うこととなった。 ちき串木野次世代エネルギーパークJに認定された
平成22年度!こNEDO助成金を活用して「薩州自然 ことから、売電収入を活用して交流人口の活性化を

エネルギー工業団地構想FS調査」で事業採算性を把 図るために、産業観光 ・工コツーリズムに係る検討

握し、平成23年度には「スマー卜コミュニティ構築事 委員会およびシンポジウムを開催し、市内の焼酎蔵

業FS調査」で工業団地全体のスマートグリッド化に を活用した酒蔵ツーリズムと結び付ける方向性を引

向けた調査を行いながら、共同事業の準備を進め、平 き出し、具体的なメニュー開発のためのモニターツ

成24年4月に市および中小事業者等14団体が出資 アーを実施した。

して、再生可能エネルギー導入による地域活性化を目 これらの取組みにより、次のような成果を得ること

取組みの中心となった西薩中核工業団地 民間企業への設置 (全 14団体)

E ができた。

①各地のメガソーラー事業の多くが大手企

業中心による平地借地で実施されるなか、

地場中小企業の共同事業で告社の屋根に

設置し、収益が全て地域に循環する事業に

先駆的に取り組んだ点に特色がある。(資

源循環)



①資金調達の一部に市民ファンドを設定し、

年間の配当を現金か特産品詰合せのいすれ

かをセレク卜する方式にし、環境にやさし

い取組みを行う地場産業の製品が全国に広

がることで、いちき串木野ファンの固定化

を図っている。(外需獲得)

③事業者・市民-行政がそれぞれが抱える危
次世代エネルギーを活用した工コツー

機感に対して、「環境維新のまちづくりjに リズムシンポジウム

官民連携で取り組むことで、持続可能な地

域への糸口をつかむことができた。

0行政:衰退する小規模自治体の危機感=今食

とエネルギーの永続地帯化により安心して

暮らせる街及び次世代エネルギーパーク認

定に伴う PR効果や交流人口増加などの地

域活性化への糸口。

0事業者.厳しい経営環境への危機感=今再生 次世代を担う子供達とともに接続開始
鹿児島大学と連携した次世代工ネパ
.モニターツアー

可能エネルギーを活用した生産体制への転換によ

り、エネルギーコスト削減、環境付加価値向上によ

るPR効果、事業者が連帯して食とエネルギーのま

ちづくりに参画する乙とで、持続可能な地場産業の

道筋が見えてきた。

0住民.地球温暖化・高齢化など地球環境・地域環境

への不安=今新聞・テレビ等で繰り返し「環境維新の

まちづくり」が取り上げられ、自分たちの街が時流

くりJと関連づけた
産業観光・工コツー

リズム等による地

域ぐるみでのおも

てなしによる地域

活性化への展開を

図る。

地域資源を活用

新たな取組みにやる気に満ちた参加
メンバー

に即した次世代に向けた前向き芯取組みを始めた乙 した事業者 ・市民・行政の協働により、地場産業の環

とで何がしかの安心感を与えられた。 境付加価値と経富安定の向上につながったことは、持

続可能な社会・経済システムに向けて地方自治体が行
。持続可能な地方都市へ

. うソフト-ハードの底上げのヒントとして横展開が可

少子高齢化・地方衰退に対応した末永く安心して暮

らせる持続可能な地方都市に向けた施策展開が課題で

ある。産業用・家庭用の取組みに続き、今後、地域コ

ミュ二ティと連携した小水力発電・ソーラー設置等に

よる次世代エネルギーの普及に隈らす、「食のまちづ

口

》面積 112.04km2

能である。

地域の特性を活かした自治体のシビルミニマム向上

の一環として、地域内の食とエネルギーの自給率を引

上げ、それに伴う雇用確保等により、末永く安心して暮

らせることで選択される地方都市に近づいていきたい。

》事 業 名 合同会社さつま自然エネルギーによる環境維新のまちづくり

》事業開始年度 平成24年度

》事業主体 合同会社さつま自然エネルギー

連絡先

いちき串木野市政策課

lIiDII 0996-33-5628 Ili園0996-32引 24

E四 http://www.satsuma-ne.co.jp
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闘 沖縄県竹富町----------
• 

闘 子午線ふれあい館再生プ

106 

~子午線(東経123度45分6.789秒)を生かしたまちづくり~

。市町村の概要 • 竹富町は沖縄本島から南西に450kmの位置にあ

り、総面積は334.04km2、人口約4.000人が住む9

つ有人島と7つの無人島から構成された日本最南端の

町である。温暖な亜熱帯気候により第一次産業と第三

次産業が主産業で、特産は黒糖-パイナップル等、観

光業ではダイビングなどが盛んである。

。再生かうの地域活性化 • 本町の西表島祖納地区にある「子午線ふれあい館」

は、日本で唯一西表島を通過している「子午線東経

123度45分6.789秒」を町おこしに活かそうと15

年前の平成10年に建設され供用開始されたものであ

る。当初からその話題性や、インターネットの利用ス

ペース開放等のサービス提供により、観光客や地元住

民の利用者が年間 2千~3干人に上る場所であった。

しかし大型台風による施設の損害や施設の老朽化、施

設利用者減等により近年は閉鎖状態が続いていた。施

設は地元公民館の「祖納公民館」へ指定管理委託され

ており、地元からは当該施設を地域活性化の中心施設

へとするための再整備等の要請が長年挙げられてい

た。今回、平成24年度に創設された「沖縄振興特別推

進交付金Jを活用し、地域住民と観光客とがふれあう
環境にも配慮した道の駅に準する施設へと再生させる

ためにこの事業を行う事となった。

。再生か5の地域活性化 • 取り組み内容としては、子午線ふれあい館がある西

表島祖納集落の地域住民を対象とした地域振興策の検

討調査(アンケー卜調査、地域住民説明会等)を実施し、

現在当該施設の置かれている現状の把握と施設を中心

とした振興策及び、地域住民の要望する意見を集約し

ながら、新しい子午線ふれあい館設計を実施した。

関心の高まりにより再生可能エネルギーの需要が高

まってきている。本町においても多くの恵まれた大自

然を後世に残していくためにも自然環境に配慮した再

生可能エネルギーを取り入れていくことが課題となっ

ている。特に、国境離島の本町においては電力料金も

都市部の一般的な家庭に比べて割高となっており、施

設を運営していく上でもコスト削減につながる。また、

地域住民や地元の子供たちが身近にある施設で効果を

体験し実感するととで再生可能エネルギーの普及促進

にも役立てられる。

『電気自動車急速充電器の設置j近年圏内において

も注目を集めいてる EV車(電気自動車)が本町の西

表島において、平成25年8月現在6台走行している。

EV車の最大の利点は、ガソリンなどの化石燃料を一

切使用しないところにあり、地球温暖化等の環境問題

に非常に成果が発揮でき、特に離島などにおいてはそ

の閉鎖的な空間自体が、EV車の課題である航続距離

問題において非常に有効である。離島特有の割高な燃

料費等の維持費削減にも実用的である。本町において

の電気自動車普及促進に向けてのインフラ整備のため

にも導入する意義があると考えており、 30分~40分

間の電気自動車充電時聞を利用して、当該施設を地域

の伝統的な民芸品の創作体験教室や、休憩スペースに

おける地域住民の方々と観光客との交流やふれあいの

場としても利用できることも利点と言える。

現在は、本格的な運営は行われていないが、平成25

年9月初旬に行われた、当該施設の一部を利用した「子

午線ふれあい星空観望会」でのイベン卜においてレー

ザ一光線と星空のコラボレーションを楽しむ多くの観

光客と地域住民との交流の場所としても活用すること

ができ、施設の持つ可能性を垣間見ることができたと

いえる。

‘地域との連携 • 『再生可能エネルギーの活用』本施設の運営につい 施設を活用するにあたり、指定管理者である 「祖納

ては、太陽光発電設備により発電した電気を用いるこ 公民館」の協力が不可欠である。特に、これまで人員

とを計画している。近年の地球温暖化や環境問題への が配置されていないために施設自体が機能していな



かったのが現状であり、日中の開館時間に人を配置す

ることが重要と芯ってくる。また、本町において初と

なる電気自動車の急速充電器を設置するにあたりその

運用方法及び採算性を含め慎重に分析しなければなら

ない。

また、新しい子午線ふれあい館への観光客誘致や、

急速充電器

太陽光モジュール

》面積 334.03km2

》事 業 名 子午線ふれあい館再生プロジェクト事業

》事業開始年度 平成24年度

》事業主体 竹富町

連絡先

竹富町企画財政課

竃担割 0980・82・6191(代) .冨酒 0980・82・6199(代)

E回 http://www.town.taketomi.lg.jp/

観光案内スタッフを配置するなど観光面でも結び付

け、施設で軽食等を西表島の現地の食材を調理提供す

ることをはじめ、農家の方々の栽培した作物を販売す

る場所としても活用していただきたい。こうして、周

辺地域のヒ卜・モノの流れを子午線ふれあい館を中心

とした、交流の輸を構成できるようにしていきたい。

ポスター

。

/ 

/ 

。
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1.北海道黒松内町

2.北海道喜茂別町

3.北海道南幌町

4.北海道下川町

5.北海道鹿追町

6.北海道弟子屈町

7.青森県五所川原市

8.青森県三沢市

9.青森県七戸町

10.岩手県大船渡市

11.岩手県釜石市

12.岩手県二戸市

13.岩手県奥州市

14. 山形県鶴岡市

15. 山形県最上町

16. 山形県小国町

17. 山形県飯豊町

18.福島県いわき市

19.福島県南相馬市

20.茨城県茨城町

21.茨城県阿見町

22.茨城県境町

23.群馬県榛東村

24.埼玉県所沢市

25.埼玉県桶川市

26.新潟県長岡市

27.新潟県上越市

28.富山県高岡市

29.富山県射水市

30.富山県入善町

31.石川県金沢市

32.石川県野々市市

33. 山梨県山梨市

34.長野県松本市

35.長野県須坂市
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資料編[Dj事例)

黒松内小学校エコ改修事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 113 

鈴川地区若者世帯住宅(省エネルギー住宅)整備事業……………………… 113

稲わらペレットを利用した地域循環システム………...・H ・..………………… 114

人が輝く森林未来都市しもかわ「ーの橋バイオピレッジ」創造事業...・H ・..114 

鹿追町環境保全センターバイオガスプラントー…・・…...・H ・-……………一…・ 115

弟子屈町学校給食センター雪氷冷熱利活用事業………………...・H ・.....・H ・..115 

長橋溜池小水力発電事業..................................................................116 

エネルギーと資源、が青森県内で循環する仕組みを構築する

バイオマスエネルギー推進事業...・H ・H ・H ・..……...・H ・..……...・H ・.....・H ・..… 116

クリーンエネルギー導入促進事業……………………………………………… 117

吉浜地区拠点センター太陽光発電設備 ・蓄電池等設置事業...・ H ・H ・H ・..…… 117

釜石広域風力発電事業....・H ・-…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 118 

金田一温泉センターチップボイラー導入事業...・H ・..……………...・H ・H ・H ・..118 

木質バイオマスガス化発電推進事業

(2つの廃棄物を利用した市民温泉エコ化事業)……………………………… 119

鶴岡市西郷地区農林活性化センター整備事業……………...・H ・..…………… 119

木質バイオマスエネルギ一地域冷暖房システム実験事業…………………… 120

小国町もみ殻活用事業………………………...・ H ・..…………………………… 120

産学官連携「いいで型ペレットストーブ開発事業」・H ・H ・..………………… 121

いわきおてんと SUNプロジェクト・・・・・・・………・・……………………ー…….121 

南相馬ソーラー・アグリパーク「グリーンアカデミー」事業…………・・….122 

市町村再生可能エネルギー導入促進事業……………………………………… 122

EKOあみソーラーパーク(香澄の里工業団地内調整池太陽光発電所)…… 123

小中学校校舎太陽光発電設備設置事業………………H ・H ・.....・ H ・-……・…… 123

八州高原・ソフトパンク榛東ソーラーパーク

太陽光発電所見学環境学習事業.........................................................124 

メガソーラ一所沢設置運営事業...・H ・..………………………………………… 124

後谷調整池メガソーラ一発電事業...・H ・..…...・H ・..……………...・H ・..……… 125

生ごみバイオガス化事業・・……・・……・・………ー………ー…………………一… 125

克雪から利雪への転換で地域づくり資源として雪室を活用………...・H ・..… 126

環境共生のまちづくりに向けた資源エネルギ一利活用事業………………… 126

もみ殻を原料とした分散型再生可能エネルギー施設の実用化と

燃焼灰の普通肥料化…....................................................................127 

小水力発電研究プロジ、エクトに関わる事業...・H ・H ・H ・..……………………… 127

木質エネルギ一地産地消推進事業…...・H ・.....・ H ・-…………………………… 128

富樫用水マイクロ水力発電...............................................................128 

山梨市次世代エネルギーパーク事業…………………………………………… 129

風穴(ふうけつ)整備……………・H ・H ・H ・H ・..…………………...・H ・..……… 129

公共施設を活用した太陽光発電所事業

(須坂市立相森中学校太陽光発電所)……………...・H ・-…...・H ・-………....・H ・130



36. 長野県大町市

37.長野県佐久市

38.長野県千曲市

39.長野県栄村

40. 岐阜県可児市

4l. 岐阜県郡上市

42. 岐阜県白川村

43.静岡県静岡市

44.静岡県熱海市

45.二重県いなべ市

46. 滋賀県草津市

47. 滋賀県湖南市

48.滋賀県東近江市

49.京都府京都市

50.京都府城陽市

5l.京都府南丹市

52.大阪府池田市

53.大阪府吹田市

54.大阪府高槻市

55.大阪府枚方市

56.兵庫県姫路市

57.兵庫県豊岡市

58.兵庫県宝塚市

59.兵庫県佐用町

60.奈良県吉野町

6l.和歌山県紀美野町

62. 島根県海士町

63. 岡山県岡山市

64. 岡山県津山市

65.香川県三豊市

66.高知県安田町

67.福岡県大木町

68.福岡県東峰村

69.長崎県雲仙市

70.熊本県熊本市

7l.大分県佐伯市

72.大分県由布市

73.宮崎県川南町

74.宮崎県諸塚村

75.鹿児島県薩摩川内市

76.鹿児島県伊佐市

77.鹿児島県屋久島町

町111小水力発電施設整備事業・…........................................................130 

佐久市メガソーラ一発電事業……………………………………...・H ・.....・H ・..131 

温泉エネルギ一回収熱交換器の設置…………………………………………… 131

地域復興と併せて行う防災 ・雇用創出モデル事業...・H ・..…………………… 132

「可児市 ・新たなエネルギ一社会づくり」事業提案 …………………...・H ・..132 

郡上市白鳥町石徹白地区小水力発電事業……....・H ・-…....・H ・-……………… 133

白川村小水力発電事業...・H ・..…...・H ・..………………………………………… 133

地域主導による再生可能エネルギ一発電設備の設置等事業…………...・ H ・..134 

熱海市低温度差発電によるPRコンテンツ創出業務………………...・H ・..… 134

小水力発電アイ デアコンテス ト・・ー…一一…一一-一一…・…ー…一一……........・H ・135

草津市風力発電施設維持管理事業......................................................135 

コナン市民共同発電所…………………………………………………………… 136

S u n讃プロジェク トによる市民共同発電所の設置・ー……・…一一・・…・・・・・・・・ 136

京都市市民協働発電制度…....・H ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 137 

城陽市消防署青谷消防分署太陽光発電システム lOKW'"・H ・H ・H ・..………… 137

南丹市八木バイオエコロジーセンターバイオガス発電事業...・H ・.....…・・・・・・138

市民共同発電所設置事業..................................................................138 

J R吹田駅前商庖街エコ化事業.........................................................139 

木質ベレッ トス トーブ導入促進事業……………...・H ・...・ H ・H ・H ・..…………・・139

大型太陽光発電 (600kW)の導入 …………………………...・H ・.....・H ・....140 

農地活用型太陽光発電研究事業.....................................................:...140 

豊岡エコバレー ・山宮地場ソーラ一発電事業………………………………… 141

宝塚すみれ発電所第1号……一一…ー…ー…一一一…ー・・………・・・・・・・・………一一 141

大規模太陽光発電所設置運営事業......................................................142 

平成25年度小水力発電導入促進モデル事業

(吉野町プロペラ式小水力発電実証事業)……....・H ・..…...・ H ・-……………… 142

企業と連携した地域振興~ミ ニソーラ一事業~……………………………… 143

海藻バイオマス実証実験研究施設整備事業(海藻バイオマス研究)……… 143

岡山市市民共同発電事業…………………………………...・H ・..……………… 144

津山市阿波地域木質バイオマスエネルギーの地産 ・地消事業……………… 144

食品残さを有効利用したバイオマスボイラーの活用...・H ・..………………… 145

安田町大規模太陽光発電事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 145 

生ゴミ等循環事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・146 

東峰村大規模太陽光発電所(メガソーラー)…………………… H ・H ・-……ー 146

小浜温泉における温泉バイ ナリ一発電事業……………………………...・H ・..147 

熊本市下水汚泥固形燃料化事業….....................................................147 

佐伯市新油田プロジ‘ェク ト推進事業…...・H ・..…………………...・H ・.....・H ・..148 

お陽さんと新エネルギーの里づくり 一…一一…・・…・・・・・・…・・一一一一………・・…・148

鶏ふん焼却発電事業........................................................................149 

諸塚村小原井万ヶ原地区小水力発電施設…一…… H ・H ・...・ H ・...・ H ・-…・……… 149

総合運動公園防災機能強化事業……………

111 
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資料編分類別 l 
-太陽光 32事例
北海道黒松内町.....・H ・....・H ・.......・H ・-……-・…・・….113 

北海道喜茂別町一一………………H ・H ・....・H ・......・H ・..113 

北海道下川町…....・H ・..………・………………………・ 114

青森県七戸町…・…-・・・……一一......・H ・…・・・・…・…・ 117

岩手県大船渡市… ……………………...・ H ・....・H ・....117 

福島県いわき市…・……...・H ・...…...・H ・...…一………・121

福島県南相馬市...・H ・-………H ・H ・-…...・H ・....・H ・-…ー122

茨城県茨城町……....・H ・-…一一………………..… 122

茨城県阿見町一…....・H ・...……・…・・………一一一一 123

茨城県境町一一一……………・…・…・…・…………・…一 123 
群馬県榛東村一-………・……...・H ・....・ H ・-…....・H ・..124 

埼玉県所沢市....・H ・....一………・一……………… 124

埼玉県桶川市....・H ・-…...・H ・-……...・ H ・-………… 125

長野県須坂市...・H ・....…・・……・…・ー…・・・…・………… 130

長野県佐久市…………....・H ・-……・…・・…ー・………・ 131

静岡県静岡市一…… .....…・・・………・・・………一…… 134

滋賀県湖南市一……一・・・・・・………一………H ・H ・..136 

滋賀県東近江市………...・ H ・-…...・ H ・....・ H ・-…H ・H ・...136 

京都府京都市・……...・H ・....・H ・-…・…...・H ・....………・137

京都府城陽市・・…・…一一一一…..…・..…・………・・ 137

大阪府池田市…・…・……・…・…・…・……・………・・…・・l38

大阪府枚方市.....・H ・...…...・ H ・..……………………… 140

兵庫県姫路市...・H ・..…ー………・…・……・・…・………・140

兵庫県豊岡市一一一…… -…-一…...・H ・-…………… 141
兵庫県宝塚市....・H ・・・H ・H ・・ H ・H ・-…..........・H ・...・H ・...141 

兵庫県佐用町...・H ・-………ー…ー…・…………………・・ 142

和歌山県紀美野町・・…-……一一………一一一一….143 

岡山県岡山市……・・……・・……・・…………・・……ー….144 

高知県安田町……・・……ー………ー…………・・…・・・…・ 145
福岡県東峰村...・H ・-… H ・H ・.....・H ・-………………….146 

大分県由布市-…・…………....・H ・-……...・H ・...・H ・...148 

鹿児島県薩摩川内市…...・H ・..……...・ H ・..…-一一一・ 150

-バイオマス 25事例
北海道南幌町………… …・……………………・・・… 114

北海道下川町…………・・………...・H ・..………………・114

北海道鹿追町……・一……………...・H ・・……・……・・115

青森県三沢市….....・H ・......・H ・..……-…ー…………・ 116

岩手県二戸市……・・………・・………・…・・……………・・ 118

岩手県奥州市……・………………………・・… ……・ 119

山形県鶴岡市……・・………………・……・・……………・119

山形県最上町……ー………………・・……・…・………・120
山形県小田町………・….........…….......…H ・H ・...・H ・120

山形県飯豊町…………ー……一…ー……ー……………・ 121

新潟県長岡市…………・・……一…・・…………....・H ・....125 

富山県高岡市……・・………一…一一…一一一……・ 126

富山県射水市… …・一一………・・・・…… -……・・…・ 127

石川県金沢市………・・…....・H ・・・H ・H ・...…・・…・…・・…・ 128

山梨県山梨市…・………・……………・…………・一一.129 

長野県栄村…一…・・…-… 一...・H ・……・……………・・ 132

京都府南丹市……...・H ・..…・・…………...・H ・-………・ 138

大阪府高槻市…・・…・………・…・・……・・……….....・H ・139

島根県海士町・……・……・………一.......一一一一一 .143 

岡山県津山市…・…・…...・H ・...…・…………・…………・ 144

香川県三豊市…… ……………………・・・・………… 145

福岡県大木町....・H ・・……・・・・……...・H ・...…………・… 146

熊本県熊本市....・ H ・-…一 ・・・…一一一一一…・……..147 

大分県佐伯市 -…… 一… ………...・H ・H ・H ・-一……… 148

宮崎県川南町……・一一-………・…………・…・…・・ー149

-小水力 11事例

青森県五所川原市…...・H ・………・…・……...・H ・・……・ 116

富山県入善町…………・…ー…・……・・……………・… 127

石川県野々市市………………………………・……・ 128

長野県大町市…・…………………・…・………一…… 130

岐阜県郡上市…・……・・・・…・・…・-…-一一一一…・一 133 

岐阜県白川村……...・ H ・-………・……・…………・…・… 133

三重県いなべ市・………・……・………・…...・H ・...…… 135

奈良県吉野町……・………………一………・・・・…・ 142

宮崎県諸塚村・・H ・H ・......・H ・-…・・……………………… 149

鹿児島県伊佐市一………………・………・…………… 150

鹿児島県屋久島町一………・……・………・………・・・・… 151

-風 力 2事例

岩手県釜石市…………………………………H ・H ・..… 118

滋賀県草津市・……一…・…一一一一…………・…… 135

-雪氷熱 2事例

北海道弟子屈町……………・…・・・……・…・……・・…… 115

新潟県上越市……H ・H ・-………・……一 ..・…一一一一一126

-温度差熱 4事例

北海道黒松内町一……・……………・……・……・・・…… 113

北海道喜茂別町………-…・一一一一 ・…一..……・・・ 113

静岡県熱海市...・H ・..………・………...・H ・.....・H ・-…・l34

長崎県雲仙市・・……………・…・…ー…・・………...・H ・..147 

-地中熱 2事例

北海道黒松内町・…・…ー…・……・……・……・… 一一一 113

北海道喜茂別町…...・H ・...…一・…一-…-・…・・・・・… 113

-その他 4事例

長野県松本市…・…ー・…・……………・・…・・・………… 129 

長野県千曲市………………………一一一一…...・ H ・.131 

岐阜県可児市一一…-…・・・…………・……………ー・・132

大阪府吹田市一 … ………………………………ー… 139



黒松内小学校工コ改修事業

①黒松内小学校は建設かS32年が経ち老朽化が進み、昭和56
年改正の新耐震基準以前の建物であることから、耐震補

強による建物の安全性の確保が必要となっていた。さら

に、複雑化する教育課題や二一ズへの対応など新たな問

題も発生してきたため、黒松内小学校工コ改修マスタ

プラン検討委員会を平成22年に設立した。平成23年、国
の第3次補正予算に緊急防災 ・減災事業債が盛り込まれ
たことで事業実施の目途がつき、実施するに至った。

② 老朽化が進んだ校舎の高断熱化や躯体の長寿命化により

安全安心な教育環境づくりを目指し、また、災害時の

避難所施設の充実、自然エネルギーの利活用による省エ

ネルギー設備を導入して環境に配慮した校舎にすること

を目的に行った。

① 自然の明かりを最大限取り込むトップライト採光のほか、

LED照明、外断熱工法芯どにより工ネルギー消費量を大
幅に削減する「省エネ」と、地中熱ヒートポンプ暖房シ

ステムや太陽光発電を利用した「創工ネjを組み合わせて、

学校が消費する電力を自然エネルギーで最大限賄う校舎

づくりを行った。

④ 「省エネ」と「創工ネJのエネルギー循環を視覚化し、 1
日の発電量・ 使用量をモニターに表示している。学校そ

のものが環境学習の教材となっている点が特徴的である。

⑤災害が発生した際に、発電機能を兼ね備えた住民の避難施

設と芯る。また、本事業が町内で再生可能エネルギー導

入の引き金と主主り、今後様々な町公共施設での再生可能

エネルギー導入が期待される。

⑤ (特になし)

⑦ 雪の多い地域であるため太陽光パネルを地面と垂直に取り

付けたが、悪天候の多い本町でどれだけの発電が可能な

のか検証が必要である。

E自治体名
E人口
図面 積

困事業開始年度

E事 業主体

連絡先
黒松内町教育委員会

田耳目0136-72-3160

北海道黒松内町

3.128人
345.47km2 

平成22年度
黒松内町

1m 0136-72-3209 

鈴川地区若者世帯住宅(省エネルギー住宅)整備事業

①喜茂別町鈴川地区は農業を基幹産業とする地区であるが、

他の地区と同様に人口の減少及び農業後継者や新規就農

者といった担い手の確保なと‘の課題を有している。平成

24年度に町内の雇用の場となる農産物物流センター及び
社会福祉施設が建設されることに併せ、若い世帯に喜茂

別町に移住してもらうため、子育て世帯にとって魅力と

なる省エネルギー住宅を建設することとした。

① 町の基幹産業である農業を守ること等を目的として、地中

熱ヒートポンプシステム等による省エネルギー型の住宅

を建設し、新規雇用者や新規就農者を入居させることに

より地域の活性化を図ることと併せ、地中熱ヒートポン

プシステムの産業分野への応用を検証していくこととし

た。

① 喜茂別町鈴川地区に、オール電化、高気密・高断熱による

熱損失係数1.0以下の省工ネルギー化を実現した、据置型

太陽光発電システムや地中熱ヒートポンプシステムを有

する木造2階建て1棟2戸(140.52rn)の住宅を建設した。

④ 町営住宅として、当町においては初めてとなる省エネル

ギー住宅であり、寒冷地での地中熱を利用するヒートポ

ンプシステムの採用が特徴である。

⑤ 建設した2戸共に町外かうの子育て世帯が入居し、地区の
コミュ二ティ活動への参加などにより地区の活性化に寄

与している。また、省エネルギー住宅の建設により、省

エネルギー型のまちづくりや産業への応用のためのデー

タ収集の体制が整った。

⑤ 地中熱ヒートポンプシステムについて、既存のシステムは

大規模施設用であり住宅用のものがなかったため、特注

となった。また、太陽光発電システムについて、冬期間

は積雪のためほとんど発電ができなかった。

⑦ 地中熱ヒートポンプシステム運用に係るデータの収集・検

証を行い、農業用ピ二一ルハウスでの利用等、産業分野

への応用を検討する。

E自治体名
E人口
E面 積

E事業開始年度
目事業主体

連絡先

北海道喜茂別町

2.336人
189.51km2 

平成23年度
喜茂別町

喜茂別町総務課企画室

回調0136-33-2211 D国 0136-33-3577

※①事業、活動の背景。経緯 ②目的 ③内容 ①特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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稲わらペレットを利用した地域循環システム

①南幌町の将来像を「緑豊か花王国園文化のまち」とし、その

実現に向けて「農業からの副産物である穏わらなどのバ

イオマス資源を有効活用し、化石燃料に代わる新エネル

ギーとして導入するととで、二酸化炭素の削減と地域循

環型農村社会の形成を目指す」こととしている。このこ

とから、南幌町地域新エネルギービジョンを策定し、町

内の新エネルギーの導入の可能性を検討、稲わらベレッ

トを燃料としたボイラーを導入した。

① 農業から発生する、副産物である稲わらをエネルギーとし

て利用する。

①南幌町の基幹産業である農業かう発生する、副産物である

稲わうを原料としたペレットを製造し、南幌温泉に設置

しているベレットボイラーで燃料として利用し、温泉施設

の給湯設備ヘ湯を供給している。

④ 本町で把握している範囲においては、全国的にも稲わらを

ペレッ卜に加工し、ペレットボイラーでエネルギーとして

利用している例ははい。

⑤ 稲わらを圃場へ鋤き込むことにより、コメの食昧が落ちる

とされている。このため、画場から搬出するよう指導し

ている。稲わらをペレットに加工し、エネルギーとして利

用することが可能であることが示されたことにより、稲

わうを園場へ鋤き込ますに圃場力、う搬出して利用する一

つの方法が示された。このことにより、稲わらだけでは

芯く、他の農業かう発生する副産物をエネルギーとして

利用することができ、本町と同様の課題を抱えている自

治体の参考となると考えている。

⑤ 稲わらペレットを製造する機器やペレットボイラーはイ二

シャルコストやランニングコストがかかる。イニシャルコ

ストについては、北海道の補助制度を活用した。稲わらは、

木質ペレットに比べて焼却灰が多く、その処理に費用が

掛かる。現在は、肥料取締法の届出を行い、融雪剤とし

て利用することとしている。

⑦稲わらの収集-運搬から稲わらペレット製造、稲わらペレッ

トの利用、焼却灰の利用に至る地域循環システムの構築

が必要である。稲わらペレットの利用を推進するととも

に、稲わうベレッ卜を燃料とするボイラーの導入を促進

する必要があると思われる。

E自治体名
目人 口
図面 積

園事業開始年度

目事業 主体

連絡先

北海道南幌町

8，382人
81.49km2 

平成22年度
南幌町

南幌町まちづくり課

目冨1011-378-2121 回D011-378-2131 
I!ID http://www.town.nanporo.hokkaido.jp/cyousei/ 
seisaku/energiesuisinn.jsp 

人が輝く森林未来都市しもかわ「ーの橋バイオビ‘レッジ]創造事業

① 下川市街から約15km離れているーの橋地区は、かつて林

業が大変盛ん芯地域で、昭和35年当時は、人口約2.000人

規模の集落であった。その後、 JR名寄本線の廃止等もあ

り、平成22年度には人口は、 130人余り、高齢化率は

52.6%となり、地域としての機能を喪失しつつあった。

①全国レベルで問題化する集落の限界化に対して、再生可能

エネルギーを活用した創工ネによる地域内経済循環を高

め、温暖化対策と経済の活性化に繋げるとともに、集住

化による省エネとエネルギーシェア、暮らしのシェアに

より、高齢化対応と社会的連帯感の強化を図る。

① 森林バイオマスによる地域熱供給システムや太陽光発電

を導入し、集住化住宅 (22戸)、住民センター、郵便局、

障害者支援センター、育苗ハウスにエネルギ を供給し

ている。工リア工ネルギーマネージメントシステム

(AEMS)を導入し、省工ネ、工ネルギーシェア、ピークカッ

トなど共有の暮らし方を構築した。

@集落の再生には、生産活動の基盤整備とともに地域を担う

人材の確保が緊要の課題であったため、総務省の「地域

おとし協力隊J事業の活用など、若者の移住-定着支援
をあわせて実施し、ハード+ソフトの事業パッケージを

展開した。

⑤ 「地域おこし協力隊Jが主体と芯り、地域住民とともに森
林バイオマスエネルギーを活用した育苗ハウスでのコン

テナ苗 (植林に使用している先端妓術)の栽培、森林資

j原による機能性商品開発、農産物の6次産業化などのコ
ミュ二ティビジネスの倉IJ造を展開した。このような取組

を実施した結果、高齢化率は44%まで減少し、集落支援

型NPO法人を設立するなど若者の移住定住による地

域の活性化が図うれている。

⑥ 集落の再生に当たり、地域住民の理解・協力が必要であっ

たことから、行政地域住民-団体が構成する研究会を

立ち上げ、地域住民とともに「ーの橋バイオピレッジ構想j

を策定した。

⑦本事業の成功事例を基に、町全体へ普及展開させるととも

に、東日本大震災における被災地も含め、この事業パッ

ケージを高齢化が進む国内外の地域ヘ移出展開を図る。

回自治体名

E人口
E面 積

国事業開始年度

E事 業主体

連絡先

北海道下川町

3，559人
644.2km2 

平成22年度
ーの橋地区パイオピレッジ創造研究会(町地域住民

団体)、特定非営利活動法人地域おこし協力隊

下川町環燐未来都市推進課

E謂 01655-4-2511 1m 01655-4-2517 
I!ID http://www.iju-join.jp/chiikiokoshi/blog/ 4035/ 

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



鹿追町環境保全センター バイオガスプラント

①鹿追町は純農村地帯だが、近年、観光客が増加するなか市

街地を中心に家畜ふん尿の適切な処理、市街地周辺の環

境改善、生ごみや農業集落排水汚泥主主ど地域資源の有効

活用と環境改善対策が緊急課題だった。これら問題を解

消するために「鹿追町環境保全センター」を整備した。

② 鹿追町の基幹産業である「農業Jと「観光業」における向
上と発展、更には地域住民に快適な環境を提供していく

ために、地域のバイオマス資源を有効活用し、エネルギー
利活用と環境を重視した地域資源循環型農業の確立を

図っている。

③ バイオガスプラント、堆肥化プラン卜、コンポスト化プラ

ントの3施設からなる地域資源循環型プラント「鹿追町
環境保全センターJを平成19年に設置した。バイオガス
プラントは、家畜ふん尿を発酵処理し、バイオガスと消

化液を生産するものである。バイオガスは燃料として利
用し、電気や温水、蒸気などの熱エネルギーを施設内で
使用し、余剰電力は売電している。消化液は安全で臭気

の少ない有機質肥料として活用し、震業生産向上に貢献

している。
④ バイオガスプラントでの 1日の家畜ふん尿処理能力は
1，320頭分。1日に一般家庭約450戸分の篭気使用量を発
電、年間約3万tの消化液が地域内農家にほ場還元され
ている。また、家畜ふん尿を回収集中処理することで、

優れた農村景観を形成し、クリーン農業及び地域ブラン

ド化の推進が図られている。さらに、カーボンニュートラ

ルであるバイオガスを化石燃料の代替として使用するこ
とで、温室効果ガスが削減され、地球温暖化防止対策に

大きく貢献している。

⑤ 地域内からの家畜ふん原を本施設が処理することで、地域
にエネルギーや消化液(堆肥)を還元しており、自然条

件に左右され芯い安定した地域内資源循環が確立してい
る。また、圏内最大級のバイオガスプラントであること

から、平成24年度には地域内外から1，400人以上の視察者
があり、地域経済に大きく貢献している。

⑤ 最初は、周辺の酪農家には抵抗感もあったが、ふん尿処理

のための施設や機械、さらには労働投下芯どの費用投入

の大きさの説明と説得により、酪農家から理解を得る事
ができた。冬期の原料凍結によるトラブルを防ぐため、

原料槽には、加温のための温水配管を設置している。

⑦ 町内2力所目となる集中型バイオガスプラントを平成28年
度に運用開始予定である。 一日当たりの最大ふん尿処理

量は現プラントの2倍程度となる予定である。

E自治体名
E人口
図面 積

回事業開始年度

E事 業主体

連絡先
鹿追町農業振興課

北海道鹿追町

5，575人
404，69km2 

平成19年度
鹿追町バイオガスプラン卜利用組合

目塑10156-66-40351m 0156-66-1620 
E週http://www.town.shikaoi.lg.jp/machizukuri/seisaku-keikaku/kakusyu-
sengen/kankyoubikasengen/kankyouhozencenter /biogasplant 

弟子屈町学校給食センター雪氷冷熱利活用事業

①摩眉湖など優れた自然環境を有し、環境保全や工コを重点

政策として進めてきた本町では、平成18年度からの5か
年にわたり、地域特性を活かした新 ・省エネルギー導入

の検討を行ってきた。その最初の取組として位置付けた

のが平成22年度に改築した弟子園中学校の工コスクール
化で、新校舎には様々な省工ネ技術に加え新エネルギー

として太陽光発電を導入、更なる工コ化の推進として、

中学校と併設する新しい給食センターへの雪氷冷熱冷房

の導入に取り組んだ。

②給食センターでは、調理時に大量の熱を使用するため室温

が上昇、気候が;令涼芯本町でも 1年中工アコンを使用し

ており、エアコンの代わりに地域に降る雪を冷房として

利用するととで電気使用量を削減、省エネ・省CO2化を
図るとともに環境教材としての啓発効果を目的としてい

る。

③ 貯雪庫に約600トンの大きな雪山をつくり、雪の融水から
熱交換冷水循環方式により冷熱を取り出して、ファンコ

イルユニットを介して冷風を送り出す。冷熱利用期間は

4月から9月くういまで、年間の冷熱利用量は約157GJ
を想定している。雪山は遮光断熱シートで被覆し、気温

上昇による融解を夏期間においても最大限防ぐものであ

る。

④ 閉鎖していた町営ブール施設を貯雪庫及び機械室として再

利用しており、設備についても再資源化が図られている。

⑤ 再生可能エネルギーを教育の現場に率先的に導入し、子供

たちが日常的に見て触れることの出来る環境教材となる

ととで、将来、地域全体に「循環型社会j等の環境意識

が根付くことが期待される。

⑤ 重機による雪山の造成、及び断熱シートによる雪山の被覆

が特殊な作業であり、委託による設備のメンテナンスも

視野に入れた技術要員の確保が必要。また、雪氷冷熱冷

房は湿度調整が出来ないためエアコンとの併用となる場

合も多く、効果的芯併用利用法を今後確立していく必要

がある。

⑦雪氷冷熱冷房の教育施設への導入はほとんど例がなく、普

及拡大に向けて積極的に他地域からの視察を受け入れる

予定である。また、本事例のノウハウを活かし、将来的

には産業用冷熱としての利用による地域経済効果も期待

される。

E自治体名
E人口
E面 積

E事業開始年度
目事業主体

連絡先
弟子屈町環境生活課

北海道弟子屈町

8，025人
774. 53km2 

平成25年度
弟子屈町

E謂 015-482-29341m015-482-2696 
E週http://www/nepc.or.jp/

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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I IJ味力 、
晶画瑚圃長橋溜池小水力発電事業

①近年、地球環境において、地球温暖化対策は重要な課題で

あり、その原因とされる温室効果ガス排出の抑制が必須

のものとなっている。このため、農業団体として何がで

きるかを考えた結果、震業水利施設を活用した再生可能

エネルギーの導入を図り、温室効果ガス排出量削減とい

う社会貢献に寄与するとともに、エネルギーの地産地消

を目指していくこととした。

①農業水利施設のうち、とれまで小水力発電を設置した事例

の無いため池において、水力エネルギーの有効活用を図

る発電設備の設置により、新技術や経済性を検証して、

今後の導入の円滑な推進、農業生産費の低減及び低炭素

社会の創出に役立てる。

③農業用ため池である長橋溜池にて、ため池の水位と放流地

点の高低差を利用した小水力発電設備である。最大発電

出力は10kwで、水田濯j既期間中の約4ヶ月間の発電によ
り、 一般家庭6世帯分の年間消費電力を賄うことができ
る。全量売電による年間収入は約100万円を見込み、土地
改良区管内に点在する30ヶ所の揚水機の維持管理費に充
てる。

④長橋溜池の水位と放流地点の高低差に着目した。斜樋と呼

ばれる取水口かう取り込まれた水を、底樋の出口に設け

た仕切弁で底樋を満水にする構造で、放水地点に水車発

電機を設置し、 ため池かう流れ出る水の工ネルギーで発

電を行う仕組み。全国初のため池を使った小水力発電設

備である。

⑤小水力発電の設備が導入されたことで、低炭素社会に貢献

するとともに、売電収入を施設維持管理費へ充当するこ

とで経費の低減を図っている。また、全国初の設備とい

うことで、今後多数の自治体、団体等の視察が予想され、

本地区の活性化、全国各地に点在するため池を活用した

導入拡大が期待される。

⑤ ため池の水位変動と放水量が発電量に大きな影響を与え

ることから、水田への必要水量を確保しつつ発電使用水

量を調整することが難しい。それに対応する水管理が必

要である。

⑦ 発電が水田濯滅期間の5月かう8月までの約4ヶ月と短期
聞であるため、今後は非濯減期間中の自然流入水による

発電の検討を要する。また、地域財産を活用したモデル

ケースとして、点在する同様のため池への導入を検討し

ていく。

E自治体名
E人口
E面 積

E事業開始年度
目事 業主体

連絡先

青森県五所川原市

59.253人
404. 56km2 

平成23年度
青森県土地改良事業団体連合会(※平成25年度から
施設譲渡を受Itr五所川原市南部土地改良区Jが管理)

五所川原市財政部企画課

E冨I0173-35-2111 1m 0173-35-3617 

エネルギーと資源が青森県内で衝環する仕組みを構築するバイオマスエネj

① 整備が追いつかない山林、工ネルギ一安定供給への不安、

旧来の価値観に縛られて活力が低下している地域経済な

ど、青森県内においても数々の問題点が露呈している中、

せめてエネルギーだけでも自立する仕組みを構築するべ

く、地域に豊富に存在している山林資源を原料とするペ

レッ卜燃料の普及を推進することにした。

② 県内に豊富に存在する山林資源を原料としたエネルギーを

地域内で循環させることにより、地域外への資金と人材

の流出を食い止め、エネルギーと資金と雇用が循環する

社会の構築を目指す。

③ 業者のみならず広く一般市民から原料の供給を受け入れ

る体制を整えると同時に、一般市民向けキコリ講座を開

催し、山主自ら小規模低コス トで山林を手入れする技

術やスタイルを広め、その間伐材を活用してベレット燃

料を製造する。そのぺレッ卜燃料の普及を軸とした環境

エネルギーなどのセミナーやイベン卜を開催し、エネル

ギーの生産者と利用者が地域の中でつ芯がる仕組みをつ

くり芯がら、地域に密着したエネルギーと経済を循環さ

せる。

④ 電力会社からの電気を一切使用せず、障がい者授産施設で

作られているバイオディーゼルを燃料とする発電機およ

び太陽光発電システムで発電した電気を使って稼働する、

年間1.000トンを製造する規模の工場としては日本初の自
立稼働型木質ぺレッ卜燃料製造工場となる。また、一般

市民かう買い取る間伐材を地域振興券で運用することに

より、資源と工ネルギーと地域経済が地産地消の仕組み

として循環させるととが可能となる。

⑤ キコリ講座の開催により環境と工ネルギーに対する一般市

民の関心を高め、自伐林業によって山林の持ち主には収

入が入り、結果として山の価値や環境は向上する。また、

買い取られた間伐材はペレッ卜燃料の原料として、環境

に優しいエネルギーへと生まれ変わり、地域でパイオマ

スエネルギーの使用が普及すれば、ペレット燃料を製造

するというひとつの事業から環境保護、自然エネルギー、

福祉の3つの仕組みが回るようになり、地域経済の活性
化へとつ芯がる事が期待される。

⑤ 志を共有できる人材を地元かう探すことに苦心している。

⑦ 既存の活動組織とすみ分けを図りつつも、同様の活動をし

ている他の団体と連携し、活動を広げていく。

回自治体名

E人口
図面 積

E事業開始年度
目事 業主体

連絡先

青森県三沢市

41.834人
120.09km2 

平成24年度
特定非営利活動法人青森バイオマスエネ

ルギー推進協議会

三沢市政策財政部広報広聴課

E週0176-53-5111 1m 0176-52-5655 
I!ID http://bioene.jp 

※①事業、活動の背景。経緯 ②呂的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



クリーンエネルギー導入促進事業

① 地球温暖化防止と豊かな自然の有効活用を図るため、平成

19年度に「七戸町地域新エネルギービジョンJ芯らびに
平成21年度に「七戸町地域省エネルギービジョン」を策
定し、これらに基づいて各種事業を実施するとととした。

平成22年12月の東北新幹線開業や東日本大震災を経てか
うは、さらにクリーンエネルギー関連施策に重点を置い

ている。

① 地球温暖化防止をはじめ、近隣市町村への普及拡大、観光

振興、地元産業の発展を目的とする。また地元小中学

校への環境教育や町民への啓蒙啓発と設備導入促進に資

する。

① 公共施設や学校、道の駅等ヘ太陽光パネルや蓄電池を設

置する。また、環境対応車 (EV)の購入や電気パス等

先進的技術の導入及び活用を実施する。その他、広域的

なEV利用促進のための協議会を運営したり、町民や町
内事業者を対象としたクリーンエネルギー導入促進補助

金を交付する。

④ 先進的技術である電気パスの導入及びコミュニティパスと

しての利用が特徴的である。また、道の駅の太陽光パネ

ルにより産出した電気をパスに充填するエネルギーサイ

クルシステムを構築している。環境対応、経費削減、二

次交通促進、観光創出に役立てられている。また八戸工

業大学や青森公立大との宮学連携により事業展開を行っ

ている。

⑤ CO2排出の削減及ひ‘燃料経費の削減に成功している。電気
パスについては新幹線駅舎をベースとした観光客への二

次交通の確保及び町民の足として定着させるととに概ね

成功している。先進技術導入例として、年間多数の視察

や校外学習の依頼を受け入れている。また、新エネルギー

技術促進や自然体験観光等の積極的な取り組みが認めら

れ、平成23年度新工ネ大賞「新エネルギー財団会長賞j
を受賞した。

⑤ 電気パスは町内シャトルJ¥スとしての利用以外に、観光商

品としての利用も検討しているが、走行可能距離に問題

を抱えている。解決策として、近隣市町村との連携により、

観光スポットや中心街等へ充電設備を設置し、相互利用

できる仕組みを作り上げている。

⑦ 補助金等を利用した太陽光発電システム等の導入促進や、

電気パスを核とした工コ観光の創出、町内業者への自然

エネルギー技術取得のための講座等の開催、道の駅防災

拠点化のための非常用電源の整備並びに災害情報発信シ

ステムの導入に向けて今後取り組んでいく予定である。

E自治体名
目人 口
E面 積

園事業開始年度

E事業主体

連絡先
七戸町企画調整課

青森県七戸町

17.180人
337. 23km2 

平成19年度

七戸町

lmI 0176-68-2940 1m 0176-68-2804 
l!ID http://www.town.shichinohe.lg.jp/ 

吉浜地区拠点センター太陽光発電設備・蓄電池等設置事業

① 先の大震災に伴い、市内三陸町吉浜地区の避難所となった

吉浜地区拠点センタ においても、長期の停電により、

避難者は電気のない不便な生活を余儀なくされた。この

ことかう、災害発生等による電力供給途絶時にも、住民

の安全安心を確保するため、電力の地産地消の重要性

を痛感した。

① 施設の防災機能の強化や電力使用量の削減、市民の環境

意識の高揚を図ることを目的としている。

① 駐車場内に設置した架台上に太陽光発電設備(太陽光パネ

ル出力10kW)を整備。施設内の事務室には、蓄電池(容

量20kWh)と監視制御システムである EMS(工ネルギー

マネージメントシステム)を併設するとともに、本設備

等による発電量-蓄電量・施設内の電力消費量などが分

かるディスプレイ (40型液品モニター)を設置した。

④ インターネットを活用し取得する天気情報をもとに、蓄電

池の効率的な充放電を実現する EMSを組み込んでいる。

また、訪れた市民が、施設内へ設置したディスプレイに

より、発電や蓄電した電力、施設内で消費した電力状況

芯どを随時見るととができる。太陽光パネルについては、

構造上、施設の屋根に設置できないため、駐車場に架台

を築造し、その上に設置した。

⑤ 地区の避難所及び防災拠点施設である吉浜地区拠点セン

ターに本設備を設置したことにより、施設内の電気使用

量が月額使用料金に換算して15%程度削減された。また、

今後は、本施設における非常時の電力確保と、本設備を

小中学校などで学習教材として役立てるととができる。

⑤ 災害時に最小限必要な防災拠点等機能を維持するための

事業が補助対象である県の補助金を活用しながら整備を

進める中、 市の事業内容が県の補助要件と合わない点も

あり、申請手続きに苦慮した。今後、再生可能工ネルギー

設備導入を推進するにあたって、初期投資における負担

軽減のため、 EMS導入経費を補助対象経費とするとと、

また、災害時、昼夜を問わず最小限必要芯電力を確保す

るため、より大きい容量の蓄電池の設置を認めることに

ついて、引き続き県に働きかけていきたい。

⑦ 住民の安全・安心を確保するため、 エネルギーの地産地消

に取り組む中で、公共施設の防災力の強化が急務である

ことから、今後は、診療所や新たに建設する小中学校な

どに太陽光パネルや蓄電池を整備して行く予定である。

E自治体名
E人口
E面 積

E事業開始年度
闘事業主体

連絡先

岩手県大船渡市

39.177人
323.3km2 

平成24年度
大船渡市

大船渡市総務部吉浜地域娠輿出張所

自主10192-45-2001 1m 0192-45-2661 

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ③内容 ②特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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{ 風力 、
E霊童冨置置釜石広域風力発電事業
①釜石市の北西に位置する和山牧場周辺は、風況調査によっ

て、風力発電に適した風エネルギーが得られる場所であ

ると認められた。風力発電事業は地球温暖化防止、再生

可能エネルギーの普及等、市が目指す環境にやさしいま

ちの実現に合致する取組みであることから、市民-事業者-

行政が一体となり事業を推進することとした。この結果、

諸手続きがスムーズに完了し、平成15年5月、日本有数
規模の風力発電施設の建設が始まった。

① 低炭素社会実現に向けた取組みとしても風力発電事業の

導入は重要である。釜石市は平成14年に「釜石市地域新
エネルギービジョンjを策定し、エネルギ 施策を積極

的に展開してきたところである。民間事業者の風力発電

事業により、岩手県の30%に満たない電力自給率を向上
させ、雇用創出などの地域産業活性化につなげる。

③ 釜石市、遠野市、大槌町の3市町にまたがるE陵地帯に風
車43基(定格出力42.900kW= 1 .0001くW:42基、 900kW:
1基)を設置し、発電を行っている。発電容量は3市町の
ほぼ全世帝の消費電力をまかなえる計算となる。風車の

プロペラの長さは約30m、タワーの高さは68mあり、最高
到達点の高さは、約100mとなる。
④ 圏内でも初めて約40kmにも及ぶ送電線を地下埋設とし、
鉄揺の建設に伴う土地の改変や野生動植物への影響を最

小限にとどめるなどの配慮をしてきたという点が特徴的

である。

⑤風力発電施設が稼働したことで、現地法人での雇用が生ま

れた。また、多数の団体等が風力発電施設を視察するた

めに地元を訪れるようになり、交流人口が増加するとと

もに、売電収入の一部を地元に還元するなど、地域の活

性化に大いに貢献している。事業者は地域貢献の一環と

して、地元の産直施設付近に PR用として、マイク口風

車を設置したほか、視察に訪れた方々への対応を通じて

啓発に努めている。

⑤ 風力発電事業を展開していくうえでの大き芯テーマは、野

生動植物との共存であることから、施設建設に際しては、

民間事業者は自主的環境アセスメン 卜を実施するなど、

自然環境に十分配慮した事業展開を心がけた。

⑦ 今後の課題としても挙げられるのは、やはりイヌワシ等の

希少猛禽類を含む野生動植物との共存である。今後も自

然環境への配慮を怠る乙とのないよう、適切に事業を推

進し、事業者、専門家等との連携のもと、風力をはじめ

とした再生可能エネルギーのさら芯る導入に努めること

としている。

E自治体名
E人口
E面 積

E事業開始年度
目事 業主体

連絡先

岩手県釜石市

37.172人
441. 42km2 

平成16年度
株式会社ユーラスエナジー釜石

釜石市産業振興部企業立地課

固D0193-22-2111 1m 0193-22-2762 

金田一温泉センターチップボイラー導入事業

① 二戸市が設置する日帰り入浴施設「金田一温泉センターj

は、施設の経年によりボイラーの改修が必要となってい

たこと、また、従来の灯油燃料は価格の動向が流動的で

維持経費の負担が多く芯ってきたこと芯どから、チップ

ボイラーの導入を検討し、市内の木材利用、経費削減、

CO2削減を図ることとした。
② 金田一温泉は歴史も古く、最近で、は出会った人は幸福に恵

まれるという 「座敷わらしJや芥川賞作家の「三浦哲郎
ゆかりの温泉郷Jとして知うれ、田園とリンゴ園が広がる
のどか芯温泉である。また、金田一温泉センターは、日

帰り入浴施設として多くの利用客から親しまれており、金

田一温泉シンボルのひとつとして重要芯役割を果たして

いる。今回のボイラ一改修にあたっては、従来の化石燃

料だけで芯く、地元にこだわった木材の有効活用、環境

に優しい施設などにも配慮し、事業を実施することとし

た。

① 「金田一温泉センターJは、施設の経年によりボイラーの
改修が必要となっていた。以前のボイラーは灯油を使用

していたため、不安定な価格により維持費の増加が懸念

されていた。そこで、環境に優しく、市内の木材を活用

でき、価格も安定しているチップボイラーの導入を検討

し、設置した。

④ 金田一温泉は、歴史も古く座敷わらしの里として親しまれ

ている温泉街であり、日帰り入浴施設として温泉センター

は多くの方かう利用されている。しかしながら、温泉は

低温であることから加熱が必要であり、ボイラーを設置

し、入浴に適した温度に調整している。チップボイラー

の導入により、化石燃料ではなく、地元産材を活用した

お湯を提供し、温泉を楽しんでいただいている。

⑤市の林業は、木材価格の低迷や、林業労働者の高齢化芯ど

により森林整備が進まない状況にあり、また、市内木材

工場でもチップ材の消費が低迷していることから、チッ

プボイラーの導入により、定期的な木材消費が行われる

こととなった。このことにより、規模は大きくはないが、

当地域の木材需要が拡大し、整備が行き届いた森林増加

につながるものと考えている。

⑥ (特になし)

⑦ 市内には他にも公設の入浴施設があることから、チップボ

イラーの導入拡大を含めて検討する。

E自治体名
E人口
匝面 積

園事業開始年度

園事 業主体

連絡先

岩手県二戸市

29.486人
420.3km2 

平成23年度
二戸市

二戸市総合政策部政策推進課

liD 0195-23-3111 1m 0195-25-5160 
E週 http://www.kintaichi-yuuraku.jp/

※①事業、活動の背景ー経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的主主点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



木質バイオマスガス化発電推進事業(2つの廃棄物を利用した市民温泉工コ化事業)

① 市町村合併前の旧衣川村で平成11年度に新エネルギービ
ジョンが策定されて以来、平成15年度に実証モデルの導
入が始まり、 17年度からの実証試験を経て市町村合併後
に奥州市に引き継がれた。との問、 ①森林資源を活用し

た再生可能エネルギーの自給、②林業振興による中山間
地域の活力増進、③地球温暖化対策としての市営黒滝温

泉のCO2排出削減に取り組んできた。
② 目的は次の3つである。(1)バイオマス資源で市営温泉
の電気や灯油の 部を代替して、 CO2の排出を削減する。
(2)公共施設で廃棄物を有効活用して、市内の未利用資
源の利活用と市民の環境意識の向上を図る。(3)森林資
源を継続的に利用するサイクルを確立して、森林・林業

再生の足掛かりとする。

③ 内容は次のとおりである。(1 )市内で発生する間伐材や
林地残材を木質チップにして可燃ガスを取り出す。(2)
市内で発生する廃食用油を収集してバイオテ、イーゼル燃

料 (BDF)を精製する。(3)前述 (1 )と (2)をデイー
ゼルエンジンで混焼(8: 2)して25kWhの電力と39kWh
の熱を生み出す。(4)以上により市蛍温泉で使用する電
力と灯油のおよそ4割程度を削減し、年間約90tのCO2
の排出を削減する。
④ 平成16年から17年の実証試験では有用炭素構造体の製法に
関する2件の特許が権利化されて、そのうち1件は海外
特許申請中である。また、後継施設(平成22年稼働)は、
木質バイオマスのガス化コジェネレーシヨン施設として
は比較的稼働率が高く (累積稼働時間10，000時間超)、東
日本大震災による影響もほとんどなかった。

⑤ 市内の公共施設を始め各家庭から総合支所を拠点lこ9，000
しの廃食用油が収集され、民間事業者が別途回収した廃

食用油と併せておよそ17，000LがBDFとして活用されて
いる。また、小規模広がうも、市内の間伐材等の有効活
用事例として市民の意識啓発に寄与している。なお、国
の電力固定価格買取制度 (FIT)の認定を受けて、今年度

から余剰電力の売電を開始する。

@ ガス化コジェネレーションでは高品質の燃料チップ(形状、

含水率)が必要なため、燃料チップの安定供給に向けて
原木の収集・乾燥、チップの保管 ・搬送等の各段階にお

いて、とれまでの知見を活かした工夫を加えて、段階的

にステップアップを進めている。
⑦燃料チップの安定供給システムを早期に確立して市内公共

施設等への導入j広大を図り、木質バイオマス事業全体の

経済性と持続可能性を高める。また、森林資源のエネル
ギ一利用と原発放射性物質の除染を同時に進めるための

技術開発に参画する。

E自治体名
E人口
E面 積

E事業開始年度
E事 業主体

連絡先

岩手県奥州市

124.746人
993.35km2 

平成15年度

奥州市

奥州市衣川総合支所産業振興課

E翠10197-52-3111 1m 0197-52-3248 

鶴岡市西郷地区農林活性化センター整備事業

① 平成17年3月28日に内閣府より地域再生計画として認定を

受けた「つるおかの森再生構想」では、「適正な森林保全

にむけた森林環境循環システム」をめざして公共施設へ

の地域材の利用とペレットストーブ‘導入の推進を謡って

おり、西郷地域の特色である庄内砂Eの砂防林の黒松を
ペレットとして活用する資源循環システムの構築を目指

した。

①庄内砂Eや、先人たちが築き上げた砂防松林、砂E地農業
といった地域の自然風土や固有資源の価値や魅力を外部

に発信.PRし、それらを活かした交流活動を企画-実施ー

支援し地域間交流の拡大を目指すとともに、自然環境に

配慮した施設を整備することを目的とした。

③ 地区農業においてかかすことのできない砂防松林の歴史や

重要性を後世に伝え、その間伐材をペレッ卜にし、ペレッ

トボイラーの燃料として冷暖房に活用する等、それら西

郷地区固有の財産を活かした活力ある地域づくりの拠点

として整備した。

④ ぺレットボイラーによる冷暖房システムや太陽光発電、工

コキュー卜による給湯、雨水利用といった自然エネルギー

を有効活用する事で、自然環境に配慮した施設とした。

また、当該施設は第二次避難場所にもなっており、災害

等による停電時においても避難者が一定の生活ができる

ように整備されている。

⑤災害等による停電時においても、避難者が一定の生活がで

きるようになっていることから、地域の防災拠点として地

域住民に安心感を与えている。また、周辺地域の類似施

設の整備にあたり、モデル的なケースとして今後更なる

再生可能エネルギー等の導入促進効果が期待される。

⑤ 地域住民や関係機関と施設の機能や設備について協議を

重ね、地域固有の資源財産をどのように活かし、活力

ある地域づくりの拠点とするか話し合った。

⑦ 木質ペレッ卜芯ど、再生可能エネルギーを利用している施

設住宅はまだ少ないが、今後その導入促進を図るととで、

ランニングコストの削減等につなげていきたい。

E自治体名
園人 口
図面 積

副事業開始年度

国事 業主体

連絡先

山形県鶴岡市

135.403人
1311.51km2 

平成17年度
鶴岡市、西郷自治会

鶴岡市市民部コミュニティ推進課

E謂 0235-25-2111 IZ掴0235-25-2997

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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木質バイオマスエネルギー地域冷腰房システム実験事業

①森林資源が豊富な最上町は、林業・製材業が盛んであった
が、近年は外国産木材の影響により廃業と森林の荒廃が
進むと共に、化石燃料の高騰による施設運営費の増加が
課題であった。まずは森林の適正管理を進める為の間伐
を推進するために間伐材の有効利用法を確立させ、森林
所有者の負担軽減を図る必要があるので、バイオマスボ
イラーを導入し、チップの生産・加工を行う為、林業・
製材業の方に協力を呼びかけ協議会を立ち上げた。
① 森林所有者の間伐に係る費用負担を無くすことにより、費
用対効果で山を顧みることが無かったが、再び森林の適
正管理に努める。林業製材業共に年間通して仕事を受
注することで、安定した収入を確保し雇用の促進に繋げ
る。また、施設運営費が化石燃料の使用により外貨に流
れていたが、町内資源を使用することにより資金の循環
がなされる。
③森林の団地化を設定し間伐計画を立て、収穫量の推定及び
コストのシミュレーシヨンを行う。列状間伐による効率化
と高性能林業機械の導入により伐採収集運搬システムを
確立させる。ボイラーの機種別に対応する為、ピンチップ・
カットチップの両方を生産出来る様、生産機器を導入す
る。 3台のボイラーをつないでシステム化するととによ
り、不慮の事故に対応出来る様、パックアップシステム
を確立する。
④生産・加工業者に年間委託の形で発注することで、安定し
た収入が得られ経営の健全化が図られた。 3機のボイラー
をシステム化することで、メンテナンスが容易に砿り、又、
熱利用状況に柔軟に対応出来た。
⑤ 手入れがなされなかった森林が間伐を行うととで蘇り、森

林資源に再び注目が集まった。疲弊していた林業・製材
業の経営が健全化され、新たな雇用の創出に繋がった。
他地域企業に流れていた施設運蛍資金が町内で循環する
ことになった。全国的に珍しい木質バイオマスボイラ-
3機のシステム運用をすることで視察に訪れる方が増え、
地元旅行代理庖で視察ツアーを企画し、外食産業や農産
物直売所への経済効果の波及と交流人口の増加により、
地域活性化に貢献している。
⑤ 雪国である為、冬期間のチップの含水率が高くなり、機器
の不異合に繋がることが発生したが、間伐材貯蔵施設と
チップ貯蔵施設に建屋を設けることで雪の影響を少なく
し、チップ貯蔵槽に出っ張りを作ることで、自動的に切返
しが行われ湿気が溜まらない様にした。
⑦ 間伐材以外に河川|の支障木等、各種材料によるチップの安
定供給が必要である。ベレット製造も視野に入れた家庭
用木質バイオマスボイラーの普及、及び、薪・ペレット
ストーブの普及及び町内産木材の住宅建設の推進等、森
が人をつなぐ持続可能な最上町を確立を目指す。

E自 治 体名
目人 口
図面 積

園事業開始年度

E事 業主体

連絡先

山形県愚上町

9，811人
330. 27km2 

平成17年度
最上町

最上町総務課まちづくり推進室

回調0233-43-2261 12盟 0233-43-2345

小国町もみ殻活用事業

①小国町内にある大規模稲作農業法人かう、毎年60tもの量
が発生するもみ殻を活用できないかと相談を受けた。そ
こで、以前から小国町にある地域資源を活用し、再生可
能工ネルギーの地産地消を目指していた町内外の有志が
集まり、平成23年9月に「おぐに地産エネルギー研究会」
を発足、もみ殻を燃料や育苗用培土として活用する実践
研究に取り組み、平成24年4月に組織を農業生産法人に
変更、「小園地産エネルギー研究所」を設立した。
②発生するもみ殻は、畜舎の敷料や田畑に鋤き込む以外の多
くは廃棄されてきた。こうした未活用だったもみ殻を燃
料や育苗用括土として製造、手IJ活用することで、地域の
再生可能エネルギーの生産(エネルギー自給率の向上)
や循環型農業の普及 田拡大を図ることを目的としている。
① 平成23年にフラン卜の建設ともみ殻成形燃料(モミガライ
卜)の製造機である「グラインドミル」を導入したほか、
平成24年には移動式プラントを開発し、モミガライトと育
苗用培土を製造、販売している。また、モミガライト専
用室内ストーブ、温室用加温ボイラーの開発、販売等を
行っている。
④ 固定したプラン卜でモミガライ ト等を製造するだけではな
く、移動式プラントの開発を行い、直接農家へ出向き、
移動先での製造販売を可能にした。移動式プラン卜に
より、当該事業の町内外への普及、ネットワークの構築
を図っている。
⑤ もみ殻を燃料や育苗用培土として活用したことにより、地
元農家におけるもみ殻の処分経費、培土の購入経費の軽
減につながっている。また、モミガライトの製造により地
域での雇用が生まれたほか、豪雪地域における冬期間の

ハウス栽培の可能性も見え始めた。農家芯ど地域の人々
がエネルギーの地産地消に参加しているという意識の醸
成が図うれており、モミガライトや育苗用培土の販売額
は着実に伸びつつある。さらには、県内外から多くの団
体等が視察に訪れるなど、 交流人口の増加や地域の活性
化に貢献している。
⑤ もみ殻は屋外で保管するため、生産に適した乾燥したもみ
殻を集荷することが難しい。また、温室用加温ボイラー
については、温度調節が難しいため、その栽培実証を進
めていく。
⑦ モミガライトや培土による、花丹栽培やきのこ栽惜の菌床、
冬期間のハウスへの利活用のための実証実験を行い、よ
り効果的な活用方法を追求していくとともに、モミガラ
イトや培土を安定的に供給する仕組みゃネットワークの
構築が必要である。また、焼却灰のケイ素酸肥料として
の活用を研究し、更なる資源の循環に取り組んでいきた
し1。

E自治体名
E人口
E面 積

回事業開始年度

E事業 主体

連絡先
小国町総務企画課

目D0238-62-2264 

山形県小国町

8，619人
737.55km2 

平成23年度
小園地産エネルギー研究所株式会社

1m 0238-62-5464 

※①事業、活動の背景 経緯 ②目的 ③内容 @:特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



産学官連携 fいいで型ペレットストーブ開発事業j

①本町は豊富な森林資源に恵まれ、その間伐材等を活用した

再生可能エネルギーとして木質バイオマス関連事業を導

入し、新たな産業おこしや地材地消による山村振興、さ

らには地域資源の循環利用を通じた地球温暖化の防止を

目指しており、また、東日本大震災の教訓かう、停電で

も自動着火するストーブの開発に着手した。

① 町では、平成21年に木質ペレット製造施設を建設し供給体
制を整備したが、木質バイオマスの利用を促進するため

には、供給体制を整備すると同時に需要を確保すること

が特に重要であり、住民のニーズに対応した「いいで型

ペレットストーブJの開発が望まれることから本研究開
発を行うに至ったものである。

③株式会社山本製作所と山形大学工学部、そして飯豊町の産

学官連携により、「いいで型べレットストーブJを開発・
製品化を行い、町内外で広く使用されることにより、木

質バイオマスの利用が一層促進されること、そして、こ

のことにより森林整備の循環が円滑に進み、森林が有す

る多面的機能が持続的に発揮されていくことを目指し、

研究開発を行った。

@ 飯豊産木質ペレット問料に最も適した燃焼技術の向上と、

さらには、排気熱を利用した発電機能を兼ね備えた、新

たなべレットストーブを開発した点が特徴的である。

⑤ 森林は、木材生産だけではなく、水源のかん養、土砂流出

の防止、二酸化炭素の吸収・貯蔵機能による温暖化防止

など、様々な公益的機能を有している。しかし外国産の

安価な木材との競合等により木材価格が長期にわたり低

迷していることや、生産コストが嵩むことなどから採算

性が低下し、管理の行き届かない森林の培加が懸念され

る状況となっている。今回の取組は森林づくりを下支え

する林業・木材産業の健全な発展に向けて、人と環境に

やさしい資源である木材が、適正に生産されるとともに、

積極的に利用されるという循環の仕組み作りを進める一

歩となる。

@ 排気熱を活用した発電部分について課題が大きく、目標と

する発電量まで至っていないのが現状である。

⑦ ユーザー二一ズに対応すべく新たな「いいで型ぺレットス

トーブJを開発したが、今後はいかに普及していくが課
題となっている。化石燃料と比較し、環境とコスト面で

優れている特徴をさらに PRし、少しでも多く普及させ

ていきたいと考えている。

凪自治体名

匝人 ロ
ー面 積
園事業開始年度

匝事業 主体

連絡先

山形県飯盛町

7.955人
329.6km2 

平成21年度
飯盛町、山形大学工学鶴、株式会社山本製

作所

飯・町総務企画観総合政策室

mJ0238・72-21111m 0238-72-3827 

いわきおてんと SUNプロジ‘ェクト

①震災の影響力、己、第一次産業、関連事業や観光業が厳しい

状態になっており、打開策が必要である。特に風評被害

に悩まされる農業用地(田畑)において栽箔する新たな

作物が求められている。こうした状況を打破するため、

震災前より地域づくり活動を行ってきた3つの NPOが手
を組み、再生可能エネルギー事業を始めとする各種取組
を始めた。

① いわき市の持続可能な未来に向けて、復興への思いやいわ

きのビジョンを共有し、いわき市民自らが、市民のため

に行う地域づくりを協働し、実践していくことを目的とし

ている。

① 市民主体の太陽光発電事業の他、農業再興・新しい産業と

してオーガ二ックコッ トン事業のビジネスモデルの構築、
新しいツーリズムとして、“被災地復興スタディツアー"

を実施している。

④ 主体は市民で、日照時間に恵まれているなどの地域資源と

地域産業を生かした、「いわきならではJの取り組みであ
る。オーガ二ックコットン栽培や太陽光発電システム

(30kW)の設置には、多くのボランティアの参画を受け
入れ、栽培かう収穫芯ど市民参加型で実施し、実証コス

トを低減するとともに、参加型による今後の活動の拡が
りに向けた広報を兼ねて実施した。

⑤ いわきの復興に向けて、市民が主体となり、 3つの地域づ
くりを開始し、次年度以降も継続するしくみを構築した。

(1)市民自らが電力事業を行う「いわきコミュニティ電力J
の体制やしくみを構築し、第一の事業として、 30kWの太
陽光発電事業に取り組み始めた。(2)農業の復興-再生

に向けて、 市内15箇所、 1.5haでコットンの有機栽培を開
始し、栽培体制や栽培を支援する都市部からのボランティ

アの受入体制を構築した。 コットンを加工し販売する商

品化を行い、コットンの6次産業化を進めた。 (3)被災地・
いわきから学び、考えるツアーのプログラム化を行い、
実施体制を構築した。個人、企業や団体を対象に事業を

実践し始めた。

⑤ 市民での設置を目指したが、作業が初めての人がほとんど

のため、その都度指導をしながらの作業になってしまい、

説明しながらの作業が大変であった。理解していただき
ながら安全を確保したり、天候や弁当の手配、近隣住民

への気遣い、山への設置のための技術的諜題の克服など
が必要であり、また資金の調達なども大変であった。
⑦ それぞれの事業が国や企業等の支援に頼うすに自転してい

くことが課題である。

画自治体名

画人 口
画面 積

園事業開始年度

画事業 主体

連絡先

福島県いわき市

327.8ω人
1231.35km2 

平成24年度
いわきおてんとSUN企業組合

いわき市生活環境部環焼企画標

mJ  0246-22-7528 1m 0246-22嶋7599
l!lD http://www.iwaki-otentosun.jp/ 

※①事業、活動の背景・経緯 ②目的 ③内容 ①特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦諜題と今後の展開
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南相馬ソーラー・アグリパーク「グリーンアカデミーJ

① 南相馬市をはじめ福島の子どもたちは、地震・津波・原子
力事故という未曽有の被災経験を通して、「全国からの支
援への感謝jと「自分も人のために役立つ大人になりたい」
という気持ちを身につけた。この気持ちは、いわば「生
きる力Jともいうべきものであり、子どもたちが備えた「生
きる力jを「自ら考えて行動する力Jへと助長するプロ
グラム「グリーンアカデミーJによって、地元の復興を
担い得る人材育成が必要である。南相馬ソーラー・アグ
υパークは、津波被災地約2.4haに「太陽光発電所
(500kw)Jとそこから発電された自然エネルギーを利用
する「植物工場jを整備した、新産業創出のモデル事業
である。これらの施設を活用して、他にない体験学習を
実施するものである。
②太陽光発電と農業の体験学習を通じ、南中目馬など福島の子
どもたちの成長を継続的に支援するとともに、 全国の人々
との交流により風評被害の払拭と福島への信頼回復に努
め、福島の人々の生活と産業の復興に貢献することを目
的とする。
①太陽光発電所での仕事体験を通じて、自然エネルギーによ
る発電の仕組みゃ電気自動車への蓄電、電気の上手芯利
用方法などを楽しく学ぶほか、自然エネルギーを活用し
た植物工場で最先端の農業に触れ、地域農業の未来を考
えるきっかけの場として、子どもたちの成長を継続的に
支援するととを目指している。具体的な取組は次の4つ
である。(1)子供たちの体験学習の企画・運営、 (2)地
元の人々の日常について全国へ発信、 (3)夏休み等を利
用した人々の交流の企画・運営、 (4)体験と交流のため
の地元人材の雇用 ・育成。
④ キッザ二アのノウハウによる自然エネルギーの体験装置と
体験プログラムはオリジナルなものであり、また、初等

教育から社会人教育も見据えた循環型の人材育成を展開
している点が特徴的である。
⑤ 市内小学校の総合学習や県内の生涯学習団体研修事業で
すでに数多く活用している。との施設を市民とともに育
てるために、市民や地縁団体 .NPO団体など様々なテー
マで活動している団体と協働して事業を展開している。
事業主体である福島復興ソーラー アグリ体験交流の会
はスタッフを地元から雇用している。
⑤ 子どもたちの体験学習の参加は無料としており、本事業に
賛同する法人、個人からの支援によって運営資金を確保
した。
⑦ 継続する体験学習の場として、新たな体験学習施設の拡充
が必要であり、大人の受益者負担の制度化が必要である。
その上で、多世代にわたる継続的芯体験学習の場として
展開し、中長期的な「復興Jを担う地域再生の人材育成
に貢献していく。

凪自治体名

園人 口
凪面 積

画事業開始年度

園事業 主体

連結先

福島県南相馬市

制.356人

398.5km2 

平成25年度

一般社団法人福島復興ソーラー・アグリ体

験交流の会

南相馬市復興企画部新エネルギー推進課

E型10244-24-5248 1m 0244-23-2511 
回調http://minamisoma-solaragripark.com/

市町村再生可能エネルギー導入促進事業

①東日本大震災において、電力供給が長期間にわたって停止
したことにより、 ライフラインの復旧が大幅に遅れるとと
となった。また、町内の各避難施設では、発電機を使用
して、かろうじて暖房と照明のための電力としたが、ガソ
リンの入手も困難な状況に陥り、住民は不安芯生活者E強
いられた。そのようなことから、町の防災拠点の強化と
住民の避難施設を運営するため、電力供給が停止した事
態を想定し、 再生可能エネルギーを活用するとととした。
② 防災拠点、の強化と避難施設の円滑な運営を目的として、消
防庁舎と町内3中学校に太陽光発電システムと蓄電池を
組み合わせた再生可能エネルギーを設置するとととした。
電力供給が停止した状態かう、復旧するまで3日聞を想
定し、その3日聞を再生可能エネルギーにより電力を確
保することを目指した。
①平成24年度は、消防庁舎に太陽光発電システムと蓄電池を
設置した。平成25年度は、大規模避難施設となっている
町内3中学校に太陽光発電システムと蓄電池を設置する。
3中学校のうち、1校は、太陽光発電システムと蓄電池を
設置して、2校については、既存の太陽光発電システム
を活用して、蓄電池のみを設置する。さらに、使用電力
を低減するため、避難場所となっている体育館の照明を
白銀灯からLED照明に交換して夜間の照明確保に活用す
る。
④ 再生可能エネルギーを設置することにより、停電時の電力
を確保するととが可能となり、平常時には、太陽光発電
設備で発電した電力を自家消費することにより、系統電
源の使用量削減を図る。蓄電池については、使用電力の
ピーク時間帝に出力設定することにより、最大使用電力
の削減に役立てる。

⑤ 防災拠点の強化と大規模避難施設の機能強化を図ること
により、住民の安全・安心につながることと芯る。さうに
太陽光発電システムを設置することにより、二酸化炭素
の排出量削減につながり、地球温暖化防止対策としての
役割を担うことができる。
① 消防庁舎に設置する蓄電池については、庁舎の場所が低地
であることや敷地の有効利用の関係で、庁舎の2階に設
置する必要があったため、軽量であり、なおかつ安全で
あることが求められた。そのため、 鉛蓄電池と比較して
軽量で、さらに安全性の高いオリピン型リチウムイオン
電池を設置した。さうに、蓄電池からの熱対策として、
施設の他の重要芯基幹設備と同じ部屋にするととにより、
空調を効率よく使用することとした。
⑦ 大規模避難所となっている3中学校のみなうす、町内のそ
の他の避難所についても再生可能エネルギー設備の導入
を検討していく。また、町内の公共施設においても、地
球温暖化対策として太陽光発電システムの導入を積極的
に検討していくことが必要である。

固自治体名

画人 口
函薗 積

匝事業開始年度

園事 業主体

連絡先

茨繍県茨減町

34.213人

121.64km2 

平成24年度

茨減町

茨繊町生活経済部みどり耳慣焼課

mJ  029-292-1111 1m 029-292-1193 

※①事業、活動の背景・経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



EKOあみソーラーパーク(香澄の里工業団地内調整池太陽光発電所)

① 町有地である香澄の里工業団地調整池の土地を有効活用

し、再生可能エネルギー導入や二酸化炭素排出量削減を

図ろうと考えた町が、太陽光発電事業者を募集した。

② 再生可能エネルギーの導入を図ることで二酸化炭素排出

量削減に取り組み、地球環境の保全を推進する。また、

電力需給のひっ迫に対応するとともに、環境教育の拠点

として利用し、併せて調整池の土地の有効活用を図る。

③ 太陽光パネル設置事業者の選定については、町が募集を行

い、選定委員会を開催して決定した。事業者は、町に対し、

毎年行政財産使用伺いを提出し、土地使用料を支払うこ

ととしており、敷地面積約16，000平方メートルに太陽光パ
ネル(約3，200枚、発電容量約700kW)を設置している。
④ 設置場所は工業団地の調整池であるため、集中豪雨など万

が一の浸水時にも水没しない高さに架台を設置し、日射

計などの気象観測施設を併設した。また、災害時の非常

用電源として電気を活用できる仕組みも整備した。また、

CIS化合物系太陽電、単結晶シリコン太陽電池、多結品

シリコン太陽電池等の6種類のパネルを設置し、特性比
較などの実証実験も併せて行っている。

⑤ 電力ひっ迫への貢献、二酸化炭素排出量の削減による地球

温暖化防止及び町民への宣伝効果があり、住宅用太陽光

発電の普及率も伸びてきており、町全体で温室効果ガス

削減に貢献できる。

⑤ 施設の管理者及び事業実施事業者の選定に際してのブロ

ポーザル要綱の作成と選定委員会の運宮において苦心し

たが、プロポーザル選定委員等の意見等により、打開す

ることができた。

⑦ 町有地の有効活用利用や二酸化炭素排出量を削減するだ

けでなく、施設見学会を実施(受付)し、小中学生の環

境教育の場としても活用していく。

匝自治体名

画人 口
同薗 積

凪事業開始年度

凪事 業主体

連絡先

茨城県阿見町

47.598人
71，39km2 

平成24年度
阿見町、英弘精機株式会社

阿見町生活産業部環境政策課

田富I029-888-1111 1m 029-887-9560 

小中学校校舎太陽光発電設備設置事業

① 従前からの懸案事項である地球温暖化対策または東日本

大震災を機に自然工ネルギーへの転換や地域住民の防災

拠点の強化が喫緊の課題であった。そのため平成24年度
国の一次補正予算を活用し、町内全小中学校に太陽光発

電設備を設置することになった。

① 太陽光発電設備を設置することにより、環境教育の充実、

地球温暖化対策への貢献、経済的効果、防災機能強化の

4点を目的としている。

③ 環境教育としては、太陽光パネルや発電量を表示する装置

を活用して、発電の仕組みゃ原理、 CO2削減効果等につ

いて学ぶことができる。地球温暖化対策への貢献として

は、太陽光発電により生み出される再生可能エネルギー

は、火力発電所等からの電力に代わって消費され、地域

のCO2削減に大きく寄与することができる。経済的効果
としては、 1校あたり年間21万から25万円程度の電気代の
削減となる。防災機能強化としては、大規模な地震など

の被災時に電力会社からの電力供給が停止した場合、非

常用電力として活用することができる。

④ 町内すべての小中学校校舎の昇降口付近に表示モニター

を設置し、発電モニターの発電量かう、消費電力やCO2
排出削減量を算出することにより、太陽光発電の省エネ

ルギー効果や環境効果等について児童生徒だけでなく、

保護者や地域住民も含め太陽光発電の理解を高めるとと

ができる。

⑤ 環境・工ネルギ一教育として、発電モニターを活用し太陽

光による発電量やCO2削減効果を学び、地球温暖化や省

エネルギー、省資源への意識を高めることができる。ま

た電気代の削減効果や被災時の非常用電源としての効果

が期待される。

⑤限られた予算内での太陽光パネルの発電機器容量、蓄電池

の有無 ・売電等についての検討が課題であった。

⑦ 環境-エネルギー教育を児童生徒だけでなく、保護者や地

域住民に対しても学校から発信し、自然エネルギーへの

転換や地球温暖化対策の重要性を広めていく。

匝自治体名

凪人 口
凪面 積

凪事業開始年度

歯車 業主体

連絡先

茨媛県境町

25.167人
46 ， 58km2 

平成25年度
境町

境町教育委員会学校教育課

園調0280-81-13251m0280-86-7389 

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ③内容 ③特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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八州高原・ソフトパンク榛東ソーラーパーク太陽光発電所見学環境学習事業

① 本村の温泉施設で原発事故による避難者を受け入れたこ
とをきっかけに、復興支援策として代替エネルギーの普
及を考え、ソーラーパークの誘致 -新設支援を行った。
その際、村民も自ら林道整備や看板製作などに携わった。
本事業は遊休地の有効利用はもちろんのこと、園内に建
設をしようとする太陽光発電システムとしての先進的事
例となり、村では多くの技術者・行政・小学生などの幅
広い年齢層への環境教育として視察・調査・見学研修を
受け入れている。
② 原発の代替エネルギーと芯る太陽光発電の発電所を誘致
し、安全で自然と共生できるような発電を行い、震災復
興の助けとすることを目的としている。また、自治体と企
業の良好芯協力関係のモデルケースとして、このような
事例の先駆けとなった。さらには、それを新たな集客施
設として、本村はもとより近隣地域の地場産業などの
PR、並びに自然エネルギーの普及推進を行っていく。
① 榛東村の村有林を賃借して経営を行っていた榛名力ン 卜
リークラブ、が7年前に撤退して以降、遊休地の内36.000討
を渋川市の佐藤建設工業株式会社により造成 ・整備をほ
ぼボランティアでしていただき、その大地に10.122枚の太
陽光発電パネルを設置。モジ、ユール容量2.4MW、年間予
想発電量約2.680千kWh(一般家庭740世帯分)の発電
を行っている(初年度実績3.150kWh)。
④ 日照時闘が全国第4位で、さらに設置場所が高地1.000m
という環境は、熱によって発電効率の下がる太陽光発電
に大変適している。事例としても特徴的であるが、気象
条件と景観にも恵まれた太陽の光をエネルギーに変える
ソーラーjてークでもある。

⑤太陽光発電や事業に興味を持つ方々、観光として見学を希
望する方々が遠方かう見学に来られ、原発事故と原子力
エネルギーを説き、自然エネルギーの普及推進、小学生
の環境教育など、地域への来訪者の増加に役立っている。
⑤ 誘致に至るには電力の送電問題や、メガソーラー建設地と
しての造成などの問題点があり誘致は困難かと思われた
が、村の迅速な対応と、企業の協力による造成によって、
誘致を実現できた。
⑦ 本村にとって新た芯集客施設である八州高原・ソフトJ¥ン
ク榛東ソーラーパークを、自然エネルギーの普及推進に
加え、地元野菜を使用した特産品の販売地として確立し
ていく。また、本村のみならず隣接市町村への集客ヘネッ
トワークを構築していく。なお、村が発電事業者となる
榛東村白子の海ソーラーポート-緊急時の電源確保のた
めの危機管理太陽光発電所の建設にも取り組んでいる。

国自治体名

E人口
嗣函 積

嗣事業開始年度

嗣事業 主体

連結先

群馬県機東村

14.650人
27. 94km2 

平成24年度
模索村.SBエナジー株式会社

機東村総務課自然エネルギー推進対策室

回目0279-54-2211(内線253)1m 0279-54-8225 
l!mI http://www.vill.shinto.gunma.jp/megasolar/ 
円1egasolar.htm

メガソーラー所沢設置運営事業

① 東日本大震災に伴う東京電力側福島第一原子力発電所の

事故の影響により、電力の安定供給が課題と芯っている。

これを受け、本市では、再生可能エネルギーの普及等を
含めたマチごと工コタウン所沢構想の策定を進めている。
このような状況下で、北野一般廃棄物最終処分場の有効

活用を模索していたことから、マチ己と工コタウン所沢
構想の先導的事業として、メガソーラー所沢設置運宮事

業を行なうこととした。
①電力の安定供給や最終処分場の有効活用、さうに地球温暖

化防止の観点から、地域特性を活かした自立分散型エネ
ルギ一社会の構築を目指して、太陽光発電施設による再

生可能エネルギーの導入を図ることを目的とする。
① 北野一般廃棄物最終処分場においては、平成元年4月から
平成17年3月の問、クリーンセンターから出される焼却灰
等が埋め立てうれ、現在も、メタンガスや浸出水などの

安定化に向けて維持管理を継続して実施している。その
上部を利用し、メガソーラーを設置することにより、エネ

ルギーの自立化、分散化、多様化を図るものである。
④ メガソーラー事業の包括リース方式による事業展開が特徴

的である。メガソーラー施設の運自主体を自治体とする

ことで、再生可能エネルギーの導入のみ芯うす、地域の

環境教育や地球温暖化対策の推進が図られるとと、予算
の平準化が図られ売電収入による歳入の確保ができるこ

と、直接整備と遣い、民間活力による早期の施設整備が

可能となること等の利点がある。
⑤ メガソーラー及び付帯設備の建設や維持管理等の一部に

地元企業にも携わってもううことにより、地域経済への

貢献を図る。また、メガソーラー施設に啓発施設を併設

することにより、地域の子どもたちへの環境教育に対す

る貢献や、地域における再生可能エネルギー普及への波
及効果が期待できる。

⑤ 土地貸しなどと違い、単年度では事業収支が黒字とならな

いため、総合的に黒字にすることが課題となる。そこで、
リース期間は10年間とし、パワーコンテ‘ィショナなどの主
要設備をオーバーホールした後に、再度10年間のリース
契約とする。とれは、太陽光パネルのメーカー保証期間

やパワーコンディショナの寿命でもある10年を区切りと
することで不確定要素を取り除き、経費の圧縮が可能と

なるととから、より有利主主(無駄のない)リース契約が
できると考えられる。
⑦ 今後、メガソーラー運営事業の事業収支を黒字にするとと

もに、子どもたちへの環境教育、再生可能エネルギー普

及啓発等を進めていく必要がある。

回自治体名

函人 口
図面 積

園事業開始年度

目事 業主体

連絡先

燭玉県所沢市

343.020人
71.99km2 

平成25年度
所沢市

所沢市環境クリーン部環境総務課

田富04-2998-9133EZ盟04-2998-9394

※①事業、活動の背景・経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



後谷調整池メガソーラー発電事業

①環境問題に対しては、地域からの貢献、資源循環社会の構

築、地域の自然の保全・再生を目指したさまざまな対応(取

り組み)が求められており、桶川市では、平成23年3月に
策定した桶川市第五次総合振興計画及び平成24年3月に
策定した桶川市環境基本計画において、基本理念と環境

像を「人と自然が共生するまち」としている。また、こ

の実現を図る施策として「地球温暖化対策の推進」及び「資

源循環型社会の構築」などを掲げ、省エネルギー化・クリー

ンエネルギーの導入など低炭素社会の構築を目指してい

る。本事業は、これらの施策の一環として、後谷調整池

を有効活用し、メガソーラー発電施設の設置-運転管理

及び売電を行う事業者を誘致したものである。

①低炭素社会の構築、及び行政財産の有効活用を目的として

いる。

① 設置場所は後谷調整池(設置可能面積約30.000m2)、事
業期間はメガソーラー発電施設の運転開始後20年以内、
太陽光発電出力は約1.179kw(年間発電電力量約125万
kw)である。
④ 市が管理する調整池を、地方自治法第238条の4第7項の
行政財産の目的外使用許可により使用を許可して実施す

る事業である。メガソーラー発電施設は、フロート(浮体

構造物)方式を採用している。

⑤ 敷地内には、環境学習の推進に資する施設が併設され、多

くの方が見学することにより更なる低炭素社会の構築の

推進が見込まれる。行政財産使用料は、一般家庭の太陽

光発電などの省エネルギー機器設置補助や、市施設の照

明の発光ダイオード(LED)化などの財源としての活用を

予定している。

⑤ 低炭素社会の構築を目指す中で、メガソーラーの設置を検

討したが適地が見つからなかった。同調整池であれば広

大な面積の活用が可能となることに着目し、調査の結果、

フロート方式の活用による事業を実施するとととした。

⑦ 後谷調整池の行政財産の目的外使用許可期間満了後(20年
間)の、桶川市内における再生可能エネルギーの取り組み

方法が課題である。

回自治体名

凪人 口
匝面 積

回事業開始年度

凪事 業主体

連絡先

梅玉県桶川市

75.447人
25.26km2 

平成24年度
桶川市、株式会社ウエストエネルギーソ

リューション

桶川市市民生活部環境課

E謂 048-786-32111m 048-786-3740 

生ごみバイオガス化事業

①長岡市では、平成16年度からごみ焼却量の減量化・資源化
等を目的に生ごみリサイクルの検討を始め、また、平成

17年度に策定した「長岡市地域新エネルギービジョン」
において、新エネルギーの将来像を示し、計画的かつ総

合的芯新エネルギーの導入を図るととにより、環境負荷

の一層の低減と、再生可能な工ネルギーの確保といった

持続可能な社会を形成する仕組みゃ方向性を示した。こ

の中で、「生ごみを利用したバイオガスフラント事業」は、

利用可能性が高い新エネルギー導入フランの1つとして

選定されたものである。

② 従来の焼却処理や埋立処分といった処理方式か5リサイク
ルへの転換による環境負荷の一層の低減と、地域循環を

視点とした再生可能な工ネルギーの確保を実現すること

を目的とする。

① 生ごみ処理を従来の焼却処理からバイオガス化処理に転

換し、処理工程で大量に発生するバイオガス(メタンガス)

を発電に利用する。

④ 自治体の中で全国最大規模の生ごみバイオガス化施設で、

1日65tを処理している。(うち生ごみ処理55t、不適物
処理10tで、年間約2万tを処理している。)また、 PFI
事業 (8TO方式(※))で実施している。(※ 8TO方式

・・建設後に所有権を市に移管し、その後、運営・維持管

理を行うもの。)

⑤ 次の3つが成果として挙げられる。(1 )燃やすごみの減量

経費削減(15年間で35億円の削減)と最終処分場の延命化、
(2)発生したガスで発電 一般家庭約1.000世帯分の電
力量、 (3)二酸化炭素の削減。年間2.000tの削減。
⑤ 準工業地域か5工業地域への都市計画の変更、 PFI事業開

始までの余裕持ったスケジ‘ユール設定に苦心した。全体

の収集回数については、生ごみと同時に収集できる品目

を追加することにより、収集回数を変更せずにすみ、経

費増を抑制した。

⑦発酵に適した生ごみ量の確保や、市民への生ごみ分別のお

願いとPRが課題である。また、今後は市民負担の軽減(受
入品目の拡大等)を図っていきたい。

E自治体名
画人 口
図面 積

E事業開始年度
園事 業主体

連絡先

新潟県長岡市

281.100人
890.91km2 

平成25年度
長岡市

長岡市環境部環境施設課

回型10258-24司28381m 0258-24-6553 
阻週http://www.citY.nagaoka.niigata.jp/kurashi/
biogas/ 

※①事業、活動の背景 経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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克雪か5利雪への転換で地域づくり資源として雪室を活用

①新潟県は日本有数の豪雪地域であり、有史以来、雪と共に

暮うしてきた。しかし、雪国に宿命付けられた「克雪Jの
限界と「過疎Jr高齢化」による地域の衰退が課題で‘あった。
そこで、雪を地域資源として活用するパイロットモデル

として、雪中貯蔵による経済活動を目指した。これにより、

地域住民の雪に対する捉え方、考え方がプラスに転じ、

地域活性化を目指している。

② 電気冷蔵庫の普及に伴い、音に比べ雪の利用は衰退してい

るが、食晶の冷蔵貯蔵は電気より優れているため、雪に

よる食晶貯蔵を行う。これにより、他の地域にない個性

と独自性が注目を集め、消費者を中心とした交流人口の

増加を目指す。また、雪を利用した冷房や雪中貯蔵品な

どを取り扱う道の駅「雪だるま物産館」、雪むろそぱ屋「小

さな空Jをまちの交流拠点として地域を活性化する。
③ 「雪だるま物産館」や「樽田の雪室」などの管理・運宮を、

地域住民で組織された「手づくり百人協同組合Jで行い、
直売所の商品の提供や、棚田オーナーへの雪室米の発送

などを通して、高齢化している地域の活性化を図る。

④ 商品開発に向け、食晶分析に精通している専門家がワーキ

ングを行いながら、雪中貯蔵食晶に対して科学的、統計

学的に検証を進めている。

⑤ 日本の国土の50%以上は雪国と呼ばれる降雪地域である。
そして、その多くは過疎・高齢化と担い手不足という現

状がある。雪を利用した食品の高付加価値化により経済

効果とヤル気を掘り起こすととができる。また、東日本

大震災以降、夏期の冷熱需要の逼迫を余儀芯くされてい

るが、雪は純国産の再生可能な資源である。乙の大量に

降る雪を活用する事例が普及すれば、似かよった気候風

土を持つ地域の活性化の原動力と芯る。

⑤ 雪中貯蔵の商品開発が難しい。それは、どんな商品が、ど

れくういの貯蔵期間でそのような状態になるかなど、雪

中貯蔵食晶の科学的なデータが不足しているからである。

科学的な検証によるデータ収集により雪中貯蔵の効果を

数値化するととで、消費者の信用度合いが増すだけでな

く、販売に適切な商品開発が可能になる。

⑦ 雪の降らない地域の食品を雪室で預り、商品の高付加価値

化に取り組む芯ど、雪室を積極的に活用したい。

凪 自治体名

画人 口
凪面 積

匝事業開始年度

園事 業主体

連絡先

新潟県上越市

202.312人
973.61km2 

平成4年度
上越市、公益財団法人雪だるま財団、手づ

くり盲人協同組合

上越市自治・市民環境部環繍保全課

Eヨ1025-526-51111m 025司526-6184
lm1I http://www.461888.jp/ 

環境共生のまちづくりに向けた資源エネj

① 高岡市では、発生した廃棄物を単に捨てるのではなく、分

別して貴重な資源やエネルギー源としてバイオマス資源

の活用を目指してきた。市民や民間企業の活動が活発で、

市民 ・民間企業・ 市の協力体制が生まれ、企業活動の活

性化も図り拡がら、市民・民間企業の環境意識の向上及

び二殴化炭素排出量の削減を期待して事業化した。

② 市民や民間企業から発生した廃食用油や使用済みわりば

し、年賀はがき、廃材芯どのバイオマス資源を回収し、

バイオデイーゼル燃料、紙の製造や発電を行うことで新

たなエネルギーを生み出す。

① エネルギーを生み出すためにバイオマスを活用する一連の

事業として、高岡市が回収拠点を設け、回収に努めている。

(1)廃食用油を回収して民間事業所でバイオテ‘イーゼル

燃料に再生し、 ゴミ収集車等の燃料として活用している。

(2)使用済みわりばしは民間事業所がチップ化し、紙の

原料として活用している。(3)年賀はがきは民間事業所

が再溶解して再生紙の原料として活用している。 (4)廃

木材は燃料資源として活用されるよう周知し、一部民間

事業所では発電も行っている。

④ 市民 ・民間企業・ 市が協力して取り組んでいる。特に、割

りぱしの回収は、 市民が主導して民間企業に働きかけ、

この取り組みが市域を越えて、県内に広がっていったこ

とが特徴的である。また、市は市内全域に回収拠点を設

置して、 市民の環境意識の定着に貢献した。

⑤ 本事業では、 J¥イオマス資源か5生み出したエネルギーを
活用することで二酸化炭素排出量の削減に寄与している。

また、各リサイクル事業所において工場見学を受け入れ

ることで、市民の環境への関心を高め、民間企業におけ

る社会貢献への機運を高めている。

⑤ 回収拠点の設置にあたり、各所で協力を得るための説明を

要した。また、事業内容を市民に浸透するために市民広

報や環境イベン卜等で周知に努めることにより、回収量

が安定した。

⑦ 市民の環境意識の一層の向上を図り、「環境共生のまち 高

岡Jの実現にむけ、継続して施策の充実に努めていく。

匝 自治体名

凪人 口
匝面 積

匝事業開始年度

凪事 業主体

連絡先

富山県高岡市

177.381人
209.42km2 

平成19年度
高岡市

高岡市生活環境部地域安全課

国語0766-20-1352臨調0766-20-1666

※①事業、活動の背景 経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的芯点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



もみ税制とした分散型再生可能エネルギー施設の実用化と鰍灰の普迦開化

①毎年全国で約200万tのもみ殻が排出するため、エネルギー
化や含有珪酸の資材化に向けた研究が行われた。しかし、

エネルギー化に固執し燃焼させるともみ殻に含まれる珪

酸が結晶化し、燃焼反応を阻害したり、組成の約2割を
占める珪酸が大量の灰 (産業廃棄物)と芯り、ビジネス

化は不可能ということが通説とされた。射水市JAのカン

トリーエレベーターでも1施設当たり年間約600tのもみ
殻を排出し、堆肥化、暗渠資材や培土等にも仕向けられ

ているが、全量を処理しきれず、業者に引き取らせてい

ることから、その有効利用について研究を行うこととなっ

た。

② もみ殻の燃焼エネルギーは化石燃料の約3分の1で、地域

で使用するエネルギーの一部を担うことを目指した。発

生するエネルギーは地域事情に応じて電力や温熱に変え

て地域産業や農業施設に供給し、また、灰は自然由来の

環境にやさしい肥料となることから再び農地へ還すこと

とする。もみ殻を燃料としたバイオマス循環による地域

の自立が本事業の目的である。

① もみ殻を燃料としたエネルギーシステムは、もみ殻に含ま

れる珪酸分を結晶化させず燃焼させることにより、排出

する灰を肥料化する。この灰は圏内の肥料市場では未だ

流通していない新たな肥料である。稲の成長には珪酸が

必要であり、それを補うことができるものとなる。エネ

ルギーはボイラー規模や状況に合わせて、温熱利用や電

力の生産に使用される。

L 小水力 、

④もみ殻は施設に集積されるため、バイオマス産業でピジネ

ス化を阻害する要因と芯る運搬回収行程がなく、エネ

ルギ一事業と肥料製造事業を兼ね備えた2段階のカス
ケード構造により採算性のあるビジネスが創出される。

⑤ もみ殻は、米どころの地方主ょうではの資源であり、それが

エネルギーに代われば地域内の各種産業に使用できるこ

ととなる。エネルギー代償を減うすことの効果で地方の

自立と活性化が図うれ、地産地消型の新たな産業の創出、

継続的なビジネスの展開に期待ができる。

⑤ 圏内産の小型蒸気発電機 (50kW/級)の開発が遅れてい
る。また、研究においては、毎年度、国の競争的研究資

金で実施していることから、財源の先行きが不確定であ

り苦慮している。

⑦ 今後は、「地域の目立」を促進するための手法のーっとして、

JAを中心に本事業の普及を進めるとともに、 JAグルー

プ等のチャンネルによる全国展開を検討していきたい。

園自治体名

園人 口
昌面 積

画事業開始年度

画事業 主体

連絡先

富山県射水市

95.112人
109.18km2 

平成22年度
射水市

射水市産業経済部震林水産課

田富10766-82-19591m 0766-82-8252 

E霊園盟理目小水力発電研究プロジ.エクトに関わる事業
① 地球温暖化や二酸化炭素排出削減という地球規模での大

きな課題があり、研究所ではその解決に向け研究を行っ

ている。入善町には、豊富な農業用水が町内一円にあり、

音から水車を農業の脱穀などの動力として活用してきた。

乙の水車を利用して発電することで、問題の解決の一つ

につながるのではないかと考えた。しかし、設備投資に

かかる資金や知識が不足していた乙とから、地元と連携

して小水力発電の導入を行った。

② 研究所員だけでは人手も資金面も不足していることから、

町内の各業界の方々と連携して小水力発電を設置する。

そして、発電のための水車、発電機を地元業者で制作す

ることにより、地場産業の活性化を促す。

③ 1 ;墨田は、水の小径に設置されていた螺旋水車を利用して
発電システムを設置した。出力は約0.18kWで、散策ルー
トとなっている水の小径の照明に一部利用されている。

2基目は上掛け水車を自作し、別の場所で稼働させた。
出力は約1.4kW-l.6kWで安定しており、草木や雪の流
下試験においては滞留することがなかったなど良い結果

が得られている。

④ 効率よく発電できる水車の形式がどれかを試すために、通

常であれば既製品の水車を利用するところであるが、場

所に適したものにするために地元の方たちと協力して考

え、独自のものを制作したことが特徴的である。

⑤ 小水力発電の設備が見える形で置かれたことにより、町内

外に対して自然エネルギーの活用という啓蒙活動につな

がっている。多数の方が視察や見学に訪れており、交流

人口が増加している。また、 2基の発電設備は町内業者
の協力により制作されていることから、今後も地元で生

産していくことで、町の新たな産業のーっとなり、地域

活性化や地産地消に繋がっていくと考えうれる。

⑤ 水利権の取得が大変であり、固との折衝に時間を要したが、

指導や協力により、通常の3分の2の期間で許可を得る
ととができた。今後、水利権取得など小水力発電に係る

規制緩和が進むことで、事業も取組みゃすくなるのでは

芯いかと考えている。

⑦ 今後も地元と協力しながら、多くの場所に小水力発電設備

を制作・設置し、電力の利活用方法も考え、町全体に小

水力発電が普及できるよう芯形を整えていきたい。また、

次代を担う若者の夢が膨らむような小水力発電設備を制

作したい。

画自治体名 富山県入善町

函人 口 26.604人
画面 積 71.29km2 

E事業開始年度 平成21年度
園事業 主体 入善町、黒部川扇状地研究所

連絡先
入普町企薗財政課

目謂0765-72-11001m 0765-74-0067 
l!ll1I http://www.mrr.jprsenjochi/ 

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑥事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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木質エネルギー地産地消推進事業

①金沢市の森林は市域面積の6割を占め、森林資源の有効活
用による森林の再生、木材産業の振興が課題となってい

る。かつて、中山間地では、熱源として炭や薪が生産され、

経済的価値を生んできた経緯もあり、「木質エネルギー活

用推進検討会」の提言に基づき、木質エネルギー地産地

消の一環として、試験的に、間伐材を原料とする木質ペ

レッ卜の製造、供給を実施することとした。

①金沢産木質ペレッ トの原料として、未利用の間伐材、製材

時の端材を使用するとともに、林地残材を発電のエネル

ギー源として供給し、森林再生、産業振興、地球温暖化

防止につなげる。また、「金沢市地球温暖化対策実行計画

(H23.3)Jの「再生可能エネルギーの利用推進、限りある
資源の有効活用Jを実現する。
③主芯内容は次の5つである。(1)スギ、広葉樹を原料に
ペレッ卜を30t製造、公共施設のペレットストーブに供給
する。 (2)障害のある人の就労支援施設に小型製造機を
貸与し、 3t程度、試作する。 (3)ペレッ トストーブを

学校等に5台導入する。 (4)市民フォーラム、製造実演、

展示、事業者向け見学会等、啓発事業を実施する。(5)

林地残材500tを環境エネルギーセンターのバイオマス発
電用に供給する。

④障害のある人の就労支援につなげている点、ペレッ卜燃焼

機器を積極的に導入している点が特徴的である。

⑤民間での事業化が実現すれば、原料として未利用の間伐材

等の利用が増加するとともに、雇用が創出される。また、

森林所有者への経済的な還元が期待される。

⑤ 流通しているペレットと同等の品質の試作晶製造に努めて

いる。また、ペレットストーフ、の価格と設置工事費、ペレッ

卜や使用機器の認知度を高める啓発、情報発信が課題と

感じうれる。

⑦ 民間事業者が事業化するには、木質ペレットの需要と供給

のバランスがとれているととが前提となるため、年間を

通じての需要の確保とコストの低減が課題である。引き

続き、ペレットストーブを公共施設で導入するとともに、

通年でペレッ卜を使用するボイラーの導入を検討する。

将来的に、民間での適正規模の事業化を実現させ、金沢

産木質ペレッ卜の地産地消につなげる。

固自治体名

画人 口
函面 積

E事業開始年度
画事業主体

連筒先

石川県金沢市

462.361人
468. 22km2 

平成23年度
金沢市

金沢市農林局森林再生課

回調076-220-22171m 076-222-7291 

富樫用水マイクロ水力発電

①国のエネルギー対策として、水力、風力、太陽光といった

再生可能エネルギーの導入 ・普及や、電力供給の多様化

が求められているという背景を受け、発電設備導入の実

証実験のーっとして設置した。

① 設置した低コストのマイク口水力発電施設の技術性や経済

性の実証実験を行い、農業水利施設を活用した小水力発

電の普及推進を目的とする。小水力発電設備の導入に際

しては、水利権取得等さまざまな課題に対する取り組み

を支援する国の補助事業により、石川県土地改良事業団

体連合会が事業主体となって整備を行った。

③ 富樫用水支線林口川左岸部に、水路幅0.9mx延長約25m、
使用水量0.38m2/s、有効落差1.0mの縦軸らせん水車を
設置して発電を行っている。発電量はO.7kW/h~1.5kW/ 
hで、最大出力時では2.4kW/hの発電が可能である。こ
の発電した電力は北陸電力に売電し、隣接する遊歩道内

の街灯等に利用している。

④設備の特徴は、従来利用されてい芯かった震業用水の小さ

主主落差 (1m~2m) を利用したマイクロ水力発電システ

ムであり、低流量、低落差での設置に適している点が挙

げられる。七ケ用水区域には、すでに630kW規模(使用
水量15.0m2、有効落差5.45m)の小水力発電所が稼動し
ており、この小水力発電所と比較すると、本マイク口水

力発電システムは1/5以下の落差を利用している。
⑤平成24年度は2.300kWを発電し、売電収入は27.600円で
あった。平成24年度までの売電単価は11.43円/1くWであっ
たが、平成25年度から固定価格買取制度が適用されたた

め売電単価は35.7円/1くWとなり、収入の向上を見込んで
いる。また、全国に3ヶ所しか芯い園からの補助を受け
た発電施設であるため、 TVの取材や県外自治体からの

視察依頼を受けることもあり、再生可能エネルギーの活

用を推進するための導入事例として注目を集めている。

貴重なマイクロ水力発電システムということで、市内の

小中学生等の環境学習に役立てられると期待している。

⑤ 発電装置保護のため、取入口にゴミ除去用スクυ-ンを設
置しているものの、水門やプロペラに草やビニール等の

ゴミが多量に付着し、発電に支障をきたしている。発電

に必要な水量確保のために、 1週間に2回ほどの頻度で
清掃に行く必要がある。

⑦ 水利権等の法的手続きの煩雑さ、設置コストや発電能力に

よる採算性、ゴミ除去等の日常的なメンテナンスの問題

等、課題が山積しているが、解決及び普及等に向け、石

川県立大学が本施設を活用しつつ実験に取り組んでいる。

凪自治体名

園人 口
凪面 積

凪事業開始年度

匝事業主体

連絡先

石川県野々市市

49.710人
13.56km2 

平成22年度
野々市市

野々市市産業建陵部産業銀興課

IID 076-227-6081 1m 076-227-6254 

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



山梨市次世代エネルギーパーク事業

① 本市では、地域新エネルギービジョン、バイオマスタウン
構想などをもとに、地球温暖化、エネルギー問題の対策
と同時に、地域資源の有効利用などの地域活性化を図っ
てきた。平成18年度に経済産業省かs["次世代エネルギー
jてーク」整備の方向性が示されたことを受けて、これま
での取り組み、各種計画、その他関連施策と連携を保ち
芯がら、新エネルギー施設を複合的に導入し、交流や情
報発信、新たなまちづくりを目指して「山梨市次世代エ
ネルギ-Jてーク構想」を策定した。
① 多様なバイオマス資源や自然エネルギーなど、恵まれた地
域資源を地産地消する新エネルギー関連施設の整備によ
り、資源循環型 ・持続型社会のモデルを構築し、地域社
会の活性化モデルを示し、市民・事業者の各層の参加-
協働による取り組みを核に、地域・年齢等の枠を超えた
交流-情報発信の展開を図ることを目的とする。
③ 主な内容は、木質バイオマスの燃料化(木質ペレット)事
業への協力及び木質パイオマスストーブ-ボイラーの公
共施設への導入、木質バイオマス資源の有効活用に関す
る実証事業 (BTL・バイオオイル)への参加、各家庭
公共施設から収集した廃食油を原料とするバイオディー
ゼル燃料の精製、環境共生型住宅モデル整備事業「工コ
ハウスやまなし」の整備である。
④ 木質ペレッ卜事業は、地域資源(県産材・間伐材)を中心
に使用する製材工場の残材を原料としているため、 エネ
ルギーの地産地消が図られている。また、圏内屈指の果
樹栽培から出る劃定枝も有効利用を始めている。バイオ
ディーゼル燃料の精製事業は、ごみの減量化だけでなく、
小中学校のスクールパスに使用しているため、二酸化炭
素排出塁の削減、燃料費の節減、環境教育の推進にも役

立っている。
⑤ 「次世代エネルギーJ¥ーク」として公表され、視察に訪れ
る自治体地方議会-市民団体-法人などが培え、 市内
の飲食庖宿泊施設観光施設芯どの利用が若干だが増
加したと思われる。また、木質バイオマス・工コハウス
やまなしの取り組みは、何度となく各種メディアに取り
上げられ、市のイメージアップに繋がった。
⑤ 初期投資が高額なため、木質バイオマスストーブ-ボイラー
の設置にあまり進展がない。設置費の補助など国への要
望を継続している。
⑦ 財政状況が非常に厳しい状況であるため、補助事業などを
活用し、新エネルギー設備の更砿る導入、実証事業等へ
の参加、事業者や一般家庭への新エネルギー設備導入、
工コライフ-省エネルギー普及啓発、エネルギーパーク
と地域産業を連携させた交流事業(工コツアー芯ど)の
推進を図っていきたいと考えている。

iW自治体名

園人 口
園面 積

事業開始年度

画事業 主体

連結先
山梨市環境課

山梨県山梨市

37.298人
289.87km2 

平成18年度
山梨市、山梨市学ぶ交流事業検討協援会

mJ  0553-22-1111 1m 0553-23-2800 
mDhttpj/，酬。CI旬，yamanぉhi，yam飢餓i.jpJcrtiz苗v刷idel位制ge/肌vlr町nentli凶ai..oark，酬
http://I酬，city，抑制酬1卸削酬がc尚eniguk担i/g的得e/酬閣醐tlstooy-附川町印刷

風穴(ふうけつ)整備

①松本市安昼稲核地区に残る「風穴(ふうけつ、文はかさあ

主主)Jは、人家に近いこと、また、範囲も広く、全国的に

も珍しい地区である。江戸末期以降、「風穴業J["風穴蚕
種業jとして栄え、近代日本の礎に貢献した製糸業の一

翼を担い、また、造林用種子の保存等にも活用されてきた。

その後昭和30年以降、電気冷蔵庫の普及により衰退し、

用途がなく芯った建屋が倒壊する恐れがあることや、産

業遺産としての価値、自然エネルギーの活用、また、観

光資源として利用するため改修を行った。

② 電気を使用しない天然の冷蔵庫として利用することによ

り、二酸化炭素の排出を抑え、地球温暖化防止に貢献す

るとともに、地域の産業遺産、観光資源としての有効利

用を図るため改修を行った。

① 北アルプスの地下水から生まれた天然の冷風が、ガラ場を

通って地上に出たところに横穴を掘り石積みした室(む

ろ)を風穴(1:)\うけつ)と呼んでいる。 真夏でも 5~8 "C

を保っており、天然の冷蔵庫として明治時代には蚕種(か

いこの卵)の貯蔵庫として全国から委託を受けていた。

寛永年間に食品の保存をしていたのが始まりと云われ、

現在は稲核地区固有種である稲核菜の漬物や、苗木、日

本酒、ワインなどの貯蔵庫として利用され、様々芯かた

ちで暮うしに役立っている。

④ 使われ芯くなっていた大き芯風穴を修繕することにより、

後世に残すことで産業遺産としての価値を上げたこと、

また、観光資源として活用したという点が特徴的である。

⑤ 「道の駅」風穴の里に隣接する土地に整備したことかう多

くの観光客が訪れ、真夏でも8
0

Cの冷風を体感できる施

設として高い評価を得ている。また、地元の酒造会社に

依頼し、風穴で熟成した清酒を「風穴貯蔵jのブランド

ラベルをつけて発売し、地域のブランド化を目指してい

る。費用のかからない冷蔵場所であることの認知が進む

ことで、利用の問合せが摺えている。

⑤ 当初は地主との用地貸借の交渉過程に手間取った。

⑦ との風穴も含め、道の駅「風穴の里J周辺の施設を産業遺
産や観光資源と捉え、地元の意向を踏まえながら、周辺

の施設整備を図っていく。

凪自治体名

函人 口
凪面 積

園事業開始年度

E事業 主体

連結先

長野県松本市

242.554人
978. 77km2 

平成20年度
松本市

松本市農林部西部腹林課

mJ  0263-78-3003 1m 0263-78-3942 
園調http://www.go.tvm.ne.jprtu-ketsu/

※①事業、活動の背東 経緯 ②目的 ③内容 ①特徴的芯点 ⑤成果や今後期待される効果

⑥事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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公共施設を活用した太陽光発電所事業(須坂市立相森中学校太陽光発電所)

①須坂市独自の自然エネルギー導入の啓発や事業としてなり

うるモデル事業を構築する事を目的とし、「太陽工ネル

ギー推進協議会jを設立した。

②須坂市が市立相森中学校の屋根を提供し、発電事業者が

100kW級の太陽光発電事業を行う。発電事業者は、災害
時の非常用電源装置の設置、環境教育等に活用するモニ

ターの設置、同時に省エネの観点から教職員室に LED照

明の設置を実施する。また、長野県北部の冬期間で積雪

がある須坂市で、太陽光発電事業が成り立つことを実証

する。

①相森中学校太陽光発電所は平成24年10月に運転開始となっ
た。概要は次のとおりである。(1)発電出力(Ji.ネル)

127.6kW 440枚、 (2)発電出力(Ji.ワコン):10kW10台、
(3)太陽光発電面積 858m2、(4)年間発電量(予測)
153.600kWh/年。
④本事業では、非常用電源装置を2台導入し蓄電容量は1
kWh/台で、設置した太陽光パネルかう充電をしており、
災害時に最低限の電力供給を可能としている。更に、 2
台とも固定式ではなく可動式と芯っており、体育館のみ

芯らすどの場所でも使用する事が可能である。また、中

学校や地域の自然工ネルギーを活用したイベントでも活

用できる。この非常用電源装置は、独自で開発したもので、

地域の資金・技術を活用した非常用電源装置となってい

る。

⑤本発電事業では、相森中学校の周辺地域への電力供給す

る形となっている。また、生徒や地域の方々への環境教

育の場にもなっている。県内外から行政機関等の方々が

視察に訪れていることから、地域活性化にも寄与してい

るといえる。本事業の取り組みは長野県では初めてであ

り、須坂市かう発信される学校発電所事業が県内はもと

より、全国への普及拡大に繋がる可能性がある。

⑤ 本事業は公共施設の屋根貸しによるモデル事業として、市

としては前例の芯い取り組みであり、庁内関係部署との

細部にわたる調整が必要であった。また、行政財産の使

用許可に屋根貸しの位置付けがなかったことから、条例

改正を行った。

⑦本協議会が行う発電事業は、先駆的芯モデル事業として全

国展開を期待するもので、県内他地域への協議会設立も

予定されている。また、市は、本事業に関する実務経験

を活かし、平成25年度から他の公共施設(中学校体育館
等3施設)の屋根貸し事業を開始したところである。

画自治体名 長野県須坂市

匝人 口 52.396人
画面 積 149.84km2

厄事業開始年度 平成24年度
画事業主体 須板市

連筒先
須坂市環働部生活環境課

Eヨ1026-248-90191m 026-251-2459 

町川小水力発電施設整備事業

① 平成19年4月の RPS法の改正に伴い、 1.000kWh以下の
全ての水力発電が、独立行政法人新エネルギー産業技
術総合開発機構の補助事業(地域新エネルギー等導入促
進事業)の対象となったことかう、 19・20年度に設計、
20.21年度に本事業を導入して町川小水力発電所を建設
し、当市における新エネルギー利用の促進を図ることと
した。
② 発電した電力(目標発電量1.045MW/年)を近隣の市が
管理する「し尿処理場J(消費電力量1.212MW/年)まで、
約650mの高圧配電線により送電し、自家消費するととが
主主主目的で、し尿処理場が稼働し芯い休日夜間に発生す
る余剰電力については、電力会社へ売電し、事業収入と
するものである。
①並行する農業用水路(町J11)の改良工事に併せ施工したも
ので、河岸段E上部で取7Jくし、段E落差を利用し、有効
落差16.2m、延長83.7m、径900mmの水圧管で、濯滞期1.1、
非濯滞期1.0m3/sの濯滅用水を導水し、横軸フランシス
水車を回転させ、常時120~136kWh の発電をした後、取
水した全水量を町川へ返す完全従属型の水路式発電所で
ある。
④ 町川を含め、当市の水利体系は、昭和初期から立地してい
る企業が、自社工場への電力供給のため建設した水力発
電所に付帯する導水路からも供給を得ており、一度発電
所に使用され、隠道を経由するため、塵や砂が非常に少
なく、非濯満期でもある程度の水量が確保でき、年聞を
通じ安定した発電が可能である。
⑤ 未利用であった水の落下エネルギーの有効活用による二
酸化炭素を排出し芯いクリーンな自然エネルギーを利用
する発電施設のため、年間約100世帯からの二酸化炭素排

出量である569t -C02の抑制が図うれ、地球温暖化防止
対策の推進に寄与するとともに、環境学習の場として活
用されている。また、市の施設で自家消費することで歳
出の削減となり、売電による収入と合わせ経済効果をあ
げている。
⑥ 町川用水路は、一級河川高瀬川から取水し、 1.112haを濯
滅する基幹農業用水路のため、発電水利権の取得に、多
くの関係団体の承諾が必要と芯り、事前協議等に時間を
要した。また、電力会社との系統連系での技術面での調
整に苦慮した。
⑦ 再工ネ法施行に伴い、 RPS設備認定を解除、再工ネ設備
認定を取得し、固定価格買取制度による調達価格での売
電となったことから、長期に安定した稼働ができるよう、
適正な維持管理計画により、適切な管理をすることが必
要となる。

匝自治体名

匝人 口
面面 積

匝事業開始年度

画事業主体

連結先

長野県大町市

29，709人
5制.99km2 

平成19年度
大町市

大町市建設水道部建設課

E耳目026ト22-04201m 0261-23-5188 
盟国http://州 w.shin引 e.net/energy/hydro/matikawa.html
http://www目pref.nagano.lg.jp/nousei/nochi/suiryoku/jirei8.htm

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑥事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



佐久市メガソーラー発電事業

①佐久市は全国でもトップクラスの日照時聞をほこる。また、

固定価格買取制度設立の動きを受け、長野県と協働して

メガソーラー発電施設を誘致するための「メガソーラー

マッチング窓口Jを設置したが、当時、具体的芯事業展
開に進まなかったことから、市が自ら発電主体となり、メ

ガソーラー発電事業のモデルケースとなることにした。

② 目的は大きく別けて以下の3点である。 1つ目は、実証実

験モデルとして佐久市が太陽光発電に向いている地域で

あることを明らかにし、太陽光発電の普及促進を図るた

め。 2つ目は、佐久市の日照時間の長さをアピールする
とともに、メガソーラー発電施設を観光施設のーっと位

置付け地域活性化を図るため。 3つ目は、売電によって

得た収益をもとに、更なる新エネルギーの普及や地域づ

くりを図るためである。

① 佐久市茂田井地区lこ1.990kWの太陽光発電施設を設置し
て発電事業を行う。施設は民間事業者からリースするも

ので、民間事業者の選定にあたっては、民間の技術力を

活用するため、施設の設計及び施工等から保守までを含

めた企画提案を受けるプロポーザル方式を採用した。

④ 全国的にも珍しい、市が事業主体と怠る事業であり、滞在

型農園施設の「佐久クラインガルテン望月」に隣接する

形で設置しているため、農業体験や太陽光発電施設を通

じて、佐久市の自然の魅力を感じてもらうととができる。

⑤ メガソーラー発電施設に災害時用の設備を設置しており、

停電時でも地元の方が携帯電話等の電化製品を使用でき

るようにしている。また、発電施設を観光施設のーっと

位置付け、周辺の観光施設と組み合わせた地域活性化を

図っていく。

⑤ メガソーラー発電施設の構築には高額な初期費用がかか

る。このため佐久市では、リース方式を採用することに

より、初期費用を不要とした。また、月々のリース代につ

いても、月々の売電料の中から支払うことで、財政上の

負担が少ないようにしている。

⑦本事業を通じて、市民や事業者の更なる太陽光発電の普及

促進を図るとともに、売電収入を活用し、更なる新工ネ

ルギ一施策の展開や地域づくりを進めていきたい。

凪自治体名

園人 口
凪面 積

園事業開始年度

画事業 主体

連錨先

長野県佐久市

1∞.200人
423. 99km2 

平成24年度
佐久市

佐久市環境部環境政策篠

自書10267-62-29171m 0267-62-7862 
回調http://www.city.saku.nagano.jp/cms/html/
category I 188/index.html 

温泉エネルギー回収熱交換器の設置

①捨てうれる温泉からの熱回収は、これまで熱回収器の伝熱

管へのゴミ等の付着が多く、毎日の清掃が必要であり普

及していなかった。伝熱管の自動清掃が可能であれば温

水を作るためのボイラーの活用頻度を減5し、燃料であ
る灯油の使用量を抑えられるため、新たな機器の製作を

考えた。また、乙れまで温泉を捨てていた都市下水路では、

水温が高いためにユスリ力芯どの衛生害虫が発生して地

域から苦情が出ている。

① これまで下水道や都市下水路へ捨てていた、冬場でも38度
ほどある温泉から熱エネルギーを取り出して活用する熱

交換器を活用するために、メンテナンスフリーで一定の

伝熱効率を維持することができるシステムを製作する。

③ シャワー等に使うためにボイラーで70度近くまで加熱し芯
ければならない冷水を、排湯であ5かじめ30度まで温め、
ボイラーによる加熱時聞を短縮し、灯油使用量を削減す

ることで自然環境への負荷を低減するとともに、旅館経

自における経費削減にも効果が期待できる熱交換システ

ムを導入する。

④ 温泉を活用したとれまでの熱回収システムにおいては、伝

熱管へのゴミ等の付着による伝導率の大幅な低下や、そ

れに伴う管の清掃に手聞がかかるといった問題の解決が

課題であった。伝熱管の清掃機器の製作を委託し、出来

上がった機器はその清掃の仕組みで特許を取得した。

⑤排水路へ捨てる温泉の温度が低下したことで、水路全体の

水温が幾分でも低下することにより、害虫の発生が抑制

される。伝熱管の清掃が自動化されたことで、メンテナ

ンスの頻度が大幅に低減される。自動清掃機能付きの熱

交換器の導入経費が安価で30年もの使用に耐える耐久性
の高い製品であるため、他の施設においても導入が簡単

にできる。

@ 妓術的な最先端を求めず、イニシャルコストを極力下げ、

メンテナンス不要な機器を作り出すことを念頭に置いて

いたため、伝熱管清掃の完成度に若干の不満が残ってい

る。今回の経験で蓄積した技術力と今後の改善により、

後継機力、う改良していく。

⑦ このシステムが普及することにより、経営上の負担の低減

が図られると同時に、地球環境への配慮や地元の生活環

境の保全にも寄与することが可能となるため、広く伝え

ていく必要がある。

匝自治体名

凪人 口
匝面 積

園事業開始年度

園事業 主体

連筒先

長野県千幽市

61.300人
119.84km2 

平成22年度
株式会社上山田ホテル

千幽市市民現場郡環境課

E型1026-273-11111m 026-273-1924 
E週間tp:llwww.kamiyamada.coml

※①事業、活動の背景 経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦諜題と今後の展開
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地域復興と併せて行う防災・雇用創出モデル事業

①平成23年3月12日の長野県北部地震を契機|こ、避難所設備

の見直しと、復興への取組みが不可欠と芯った。面積の

92.8%を山林原野が占める当村において、木材資源は豊

富である事かう災害時の熱供給設備として木質チップボ

イラーを導入する事とした。これに加え、木材チップ事

業を展開し雇用創出を図る計画である。

① 災害拠点施設に木質チップボ、イラーを導入し、災害時でも

熱供給を可能とする。木材チップは、間伐材を利用し栄

村森林組合が製造することにより、山での雇用とチップ

製造での雇用を創出し、震災かうの復興を推進する。

① 震災時に避難所となった、北野天満温泉に木質チップボ、イ

ラーを1基導入する。チップ製造機等は村が購入し、栄

村森林組合へ貸付け木材チップ製造事業を展開する。こ

こで製造した木材チップは北野天満温泉への供給、県内

発電所等へ販売する計画である。

④ 村の間伐材等を利用したチップ製造事業を展開する事で、

村内で燃料を製造する事ができ、供給体制ができる。木

質バイオマス発電所、木質チップボイラーが今後普及す

る事により、燃料の需要は増える事が予想され、晶質の

よいチップを製造できれば事業は大きく展開でき、雇用

が創出される事を期待している。

⑤ 北野天満温泉において、木質チップボイラーの成果がでる

事により、村内はもとより近隣市町村へも設置が普及し、

自然工ネルギーに対する関心も深まり、児童・生徒の学

習の場ともなる。また、チップ製造事業が展開できれば、

若者の雇用の場となり復興へ繋がる。

⑤ ボイラーの選定やチップの製造技術・晶質向上対策に苦心

している。

⑦ 当村の主要間伐材は杉であり、含水率が高い木材である。

とのため高含水率の木材チップを燃焼させるボイラーの

選定に苦慮した。チップ製造事業者の栄村森林組合にお

いても、当初は生チップ製造を計画していたが、含水率

を抑え規格の整ったチップを製造する事により販路の拡

大も見込める事から、チップ製造技術の向上を図ってい

る。

園自治体名

匝人 口
匝面 積

画事業開始年度

凪事 業主体

連結先
栄村総務課

回調0269-87引 11

長野県栄村

2.203人

271.51km2 

平成25年度

栄村、栄村森林組合

1m 0269-87-3083 

f可児市・新たなエネルギー社会づくりJ事業提案

① 東日本大震災を契機とし「地域の特性を生かした自立 ・分

散型エネルギーの確保」が重要となった。また「再生可

能エネルギーの固定価格貰取制度」により、各種の再生

可能エネルギーの利用が活発になっている。一方、本市

は名古屋市等のベッドタウンとして急速に発展した結果、

特色の薄いまちとなってしまい、市民の本市に対するシ

ビ、ツクブライド(関心・愛着心)が低く芯っていることが、

今後のまちづくりへの懸念材料となっている。

② 本市に有する資源の特性を生かし 「可児市の地元事業者に

よる、可児市のための再生可能エネルギーの事業化」を

進めることで、本市の財政力を豊かにする成長戦略が必

要と考えた。そういった事業により、地域分散型の工ネ

ルギ一社会を構築することで、本市の経済活性化に繋げ

ると共に地域の課題解決を図るためである。

① エネルギーの地域分散型を柱とした戦略を展開し、地域の

エネルギーを創造する具体的な民間事業を官民協働で推

進していくため、再生可能エネルギーによる発電事業な

どのノウハウがある事業者からの事業提案を受け、事業

化を目指すもの。

④ 市が主導と怠って事業内容を考え、事業者を選定する従来

の手法では、新しいアイデアが生まれにくい。 そとで、市

や市民の利益増進につながる事であれば、対象や手法芯

どは全て提案事業者に任せる方式を採用した。これによ

り、民間事業者かう柔軟な提案を引き出すことができ、

市は提案に応じて支援を検討するという形ができた。

⑤ 可児市建設業協同組合が市内の8小中学校の屋根での太

陽光発電について計測し、市内の8小中学校の屋根を活
用する事業の提案があったため、市では屋根を貸すこと

とした。この事業により、市内の8つの小中学校にて分
散型の非常用電源が確保された。また、 災害時の緊急工

事などで大きな役割を果たす同組合の運芭に売電収益が

生かされることで、地元企業の活性化に貢献されるとと

を期待している。

⑤ 事業内容の全てを提案事業者に委ねたため、行政法上の判

断や、条例、規則との整合に手間取った。

⑦ との他、バイオガス発電の提案もあり、事業化に向けて研

究を進めている。今後は提案事業の検証や、研究を長期

的に取り組んだり、毎年このような事業提案を募集し、

事業者かうの実現可能な提案を市としてすぐに取り上げ

ることのできる体制づくりの構築が必要と考える。

匝自治体名

凪人 口
凪面 積

凪事業開始年度

匝事 業主体

連結先
可児市市民部環燐課

岐阜県可児市

100.932人

87.6km2 

平成24年度

可児市

m 0574-62-1111 日D0574-63-6816 
I!JD http://www.city目kani.gifu.jp/view.rbz?nd=1 025&ik=3& 
pnp=154&pnp=164&pnp=750&pnp=1025&cd=4102 

※①事業、活動の背景・経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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EE翠型- 郡上市白鳥町石徹白地区小水力発電事業
①郡上市石徹白地域の最大の課題は、「週疎化少子高齢化」

である。10年間に約17%減少し、高齢化率も45%に達して
いる。このため、「地域を後世にわたって引き継いでいけ

るかどうかjが地域づくりに携わる人たちの共通の思い

である。小水力発電は、このような地域の人たちの思い

のシンボ、ルとして導入されている。

① 地域の最大の課題である「週疎化 ・少子高齢化Jに歯止め
をかけ、地域を後世にわたって引き継いでいくため、地

域づくりに携わる人たちの共通の思いを小水力発電とい

う形でアピールし地域づくりにつなげることを目的とす

る。

③ 地区内を流れる水量豊富主主農業用水を活用し、発電を行っ

ている。これまでに6基の小水力発電発電設備が導入さ
れている。現在5せん水車1機と上掛け水車1機を連続

運転しており、 NPO法人の事務所の照明や街灯などに使
われ、上掛け水車では隣接の農産物加工所の電気の一部

を賄っている。

④ 発電施設に隣接している加工施設は、稼働率が低く、休止

状態が続いていたわt、小水力発電の設置と同時に特産昂

開発の取組みが行われている。電気関係の設備の構築-

水車の日常的主主管理は地元の住民によって行われている。

⑤ 小水力発電の取組みにより、全国メディアにも取り上げら

れたことで、石徹白地区を視察に訪れる人が増加した。

また、石徹自の小水力発電事業が契機となり、岐阜県小

{ 小水力 、

水力利用推進協議会が設置された。さらに、小水力発電

を契機に地域づくり活動が活発になり、移住定住促進へ

の効果が表れている。

⑥ 「地元でできることは地元で」という考え方から、電気制

御回路をすべて地域住民によって構築した。試行錯誤を

繰り返し、かなり苦労をした。

⑦ 全国的に注目を浴びている小水力発電ではあるが、行政や

電力会社主導の小水力発とは異芯り、水車が地域住民に

近い存在ではあるが、実利としての地域貢献できる電気

という点では道半ばである。今後は、発電した電気が公

共施設などの電気代削減に直結し、電気の自立ができる

ようにしていかなければならない。

画自治体名

画人 口
画面 積

肢阜県郡上市

45.407人
1030.79km2 

平成7年度凪事業開始年度

嗣事 業主体 NPO法人地繊再生縫織、 NPO法人やすら
ぎの皇いとしろ

連絡先
郡上市商工観光部商工諜

IDI 0575-67-1808 1m 0575-67-1820 
E週 http://www.itoshiro.net/npo/info.html

--

EE翠盟圏・白川村小水力発電事業
①平成14年度に策定された、「白川村地域新工ネルギービ、ジ、ヨ
ン」において環境問題に対し、地域の活性を活かした自

然工ネルギーの開発利用への取組を行った。関西電力(株)

平瀬発電所での発電後の放流水を利用し150kW/hの電力
を発電できる小水力発電所の建設について提言され、平

成16年度に「ふれあいやすらぎ温泉地整備事業 (大白川|
温泉しうみずの湯)J建設に伴い、施設の付帯工事として
建設を決定し河川法、電気事業法等の許認可手続きを経

て建設した。

② 「大白川温泉し5みずの湯」施設で使用する電力をまかな
う設備を設置し電気代の支払い負担をなくすことで、指

定管理者の光熱経費の負担を減らし、地域の活性化を促

進させる。

③ 関西電力 (株)平瀬発電所の放水路上に高さ2.0mの取水
堤を設け、取水口かう最大2.3tの放流水を取り入れ約190
m・落差8mにより発電所に導水し最大150kW(一般家
庭30~50戸分)の発電を行っている。

④ 「大白川温泉しらみずの湯」施設の運営管理に関する主な

経費は、人件費・光熱水費 ・修繕費等に経費が掛かり運

営に支障をきたしていたが、自家発電により電気代の大

幅な削減と、余剰電力を売電することにより、指定管理

者の負担が大幅に削減できたことが大きな特徴といえる。

⑤ 平成25年度かうは、 RPS5去では1kW9円で売電していた
ものが、「再生可能工ネルギーの固定買取制度」の導入に

より 1kW約33円で売電できるようになり、今後小水力発
電所の大規模修繕が計画的に可能になり、又、施設管理

費の更なる経費削減に芯る。また、多数の自治体や団体

等がこの小水力発電所を視察することで本平瀬地区への

来訪者も増加し地域の活性化に繋がっている。

⑤ 白川村小水力発電所は、関西電力(株)平瀬発電所での発

電所の下流(放水路)にあり、関西電力で発電に使用し

た排水を再利用しているため、関西電力(株)が停止す

ると当発電所も停止し発電ができなくなる。

⑦ 建設当初から、すでに8年が経週し、施設の老朽による部

品等の取替え及び修繕が必要になってくる。今後は、細

密点検等を増やし施設の維持管理に努める。

E自治体名
画人 口
画面 積

画事業開始年度

面事 業主体

連絡先

岐阜県白川村

1.725人
356. 55km2 

平成17年度
白川村

白川村基盤霊備課(建段担当)

Eヨ105769-6-1311 1m 05769-6-1709 
回調http://shirakawa-go.org/mura/samazama/1400/

※①事業、活動の背景。経緯 ②目的 ③内容 ②特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦諜題と今後の展開
133 
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地域主導による再生可能エネルギー発電設備の設置等事業

①静岡市と特定非営利活動法人アースライフネットワーク
は、環境省が平成23年度に、地域主導による地域の特性
を活かした再生可能エネルギー導入事業の事例収集を目
的に公募した「地域主導型再生可能エネルギー事業化検
討業務Jの採択を受け、 『市民ファンドを通じた再生可能
エネルギー導入事業jの事業スキームを構築した。その
事業化に向け、平成24年12月に特別目的会社(しずおか
未来エネルギー株式会社)を含めた3者による協定の締
結を行い、市内の公共施設3力所に太陽光発電施設を設
置し、事業を開始した。
②「地域のエネルギーを地域のみんなで創るJをコンセブ卜
に、再生可能エネルギーの導入や普及、環境教育活動な
どを通じて、市民、自治体、市民団体、企業、金融機関
などがそれぞれの役割を担いながら連携協力し、誰もが
発電事業に参画できる仕組みを構築する。
① しずおか未来エネルギー株式会社は、出資者からの出資金
等を活用して、市内の公共施設にコミュ二ティソーラー
(地域発電所)を設置、固定価格買取制度に則った売電事
業を行い、事業を通じて得られた売電収益かう、利回り
及び元本を出資者へ償還する。
④次の点が特徴的である。(1 )全国初の市民マイクロファ
ンドによる資金調達を取り入れた市民参加型の事業。 (2)
事業評価による融資(無担保、無保証)を金融機関が実施。
(3)静岡市は設置場所の使用料について、当面原則無償
で貸与。 (4)事業性を追求したメガソーラーではなく、
中小規模(50kW未満)の太陽光発電所を設置。 (5)教育・
文化・スポーツ施設など市民が出資する意義や物語がしっ
かりと描ける場所に設置。 (6)市民に手の届く範囲(1 
口50.000円)で、多額の資金を必要とせす自らの意志で
再生可能エネルギー発電事業に参画・貢献できる仕組み。

(7)災害時の避難拠点となることも想定し停電時の独立
電源としての活用も想定。
⑤次のような成果があった。(1)市民ファンド募集期間の
満了を前に募集口数 (400口)に到達。 (2)自宅に太陽
光パネルを設置したくてもできない市民(賃貸住宅居住
者等)の参画。 (3)他の自治体かうの視察や事業スキー
ム(ビジネスモデル)に関する照会が多数有り。(4)再
生可能エネルギー普及に関わることによる省エネ、倉lエ
ネに関する市民意識の高揚。
⑤ 事業検討にあたっては、 50力所を超える施設や土地につい
て調査を実施したが、施設周辺環境の適否や施設本体の
構造計算よの可否、防水工事計画の有無など、多数の課
題があり、設置場所の選定には苦心した。施設屋上の防
水シートに穴を空けない工法や荷重負荷を低減した工法
など、新しい技術の導入について積極的に情報収集し活
用した。
⑦ 静岡市内のみならす、静岡県内への事業展開を目指す。

凪自治体名

凪人 口
画面 積

園事業開始年度

園事業主体

連結先

静岡県静岡市

721.483人
1.411.93km2 

平成24年度
しすおか未来エネルギー株式会社(静岡市・特

定非営利活動法人アースライフネットワーク)

静岡市環境創造部環境総務課

liD 054-221-1306 1m 054-221-1492 
E置 http://s-miraienergY.com/

熱海市低温度差発電によるPRコンテンツ創出業務

①温泉熱を活用した取り組みは、産学官連携による地域活性
化を目指す熱海市発「温泉イノベーションJの一環として、
平成22年より慶藤義塾大学武藤教授の研究である低温度
差発電の実験場所として民間の源泉の協力を得て温泉資
源を活用した発電の実証実験を行ってきた。以前は余っ
て捨てている温泉水を使い発電を行ってきたが、今回、
その源泉で立ち昇る湯気を利用し発電し、その電力を隣
接する湯前神社で4つのアプリケーションを平成24年10
月より稼働させ、 PRコンテンツ創出事業として地域の活
性化を図っている。
① 放出している源泉の湯気を利用して発電した電力を隣接の
湯前神社境内において利用するととで、温泉資源の価値
を高めることと環境にやさしい観光地として多くの注目
を集めることでまちの活性化を図る。
① 熱電素子の温度差による発電効果より、源泉かう立ち昇る
湯気熱と水道水の熱の温度差で発電した電力 (20W~
30W)を使って、隣接した湯前神社に送電し、(1)LED 
照明、 (2)wトfiルータ一、 (3)横波スピーカーを利用し
た音声ガイダンス、 (4)充電ポストの4つのアプリケー
ションを24時間提供している。
④ ゼーベック素子 (4cmx 4cm)のユニット5連からな
る装置は簡単に設置され、放出して捨てている源泉の湯
気約1000Cの熱と水道水の約20"Cの熱をヒートパイプによ
り取り込み、 24時間発電をしている。その電力を隣接の
湯前神社境内に40m送電して4つのアプリケーションを
提供している。
⑤ 小さな発電であるが捨てている工ネルギーを利用し発電を
することで、温泉の価値を高め、環境に優しい取り組み
としてテレビ、新聞、雑誌など多くのメディアに取り上げ

られるととで地産地消のエネルギーの活用を紹介できた。
今後は天候に左右されない低温度差発電は24時間発電で
き、コンパク卜芯装置なことかうかう災害時などへの活
用が期待される。
⑤ 実験段階のため経費がかかり、装置の関係で、発電量が少
ない。研究による取り組みとしてタイアップし、発電装
置は大学かうの貸与の形をとってアプリケーションの設
置とメンテナンス費用に経費をかけた。安価になる大量
の製品化に取り組む企業の進出を求めている。
⑦ ゼーベック素子の発電量が隈5れることから本事業のノウ
ハウを生かし、安価な発電装置の商品開発や複数の素子
を使用して100W程度の発電が可能な装置の開発を民間企
業の取り組みに期待している。また、これをきっかけにし
て再生可能工ネルギ一対する関心を多くの市民が持つよ
うに努め、温泉発電や小水力発電などの民間事業主体の
側面的な支援を進めたい。

嗣自治体名

画人 口
画面 積

画事業開始年度

園事業主体

連絡先

静岡県勲海市

39.221人
61.61km2 

平成24年度
熱海市

熱海市市民福祉部協働環境課

liD 0557-86-6273 1m 0557-86-6276 
回調http://www.city.atami.shizuoka.jp/page.
php?pjd=948 

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ①内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



i 望n__1

E冨彊国置置小水力発電アイデアコンテスト
① いなべ市では、現在、農作物への獣害対策として、電気柵

を使用しているが、電源確保のコスト負担が重く、低コ

ストな電源が求められていた。一方、いなべ市は豊富な

水量を蓄える山々に固まれており、年間を通じて豊富な

水量を確保できることや、各地へ水路が張り巡らされて

いることから小水力発電に適していると考えたが、水力

発電施設については高度芯技術を要するため、技術面で

工業高等専門学校生の支援を求める乙ととした。

① 農山村地域から市内全域へ小水力発電を広げ、地域活性

化、エネルギーの地産地消へつ芯げる。

① 東海北陸地域の工業高等専門学校生を対象とした参加者

が現地調査や地域住民との交流を通して、設置場所、発

電装置・設備の開発、発電した電気の利用方法を決定し、

当日は、見学会とプレゼンテーションを行い、審査員に

よる技術的な審査や、電気利用のアイデア審査(現地の

ニーズを反映)を行った。コンテスト終了後は、参加校

から水車を寄贈いただき、地元の教育施設に設置し、発

電した電気を利用している。

④ 発電量を競うだけでなく、学生達が地域社会の交流を通じ

て地域課題や要望を汲み取り、生活の中で利用できる発

電設備の製作を目指すとともに、協賛企業からの支援を

受けることも自由として、倉l造に富んだ多様なアイデア
を実現できるようにした。

⑤ 参加者による地域ニーズの聞き取りゃ、懸案解決に向けた

取組、装置設置における住民協力を得ることにより、住

民間土の交流、地域振興につながった。また、参加校で

ある豊田工業高等専門学校から、作成した水車が寄贈さ

れ、これを「屋根の芯い学校(土日に親子で参加できる

野外講座)Jに設置し、子どもたちを中心にエネルギーを
考えるきっかけとして、物づくりの実証実験を通した青

少年育成に活用しているほか、現在、発電した電気を利

用するため、転倒防止用のフットライト(街灯)の整備

を行なっている。

⑤事業実施においては、水量が豊富な準用河川では許可要件

が厳しく設置は見送った、また普通河川においても水量

の不足などにより選定に苦労した。

⑦ 今回のコンテストからいくつか特許を取得するアイデアが

生まれた。寄付してもらった水車を教育施設(屋根の芯

い学校)に設置し、子どもたちを中心にエネルギーを考

えるきっかけとして、青少年育成などに活用していく。

凪自治体名

嗣人 口
匝面 積

E事業開始年度
画事業 主体

連絡先

三重県い芯ぺ市

46.263人
219.58km2 

平成24年度
い忽ぺ市、特定非営利活動法人地主翼再生機

構、株式会社デンソー

いなべ市企画部広報秘書課

mI 0594-74-5820 1m 0594-74-5821 

E翠匡冨置目草津市風力発電施設維持管理事業
① 平成11年度に市をアピールする独創的な事業案を庁内で募
集した結果、クリーンな自然エネルギーを積極的に活用

し、公共施設への電力供給を図る「クリーンエネルギー

活用事業Jが選ばれ、風車の建設が決定した。
① 風車が建設されている水生植物公園みずの森へのクリー

ンなエネルギー供給と自然エネルギーを活用したまちづ

くりを進めるための啓発を目的としている。

③ 草津市立水生植物公園みずの森施設内に、高さ95mの風車
を設置し、地上高60メートルで毎秒3mの風が2分間安
定して吹くと、運転する仕組みである。発電機容量は

1.500kWで、設置した平成13年度かう平成24年度までの
総発電量は7.267. 223kWである。発電した電力は、風車
が設置されているみす句森施設で使用され、余剰電力を

関西電力ヘ売電している。

④ 昨今、売電事業目的で建設される風車は、山間部や海岸沿

いなどの比較的人目に触れにくい場所に建設されること

が多いが、「くさつ夢風車Jはクリーンエネルギー普及啓
発を一番の目的とし、集客施設に設置されていることか

ら、多数の方の目に触れて、親しんでもらっている。

⑤ 設置した平成13年度から平成24年度までで、合計
2.666.127kgのCO2を削減しており、草津市のクリーン
エネルギー普及のシンボルとしても親しまれている。ま

た毎年視察を受け入れており、市内の小学校等から申込

みがあり、身近なクリーンエネルギーについて理解を深

めてもうっている。

⑤建設時、ドイツかう海上輸送で大阪港につき、大阪からは

陸路で何箇所かは道路を一時閉鎖しながら、羽根1枚に

つき2日聞かけて草津まで運んだ。駐車場で組み立てを
行ったが、駐車場には入りきらず、道路を一時閉鎖して

やっと完成した。

⑦ 設置後10年が経過し、老朽化が進んでおり、維持管理費に

相当の費用がかかる。今後、更に維持管理費用が増加す

るととが見込まれることから、いかにその費用を最小限

に抑え、効果的に活用しながら稼動させていくかが課題

である。

匝自治体名

凪人 口
画面 積

画事業開始年度

匝車 業主体

連絡先

滋賀県草津市

125.879人
67.92km2 

平成13年度
草津市

草津市市民環境部環境諜

E週077-561-23411m 077-561-2479 
回調http://www.city.kusatsu.shiga.jp/kurashi/
sumaikankyo/kanky%ndanka/yumefusha.html 

※①事業、活動の背景・経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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コナン市民共同発電所

①湖南市では、平成23年度総務省の「緑の分権改革j実証調
査事業の中で、地域にあるものを活かした地域循環シス
テムの構築に取り組んできた。福祉資源を活かした「アー
ル-ブリユツト福祉ツーリズムブロジ、工クトJ、観光 ・特
産品開発の「コミュ二テイルネッサンスプロジェクト」、
エネルギーを活かした「市民共同発電所プロジェクトJ
の3つのプロジェクトを連携させながら緑の分権改革実
証調査に取り組んできた。
① 自然エネルギーに関して、地域における自然工ネルギー資
源の活用については、地域国有の資源であり、地域に根
ざした主体が地域の発展に資するように活用するために、
市で地域自然エネルギー基本条例を制定した。同条例の
理念に基づいた取り組みとして、一般社団法人コナン市
民共同発電所プロジェク卜が事業主体と芯り、「市民共同
発電所jの設置に取り組む。
③ 市民の共同出資で太陽光発電設備による「コナン市民共同
発電所」を設置する。再生可能エネルギー固定価格買取
制度により全量を電力会社へ売電する。地域の自然工ネ
ルギーから得うれた売電益で「地域商品券」を発行し、
20年間にわたり出資者に交付する。域内を循環させ地域
経済の活性化をしようと取り組んでいる。
④ 地域の自然エネルギーを利用して得られた売電益で、地域
商品券を発行し、域内経済活性化を目指す点が特徴的で
ある。また地域商品券が市内での商品の購買だけでなく、
福祉サービス利用券としても利用できるよう検討してい
る。市民共同発電所弐号機については、市エネルギー条
例の理念を理解頂いた市内の企業の屋根を借用し、協働
で設置する。企業と地域商品券配当型市民共同発電所の
協働での設置は全国でも初めての取り組みである。
⑤ 市民か5の出資により1口10万円80口を募集し、コナン市

民共同発電所初号機20kWを設置し、平成25年2月から売
電を開始した。市内に地域通貨が存在しなかったが、市
民共同発電所の売電益を地域商品券で配当することを
きっかけに、これまで存在しなかった地域商品券につい
て商工会を中心に地域通貨を発行しようという機運が高
まった。また、市民共同発電所初号機を見学等する「コ
ナン目ツーリズム」をスター卜させ、域内循環の現場を
紹介させていただいている。
⑤ 市民共同発電所弐号機については、 1口10万円360口募集、
1001くW設置を市内企業と連携をし、企業の屋根を借用の
上設置を予定している。出資募集の規模が大きいため、
企業出資者を含めて募集を募った。
⑦ 地域商品券が利用できるより多くの商届や、魅力的な商品
の増加、特産品開発の充実が必要である。また、多くの
地域商品券が域内で循環するために、市民共同発電所を
3年間で300kW設置の目標を掲げている。

E自 治 体名
匝人 口
固面 積

E事業開始年度
匝事業 主 体

連結先

滋賀県湖南市

54.950人
70.49km2 

平成24年度
一般社団法人コナン市民共同発電所プロ

ジェクト

湖南市市民環境部地減エネルギー課

回調0748-71-23021m 0748-72-2000 
臨耳目 コナン市民共同発電所プロジェクトfacebookページ

Sun讃プロジ.エク卜による市民共同発電所の設置

① 東近江市では、平成17年と18年の2度の合併以前から、菜
の花 -廃食油の回収.BDFの精製を行う「あいとう菜の

花工コブロジャクトjや市民が共同出資して太陽光発電

設備を設置する「市民共同発電所Jの設置など、環境や
地域エネルギーへの取り組みが行われていた。合併後、

市内には八日市商工会議所と6つの商工会があったが、
八日市商工会議所が環境推進と地域活性化をとおして地

域力アップを図る事業として、商工会などに広く参加を

呼びかけ 『東近江市Sun讃プロジェク卜』を平成21年5
月にキックオフした。

② 市内の自然の恵みを生かした低酸素社会や地産地消による

地域循環型社会を目指し、本ブロジ工クトを始める。今

回の取り組みは、その具体的な事業として市民共同発電

所を設置し、その収益を地域商晶券である「三方よし商

品券」で支払い、「富(カネ)Jを地域循環させることによっ
て、地域活性化を図る。

③ 平成24年度に、市内の経済団体が「株式会社Sun讃 PJ
東近江Jを設立し、少人数私募債を発行して出資を募り、
「ひがしおうみ市民共同発電所3号機Jを公有施設である
滋賀県平和祈念館に設置した。また、市では市民共同発

電所を推進するため、屋根貸しルールとして「東近江市

公有財産への再生可能エネルギー発電設置に係るガイド

ライン」を作成した。平成25年度も引き続き、市民共同
発電所の増設に向けた取り組みを進める。

④ 市内に存在する2つの経済団体が連携し、ひとつのブロ

ジヱク卜を実施しているのが特徴的である。また、設置

において市のガイドラインに則して、公有施設に設置し

ていることも特徴的である。

⑤ 市の経済団体が主体となって取り組み、またその収益を資

金協力者へ地域商品券「三方よし商品券Jで還元すると
とにより、本プロジェクトの趣旨も含め広く市民にアピー

ルし、「富Jの地域循環への理解も深まる。
⑤ 出資配当業務をファンド会社等へ委託すると便利であるが

経費がかかるため、今回の少人数私募債の方法を採用し

ている。また、資金協力者の募集や市民への啓発には、

一定の努力を要する。

① 今回のノウハウを活かし、 今後も市民共同発電の拡大を

図っていく予定である。三方よし商品券について運営は

まだまだ厳しいものであり、取扱庖舗の拡充と会員の意

識向上を図っていくことが必要である。

画自 治 体名

凪人 口
凪面 積

回事業開始年度

匝事業 主体

連絡先

滋賀県東近江市

116.603人
388. 58km2 

平成21年度
八日市商工会護所・東近江市商工会

東近江市産業復興部商工労政課新エネルギー政策室

田D0748-24-5570阻D0748-24-0752 

※①事業、活動の背景 経緯②目的 ③内容 @:特徴的芯点⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



京都市市民協働発電制度

① 京都市では，平成23年4月に「京都市地球温暖化対策計画J
を策定し，地球温暖化対策の取組を進めており，温室効

果ガスの排出削減という観点から、化石燃料に代えて、

太陽光をはじめとする再生可能エネルギーの導入拡大を

図っている。また，平成田年3月11日に発生した東日本大
震災以降、エネルギーあるいは地域コミュニティに対す

る市民の意識が変わり、「地域のエネルギーは自分たちの

手で作るJ意識の強まりが見られるように芯った。以上
の点から、再生可能エネルギーの普及拡大とともに、環

境活動に参加したいという市民ニーズへの対応が必要と

芯った。

② 目的は次の3つである。(1 )太陽光発電システムの設置

が困難な市民をはじめ、広く市民誰もが参加できるよう

にする。(2)再生可能エネルギーの飛躍的な普及拡大に
寄与する。(3)エネルギーの地産地消を通じて、地域の

活性化につなげる。

③ 京都市が公募 ・選定した運営主体が、市民などから出資を

募り、市内の公共施設などへ太陽光発電システムを設置

し、発電した電力の売却益芯どを参加者に還元する。

④ 特徴的な点は次の3つである。(1)運営主体は、京都市
域を中心に環境活動に熱心に取り組んでいる個人や市民

活動団体などの集合体により構成される。(2)出資募集

において，市民や市内法人の参加を置先する。(3)機材目

工事事業者の選定において市内事業者への受注機会の拡

大に努めることや、利益の還元において地域産品を使用

することで、地域の活性化につなげる。

⑤ 設置施設における環境教育、勉強会などの実施により、地

域の意識向上や将来の担い手の育成に繋がる。また、本

制度をもとに、地域が主体と主主り、再生可能エネルギー

の普及に取り組む。

@ 設置施設の施設管理者や周辺住民の合意が必要であった

が、関係者に説明し、施工に際しては十分意見を聞きな

がら行った。また、出資募集につ芯げるため、京都市の

HPや説明会、広報発表などにより積極的に制度の周知に

努めた。

⑦ 本制度のf広大を図るため、設置可能施設を確保する。また、
本制度の普及啓発や、設置施設における環境教育等を行

う予定である。

画 自治体名

起人 口
画面 積

画事業開始年度

面車 業主体

連絡先

京都府京都市

1，468，649人
827.9km2 

平成24年度
京都市、一般社団法人びっくり工コ発電

所、一般社団法人市民エネルギー京都

京都市環繍政策局地球温暖化対策室

E週 075-222-45551m 075-211-9286 
問調http://beco・rep.org/ http://kyoto-renergy.org/ 

城陽市消防署青谷消防分署太陽光発電システム 101くW

① 東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故や当該

事故による原子力発電の安全神話の崩壊により、逼迫し

ている電力需給及び化石燃料使用による地球温暖化等の

環境破壊を鑑み、また消防分署という公共施設としての

社会的責任を踏まえて、事業を実施した。

② 大災害等による停電時のライフラインの確保、地域の防災

拠点である消防分署の防災機能の維持及び地球温暖化等

に対する環境対策が目的である。

① 防災面 ・環境面を考慮し、移転新築した城陽市消防署青谷

消防分署の屋上に太陽光発電システム (10KW)を設置、
また、発電量表示装置をガレージ前市道側に設置した。

④ 消防分箸内に非常用の太陽光発電コンセントを4口設けて

おり、日中に限5れるが災害時等による停電時に市民に
電力を供給することもできる。また、太陽光発電システ

ムを電力消費建物に直接設置しているため、送電ロスが

ほとんどなく、発電した電力を効率的に消費及び売電す

ることができる。更に日中に発電するため、電力需要時

間帯での節電にも効果がある。設備は可動部分がほとん

どないため、メンテナンスの必要性がなく、パネル本体

についても寿命は半永久的である。

⑤ 市公共施設に太陽光発電システムを設置することにより、

市民の環境節電意識の向上を図り、市としての潰境対

策を進める。また、今後大災害等による停電時には、太

陽光発電システム等を活用し電力供給を可能とするとと

により、ライフラインの確保及び地域の防災拠点である

消防分署の防災機能の維持を図ることが期待される。

@ 導入にあたっては、初期投資や費用対効果等の面から検討

を重ねた。しかし、逼迫している電力需給等を鑑み、公

共施設としての社会的責任を踏まえるとともに、消防分

署の防災機能の維持等を図るため、事業を実施したもの。

⑦ 消防分署に設置した太陽光発電システムについて、運用の

状況について分析したよで、消防本部や他の消防分署に

ついても今後移転新築する際には、防災面 -環境面を考

慮し、太陽光発電システムの導入について検討を進める。

面自治体名

画人 口
凪面 積

園事業開始年度

凪事業 主体

連絡先

京都府域幡市

78，512人
32. 74km2 

平成25年度
城陽市

媛陽市消防本部総務課

E翠 0774-54-0113自国0774-54-0114

※①事業、活動の背景・経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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南丹市八木バイオエコロジーセンターバイオガス

①畜産農家から出る家畜排j世物の増加、処理が問題化し、畜

産環境問題の改善や畜産農家の糞原処理問題の課題解決

を契機として取組まれた。

②地球環境問題の悪化を阻止し、かけがえのない地球や清う

かな大気と水豊か芯大地を保全し、地域産業の活性化を

図るため八木バイオエコロジーセンターを設置した。

③八木地区内から発生する家畜糞尿等や、近隣の豆腐工場か

ら発生するおから等を受け入れてメタンを発酵している。

発電した電気と熱は施設内で使用し、余剰分については

電力会社や隣接する下水処理施設に販売している。また、

メタン発酵後の消化液については、農地に散布し、農地

還元している。

④ 自治体として、また、大規模施設としてわが国で初めて家

畜糞原によるメタン発酵-バイオマス発電を導入した。

なお、平成10年には、新エネルギー財団会長賞を受賞し

ている。

⑤家畜糞尿の軽減により営農体質が強化され、畜舎もすっき

りし周囲も快適になった。また、食品工場の食晶廃棄物

処理の合理化が図5れ、 CO2の削減につはがり、地域貢献
でイメージアップに繋がっている。さらに、化学肥料と

同等の効果を得られる液肥を、安価で効率的に散布でき

るように芯り、更なる安心-安全芯農産物の生産が可能

になった。地域環境貢献する八木バイオエコロジーセン

ターが環境学習の場として機能し、環境意識が高まって

いる。

⑤ 稼動当時はバイオガス発電に用いる技術は圏内では珍しい

もので、圏内メーカーによる参入がなかった。そのため、

外国産の発電機を設置しており、メンテナンスや修繕等、

ランニングコストの画で費用が圏内産に比べて余分にか

かっている。施設稼動から15年が経過し、更新の時期に

来ているため、更新を機に、圏内産発電機の導入等、コ

ストの改善を図りたいと考えている。

⑦ メタン発酵の取組が成功し継続していくためには、メタン

発酵消化液の液肥利用の取組が不可欠である。当市では、

液肥を主に水稲の肥料に利用いただいており、液肥の普

及活動は、農家の皆様と連携した南丹市液肥利用協議会

を中心に行っている。今後においても、更なる液肥の普

及を目指し、メタン発酵消化液を排水処理する割合をさ

らに減らしていきたい。

画自治体名

匝人 口
嗣面 積

凪事業開始年度

面事 業主体

連結先

京都府南丹市

33.987人
616.31km2 

平成9年度
公益財団法人八木町農業公社

南丹市農林商工部農政課

回調0771-68-0060 回調0771-63-0654

市民共同発電所設置事業

①池田市では、 市域からの一層の二酸化炭素排出量の削減を

目指し、 平成19年度に 「池田市域新エネルギービジョンJ
を、平成20年度|こ「池田市地域新エネルギービジョン (重

点テーマに係る詳細ビ‘ジョン)Jを策定。とのビ‘ジョンで
掲げる「新エネルギーの導入促進のしくみづくりJを支
えるため、「市民共同発電所設置事業」を開始した。

①行政、 市民団体、事業者などの各種団体が連携し、温室効

果ガスの排出抑制につながる太陽光発電などの新エネル

ギーを池田市域に広く普及させるととを目的としている。

① 池田市立3R推進センター (愛称:工コミユージ、アム)を

拠点に実施している①ワンコイン寄付、 ①リユース品 (衣

類や雑貨等)の寄付受付 ・販売、 ③市内加盟屈で利用で

きる地域通貨 lilくeco(いけと)Jの販売を通じて得た資
金を基に市内の公共施設に市民共同発電所を設置してい

る。

④ リユース品の寄付については、金銭的負担がないため、特

に気軽に多くの市民、事業者が生活や事業を通じて広く

環境貢献できる。また、3Rを啓発・実践できるメリッ卜

もある。また、地域通貨の運用は、地域活性化につながる。

⑤ 平成24年1月、市民共同発電所第1号機(出力1.8kW)を

阪急池田駅前「てるてる広場」に設置。関心を持っても

らいやすいよう、パネルを池田市のゆるキャラ 113，くま
る一家」のモ二ユメン 卜の屋根に設置し、発電所の愛称

を「ふくまるの家Jとした。池田市の新エネルギー普及

促進の象徴的な役割を担っている。なお、この発電所の

売電収入により、発電所設置のための新た芯資金が生み

出されている。また、工コミユージアムでのりユース晶

の売上げは毎年摺加しており、工コミユージ、アムの知名

度と共に3Rの意識が徐々に高まりつつあると考えられ

る。

⑤既存施設の大半は耐震性の面からパネル設置が難しく、設

置場所の選定に苦慮している。耐震補強工事に併せた設

置や、太陽光パネル付街灯の設置芯ど、設置の方j去を工

夫することで問題を打開していきたい。

⑦ 現在のしくみをより広く普及させ、市域内に新たな市民共

同発電施設を設置していく。また、今後は、本取組と環

境学習事業との連携についても検討する。

E自治体名
E人口
面面 積

画事業開始年度

匝事 業主体

連絡先

大阪府池田市

102.978人
22.09km2 

平成21年度
池田市・池田新工ネ推進協議会(特定非営利活動法

人いけだ工コスタッフ、社団法人池田青年会議所)

池田市環場部環境にやさしい課

園調072-754-6242 自国072-752-6680
I!ID http://ikeda-ecomuseum.org/ 

※①事業、活動の背景経緯 ②白的 ③内容 ①特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



JR吹田駅前商庖街工コ化事業

①近年、全国の中心市街地と同様に商業地としての活力が低

下しており、 JR吹田駅周辺商庖街も厳しい状況にさらさ
れ、オリジナυティに富んだ商庖街のブランド化構想を
構築する必要があったことや吹田市においても「吹田市
第2次環境基本計画」の中で多様な主体が温室効果ガス
削減に取り組む方向が示された状況を踏まえ、地域温暖

化対策を念頭に置いた fJR吹田駅前商庖街工コ化事業J
をヒートアイランド化により著しく気温が上昇する傾向

のJR吹田駅前商居街において実施することとなった。
②商庖街の工コ化が、業務分野における中小企業者の地球温

暖化及びヒートアイランド対策となるだけでなく、工コブ

ランド化を図るととで中心市街地の活性化につながると

いう「環境と経済の共生モデル」づくりを目的とする。
③ 平成21年度に、吹田市が地域活性化経済危機対策臨時交

付金を活用し、 JR吹田駅周辺まちづくり協議会に補助金
を交付し、商庖街において、太陽光発電パネルやドライ
型ミストの導入、照明設備の高効率化など温室効果ガス

削減を目的に環境配慮設備を導入した。平成22年度以降、
太陽光発電による売電収入等を原資に、地域の工コ化・
美化を進めている。

④実施主体が、商庖街を始めとした地域の民間団体で構成さ
れるまちづくり協議会であること、また、省エネルギー

の推進や再生可能エネルギーの活用、ヒートアイランド

対策などの工コ化と地域経済の活性化との両立に寄与し

ていることが特徴的である。なお、ドライ型ミストについ
ては、商庖街に設置され全長が1，044mあり、圏内でも最
長級である。

⑤環境配慮設備の導入により、省エネルギーの推進、再生可

能エネルギーの活用がなされ、地球温暖化対策やヒート
アイランド、対策といった地域及ひ、地球レベルの環境保全

につ芯がるとともに、ドライ型ミストや太陽光発電パネ

ル設置など、自に見える特徴的な取組を進めているため、
商庖街の活性化につ芯がっている。また、一定の売電収

入により、設備等の維持管理費用をまかなうことができ、

同時に新たな取組の財源となっている。

⑤ 平成21年度の設備導入時に計画した先進的な対策メニュー
が、計画どおりに進んでいなし1。経費的な菌、マンパワー

の面から諜題がある。
⑦低炭素化推進の先進的な対策メニューが、経費的な面やマ

ンパワーの面から計画どおり進んでいないが、何ができ

るか再確認し着実に進めていくことが必要である。

園自治体名

凪人 口
凪面 積

画事業開始年度

凪事業 主体

連絡先

大阪府吹田市

356，768人

36，11km2 

平成21年度

JR吹田駅周辺まちづくり協議会(平成23

年度NPO法人化)

吹田市環境部環境政策室/まち産業活性部地媛経済娠興室

E耳目06-6384-1701/06-6384・1356lD3 06・6368・9900/06・6384・1292
E週http://WWW.syoutengai-shien.com/miraigata/eco/suita.html

木質ペレットストーブ導入促進事業

①高槻市内では、市域の44%を占める森林資源の有効活用を
目的として、大阪府森林組合が平成14年度から間伐材等
を利用した木質ベレット(以下「ベレット」という。)の
製造を行っている。
高槻市は、平成19年2月に策定した「高槻市地域新エネル
ギービジョン」の重点テーマとして fJ¥イオマス工ネル
ギーの利用Jを掲げ、平成20年度から木質ペレッ卜導入
促進事業を開始。平成22、23年度にはグリーンニュー
デイール基金の活用により、公共施設への導入等を行っ
た。
② ペレッ 卜は、カーボンニュートラルによる二酸化炭素排出
豊ゼ口のバイオマスエネルギーである。ぺレットの利用
促進により、豊富な森林資源の有効活用を図るとともに、
市域の化石由来燃料の利用を抑制し、二酸化炭素排出量
の削減による地球温暖化防止に努める。
③ 市内の公共施設にべレットストーブを導入し、ペレット消
費量を措加させるとともに、直接市民に利用してもらう
ことで、市民の環境に対する意識啓発を図った。また、
べレットストーブを購入する市民に補助金を交付するこ
とにより、ペレットの普及啓発を促進した。
④市域面積の半分近くを森林が占めており、森林資源が豊富
であるという地域特性を活力、している。
⑤ 公共施設へのペレットストーブ導入実績は、平成22年度は
公民館等に3台、平成23年度は総合スポーツセンター、
萩谷総合公園等に8台、合計11台である。ペレットの消費
量を拡大するとともに、多数の市民の目に触れ、効果を
実感してもらうことで啓発効果も高まり、環境意識の高
揚に資することができた。

また、導入補助金についても、平成20年度~24年度におい
て14件の申請があり、普及を促進するととができた。
⑥ 公共施設へのペレットストーフ導入にあたっては、市行政
内部においてもペレットストーブに対する認知度が低く、
施設の選定に時闘を要したが、施設管理者に対して、木
質ペレッ卜の環境への貢献性や、ペレットストーブの安
全性、使いやすさ等十分に説明することで、導入への理
解を得ることができた。
⑦ 公共施設のペレットストーブについては、今後も冬季の暖
房機器として活用し、市民の意識啓発を図っていく。一
般家庭へのペレットストーブの普及については、平成25
年度から、太陽光発電システムやペレットストーブ等の
新エネルギー機器を2種類導入した場合に補助を行う「高
槻市工コハウス補助金J制度を実施し、さ5なる普及を
促進していく。

凪自治体名

画人 口
匝菌 積

匝事業開始年度

画事業 主体

連結先

大阪府高槻市

356，329人

105.31km2 

平成20年度

高槻市

高槻市産業環境部環境緑政課

E冨1072-674-7483 lD3 072-661-3198 
l!ID http://www.city.takatsuki.osaka.jp/kakuka/sangyou/kankyour/ 
gyomuannai/heatisland/hojoseido/ 132670 1823870.html 

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ①内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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大型太陽光発電 (600kW)の導入

①本市では、豊か芯環境を次の世代に引き継ぐために、環境
保全の施策を計画的に進めていくことを目的とした環境
基本計画を定めている。その基本施策の1つとして、地
球温暖化対策の推進を掲げ、再生可能エネルギーの導入
を促進することとしている。さらに、東日本大震災によ
る原子力発電所の事故をきっかけlこ、再生可能工ネルギー
への期待が高まる中、淀川衛生工場の敷地内空きスペー
スに出力600kWの大型太陽光発電設備を設置することと
した。
② 再生可能工ネルギーの1つである太陽光発電設備を公共施
設に設置することにより、 CO2排出量の削減を図るととも
に、環境教育に活用する。さらに、売電収入のうち、リー
ス費用を差し引いた収益を本市の地球温暖化対策に活用
する。
③ 淀川衛生工場の敷地内空きスペースに出力600kWの大型
太陽光発電設備をリース方式で設置。当施設の年間予想
発電量は、 61万kWhを見込んでおり、これは、約170世
帯分の霞力使用量に相当する。売電収入は、年間約2，580
万円で、 υース費用を差し引き、年間約475万円の収益を
見込んでおり、収益は、本市の地球温暖化対策に活用する。
芯お、 リース契約の期間は、平成25年7月1日かう平成40
年3月末までの約15年間。リース料は、月額1，754目500円(年
額:21，054，600円)で15年総額で310，555，350円。また、
約15年間で、 28，000' 000kg-C02のCO2排出量の削減を見
込んでいる。
④太陽光発電設備の施設整備にあたっては、初期投資が不要
で、建設費や設備機器のメンテナンス、施設全体の維持
管理一式を含めた包括的リース契約を行った点が特徴的
である。

⑤ 大型太陽光発電設備の設置により、約15年間で、
28，000，000kg-C02のCO2排出量の削減を見込んでいる。
さらに、再生可能エネルギーについての環境教育への活
用が期待される。また、リース費用を差し引いた収益を
本市の地球温暖化対策に活用する予定であり、さら芯る
CO2削減にも寄与する。
⑤ 施設の設置場所の選定の際に、当初予定していた土地が電
力会社との系統連系の面で利用できなかったため、土地
の選定に苦労した。また、し尿処理場の敷地内で付帯設
備として設置することとしたため、土地を事業者に貸与
する手法での整備ができ左よくなった。そこで、初期投資
がかからす、運用の人手もかからない手法として、設備
の整備やメンテナンスも含めた包括的リース方式で設置
し、リース費用は、売電収益でまかなうこととした。
⑦ 本事例のノウ八ウを活かし、公共施設の敷地内空きスペー
スへの新たな施設の設置を検討する。さらに、公共施設
設備の新設改修等を行う際には、太陽光発電システム
などの再生可能エネルギー等を利用した設備の導入を進
めていく。

凪自治体名

匝人 口
凪面 積

画事業開始年度

凪事 業主体

連結先

大阪府枚方市

409，519人
65，08km2 

平成25年度
枚方市

枚方市環境保全部環境総務課

田富1050-7102-60031m 072-841-1315 

農地活用型太陽光発電研究事業

①水稲など土地利用型農業を実施する場合、畦畔の草刈や水

管理などの負担が農地の貸し手・借リ手双方の課題となっ

ており、農地の賃貸借が進ます、とのととが担い手に農

地集積が進ま芯いことや遊休農地増加の一因となってい

る。そこで、担い手への農地集積の促進や遊休農地の拡

大防止のため、太陽光発電設備の下で営農ができ、売電

収入を草刈などの農地管理費用に充当し、「農業収入J+ 
「売電収入Jにより農地を守っていく仕組みを検証するた
めの事業を実施するもの。

② 目的は、太陽光発電設備の下での営農による農業収入と売

電収入を草刈芯どの農地管理費用に充当し、農地を守っ

ていく仕組みを検証する。

③ この度設置する太陽光発電設備は、太陽光パネルが太陽の

動きを自動で追尾し、その架台が1:本の支柱で、その専
有面積も小さい(1本当たり0.64m2)。この太陽光発電設

備の農地への設置が水稲などの農作業の作業性や収穫量

に及ぼす影響など設備の普及性について地元企業のフジ

フレアム株式会社や地元集落宮農組織と共同研究-調査

を平成25年度から3カ年実施する。

④ 従来は売電目的の設置が出来なかった1種農地に支柱を立

て、太陽光発電設備(太陽光パネル)を設置し、 上空で

は発電(売電)しながらその下で営農をしていることが

特徴的である。

⑤農業収入と売電収入により農地を守っていく仕組みが確立

できることが期待される。

⑤ 1種農地における売電目的の太陽光発電設備設置にかかる

農地転用許可の前例がなく、国及び県、農業委員会との

調整に時聞を要したが、この研究事業により、新たに1種

農地での売電目的による太陽光発電設備の設置にかかる

国の指針が示され、自農継続型の太陽光発電設備の設置

が、条件付きではあるが、一時転用により可能となった。

⑦ 本設備の農業への普及と設備コストの抑制が課題である。

面白治体名

画人 口
画面 積

画事業開始年度

厨事 業主体

連結先

兵庫県姫路市

533，748人
534. 43km2 

平成25年度
姫路市、フジフレアム株式会社

姫路市産業局麗林水産部農政総務課

E週 079-221-2476 属国079-221-2473

※①事業、活動の背景・経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



豊岡工コバレー・山宮地場ソーラー発電事業

① 豊岡市は、コウノトリの野生復帰を通じた環境経済戦略に

取り組んでいる。環境と経済が共鳴し、市民も企業も行

政もが環境に取り組む環境都市「豊岡工コバレー」の実

現を目指し、再生可能エネルギーである太陽光発電事業

を市が主体に芯って取り組む。

② 主な目的は次の5つである。(1)環境都市「豊岡工コパ

レ-Jのシンボルとして再生可能エネルギーの地産地消
を進める。(2)降雪や日照時間等、条件の不利な山陰地域、

豊岡市において、太陽光の活用可能性について実証する。

(3)山間地域の未利用土地利用のモデルケースとする。

(4 )市内に太陽光パネルの製造メーカーが立地する条件
を活かし、富民が連携して事業を実施し、経済の域内循

環に寄与する。(5)発電事業による売電収入は、豊岡工
コポイント事業等、市が行う環境施策の財源に充てる。

③ 事業内容は次のとおりである。(1)第1期事業 (H24)…
設置場所 :豊岡市日高町山富田グラウンド、敷地面積 :

約2.5ha、最大出力 ・681.03kWo (2)第2期事業 (H25)

.設置場所 .豊岡市日高町山宮旧スキー場及びグラウン

ド駐車場、敷地面積'約1.2ha、最大出力 ・318.78kW。

芯お、発電した電気は、全て関西電力に売電している。

④ 自治体の大規模太陽光発電所設置については、利用可能な

土地情報を収集、公開し、参入企業とのマッチングを図

る例が多いが、豊岡市では市が事業主体となり、地元及

び地元企業が潤い、事業収益を環境政策に充てることで

市民に還元することとしている。

⑤ 集落が保有する未利用地を活用し、賃借料を支払うととで

地元負担が軽減される。また、地元の企業が製造するパ

ネルを使い、施行も地元企業を入れるよう配慮している。

⑤ パネルに積もった雪が、パネルのつなぎ目で留まる現象が

みられ、設置方法を検討する。また、豪雪時の除雪につ

いても、その費用対効果を検証する必要がある。

⑦ 豪雪時の対応及び発電量が課題である。積雪地域でのモデ

ル事業として年間の発電量等のデータを公表し、民間事

業者による参入を促し、山間地域の未利用地活用を進め

ていく。

画自治体名

E人口
副面 積

画事業開始年度

園事 業主体

連絡先

兵庫県豊岡市

87.040人
697.66km2 

平成24年度
豊岡市

豊岡市環境経済部環境経済課

目謂0796-23-4480自国0796-22-3872
回調http://www.city.toyooka.lg.jp

宝塚すみれ発電所第1号

① NPO 法人新工ネルギーをすすめる宝塚の会は、宝塚市に

新エネルギー推進課が新たに設置されることに合わせて
命名し、 NPO法人と芯った。宝塚市では、市民や事業者、

NPO 法人などと協働で再生可能エネルギーの推進を図る
こととしており、セミナーや懇談会なと1の啓発事業を行っ

てきているが、それらの事業での新エネルギーをすすめ

る宝塚の会をはじめとする様々な市民や事業者同士の出
会いにより、宝塚すみれ発電所第1号の設置に至った。
② 目的は、一般市民に対して安心安全な暮らしを保証するた

め、再生可能エネルギー利用、省エネルギー、蓄エネルギー

を促進する事業を行い、環境先進都市宝塚の実現に寄与
することである。(NPO法人新エネルギーをすすめる宝

塚の会定款より抜粋)
① 宝塚市内初の市民による“手作り市民発電所"の第1号
(11.16kWシステム)であり、宝塚市北部にある西谷大原
野に誕生した。宝塚すみれ発電所第1号は、太陽光パネ
ル敷設時、自分たちの手で設置したことなど手作りの発

電所である。また、営利を目的とせず、純粋に安全なエ

ネルギーの創出を目的としており、固定価格貨取制度に

よる売電益は、擬似私募債への返還や次の発電所用資金

に充てて「宝塚発再生可能エネルギー」の普及拡大を図っ

ている。
④ 市が多額の予算や補助金を投入する事業や外資による大

規模な発電所の誘致とは違い、小規模でも、市民自らの

活動を行政がパックアップする手法により、設置された

「市民発電所Jである。大資本によるものとは異忽る、地
域の、地域による、地域のためのエネルギー事業である。

⑤ 今回の市民発電所は擬似私募債での資金により行政の補

助金などにも頼ることなく、事業費を捻出し、行政(市)

には、広報誌の掲載など、同法人の活動を広め、信用力
を高める方法による協働を考え、本市が第5次総合計画
などで掲げる「新しい公共J分野の先駆けともいえる。
⑤市民発電所建設においては多くの方が資金提供を申し出て

くれるが、活動自体は手弁当になり、また話し合いが長

引くため現役世代の参加が少なくなりがち。幅広い世代

に活動に加わってもらうためには一人一人の経済的負担
を減らさなければいけない。サポート会員の獲得に励み

たい。
⑦ 現在、第1号に続き、平成25年11月16日に宝塚すみれ発電
所の第2号が稼働しており、今後、第3号の設置を予定
している。設置にあたっては、資金の募集-調達方法や

運用方法、建設予定地における住民合意等の課題がある。

画自治体名

画人 口
E面 積

凪事業開始年度

E事 業主体

連結先

兵庫県宝塚市

233.967人
101.8km2 

平成24年度
NPO 法人新エネルギーをすすめる宝窓の
A. 
:z:s: 

宝原市環境部環境室新エネルギー推進課

目D0797-77-2361 1m 0797-71-1159 
I!ID http://www.city.takarazuka.hyogo.jp/ 

※①事業、活動の背景・経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑥事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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大規模太陽光発電所設置運営事業

① 町で、鳥取自動車道工事に伴う約10万m2の残土処分地の
利活用について検討していたところ、平成24年7月に電
気の固定価格買取制度が施行されたことを受け、南に開
けている残土処分地は太陽光パネル設置が最適であると
判断し、官民共同による大規模太陽光発電事業に取り組
むことを決定した。また平成21年台風9号災害により、山
林の倒木が川へ流出し被害が増大した経験をもとに、山
林整備と木材の有効活用を図るため木製架台を採用する

こととした。
② 町有地の有効活用を図り、官民共同による有限責任事業組
合を設立し大規模太陽光発電事業に取り組むとともに、
地元の土木・建築・電気業者等の参入、施設管理委託等
により地域経済の活性化に繋げる。また、官民共同事業

とすることでリスクの軽減化を図る。
③ 約10万m2の残土処分地に太陽光パネル約21.000枚を設置
し、発電容量約5メガワットの太陽光発電施設を整備す
る。発電した全量を固定価格買取制度による売電を行う。
発電事業は20年聞を予定。また、太陽光パネルの架台に
県産木材約15目000本を活用し、木材の有効活用を推進す
る。
④ 木材を使用するととにより材料費のコストダウンや工期の
短縮が図れるとともに、防腐処理を施さ芯いため、使用
後木材の100%再利用 (J，ルブ材料・燃料等)が可能となる。
また、官民共同による有限責任事業組合を設立し、太陽
光発電事業の設置運営を行う。
⑤組合事業であるため、建設時における地元事業者の参入が
可能となり、木造建築構造によるパネル架台は地元建築
業者でも設置が可能となる。完成後は地元住民団体等へ

I IJ¥7.1<1:I 、

施設内管理が委託できる。施設用地は町が組合に有償で
貸し付ける。また、売電収入は年間約2億円を見込んで
おり、経費等差し引いた収益を山林整備事業、高齢者福

祉事業、子育て支援事業、地域づくり支援事業等の財源
として町民へ還元する。
① 佐用地区の大規模太陽光発電施設整備に先駆けて、上月地
区で町直営による187キロワットの太陽光発電施設を整備
した。工法は、同様の県産木材を活用した木製架台による。
上月地区で発生した問題点等を検証し、佐用地区の大規
模太陽光発電施設整備に応用する。
⑦ 全国初と芯る木造建築構造による太陽光パネルの木製架
台を全国に発信し、全国的な課題である木材の有効活用
及び山林整備を推進する。また、施設を町内小中学校や

町民の学習の場として提供し、再生可能エネルギー活用
事業の理解と推奨を図る。

国自治体名

園人 口
画面 積

園事業開始年度

凪事業 主体

連結先

兵庫県佐用町

19.160人
307.51km2 

平成25年度
佐用・ IDECメガソーラー有限責任事業組
... ‘ Eコ

佐用町企画防災課まちづくり企画室

田富10790-82-06641m 0790-82-0131 
臨調http://www.town.sayo.lg.jp

E盟翠留置E平成25年度小水力発電導入促進モデル事業(吉野町プロペラ式小水力発電実証事業)
① 従来より、河川や水路を利用した様々なタイプのマイクロ

水力発電装置は存在しているが、大半は設備が大きくか

っ土木作業を必要とするものが主であり、方式としては、

落差式が大半を占めている。例えば、水車タイプは水車

小屋等の建築物が必要で、落差タイプは導水部及び放水

部の土木作業が必要である。この為、景観を損なう恐れ

もある。そこで本町では、大掛かりな工事を伴わ芯い自

然にやさしい流水式の装置を開発し、獣害が多く耕作意

欲を削がれるという問題を抱える本町において、獣害対

策用の電気柵の電気を賄うための小水力発電装置の開発

に着手した。

① 本町に適した流水式の発電装置が芯く、十分に町内河川の

ポテンシャルを活かせず、小水力発電装置の普及f広大が
困難な現状にあったため、経済産業省関連事業の補助金

者E活用し、町内河川でも発電できる装置の開発すること

を目指している。持ち運びが可能で、効率が良く、自治

会や個人で購入できる安価な装置を開発することが目的

である。

① 平成24年度~平成27年度において、船舶のプロペラメー
カーと共同で、関西電力 (株)吉野発電所の発電用導水

路にて小水力発電装置を設置し実験的に発電する。

④ 流水を活用する小水力発電装置に欠かせないプロペラの

製造に関して、船舶用プロペラの一品受注生産を行うナ

カシマプロペラ株式会社の職人技とデジタル技術を採用

している。また、水位の変動に対応するようフロート式

の装置を開発している。

⑤ 獣害対策だけでなく、観光地の桜のライトアップやセラ

ピーロードの休憩所の電源等への利用も検討している。

また町内では本事業以外に地域の方々が率先して吉野町

小水力利用推進協議会を立ち上げ、木製水車や自転車の

リムを使った発電装置の製作を行い、地域に適した小水

力発電利用の取り組みが行われている。災害時に足元を

照うすライトや公衆トイレの灯り等地域住民自身が村に

必要な電気を確保できるよう話し合われている。

⑤ 無人実証実験に関しては、 2m前後まで変化する水位増減

への対応、ゴミの絡み、遠隔モニタリングシステム等課

題が残されている。

⑦ 本事業の小型の小水力発電装置の完成後には、適地に装

置を設置し、地域に役立つ発電装置として利用していく。

画自治体名

凪人 口
画面 積

匝事業開始年度

E事業 主体

連絡先
吉野町生活潰境課

奈良県吉野町

8.612人
95.65km2 

平成24年度
吉野町・ナカシマプロペラ株式会社

目D0746-32-9024 1m 0746-32-5844 
田理Ihttp://www.nepc.or.jp/topics/2013/0514.html 

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



企業と連携した地域振興~ミニソーラー事業~

① EBJ側かう県に小規模発電に関する事業提案があったと
とに基づき、県が過疎地域のミ二ソーラー事業として位
置づけ、県内の市町村に候補地の募集が有ったため、紀

美野町かう国木原地内の町有地を候補地として応募した。
現地調査の結果、当地がミ二ソーラー事業所の適地の必
要条件となる、 『日照時聞が長く発電効率が高いという立
地条件jや、 『送電設備や敷地整備に大きな経費が艶らな
いという経済性条件jを満すことから事業の実施に至っ
た。

② 本事業の目的は次の3つが挙げられる。 1つ目は再生可能
エネルギーの普及促進、 2つ目は売電収益による地域振
興、及び地域における災害時等の非常時の電力源として
の利用、 3つ目は廃校舎や運動場等の遊休施設の活用で
ある。

③ 本事業は週疎地域でのモデル事業として実施される。事業

スキームとしては、 EBJ側が事業主体となり、施設の建
設から管理、売電までのすべてを行う。また紀美野町は、
町有地を事業用地として EBJ側へ貸出す。これにより
EBJ ~紛は事業収益を得ると共に、紀美野町は毎年度支払
われる土地賃貸料と売電収益を得て地域振興を図ること
ができる。

ミ二ソーラーは1.600m2の敷地|こ、設置容量は55kWの発
電施設を2施設建設するもので、年間の発電量は約30世
帝の年間消費量相当が見込まれる11万|くWを予定してい
る。事業実施期間は20年である。
④ 本事業の特徴は次の4点である。(1)ミニソーラーのため、
小規模な面積でも発電事業が可能な点、 (2)電圧を変え
る昇圧器の設置が必要でなく、 EBJ側にも初期投資が少
ない等のメリットがある点、 (3)施設の建設及び管理運

蛍を EBJ ~紛がすべてを実施する点、 (4) 紀美野町に土
地の賃料と固定資産税に加え、売電収入の一部が支払わ
れる点。

⑤ ミ二ソーラー事業は、大規模芯土地を必要とするメガソー
ラーとは異なり、比較的小規模な土地での発電が可能な
ため、条件を満たせば多くの地域で事業実施が可能であ
る。今回の紀美野町におけるミ二ソーラー事業は、企業

と地域が連携した小規模発電による地域振興のモデル
ケースとして、今後、全国的に注目されると共に、各地

域での事業展開が期待される。
⑥ 日照条件や電線までの距離、造成費用など、事業に適した
立地条件の選定にやや時聞を要したが、 EBJ ~紛の地域振
興に対する積極的芯協力と理解もあり、今回の取組みが

実現した。
⑦ 紀美野町が得る売電収益については、 EBJ(I械による施設
整備に係る減価償却が終了した後は、大幅に増額する見
込みと芯っている。今後これらの収益を効果的に地域振
興へ繋げていきたい。

面 自治体名 和歌山県紀美野町

嗣人 口 10.248人
園面 積 128.31km2

画事業開始年度 平成25年度
画事業 主体 紀美野町、エナジーパンクジャパン株式会

社(EBJ側)

連絡先
紀美野町企画管財課

国 1073-489-59131m 073-489-2510 

海藻バイオマス実証実験研究施設整備事業(海藻バイオマス研究)

① 15年ほど前から海藻の一部が死ぬ「磯焼け」と呼ばれる現

象が起乙り、平成14年頃から海の環境保護に積極的に取

り組む中、平成21年度よりすこやかな海の生態系の実現

と都市との共存を目指す「海藻養殖を軸とした循環型の

海藻産業」に向けた産官学連携に取り組んでおり、島の

全沿岸の海底の組成や海藻の現存量を把握する調査・研

究等をこれまで行ってきた。

① 港湾区域内の静穏な海域を利用した「海藻バイオマス発電J
により、港湾工リアにおける再生エネルギーとして港湾

施設などの電力として活用を図るとともに、海士町全域

での工ネルギ一自給を目指す。

③ 海藻パイオマス資源生産のための海藻養殖生産実証実験、

及び海藻バイオマス養殖域における棲息動物の調査を実

施している。

④ 養殖種、種苗生産、養殖施設、成長や生産量の実証、マン

二卜ール資化高水素収率菌、アルギン酸分、解水素発生

菌の選別、養殖施設及び養成藻体への魚介類婿集調査、

養成藻体への付着動物類の調査など「官民連携型Jで推
進体制が構築されている。

⑤ 日本は、海藻の栽士宮技術について世界で最も進んだ技術を

もっており、コンブなどの一部の大型海藻はマン二 卜ー

ルという糖アルコールを多量に含んでいるため、非常に

良い水素発酵の基質になることが海士町のコンブ、使った

研究で分かっている。乙うした中、コンブを食用としてで

はなく、エネルギーバイオマスとして栽倍すると、陸上

植物以上に多収穫が可能であるという実験結果が海士町

での研究者の実証実験で得られた。

⑤ 数百種類あるとみられる海士町の沿岸の海藻の分布や藻

場生態系調査などによる魚礁と藻場の関係などさまざま

な課題に取りくむ。

⑦ 海藻は農薬も肥料も使わないうえ、魚を育み、エネルギー

を取った後の残澄は、隠岐牛の飼料や肥料にもなる。海

藻が吸収する二酸化炭素豊をカーボンオフセット(相殺)

方式で、都会の企業に売るととも考えており、海土町で

技術が確立できれば、全国の離島でも応用できると考え

る。

回自治体名

凪人 口
画面 積

E事業開始年度
E事業 主体

連結先
海士町産業創出課

m園08514十 1832

島根県海士町

2.294人
33.5km2 

平成14年度
海士町及び民間企業

1m 08514-2-0358 

※①事業、活動の背景-経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑥事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
143 
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岡山市市民共同発電事業

① 地球温暖化等の地球環境問題対策のーっとして注目され

ている「自然エネルギーの導入」に、市民と市が協同し

て取り組むことにより、自然エネルギー施設の普及促進

や市民等への周知を図るとともに、市民と市が協働して

進める地域づくり等のモデルケースとすることを目的と

し、平成14年から導入された。
② 自然エネルギーや地球温暖化防止等に関する市民意識の

高揚を高めるとともに、自然エネルギー施設の普及促進

を図ることを目的とする。

① 市民団体等が、広く市民から集めた募金などをもとに市有

施設に自然エネルギー設備を設置する。市は、保育園や

図書館主主どでの設置場所を提供するほか、 NPO法人など

との協議に基づき、本事業の円滑な推進のために必要な

支援をする。 NPO法人などは、本事業の成果等をもとに、

一般市民を対象とした自然エネルギー等の環境教育活動

や、新たtJ.市民共同発電所設置活動等を行う。

④市は設備設置場所を無償貸与し、太陽光発電設備かうの発

電量に応じた電力料金相当分(売電した額と発電電力量

のうち市有施設が使用した電力量の額)を NPO法人に助

成金として交付する。交付金は本事業の成果をもとにし

た、自然エネルギー等の環境教育活動等に利用される。

⑤ 平成14年に岡山市立中山保育園に第1号機(太陽光発電設
備及び太陽熱給湯設備)を設置後、平成19年には岡山市
立錦保育園に第2号機(太陽光発電設備)、平成22年には

岡山市立福渡保育窟に第3号機(太陽光発電設備)、平成
23年には岡山市立瀬戸図書館に第4号機(太陽光発電設
備)、平成25年には岡山市立建部保育園に第5号機(太陽
光発電設備)を設置している。これらは、地域における

自然エネルギーの普及啓発、環境意識高揚、環境教育に

大きく寄与している。

⑤ 耐震性の確保、施設運営上の安全確保、防水工事等の施

設維持管理についての検討を要する。

⑦ 今後本事業の内容の充実を図っていくためには、太陽光発

電設備設置場所の貸与に適した市有施設の把握等が必要

である。本事業の推進により、持続可能な社会の実現に

貢献する環境先進都市を目指していく。

凪自治体名

凪人 口
匝面 積

園事業開始年度

E 事業 主体

連絡先

岡山県岡山市

701，923人
789. 92km2 

平成14年度

岡山市、市民(NPO法人)

岡山市環燐局環境保全課地球温暖化対策室

田富I086-803-1282 巴D086-803-1737 
臨調http://www.city.okayama.jp/kankyou/ 
kankyouhozen/kankyouhozen_OO 167 .html 

津山市阿波地域木質バイオマスエネルギーの地産・地消事業

①阿波地域の94%を森林資源が占めている。しかし、木材価
格の低迷などにより森林の管理が行き届かす、大き芯課

題となっていた。間伐についても、切り捨て間伐で、山

に放置されたままの状態である。このような中、平成19
年度、津山市において地域にある温泉にチップボイラー

を導入したが、地元でチップ材を確保することが困難で

あり、そのための仕組みづくりが課題であった。

① 間伐材を集荷し、チップ化、地域にある温泉のチップボイ

ラーの燃料として利用する取組を実施。この取組に地域

通貨を導入する乙とで、木質バイオマスの有効利用、森

林の保全、雇用の創出、地域経済の活性化を目指す。

① 平成24年度の10月に1カ月間、間伐材の集荷の実証試験を
行った。賛同者を登録し、期間中、土場に軽トラック等で

木材を運搬し、チップ化作業を行った。間伐材1t当たり

6.000円相当の地域通貨を支給し、この地域通貨は、地域
内の登録庖で使用できるよう協力を得た。期間中58tの
木材を集荷。地域通貨の流通額は約33万円相当額であっ
た。現在、この取組を継続拡大している。

④ 他地域でも「木の駅ブロジ、エク卜Jとして同様の取組が行
われている。しかし、集荷した木材の販路の確保が流通

価格の変動などにより課題となっている。阿波地域では、

地域の温泉施設にチップボ、イラーが既に導入されており、

この取組によりエネルギーの地産・地消が可能と芯る。

⑤森林価格の低迷により、森林所有者が山に関心を持たなく

なってきており、山の荒廃に繋がっている。平成24年度

は実証的取組であったが、森林所有者が自ら、間伐材を

伐採、搬出することで所有林への関心を持つことに繋がっ

た。今後、本取組を拡大することで木質バイオマスの有

効利用、森林の保全、雇用の創出、地域経済の活性化に

繋げる。平成25年度は津山市において木質チッパーと土
場の整備を行い、本取組を本格軌道に乗せるため支援し

ている。

⑤ 行政だけの取組では主主く、地域を巻き込んだ取組とするた

め、地元の有志で実行委員会を結成し取組を進めた。集

荷材の買い取り価格として6.000円/tの設定を行ってい
るが、この財源の確保が課題である。今後は、温泉の指

定管理の条件に地元のチップ材の買い取りと最低価格を

明記する芯どし、事業の継続を図っていく。

⑦ 事業として継続するためには間伐材の安定的集荷 ・チップ

化の仕組みづくりが課題であり、 賛同者の弧大、集荷地

区の拡大を進める。

園自治体名

園人 口
凪面 積

画事業開始年度

面事業 主体

連絡先

岡山県津山市

105，762人
506. 36km2 

平成24年度
工コビレッジ阿波推進協議会

津山市地域振興部協働推進室

由理ITEL 0868-32-2032 1m 0868-32-2152 

※①事業、活動の背景・経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



食品残さを有効利用したバイオマスボイラーの活用

①原油(灯油)高騰による燃料代を削減するためバイオマス

ボイラーの導入を検討した。また食品残さを豚の餌に利

用するととで飼料代の削減を図っている。

② 食品残さを飼料として利用し経費節減に努める。また、残

さの余りや豚糞をボイラーで利用することでCO2の削減
を図るとともに、熱利用、焼却灰利用を行う。

③ 食品残さを買取り、それを幼少期と親豚以外の飼料として

利用する。肥育期間180日の内、 4か月程度は食品残さを
原材料とした飼料を与える。また冬場には食品残さの余

りや豚糞を原材料にボイラーを焚き、その排熱を豚舎の

床暖房として利用する。このシステムを導入したことで

死亡率が減少した。また、ボイラーの焼却灰は土壌改良

剤として近隣の農家に配布している。

④ 残さを飼料として活用している点や、食品残さの余りや豚

糞をボイラーの原料としているところが特徴的である。

冬季において、ボイラー熱を豚舎の床暖房として利用し

ている。ボイラーの焼却灰も土壌改善の原料として利用

している。

⑤ CO2排出量の66t削減に結びついている。(圏内クレジッ
ト制度排出削減事業として認定されている。)また、焼却

灰を土壌改良料剤として近隣の農家に無料配布すること

で活用できている。

⑤発電利用等も検討したが、採算ベースにのらない。

⑦ (特に芯し)

匝自治体名

凪人 口
嗣面 積

画事業開始年度

園事業 主体

連絡先

香川県三豊市

66.978人
222.66km2 

平成20年度
指田畜産有限会社

三聾市政策部産業政策課

目D0875-73-3013 1m 0875・73-3022
lm1I http://www.pref.kagawa.lg.jp/kankyo/business/ 
products/book 16/model/ 14 _model.htm 

安田町大規模太陽光発電事業

①事業用地である北大野工業団地の一部については、分譲開

始以来、主に食品関連企業と誘致折衝を行ってきたが誘

致実現に至っておらず、当該土地の利活用は長年の懸案

事項となっていた。また、平成15年度に策定した町新エ
ネルギーピジョンに基づく事業の推進についても検討を

続けてきた状況であった。一方で、事業用地は海岸沿い

の高台に位置して日照条件に恵まれており、国の固定価

格買取制度を活用すれば、限り主主く小さなリスクで大き

な事業効果を上げることが期待されたことから、本事業

の実施に至った。

① 本事業の実施により、懸案事項となっていた工業団地残地

の利活用と同時に、時宜を得た新エネルギー事業の展開

を図り、本事業により得られた収入を財源として、自家用

太陽光発電システム導入への補助事業の実施をはじめ、

社会福祉施策や教育の振興等、地域住民への還元施策の

ほか、移住・定住促進等の人口対策など幅広い事業を推

進することを目的としている。

① 敷地面積17.248m2上に、 4.256枚のモジュールを設置し、
最大発電量は1.021.4kW/hとなる。株式会社やすだソー
ラ-j¥ワーへの町の出資割合は40%であり、事業配当収
入及び土地貸付料のほか、固定資産税(償却資産)、法人

町民税を合わせ20年間で約1億3.500万円の事業収入を見
込んでいる。

④ 地方公共団体と民間企業の共同出資によるメガソーラー事

業としては、県内初の事例となる。

⑤平成25年3月の売電開始以来、当初の計画を上回る売電実
績を上げており、 20年間の事業収入は上方修正が可能芯
見通しとなっている。自家用太陽光発電システム導入補

助については、園定買取価格の低下により今後の件数が

伸び悩むことも考えられるが、本事業収入を社会福祉施

策や教育振興等における様々な事業財源として活用し、

地域住民の生活環境や福祉の向上、また次代を担う子ど

もたちへの環境教育の推進が図られること等が期待され

ている。

⑤ (特になし)

⑦事業地周辺の未利用地を活用し、発電量の増加に向けた検

討を進めている。これにより、収益還元施策の拡充を行い、

住民福祉の向上を図るとともに、クIj一ンエネルギーの

活用を通じたさまざまな画での地域振興に取り組むこと

としている。

固自治体名

園人 口
凪面 積

画事業開始年度

画事業 主体

連絡先
安田町総務課

園調0887-38-6711

高知県安田町

2.965人
52.3km2 

平成24年度
安田町、株式会社やすだソーラーパワー

1m 0887-38-6780 

※①事業、活動の背景。経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的主主点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開 145 
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生ゴミ等循環事業

① 生ゴミは焼却ゴミの40%以上を占め、しかも燃えにくくコ
ス卜もかかることから、焼却コ、ミ減量のためには生ゴミ

の分別が必要であった。また、し尿・浄化槽汚泥の海洋

投棄が禁止されることから、生ゴミ ・し尿 浄化檀汚泥

をメタン発酵させ、バイオガスによる発電、消化液を肥

料として活用するため平成18年11月から事業を開始した。
② 生ゴミ ・し尿・浄化槽汚泥をゴミとして処理をせず、バイ

オマス資源として地域で循環利用するととで、ゴミの減

量、液肥の利用による農業の活性化、安全主主農産物の地

産地消を実現することで、廃棄物バイオマスの地域循環

と町の活性化を目指す。

③ 町内から発生する生ごみ、し尿、浄化槽汚泥をメタン発酵

(中温湿式)により分解、発生するパイオガスを発電(施

設電力の7割自給)や熱利用に用い、発酵後の消化液を

肥料として農業利用している。

④ 町ぐるみで生ゴミ分別に取り組み、ほとんどの生ゴミが分

別され、バイオマス資源として活用している。町の中心

部に建設した「おおき循環センターくるるん」には、道

の駅・農産物直売所、地産地消レストランを併設し、た

くさんの来場者が訪れている。また、施設では、国内外

から年間3 ， 000人~4 ， 000人の視察者を受け入れている。

⑤ 生ゴミの分別により焼却ゴミが半減し、ゼロウ工イス卜宣

言である「大木町もったい芯い宣言」の公表につながった。

現在ゴミゼ口を目指して、町民と様々なゴミ減量対策に

取り組み、リサイクル率は60.9%1こ達した。また、生ゴミ
分別により町民の町づくりへの参加意識が高まり、住民

協働が前進した。更に液肥の利用が広がり、地域農業に

大きなメリットをもたらしている。生ゴミ等の循環利用は

町の活性化に大きく貢献している。

⑥メタン発酵プラントの運転も順調で、生ゴミもきちんと分

別されて集まっている。液肥の利用も好評であり、現在

のところバイオマス循環は順調に回っている。

⑦ メタン発酵プラン卜は順調に稼働しているが、約7年を経

過し経年劣化芯どが心配される。事前メンテナンスを徹

底し、故障・事故対策を徹底する必要がある。生ゴミ分

別は定着しているが、新住民に理解されていない場合も

あり、きちんと説明して理解を求めていく必要がある。

園自治体名

凪人 口
匝面 積

園事業開始年度

園事業主体

連絡先
大木町環焼諜

福岡県大木町

14，634人
18.43km2 

平成18年度
大木町(運営第三セクター一般社団法人

サスティナブルおおき)

liD 0944-33-2202 1m 0944-33-2203 

東峰村大規模太陽光発電所(メガソーラー)

①炭鉱の遺跡「ボタ山J造成地の有効活用と村総合計画上の
地域新エネルギーへの取り組みの中で、このボタ山造成

地は太陽光発電施設が検討されていた。村としても平成

21年度から3年間で公共施設4か所に太陽光発電施設を
整備してきた所です。村長上京の折、トップセールスの

一環で、完成したボタ山造成地1.5haの平地の活用を全
国太陽光発電推進協議会に打診したことがキッカケで協

議会会員の(株)ウエストホールデイングスが事業着手

を表明、土地を村より借用、メガソーラー整備となる。

②村の地域新エネルギーへの取り組みの実現と、公有地の有

効活用が目的である。

①発電については、出力規模1.94MW(1，941kW)、モジユ
ル枚数7，924枚、発電量は約600世帯の年間使用量に相当
する。

④ かつて化石工ネルギーであった石炭、ボタ山が大規模太陽

光発電供給墓地として再生されたことに対し、歴史の意

義を感じ、公有地の有効活用も出来たことが特徴的であ

る。

⑤ クリーンエネルギー供給基地の村ということで、環境に配

慮した村、美しい村づくりを進めていくことに繋げたい。

⑤ 整備箇所周辺住民、及び議会への説明等の対応に時聞を

要した。

⑦ 今後は、環境に配慮した村づくり「東峰村スマートピ、レッ

ジ」推進を加速したいと思っている。

園自治体名

匝人 口
匝面 積

匝寧業開始年度

画事業主体

連絡先
東峰村総務課

福岡県東峰村

2，448人

51.93km2 

平成24年度
東峰村、練式会社ウエストホールデイングス

固まI0946-72-2311 1m 0946-72司2038
園調http://www.west-gr.co.jp/

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑥事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



小浜温泉における温泉バイナリ一発電事業

① 小浜温泉は、源泉温度が約100t、湧出量が1日当たり
15，000tと非常に豊富芯温泉資源に恵まれているが、その
うちの約7割の温泉熱が未利用のままであった。温泉資
源の活用については地元の温泉事業者等も様々芯検討を

重ねてきていたが、十分に活用しきれていない状況であっ

た。そのような中、既存の温泉を活用した「温泉バイナリ一

発電Jについて長崎大学から提案があり、協議の結果、
産官学から芯る「協議会Jを設立し温泉エネルギーの活
用に取り組むこととなった。

① 未利用温泉熱を活用した温泉バイナリ一発電により温泉資

源の有効活用を図るとともに、工コな温泉地を全国にア

ピールし、地域活性化や温泉資源を活用した低炭素まち

づくりを目指す。

③ 温泉パイナリ一発電の実証実験事業を環境省の委託事業

により実施している。また、地元温泉事業者らを中心と

した協議会により、温泉発電および温泉熱を活用した様々

な事業や観光資源としての活用方法等、今後の地域づく

りについてもワークショッブ等を通じて検討を重ねてい

る。

④ 温泉 ・地熱発電は、近隣の温泉街との摩擦が問題になるこ

とが多いが、小浜温泉においてはかつて地熱開発の反対

運動を行っていた温泉事業者等も、推進協議会の中心メ

ンバーとして事業の発展に取り組んでいる。

⑤ 全国に先駆けて温泉発電の実証事業に取り組んだことによ

り、全国かう視察・見学者が訪れるように芯り、温泉旅

館への宿泊増につながっている。メディアに取り上げら

れることにより、地域の知名度向上に寄与している。地

域全体で工コな温泉地をアピールするという機運が高ま

り、全国の議会事務局に視察ツアーの案内を送付する芯

ど、積極的な活動に結びついている。

⑤ 地域の共有資源である温泉を利用するには関係者間での

調整が重要であり、過去に反対運動が起きた経緯もある

ため、事前の話し合いには十分な時間と回数をかけ、地

域主体の運嘗を心掛けた。

⑦ 温泉特有の課題である温泉スケール(湯垢)が配管等|ζ詰

まることから、効率的なメンテナンス方法の確立が急務

である。

今後は温泉発電の事業化と地域展開、発電利用後の二次

利用温泉水を活用した温室ハウス栽培や養殖事業など、

温泉熱の総合利用による低炭素なまちづくりに取り組む。

画 自治体名

匝人 口
凪面 積

画事業開始年度

面'業 主体

連絡先

長崎県雲仙市

47，502人
206，92km2 

平成22年度
一般社団法人小浜温泉エネルギー、長崎大

学、株式会社エディット

雲仙市市民生活部環境政策課

田富10957-38-3111 1m 0957-38-3514 
mDhttp・Ilobamaonsen-pj，jpl

熊本市下水汚泥固形燃料化事業

① 熊本市では一日約80tの下水汚泥が発生し、その内約50t 
を焼却埋立、残りをセメン卜化・コンポスト化による有効

利用していたが、平成24年度末に焼却炉が耐周年数を迎
えることから、その処分方法の検討を始めた。そのよう

な中、国が下水処理分野における循環型システムへの転

換の必要性を示したこと、東京都で汚泥炭化事業が実用

化され、地球温暖化防止等に効果のある新妓術として下

水汚泥の燃料化が注目を集めていたことなどかう、燃料

化事業計画に着手した。

① バイオマス資源である下水汚泥かう燃料化物を製造し、燃

料として有価で供給することによる下水汚泥の資源化を

促進すると共に、温室効果ガスの削減による地球温緩化

防止に貢献することが目的である。

① 本施設は、熊本市南部浄化センター内の旧焼却施設跡地に

設置した。下水汚泥処理能力は一日50t、年間16，000tで
あり、固形燃料化物を年間約2，300t生成する。運転管理
は、受託事業者である電源開発・九州電力を中心とした

5社で設立した特別目的会社が行っている。
@ 本燃料化施設は、低温域で炭化を行うことで、燃料化物に

求められる高発熱量・低臭気・低自然発火性の3大要件
を同時に満足し、石炭代替燃料としての価値や適応性を

高めた技術(低温炭化方式)を採用した。また従来の焼

却処理と比較して、 CO2削減効果が高い施設である。
⑤ 効果としては、 (1 )セメン卜化・コンポスト化による再

資源化と合わせて、乙の事業により下水汚泥のリサイク

ル率100%を達成し、資源の有効利用が図られるとと、 (2)
本燃料化施設において従来の燃焼方式に比べて年間約

2，900 t 、火力発電所において年間約3，400tのCO2が削
減され、地球温暖化防止へ貢献できること、 (3)従来の
焼却埋立方式に比べて、汚泥処理ランニングコストの削

減や、焼却灰の埋立処分が不要になったことによる埋立

地の延命化に寄与できるとと等が見込まれる。

@ 汚泥の処理処分については、安定的に継続されることが重

要であり、受入先の確保が必須の要件である。このため、

20年間の燃料買取 ・利用の確約書の提出を条件とし、民
間企業の有する経宮能力や技術力を活用した効率的な事

業運営を図るため、設計-施工 ・管理運嘗を一括して民

間委託するDBO方式を採用した。
⑦ 20年間という長期間、安全で安定的な管理運宮を確実に維
持し、燃料化における更芯る技術開発や効率化を追及し、

燃料化物の高晶質化を進める。

E自治体名
画人 口
画面 積

画事業開始年度

起事業 主体

連結先

熊本県熊本市

737.294人
389. 54km2 

平成25年度
熊本市

熊本市上下水道局水再生課

E富1096-361-54701m 096-361-5479 

※①事業、活動の背景 経緯 ②目的 ①内容 ①特徴的主主点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
147 
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佐{自市新油田プロジ'エク卜推進事業

① 大分県が資源循環型社会の構築を図り、地球温暖化防止を

目的に 「大分新エネルギービジョン」を策定。その目標

達成のためのモデル事業のーっとして fJ¥イオディーゼ
ル燃料製造プロジェク トJが提案された。環境立県に向
けた取り組みの一環として平成17年度から県内のモデル
地区において 「おおいた菜の花工コ ・ブロジ、工クト事業」

を実施するととになり、そのモデル地区として佐伯市が

選ばれ事業実施に至った。

① 当初Ict、「おおいた菜の花工コブロジ‘エクト」として始まり、
遊休農地の解消と地域資源を活用した循環型社会の形成

及び地球温暖化防止が目的であった。平成20年度からは、
「菜の花工コブロジ、工ク卜」と「新油田プロジェクトjに

分かれて活動しており、 「新油田プロジェクト」を推進す

ることにより廃食油の回収を一般住民へ広げ、水質汚濁

防止やごみの減量化にも寄与している。

① 当初は、菜の花を遊休農地で栽培し、そとからとれる菜種

j自を学校給食で利用して、遊休農地の利活用を図。、使

用後の廃食油を原料としてバイオデイーゼル燃料を精製

し、公用車等で利用していた。現在は、廃食油の回収を

学校給食以外にも飲食居や事業所、 一般家庭へ広げてい

るほか、精製したバイオディーゼル燃料を公用車以外に

も船舶やボイラーで利用している。

④ バイオディーゼル燃料を軽油と混和して船舶で利用してい

るほか、重油と混和してボイラーの燃料として使用して

いる。廃食油を回収するうえで、各地区と連携して回収

場所を設置しているほか、小学校や PTAと協力し、小学
校での廃食油回収、環境学習の実施等を行っている。

⑤ 一般家庭では、廃食油の処分に困っていることが多く、地

区ごとに回収場所が設置されれば処分に困うない。また、

回収した廃食油が再利用されることを広報することによ

り、ごみではなく有効な地域資源であるとの認識が市民

に広がり、ごみの減量化につながるほか、流し台からの

河川等への流出を防ぎ、水質汚濁防止にもつながる。さ

らに、廃食油を回収するという簡単な取り組みでも地域

の環境保全につながっているとの認識を事業を通じて啓
発できる。

⑤ バイオディーゼル燃料の需要と供給のバランスをとるのに

苦慮している。現在の工場は危険物の少量保管場所とし

ての登録であるので、作った燃料をス トックすることが

困難である。

⑦ 廃食油の回収範囲を市内全域に広げ、 J¥イオテ、イーゼ]レ燃

料への転換を増加させることが目標であるが、そのため

にも工場の移設及ひ‘装置の増設等を検討する必要がある。

厨 自治体名

偏人 口
匝面 積

匝事業開始年度

凪事 業主体

連絡先

大分県佐伯市

77.730人
903.4km2 

平成18年度
佐伯市

佐伯市市民生活部環境対策課

E冨10972-22-39561m 0972-22-3914 
回調http://www.city.saiki.oita.jp/Iife/i m g/ 
kankyoueisei/ eco・report/6・baiomasu.pdf

お陽さんと新エネルギーの里づくり

① 字南 ・水足地区は、由布市圧内町のほぼ中央に位置し、音

から「鳴沢J地区と呼ばれている。南向き斜面で一日中
太陽光を受け、清らかな湧水と自然に固まれ、近隣同士

が声をかけあい助け合う、自然も人情も豊かな地区であ

る。地域のエネルギーを地域の自然資源を使って確保し

ようという環境保全意識の向上から取り組んだ。

① 鳴沢地域の大い主主る自然資源を守りつつ活用し、地域の活

性を図ることが目的である。

③ 平成21年度かう3年間、由布市の支援により「由布コミユ

二ティ(地域の底力再生)事業jに取り組み、自然の恩

恵を守るため、鳴沢環境部会を発足。平成23年度には、

活動収入をつくるため地区公民館の屋根上に小規模な太

陽光発電所を開設した。平成24年度には、大分県から「地

域新エネルギー導入モデル事業j実施地区の採択を受け

て、 13戸の住宅屋根上と4脚の野立てを設置。地域をあ

げて発電に取り組み地域の活性化を行っている。

④ 大分県として初めてのモデル地区に37戸107人の小さな地

区が選ばれ、約 1/3の住宅の屋根上に太陽光パネルが
設置されている。まとまりがあるこのような小さな地区

だからこそ可能だった。まさに小さ主主集落だからこそで

きたのである。

⑤ 太陽光パネルの設置により、多くのメディアや関係者が視

察に訪れており、地域住民も取組に対して大変関心が高

い状況である。今後は先進地区となり、同様の取り組み

が広がっていくように様々なアイデア等を具現化してい

きたい。

⑤ 自己負担も大きく、計画通りに売電収入があるか不安で

あったため、順調に償還していけるか何度も償還計画の

シミュレーシヨンを行った。

⑦ 今後は水車精米所等の開設により、新しいコミュニティの

形成を目指したい。その他、街灯の設置やエネルギーを

生ごみ処理に活用するなど、今後も様々な工夫とアイデ

アで「お陽さんと地域新エネルギーの里づくり」を進め

ていく予定である。

函 自治体名

画人 口
固面 積

凪事業開始年度

画事 業主体

連絡先

大分県由布市

35.787人
319.16km2 

平成23年度
鳴沢環境部会(代表

自布市総務部総合政策課

二宮和善)

E軍1097-582-1111(内線227) 1m 097-582-3971 
I!ID http://www.pref.oita.jp/ 

※①事業、活動の背景 ・経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



鶏ふん焼却発電事業

①平成11年11月に「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の

促進に関する法律」が施行、 5年後の完全実施に向け従来

のたい肥化での利用に限界を感じ、その他の有効利用を

模索していた。その当時、海外において鶏糞発電プラン

トが稼働しており、本県及び管内における同法の対策と

して、電力関連会社、ブロイラ一会社、養鶏震家が一体

と芯り鶏糞発電プラント技術を海外より導入、設立に至っ

た。

② 畜産の盛んな管内では鶏11，ん以外にも牛ふんや豚ふんも
あり、大量の家畜排せつ物をたい肥化利用するのが常で、

耕地面積に対し、たい肥の需要と供給にアンバランスが

生じ、管内において悪臭や地下水汚染などの環境問題が

不安視されていた。このよう芯状況下、鶏ふんを焼却す

ることでこれ5の環境負荷が低減し、環境にやさしい新
たな家畜排せつ物の利活用と安定的な養鶏産業の成長を

目指した事業として設立した。

③ 養鶏農家かう集めた鶏11，んを発電燃料としてボイラーで直
接燃焼させ発生電力(再生可能エネルギー)を販売する

とともに、燃えた後の鶏ふん焼却灰は肥料原料として有

効利用している。このシステムを「循環型工コシステム」

と呼び資源循環を構築している。

④ 日本初の鶏11，ん発電事業は、本県の基幹産業である養鶏事
業と電力関連事業が新たなサービスを生み出す農商工連

携のモデルでもある。また、地域環境を改善し、地元雇

I IJ味力 、

用を創出するコミュニティビジネスの一面を併せ持つ。

⑤ 家畜排せつ物を利活用し、安定した電力を生み出す鶏11，ん
(j'¥イオマス)発電事業の地域貢献(成果)は、(1 )地

域環境負荷の低減(家畜排せつ物の循環を促す)、 (2)
ブロイラー産業(養鶏農家)の安定的成長をささえる、(3)

地元雇用の創出、 (4)地域財政(法人税、固定資産税)

への貢献等が挙げられる。

⑥日本で初めての取り組みであったため、立地地点周辺の理

解醸成に苦心した。住民説明会を丁寧に重ね地域の理解

を得たうえで、立地及び環境保全協定を締結した。

⑦ ボイラー設備等の経年劣化対策(増設もしくはUプレース

芯ど)を検討していく。

匝 自治体名

園人 口
凪面 積

凪穆業開始年度

園事業 主体

連絡先
川南町.林水産課

目D0983-27-8011 

宮崎県川南町

16，924人
90.28km2 

平成17年度
みやざをバイオマスリサイクル株式会社

1m 0983-27-7558 

E霊冨誼.諸塚村小原井万ヶ原地区小水力発電施設
①本村では、近年鳥獣による農作物への被害が深刻化してき

ており、小原井万ヶ原地区も猪等による水稲への被害が

増加していた。このため、耕作者は電気柵を設置し有害

鳥獣対策を行っていたが、電気柵の電源はバッテリーで

あり、消耗すると十分な効果が発揮できないため、安定

的な電源の確保と維持費削減策を模索していた。

② 耕作者が設置する電気柵の安定的芯電源の確保と維持費

削減とともに、本村が推進する工コツーリズムにも配慮

した取り組みを行うととが目的である。

③ 地区内の水資源を活用した水車による小水力発電を、有害

鳥獣対策の一つである電気柵の電源として利用する。直

径3.2mの水車1基と、隣接して発電機、バッテIj一、左

近太郎(水力脱穀精米機)を収納した小屋1棟、室内灯、
外灯 (LEO)を整備した。

④ 水車の動力となっている水源は既存の防火水檀用の水で

あり、常時掛け流しで防火水稽に貯水される水を有効利

用したものである。また、防火水槽に隣接していた老朽

化した消防器具庫を解体し、その跡地に発電機等収納小

屋を建設した。

⑤ 電気柵の電源を水力で補うことにより、安定的な電源の確

保と維持費用の削減が図られるとともに、電気柵を共同

で広範囲に設置するととが可能となり、地域が一体とな

り有害鳥獣対策に取り組むことができるようになった。ま

た、工コツーりズムに配慮した取り組みにより、地域内に

は左近太郎の脱穀する音が響き、水車が回る昔懐かしい

風景がよみがえったことで、益々の地域の協和と鮮が深

められたほか、施設の視察等で地域に訪れる人が摺加す

るなど、地域の活性化にも繋がっている。

① 小水力発電の動力と芯るのは水であり、今回は既存の防火

水槽への掛け流しの水があったため利用することができ

たが、山間地域では水は特に貴重で水利権等もあり、小

水力発電の実施にあたっては、地域住民や水利権者の了

解が不可欠である。

⑦ 地形や地域、用途に応じ、水力、風力、太陽光等の発電の

使い分けや組み合わせ(j¥イブリッド)を検討し、再生

可能エネルギーを本村の産業振興と地域活性化のために

有効利用していきたい。

自 自治体名

E人口
画面 積

E事業開始年度
目事 業主体

連絡先
諸塚村企画課

IID 0982-65-1116 

宮崎県諸塚村

1，805人
187.59km2 

平成22年度
諸塚村ジビエ開発推進部会

1m 0982-65-0032 

※①事業、活動の背景ー経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待ざれる効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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総合運動公園防災機能強化事業

①薩摩川内市では、平成24年度に策定した次世代エネルギー
ビジョン及び行動計画に沿ってまちづ、くりを進めている。

また、本ビジョンに記載している「未来像jでは、市民

生活に関連深いテーマとして、地域特性を活かしたエネ

ルギ一自給自足モデルの構築を掲げている。ビジョン策

定に際し、地域での意見交換会で、「防災面でのエネルギー

の活用Jの要望が出されたこと、更には市民アンケー卜
の中でも「防災対策の充実」を望む回答が多くよせられ

たことを踏まえ、避難所と芯る総合運動公園(収容人数

2，590人)に太陽光発電設備等を導入し、防災機能の強化
を図ることとした。

② 次世代工ネルギーを活用した防災拠点の整備を目的とす

る。

③総合運動公園にUース形式で太陽光発電設備を設置し、通
常は大半を売電する一方、停電時には施設内に電力を供

給する仕組みを導入する。これに関し、太陽光発電設備

(670kW)、施設への供電設備、 EV車及びEV充電器等
を設置する。

④ 特徴的な点は次のとおりである。(1)停電時には太陽光

発電設備かう施設内に電力を供給する仕組みを構築する。

(2) E V車は公園内の移動手段のみ芯らす、蓄電池機能

としても活用する。 (3)初期投資はリース会社が負担し、
市は毎月リース料を支払う。固定価格買取制度 (FIT)を
活用することでリース料を相殺し、 20年間で市の負担額
が実質ゼ口と芯る予定である。

⑤ 成果や今後期待される効果は次のとおりである。(1)地

域防災拠点の構築により、市民の安全-安心な暮うしの

確保につ芯がる。 (2)市内外から多くの人が訪れる施設

であることから、本市の次世代エネルギーを活用したま

ちづくりの取り組み事例として、広報効果が期待できる。

(3)本市行動計画に基づき、今後様々な事業に取り組ん

でいく予定であるが、本施設を含めたエネルギー関連施

設を巡るツアーを組むことで観光客の誘致が期待できる。

@ 事業が長期にわたることから施設の耐久性に関し、関係課

所や設計事務所と累次にわたる検討を行った。また、固

定価格買取制度 (FIT)を活用した場合の太陽光発電設備
と需要設備の接続についても、関係機関への累次にわた

る確認が必要だった。

⑦ 市内公共施設の屋根貸し等、民間の力も借りて、更に小規

模分散型電源を増やし、防災拠点の整備等につなげてい

きたい。

凪自 治 体名

画人 口
画面 積

画事業開始年度

画事業 主体

連結先

鹿児島県蔭摩川内市

97.593人
683.5km2 

平成24年度
穫摩川内市

薩摩川内市企画政策都新エネルギー対策際

E週 0996-23-5111(内線5521) 1m 0996-25-1704 
lm1I http://jisedaトenergy-satsumasendai.jp

」4品目ふーー-
E譜歯踊幽箇圏 小水力発電所を活用した学習型観光の推進

①滝幅210mの曽木の滝観光は、伊佐市最大の観光地である。
しかし芯がら、観光客数は減少傾向にあり関係者は活性

化の手立てを模索していた。一方、日本工宮側は、現地

での平成15年度ハイドロバレー計画策定に関与し、平成
22年に事業化を伊佐市に提案した。その結果、「首木の滝
再生エネルギー創出事業」の事業協定を締結し再生エネ

ルギ一学習の場として、学習型観光を推進することとなっ

た。

① 市観光関係者・水力発電事業者が連携し、自然を生かし

た小水力発電をテーマに小中学生が再生エネルギーを学

習体感できる学習型観光を推進することにより曽木の滝

観光の活性化を図る。

③水力発電事業者は、発電の仕組み等を画像化し、またイメー

ジ‘キャラクターなどにより親しみやすく理解しやすい情

報提供の役割を担い市は、遊歩道等の整備を図り観光関

係者は、小中学校への学習型観光の情報提供に努めると

とにより学習型観光を推進する。

④ 100年前に滝の落差を活用し、当時圏内最大の6.700kWの
発電所を建設し、圏内産業の最先端の活動をしていた先

人たちの残した導水路、取水口等をそのまま活用し、現

代技術で490kWの発電所に再生した。発電所遺構に足を
運び、自然を活用した先人の知恵と現代技術を同時に体

感できる。

⑤ 発電所は、平成25年5月に運行開始したため、学習型観光
の実施は今からの状況である。日発電所遺構までの遊歩

道の未整備区間80mを本年度新設整備すると1，400mが

つながる。とれと市が平成23年度に整備した再生工ネル
ギ一学習機能を持つ観光拠点施設、芝生公園、民間事業

者が運営する土産食事盾を組合せ小中学生の学習型遠足

等を取り組むことにより曽木の滝観光の活性化を図るこ

とができる。

⑤ 小中学校へ再生エネルギーを体験学習できる場があるこ

とへの情報提供が重要と芯る。小中学校の学習型遠足等

誘致のための学校訪問等を企画し、学校側への理解を深

める必要がある。また、発足したボランティアガイドの

育成を図る。

⑦ 小中学生の再生工ネルギ一学習は、今後ますます重要とな

ることが予想される。自然条件などの条件を持ち合わせ

ている学習の場は特徴的になるので、その恵まれた条件

を十分生かし事業の拡大を図る。

国自 治体 名

国人 口
匝面 積

画事業開始年度

匝事業 主体

連絡先
伊佐市地繊娠興課

鹿児島県伊佐市

28.971人
291.89km2 

平成25年度
伊佐市、伊佐市観光特産協会、新曽木水力

発電株式会社・日本工営株式会社

E謂 0995-23-13271m0995-22-5344 
lm1I http://www.shinsogi.co.jp/ 

※①事業、活動の背景-経緯 ②目的 ③内容 ④特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑤事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開



白谷雲水峡ミニ水力発電

① 白谷雲水峡には、ヤクスギなどの原生的な森林、白谷川の

清流が気軽に鑑賞でき、アニメ映画のモチーフにもなっ

た苔むす森などを目当てに多くの観光客が訪れている。

しかし、標高610mに位置しているとともあり、電気が供

給されておうす、 トイレ等の設備に限界があり、観光受

け入れに支障をきたし、自然環境への影響も生じていた。

また、当地に商用電源を確保するには費用、自然景観の

面からも課題が多く、当時も普及を進められていた太陽

光発電も雨天時の多い本地区では安定的芯電源の確保が

難しかったため、本地区が有する豊富芯水と落差を活か

したマイク口発電設備を整備した。

② 自然休養林白谷雲水峡における公衆用トイレ-管理棟等の

電源を確保するととが目的である。

③ 白谷雲水峡の公衆用トイレ、管理棟の照明等の電源を白谷

雲水峡内に流れる白谷川かう取水し、水圧管を布設、ベ

ルトン水車発電機で発電している。総落差76.5m、配管

距離524m、ベルトン水車を採用し発電量41くWを確保し

ている。

④ 自然景観等に配慮すべき地域において、地形や豊富な降水

量を生かした再生可能エネルギーとして活用した小水力

発電を行っている。豊富な水量によって安定的に電力を

供給している。

⑤利用施設の利便性が向上された。ディーゼル燃料利用した

発電機と比較し、環境負荷が低減され、水の島屋久島の

恵沢をPRすることができ、屋久島らしい観光地づくり

につながった。また、山岳部の緊急時の対応など安全確

保にもつながった。

⑤ 施設整備費の確保の面で、経済や有効性の観点かう補助

金等の確保が困難であった。荒天時の保守や老朽化に伴

う対応が必要と左よっている。

⑦ 観光利用が多く、課題が生じている山岳部のトイレの対策

等、環境条件の適合地に普及を検討する。

E自治体名
E人口
臨面 積

嗣事業開始年度

E事 業主体

連絡先
屡久島町環境政策課

鹿児島県屋久島町

13.5加入
504.88km2 

平成14年度
屋久島町(1目上屋久町)、屋久島レクリ工ー
ションの森保護管理協議会

回調0997-42-01001m 0997-42-1505 

※①事業、活動の背景経緯 ②目的 ③内容 @:特徴的な点 ⑤成果や今後期待される効果

⑥事業実施において苦心した点や解決方法 ⑦課題と今後の展開
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